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高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №１ 新様式１

事業No. １－１－（１）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

会報等発行:
毎年度計各４回
構成員数:100

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　・県民向け広報紙「安全安心まちづくり
ニュース」発行（各98,000部×４回）
　・構成員向け会報「安全安心まちづくりだ
より」発行（４回）
　・高知県ホームページ、ラジオ等を利用し
た広報(ホームページ随時更新、ラジオ年４
回)
　・県庁舎への「通学路安全の日」タペスト
リーの掲示（毎月第３木曜日）
２　安全安心まちづくりポスターの募集及び
作成、配付
３　安全安心まちづくり出前講座の実施
　（令和４年度は２回実施）
４　安全安心まちづくりひろばの実施
　・イオンモール高知において実施

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　・県民向け広報紙「安全安心まちづくり
ニュース」発行（各90,000部×４回）
　・構成員向け会報「安全安心まちづくりだ
より」発行（４回）
　・高知県ホームページ、ラジオ等を利用し
た広報(ホームページ随時更新、ラジオ年４
回)
　・県庁舎への「通学路安全の日」タペスト
リーの掲示（毎月第３木曜日）
２　安全安心まちづくりポスターの募集及び
作成、配付
３　安全安心まちづくり出前講座の実施
　（令和５年度は１回実施）
４　安全安心まちづくりひろばの実施
　・イオンモール高知において実施

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　・県民向け広報紙「安全安心まちづくり
ニュース」発行（各88,700部×４回）
　・構成員向け会報「安全安心まちづくりだ
より」発行（４回）
　・高知県ホームページ、ラジオ等を利用し
た広報(ホームページ随時更新、ラジオ年４
回)
　・県庁舎への「通学路安全の日」タペスト
リーの掲示（毎月第３木曜日）
２　安全安心まちづくりポスターの募集及び
作成、配付
３　安全安心まちづくり出前講座の実施
　（令和６年度は１回実施）
４　安全安心まちづくりひろばの実施
　・イオンモール高知において実施

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　・県民向け広報紙「安全安心まちづくり
ニュース」発行（初回88,495部、第２回から
第４回は各79,110部）
　・構成員向け会報「安全安心まちづくりだ
より」発行（４回）
　・高知県ホームページ、ラジオ等を利用し
た広報(ホームページ随時更新、ラジオ年４
回)
　・県庁舎への「通学路安全の日」タペスト
リーの掲示（毎月第３木曜日）
２　安全安心まちづくりポスターの募集及び
作成、配付
３　安全安心まちづくり出前講座の実施
　（令和７年度は１回実施）
４　安全安心まちづくりひろばの実施
　・イオンモール高知において実施

実施後の分析、検証

・実施計画の内１についてはほぼ計画どおり
に実施できたが、県有車へのマグネット掲示
は行わなかったため、より効果的な策を行う
必要がある。
・２については、例年に比べてポスターの応
募総数が減少していたため原因を精査する必
要がある
・３についてはコロナ禍のため講座の依頼自
体が少なかったことが考えられる
・４については、例年以上の来場者数とな
り、広く県民に安全安心まちづくりについて
広報を行うことができた

・実施計画の内１についてはほぼ計画どおり
に実施できたが、県有車へのマグネット掲示
は行わなかったため、より効果的な策を行う
必要がある。
・２については、関係機関への積極的な広報
を実施したことから、例年に比べてポスター
の応募総数が増加した
・３については、コロナ禍明けでそれほど期
間が経過していないため、講座の依頼自体が
少なかったことが考えられる
・４については、例年以上の来場者数とな
り、広く県民に安全安心まちづくりについて
広報を行うことができた

・１は計画どおりに実施できた。従来広報紙
等で広報していた内容を個別チラシで啓発
し、新たなコンテンツを広報紙等で広報し、
効果的な啓発ができた。
・２については、関係機関への積極的な広報
を実施したことから、例年に比べてポスター
の応募総数が増加した
・３については、若者を対象とした講義を行
い、防犯意識の高揚、安全安心まちづくり活
動への積極的な参加を呼びかけることができ
た
・４については、例年以上の来場者数とな
り、広く県民に安全安心まちづくりについて
広報を行うことができた

・１は、令和６年度同様に従来広報紙等で広
報していた内容を個別チラシで啓発し、新た
なコンテンツを広報紙等で広報し、効果的な
啓発ができた。
・２は、関係機関への積極的な広報を実施し
たことから、前年に比べてポスターの応募総
数が増加した
・３は、若者を対象とした講義を行い、防犯
意識の高揚、安全安心まちづくり活動への積
極的な参加を呼びかけることができた
・４は、新たな著名人を招いた防犯トークラ
イブを開催するなどし、例年以上の来場者数
となり、広く県民に安全安心まちづくりにつ
いて広報を行うことができた

次年度の取組

　上記分析結果を踏まえた結果、
　・１については、街頭啓発を行い、より効
果的な見守り活動を行う。
　・２については、例年に比べてポスターの
応募総数が減少していたため原因を精査の
上、継続的に広報を行い、より練度の高い応
募作品を募集し、広報活動へつなげる。
　・３についても同様に、広報紙等により、
出前講座を募集し、特殊詐欺等の被害防止策
を拡充する。
　・４については、引き続き開催することと
し、規模を拡大させより広範囲に向けて安全
安心まちづくり運動を広報する必要がある。

　上記分析結果を踏まえた結果、
　・１については、街頭啓発を行い、より効
果的な見守り活動を行う。
　・２については、継続的に積極的な広報を
行い、より練度の高い応募作品を募集し、広
報活動へつなげる。
　・３についても同様に、広報紙等により、
出前講座を募集し、特殊詐欺等の被害防止策
を拡充する。
　・４については、引き続き開催することと
し、規模を拡大させより広範囲に向けて安全
安心まちづくり運動を広報する必要がある。

　上記分析結果を踏まえた結果、
　・１については、ホームページ等のデジタ
ル媒体を活用し、効果的な啓発を行う。
　・２については、継続的に積極的な広報を
行い、より練度の高い応募作品を募集し、広
報活動へつなげる。
　・３についても同様に、広報紙等により、
出前講座を募集し、特殊詐欺等の被害防止策
を拡充する。
　・４については、引き続き開催することと
し、規模を拡大させより広範囲に向けて安全
安心まちづくり運動を広報する必要がある。

・１については、ホームページ等のデジタル
媒体を活用し、効果的な啓発を行う
・２については、継続的に積極的な広報を行
い、応募総数の増加を目指すとともに練度の
高い作品を募集し、もって効果的な広報活動
へつなげる
・３については、広報紙等により、出前講座
を募集し、特殊詐欺の被害防止策や一般防犯
などに関する分野の啓発を行う

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策１ 県民一人ひとりの防犯意識を高める
具体的な
取組①

 広報・啓発の充実
･･･広報紙やラジオによる広報、啓発及び条例等の情報提供等を行う。

目指す姿
（目標）

１.県民等の県条例や各種防犯指針を周知してもら
い、安全安心まちづくり活動気運を向上させる。
２.事業者や地域活動団体による安全安心まちづくり
活動を活性化させ、自主的な活動を促進させる。

目標
又は
指標

会報及び広報紙の発行：各年度４回

　犯罪のない安全安心まちづくり
について、県民や事業者の理解を
深め、防犯意識を高めるため、テ
レビやラジオなどのメディア、県
の広報紙、ホームページなど様々
な広報媒体を活用して、防犯に関
する広報・啓発を行います。ま
た、条例や防犯上の指針などにつ
いて、リーフレットやホームペー
ジなどにより、県民や事業者に対
して情報の提供を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　・県民向け広報紙「安全安心まちづくりニュース」発行（約９万部×４回）
　・構成員向け会報「安全安心まちづくりだより」発行（４回）
　・構成員に向けたＥメール等による「安全安心まちづくり推進会議速報」の発信
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報

４　県庁舎などへの「通学路安全の日」タペストリーの掲示（毎月第３木曜日）
５　安全安心まちづくりポスターの募集及び作成、配付
６　安全安心まちづくり出前講座の実施
７　安全安心まちづくりひろばの実施

計画（P)
線表

各４回

構成員数100

各４回

構成員数103
各４回

構成員数101

各４回

構成員数104

【安全安心まちづくりニュース】・・・約９万部、年度４回、配布箇所の拡充

【安全安心まちづくりだより（会報）】・・・◎会報(約400部)の発信（年度４回）

【高知県安全安心まちづくり推進会議速報（会員向け）】・・・◎随時作成、発行

【高知県ホームページ】・・・◎新着情報の充実　◎更新情報の早期提供　◎地域に応じた情報の掲載

【ラジオ等による広報】・・・◎交通安全係、消費生活係と連携した広報の実施　

【安全安心まちづくりポスター作成等】・・・◎県教委及び各市町村教委との連携強化　◎最優秀及び優秀作品をポスター化して配付

【安全安心まちづくりひろば開催】・・・◎効果的な広報啓発が見込める場所での開催　◎イベントを通した防犯啓発　◎幅広い年齢層に対する広報啓発

【その他の活動】・・・◎出前講座の実施（随時）　◎あらゆる機会を利用したパネル展の実施　◎県庁舎等へのタペストリー貼付



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №２ 様式１

事業No. １－１－（１）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

地域安全情報1500件
金融機関への情報提供60件
事業者への情報提供60件

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，２　各種イベント等において地域安全情報を
発信した。
３　県警察ホームページにおいて、特殊詐欺の手
口、被害防止策、各種地域安全活動への参加依頼
等の広報を掲載した。
４，５，８　特殊詐欺被害や予兆電話が多発した
際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報を発令
し、あんしんFメール、ツイッター、電光掲示板
等による情報発信、金融機関、市町村等の関係機
関に情報提供し、注意喚起を実施した。
６　ラジオ番組へ出演し、特殊詐欺被害防止、自
転車等の鍵かけの促進、年末年始における犯罪被
害防止等を呼びかけた。
７　通学路安全の日や特殊詐欺ゼロの日に合わせ
た広報啓発活動を実施した。
※地域安全情報：Fﾒｰﾙ発信157件、ﾂｲｯﾀｰ発信(地
域安全情報に限る)62件、犯罪多発時の情報提供
18件、RKCラジオ広報６件、広報高知５の計248件
※金融機関に対する情報提供数:犯罪多発時の情
報提供18件
※事業者に対する情報提供数：引継ぎノートシー
ル12件

１，２　各種イベント等において地域安全情報を
発信した。
３　県警察ホームページにおいて、特殊詐欺の手
口、被害防止策、各種地域安全活動への参加依頼
等の広報を掲載した。
４，５，８　特殊詐欺被害や予兆電話が多発した
際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報を発令
し、あんしんFメール、X（旧ツイッター）、電光
掲示板等による情報発信、金融機関、市町村等の
関係機関に情報提供し、注意喚起を実施した。
６　ラジオ番組へ出演し、特殊詐欺被害防止、自
転車等の鍵かけの促進、年末年始における犯罪被
害防止等を呼びかけた。
７　通学路安全の日や特殊詐欺ゼロの日に合わせ
た広報啓発活動を実施した。
※地域安全情報：Fﾒｰﾙ発信155件、X（旧ﾂｲｯﾀｰ）
発信(地域安全情報に限る)93件、犯罪多発時の情
報提供24件、RKCラジオ広報６件の計278件
※金融機関に対する情報提供数:犯罪多発時の情
報提供24件
※事業者に対する情報提供数：引継ぎノートシー
ル12件

１，２　各種イベント等において地域安全情報を
発信した。
３　県警察ホームページにおいて、特殊詐欺の手
口、被害防止策、各種地域安全活動への参加依頼
等の広報を掲載した。
４，５，８　特殊詐欺被害や予兆電話が多発した
際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報を発令
し、Yahooアプリ、SNS（X）、電光掲示板等によ
る情報発信、金融機関、市町村等の関係機関に情
報提供し、注意喚起を実施した。
６　ラジオ番組へ出演し、特殊詐欺被害防止、自
転車等の鍵かけの促進、年末年始における犯罪被
害防止等を呼びかけた。
７　通学路安全の日や特殊詐欺ゼロの日に合わせ
た広報啓発活動を実施した。
※地域安全情報：Fメール発信41件、ホームペー
ジ掲載２件、Yahoo!アプリ発信79件、SNS(X)発信
(地域安全情報に限る)47件、犯罪多発時の情報提
供26件、RKCラジオ広報6件の計201件
※金融機関に対する情報提供数:犯罪多発時の情
報提供26件
※事業者に対する情報提供数：引継ぎノートシー
ル等38件

１，２　各種イベント等において地域安全情報を
発信した。
３　県警察ホームページにおいて、特殊詐欺の手
口、被害防止策等の広報を掲載した。
４，５，８　特殊詐欺被害等が多発した際、特殊
詐欺注意報等をYahooアプリ、SNS(X)、電光掲示
板等により発信、金融機関、事業者、市町村等の
関係機関に情報提供し、注意喚起を実施した。
６　ラジオ番組へ出演し、特殊詐欺被害防止、自
転車等の鍵かけの促進、年末年始における犯罪被
害防止等を呼びかけた。
７　通学路安全の日や特殊詐欺ゼロの日に合わせ
た広報啓発活動を実施した。
※地域安全情報：ホームページへの情報掲載10
件、Yahoo!アプリ発信31件、SNS(X)発信(地域安
全情報に限る)46件,ラジオ広報11件、犯罪多発時
の金融機関への情報提供23件、事業者への情報提
供25件の計146件

実施後の分析、検証

１～８　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した情報発信を積極的に行い、一定の広
報を行うことができたが、新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため、街頭活動等を制限
せざるをえず、キャンペーン等の効果的な活
動の実施が困難であった。

１～８　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した情報発信を積極的に行い、一定の広
報を行うことができた。
　新型コロナウイルス感染症が５月に５類に
移行となり、以後は感染防止に配慮しつつ、
各種街頭活動に併せた広報活動を積極的に実
施することができた。

１～８　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した情報発信を積極的に行い、一定の広
報を行うことができた。各種街頭活動に併せ
た広報活動を積極的に実施することができ
た。

１～８　幅広く県民の防犯意識が高まるよ
う、各種広報媒体を活用して多面的な啓発活
動を実施した。

次年度の取組

１～８　感染症法上の５類に変更される等、
新型コロナウイルス感染防止施策が緩和され
ることから、対面形式で実施する街頭活動等
については、感染防止に配意した上、積極的
に実施していく。

１～８　街頭活動は、各種事故防止に留意し
つつ、積極的に実施していく。

１～８　多くの県民に対して情報発信ができ
るように、SNS等のあらゆる情報発信手段を
活用し、積極的に情報発信を行う。街頭活動
は、各種事故防止に留意しつつ、積極的に実
施していく。

１～８　多くの県民に対して情報発信ができ
るように、あらゆる情報発信手段を活用し、
積極的に情報発信を行う。街頭活動は、各種
事故防止に留意しつつ、積極的に実施してい
く。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策１ 県民一人ひとりの防犯意識を高める
具体的な
取組①

広報・啓発の充実
･･･広報紙やラジオによる広報、啓発及び条例等の情報提供等を行う。　

目指す姿
（目標）

　県民、事業者、地域活動団体の防犯活動への参加
や防犯意識の高揚を図り、犯罪の起こりにくい地域
社会を実現する。

目標
又は
指標

各種広報媒体による広報・啓発、情報提供：年60回以上

　犯罪のない安全安心まちづくり
について、県民や事業者の理解を
深め、防犯意識を高めるため、テ
レビやラジオなどのメディア、各
種広報紙、ホームページ、ＳＮＳ
等の様々な広報媒体を活用して、
防犯に関する広報・啓発を行いま
す。
　また、条例や防犯上の指針等に
ついて、リーフレットやホーム
ページなどにより、県民や事業者
等に対して情報提供を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　警察署主催のイベント等における広報啓発活動
２　県庁、関係団体等が主催するイベントへの参加及び地域安全情報の発信
３　県警察ホームページによる情報発信
４　Yahoo!アプリ、あんしんFメールによる犯罪情報、地域安全情報等の発信
５　ＳＮＳ（Ｘ）を活用した情報発信
６　テレビ・ラジオ等あらゆるメディアを活用した広報啓発活動

７　各種街頭活動に併せた広報活動
８　デジタルサイネージ、電光掲示板等を利用した広報啓発活動

計画（P)
線表

【警察主催イベント等における広報・啓発】･･･効果的な広報・啓発活動の企画

【関係団体主催イベント等への参加】･･･防犯・防災フェア等他団体が主催するイベントへの積極的な参加

【テレビ・ラジオ等による広報・啓発】･･･犯罪情勢等に応じた広報内容の選定

【ホームページ・ＳＮＳ・チラシ等による広報・啓発】･･･犯罪情勢等に応じた広報内容の選定

地域安全情報:248件

金融機関への情報提

供:18件

事業者への情報提供

12件

地域安全情報:201件

金融機関への情報提

供:26件

事業者への情報提供

38件

地域安全情報:278件

金融機関への情報提

供:24件

事業者への情報提供

12件

地域安全情報:146件

金融機関への情報提

供:23件

事業者への情報提供

25件



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №３ 様式１

事業No. １－１－（２）

担当課 地域課

出発点(R４) 目標値(R８)

ミニ広報紙発行
：毎年度合計1260
紙

ミニ広報紙発行
：毎年度合計1260紙

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１ ミニ広報紙の発行
 ・約1,700紙（約46万部）発行
２ 速報の発行
 ・約270紙（約２万6000部）発行

１ ミニ広報紙の発行
 ・約1,700紙（約40万部）発行
２ 速報の発行
 ・約260紙（約１万8,000部）発行

１ ミニ広報紙の発行
 ・約1,500紙（約39万部）発行
２ 速報の発行
 ・約250紙（約１万6,000部）発行

１ ミニ広報紙の発行
 ・約1,400紙（約38万部）発行
２ 速報の発行
 ・約90紙（約１万部）発行

実施後の分析、検証

　各交番、駐在所等において作成するミニ
広報紙及び速報により、地域に対してタイ
ムリーな防犯情報を提供することができ
た。

　ミニ広報紙、速報ともに、発行部数は減
少しているものの、発行紙数は昨年度と同
程度であり、地域に対してタイムリーな防
犯情報を提供できた。

　発行紙数、発行部数とも減少しているも
のの、各所管区で、ミニ広報紙を毎月発行
しており、県民に対してタイムリーな防犯
情報を提供できた。

　高知県下の交番、駐在所の統廃合のため
発行紙数、発行部数とも減少しているもの
の、各所管区でミニ広報紙を毎月発行して
おり、県民に対してタイムリーな防犯情報
を提供できた。

次年度の取組

　積極的に、特殊詐欺等各種犯罪の被害防
止をはじめとした内容の広報紙等を発行し
ていく。

　積極的に、特殊詐欺等各種犯罪の被害防
止をはじめとした内容の広報紙等をタイム
リーに発行する。

　特殊詐欺等の各種犯罪被害防止をはじめ
とする内容の広報紙等をタイムリーに発行
する。

　特殊詐欺等の各種犯罪被害防止をはじめ
とする内容の広報紙等をタイムリーに発行
する。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、
事業者、地域活動団体による自
主的な活動を促進する

基本的方策１ 県民一人ひとりの防犯意識を高める
具体的な
取組②

犯罪の発生状況や防犯対策に関する情報等の提供

目指す姿
（目標）

県民に犯罪の発生状況を提供することにより、県民
の防犯意識を高め、県民、事業者、地域活動団体に
よる自主的な活動を促進する

目標
又は
指標

１　ミニ広報紙　各所管区こどに毎月発行
２　速報　県民に身近な犯罪の発生の都度

地域警察官がミニ広報紙や速報
により各地域の犯罪の発生状況
を地域住民に情報発信すること
により、県民の防犯意識を高め
県民、事業者、地域活動団体に
よる自主的な防犯活動を促進す
る。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　ミニ広報紙の発行
２　速報の発行

計画（P)
線表 　　【ミニ広報紙の発行】・・・・・105所管区毎月発行　年間　1260紙

　　【速報】・・・・・・・・・・・県民に身近な犯罪の発生の都度発行　　　

約1,700紙 約1,500紙約,700紙

　　【ミニ広報紙の発行】・・・・・105所管区毎月発行　年間　1260紙

　　【速報】・・・・・・・・・・・県民に身近な犯罪の発生の都度発行　　　

約1,400紙



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №４ 様式１

事業No. ３－２－（２）

担当課 人身安全・少年課

出発点(R４) 目標値(R８)

（Ｆメール）
登録件数：19073
発信件数：157

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１ 「あんしんFメール」の有効活用
・登録者に向けた不審者・犯罪情報のタイム
リーな発信（発信件数157件、前年比－68
件）
・新規登録者増加に向けた各種広報活動の実
施（新規登録件数19,073件、前年比＋316
件）
２ 県警察ホームページの活用による不審者
情報の発信
・認知した不審者情報等を不審者情報マップ
として県警察ホームページに掲載
３ 時代に応じた新しい情報発信手段・方法
の検討

１ 「あんしんFメール」の有効活用
・登録者に向けた不審者・犯罪情報のタイム
リーな発信（発信件数155件、前年比－2件）
・新規登録者増加に向けた各種広報活動の実
施（新規登録件数19,350件、前年比＋277
件）
２ 県警察ホームページの活用による不審者
情報の発信
・認知した不審者情報等を不審者情報マップ
として県警察ホームページに掲載
３ 時代に応じた新しい情報発信手段・方法
の検討

１　Yahoo! JAPANを活用した情報発信
・不審者・犯罪情報の発信(発信件数43件)
２ 県警察ホームページの活用による不審者
情報の発信
・認知した不審者情報等を不審者情報マップ
として県警察ホームページに掲載
３ 時代に応じた新しい情報発信手段・方法
の検討

１　Yahoo! JAPANを活用した情報発信
・不審者・犯罪情報の発信（発信件数42件、
前年比-1件）
２ 県警察ホームページの活用による不審者
情報の発信
・認知した不審者情報等を不審者情報マップ
として県警察ホームページに掲載
３ 時代に応じた新しい情報発信手段・方法
の検討

実施後の分析、検証

１については、
・あんしんFメールに関するチラシやクリア
ファイルを作成し、各種イベントや非行防止
教室で配布する等、積極的な広報活動を行
い、登録者の増加に繋げることができた。
・あんしんFメールを積極的に発信すること
で、安全安心に関する県民の気運の醸成に寄
与すると共に、学校等関係機関との連携が強
化された。
２については、認知した不審者情報等を不審
者情報マップとして県警察ホームページに掲
載し、県民の防犯意識の向上を図った。

１については、
・あんしんFメールに関するチラシやクリア
ファイルを作成し、各種イベントや非行防止
教室で配布する等、積極的な広報活動を行
い、登録者の増加に繋げることができた。
・あんしんFメールを積極的に発信すること
で、安全安心に関する県民の気運の醸成に寄
与すると共に、学校等関係機関との連携が強
化された。
２については、認知した不審者情報等を不審
者情報マップとして県警察ホームページに掲
載し、県民の防犯意識の向上を図った。
３については、令和５年度末であんしんＦ
メールを終了することとし、新たな情報発信
方法として、令和６年２月からYahoo! JAPAN

１については、
・Yahoo! JAPANを活用した情報発信について
は、ホームページで広報する等、積極的な広
報活動を行い、登録者の増加に繋げるととも
に、安全安心に関する県民の気運の醸成に寄
与した。
２については、認知した不審者情報等を不審
者情報マップとして県警察ホームページに掲
載し、県民の防犯意識の向上を図った。

１については、
・Yahoo! JAPANを活用した情報発信について
は、ホームページで広報する等、積極的な広
報活動を行い、登録者の増加に繋げるととも
に、安全安心に関する県民の気運の醸成に寄
与した。
２については、認知した不審者情報等を不審
者情報マップとして県警察ホームページに掲
載し、県民の防犯意識の向上を図った。

次年度の取組

１については
・あんしんFメールについて、県民に対する
積極的な広報活動を行い、登録者の増加を図
る。　
・あんしんFメールのタイムリーな発信を行
い、県民の安心安全に寄与する。
２については、認知した不審者情報等を不審
者情報マップとして県警察ホームページに掲
載し、県民の防犯意識の向上を図る。
３については、県民の防犯意識の向上に資す
る情報発信手段・方法を検討する。

１については
・Yahoo! JAPANを活用した情報発信につい
て、県民に対する積極的な広報を行い、登録
者の増加を図る。
・Yahoo! JAPANを活用したタイムリーな情報
発信を行い、県民の安心安全に寄与する。
２については、認知した不審者情報等を不審
者情報マップとして県警察ホームページに掲
載し、県民の防犯意識の向上を図る。
３については、県民の防犯意識の向上に資す
る情報発信手段・方法を検討する。

１については
・Yahoo! JAPANを活用した情報発信につい
て、県民に対する積極的な広報を行い、登録
者の増加を図る。
・Yahoo! JAPANを活用したタイムリーな情報
発信を行い、県民の安心安全に寄与する。
２については、認知した不審者情報等を不審
者情報マップとして県警察ホームページに掲
載し、県民の防犯意識の向上を図る。
３については、県民の防犯意識の向上に資す
る情報発信手段・方法を検討する。

１については
・Yahoo! JAPANを活用した情報発信につい
て、県民に対する積極的な広報を行い、登録
者の増加を図る。
・Yahoo! JAPANを活用したタイムリーな情報
発信を行い、県民の安心安全に寄与する。
２については、認知した不審者情報等を不審
者情報マップとして県警察ホームページに掲
載し、県民の防犯意識の向上を図る。
３については、県民の防犯意識の向上に資す
る情報発信手段・方法を検討する。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策１ 県民一人ひとりの防犯意識を高める
具体的な
取組②

犯罪の発生状況や防犯対策に関する情報等の提供

目指す姿
（目標）

・あんしんＦメールによる不審者情報等のタイム
リーな発信（令和５年度末まで）
・Yahoo! JAPANを活用した情報発信による不審者情
報等のタイムリーな発信（令和６年２月から）

目標
又は
指標

①　迅速・適切な情報発信
②　登録者数の増加

県民が地域の不審者情報や身近な
犯罪情報をタイムリーに手に入れ
られるよう、県民に対して携帯電
話を活用した情報の提供を行いま
す。併せて、登録件数を増やすた
め、各種会合や学校関係者等への
広報活動を推進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　「あんしんＦメール」の有効活用（令和５年度末まで）
　　Yahoo! JAPANを活用した情報発信による不審者情報等のタイムリーな発信（令和６年２月から）
　・登録者に向けた不審者・犯罪情報のタイムリーな発信
　・新規登録者増加に向けた各種広報活動の実施
２　県警察ホームページの活用による不審者情報の発信
３　時代に応じた新しい情報発信手段・方法の検討

計画（P)
線表

（Yahoo!JAPAN

情報発信）

発信件数43件

　◎　犯罪情報のタイムリーな発信

　◎　登録者数を増やす広報活動の推進

（Ｆメール）

登録件数：19073

発信件数：157

（Ｆメール）

登録件数：19350

発信件数：155

　◎　犯罪情報のタイムリーな発信

　◎　登録者数を増やす広報活動の推進

（Ｆメール）

登録件数：19073

発信件数：157

（Ｆメール）

登録件数：19350

発信件数：155

（Yahoo!JAPAN

情報発信）

発信件数42件



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №５ 新様式１

事業No. １－１－（２）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　特殊詐欺に関する情報等の地域安全情
報を随時、県警察ホームページに掲載し
た。
２，３　SNS(ツイッター)や電光掲示板を活
用し、防犯活動状況や効果的な防犯対策等
の情報発信をした。
４　県警察本部１階設置の「安全安心まち
づくりコーナー」を改装し、デジタルサイ
ネージの設置等より広報効果の高い機器を
設置するともに、顔出しパネルなど、幅広
い世代に訴え掛ける広報を実施した。
５　県内居住の高齢者宅等に対して、詐欺
電話撃退装置「見張り君」の積極的な貸出
を行った。
６　県内の犯罪認知件数や不審者情報等を
タイムリーに情報提供できるよう、随時の
集約及び分析を行った。

１　特殊詐欺に関する情報等の地域安全情
報を随時、県警察ホームページに掲載し
た。
２，３　Ｘ（旧ツイッター）や電光掲示板
を活用し、防犯活動状況や効果的な防犯対
策等の情報発信をした。
４　県警察本部１階設置の「安全安心まち
づくりコーナー」を改装し、デジタルサイ
ネージの設置等より広報効果の高い機器を
設置するともに、顔出しパネルなど、幅広
い世代に訴え掛ける広報を実施した。
５　県内居住の高齢者宅等に対して、詐欺
電話撃退装置「見張り君」の積極的な貸出
を行った。
６　県内の犯罪認知件数や不審者情報等を
タイムリーに情報提供できるよう、随時の
集約及び分析を行った。

１　特殊詐欺に関する情報等の地域安全情
報を随時、県警察ホームページに掲載し
た。
２，３　SNS（X）や電光掲示板を活用し、
防犯活動状況や効果的な防犯対策等の情報
発信をした。
４　県警察本部１階設置の「安全安心まち
づくりコーナー」を改装し、デジタルサイ
ネージの設置等より広報効果の高い機器を
設置するともに、顔出しパネルなど、幅広
い世代に訴え掛ける広報を実施した。
５　県内居住の高齢者宅等に対して、詐欺
電話撃退装置「見張り君」の積極的な貸出
を行った。
６　県内の犯罪認知件数や不審者情報等を
タイムリーに情報提供できるよう、随時の
集約及び分析を行った。

１　特殊詐欺に関する情報等の地域安全情
報を随時、県警察ホームページに掲載し
た。
２，３　SNS等を活用し、防犯活動状況や効
果的な防犯対策等の情報発信をした。
４　県警察本部１階設置の「安全安心まち
づくりコーナー」で特殊詐欺等の防犯情報
の掲示、防犯機器の展示等をを実施した。
５　詐欺電話撃退装置「見張り君」の積極
的な貸出を行った。
６　県内の犯罪認知件数や不審者情報等を
タイムリーに情報提供できるよう、随時の
集約及び分析を行った。

実施後の分析、検証

１～６　各世代が被害に遭いやすい罪種に
焦点を当てた、訴求率の高い啓発活動を実
施していくことが課題である。
４，５　事業者による防犯ＣＳＲ活動を推
進し、企業力を生かした広報啓発活動を実
施していく必要がある。
６　県民が必要とする犯罪情報、不審者情
報等をよりタイムリーかつ正確に提供する
ことが課題である。

１～６　各世代が被害に遭いやすい罪種に
焦点を当てた、訴求率の高い啓発活動を実
施していくことが課題である。
４，５　事業者による防犯ＣＳＲ活動を推
進し、企業力を生かした広報啓発活動を実
施していく必要がある。
６　県民が必要とする犯罪情報、不審者情
報等をよりタイムリーかつ正確に提供する
ことが課題である。

１～６　各世代が被害に遭いやすい罪種に
焦点を当てた、訴求率の高い啓発活動を実
施していくことが課題である。
４，５　事業者による防犯ＣＳＲ活動を推
進し、企業力を生かした広報啓発活動を実
施していく必要がある。
６　県民が必要とする犯罪情報、不審者情
報等をよりタイムリーかつ正確に提供する
ことが課題である。

１～６　県民が特に早急な情報提供を必要
とする不審者情報等をタイムリーに提供す
ることができた。
　その一方、犯罪情報の提供だけでなく、
県民が取り入れやすい被害に遭わないため
の具体的方策を提示することが求められ
る。

次年度の取組

１～６　犯罪手口が多様化、複雑化してい
ることから、より高度な犯罪情報、不審者
情報等の早期集約及び分析を模索してい
く。
５　県内における特殊詐欺のアポ電は、そ
のほとんどが固定電話での接触であること
から、「見張り君」の積極的な活用を展開
するとともに、固定電話対策を検討してい
く。

１～６　犯罪手口が多様化、複雑化してい
ることから、より高度な犯罪情報、不審者
情報等の早期集約及び分析を模索してい
く。
５　県内における特殊詐欺のアポ電は、そ
のほとんどが固定電話での接触であること
から、「見張り君」の継続活用及び防犯機
能付電話の普及等の固定電話対策を検討し
ていく。

１～６　犯罪手口が多様化、複雑化してい
ることから、より高度な犯罪情報、不審者
情報等の早期集約及び分析を模索してい
く。
５　県内における特殊詐欺のアポ電は、そ
のほとんどが固定電話での接触であること
から、国際電話不取扱受付センター及び防
犯機能付電話の普及等の固定電話対策を検
討していく。

１～６　犯罪手口が多様化、複雑化してい
ることから、適切な犯罪情報・防犯対策情
報を提供する。
　特殊詐欺の犯人からの接触を防ぐための
具体的な方策として、固定電話における国
際電話不取扱サービス、携帯電話における
特殊詐欺対策アプリ等の普及・浸透を図
る。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、
事業者、地域活動団体による自
主的な活動を促進する

基本的方策１ 県民一人ひとりの防犯意識を高める
具体的な
取組②

犯罪の発生状況や防犯対策に関する情報等の提供　

目指す姿
（目標）

１犯罪の発生状況等を提供することで、県民の防犯
意識を高めるとともに、防犯への自主的な取組につ
なげる。
２防犯機器の紹介、防犯対策の情報提供等により、
効果的な防犯対策の浸透を図り、被害を防止する。

目標
又は
指標

　各種広報媒体を活用した広報啓発：年60回以上

　県民が効果的に自分の安全を
守ることができるよう、テレビ･
ラジオ等のメディアやホーム
ページ、ＳＮＳ等の様々な広報
媒体により、県民に対して、県
内の犯罪情勢等を提供します。
　夜間の門灯の点灯やあいさつ
運動など、効果的な防犯対策に
関する取組事例や防犯効果のあ
る機器などについての情報を県
民や事業者に提供します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　県警察ホームページの随時更新によるタイムリーな犯罪情報等の提供
２　Yahoo!アプリ、SNS（X）等による地域安全活動の紹介
３　テレビ・ラジオ等あらゆるメディアを活用した広報活動の実施
４　県警察本部１階設置の「安全安心コーナー」の活用
５　防犯機器「詐欺電話撃退装置」の積極的な貸出
６　犯罪情報、不審者情報等の早期集約及び分析

計画（P)
線表

【県内の犯罪情勢のホームページ掲載】･･･定期的な更新

【防犯対策の広報】･･･犯罪情勢に応じて、テレビ・ラジオ・ＳＮＳ等で広報

【防犯機器の展示】･･･警察本部玄関ホール設置の「安全安心まちづくりコーナー」において防犯機器等を展示

【防犯機器の貸出】･･･防犯機器の貸出による防犯対策意識の浸透



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №６ 新様式１

事業No. １－１－（２）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
 ・ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」　
　　の発行（各98,000部×４回）
 ・ 構成員向けの会報「安全安心まちづくり
　　だより」発行（４回）
 ・上記２紙の高知県ホームページ掲載
 ・ 建築指導課を通じて、防犯指針のリーフ
　　レットを配布
２　高知県ホームページでの広報
　　広報紙、会報を県のホームページに掲載
３　ラジオ等を利用した広報を実施
４　安全安心まちづくり出前講座の実施
　　（年度内２回実施）
５　安全安心まちづくりひろばにて
　　「安全安心まちづくりパネル展」の実施

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
 ・ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」　
　　の発行（各90,000部×４回）
 ・ 構成員向けの会報「安全安心まちづくり
　　だより」発行（４回）
 ・上記２紙の高知県ホームページ掲載
 ・ 建築指導課を通じて、防犯指針のリーフ
　　レットを配布
２　高知県ホームページでの広報
　　広報紙、会報を県のホームページに掲載
３　ラジオ等を利用した広報を実施
４　安全安心まちづくり出前講座の実施
　　（年度内１回実施）
５　安全安心まちづくりひろばにて
　　「安全安心まちづくりパネル展」の実施

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
 ・ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」　
　　の発行（各88,700部×４回）
 ・ 構成員向けの会報「安全安心まちづくり
　　だより」発行（４回）
 ・上記２紙の高知県ホームページ掲載
 ・ 建築指導課を通じて、防犯指針のリーフ
　　レットを配布
２　高知県ホームページでの広報
　　広報紙、会報を県のホームページに掲載
３　ラジオ等を利用した広報を実施
４　安全安心まちづくり出前講座の実施
　　（年度内１回実施）
５　安全安心まちづくりひろばにて
　　「安全安心まちづくりパネル展」の実施

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
 ・ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」　
　　の発行（初回88,495部、第２回から第４
回は各79,110部）
 ・ 構成員向けの会報「安全安心まちづくり
　　だより」発行（４回）
 ・上記２紙の高知県ホームページ掲載
 ・ 建築指導課を通じて、防犯指針のリーフ
　　レットを配布
２　高知県ホームページでの広報
　　広報紙、会報を県のホームページに掲載
３　ラジオ等を利用した広報を実施
４　安全安心まちづくり出前講座の実施
　　（年度内１回実施）
５　安全安心まちづくりひろばにて
　　「安全安心まちづくりパネル展」の実施

実施後の分析、検証

　新型コロナウィルス等の影響のため出前講
座の要請件数が少なく、開催が年度内２回と
なっていることから、より多く開催の上防犯
知識を習得してもらう必要がある。

　コロナ禍明けでそれほど経過していないた
め出前講座の要請件数が少なく、開催が年度
内１回となっていることから、より多く開催
の上防犯知識を習得してもらう必要がある。

　実施回数は１回だったが、若者等の幅広い
世代（10代から40代）への防犯等に関する講
義ができたことは有意義であった。
　来年度以降も継続するとともに、従来実施
していた年配者向けの講義も実施できるよう
努める。

　出前講座の実施回数は１回だったが、若者
等の幅広い世代（10代から40代）への防犯等
に関する講義ができたことは有意義であっ
た。
　来年度以降も継続するとともに、従来実施
していた年配者向けの講義も実施できるよう
努める。

次年度の取組

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望をするべく
出前講座の募集チラシ等を作成の上広く募集
を行う

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望をするべく
出前講座の募集チラシ等を作成の上広く募集
を行う

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望をするべく
出前講座の募集チラシ等を作成の上広く募集
を行う

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望をするべく
出前講座の募集チラシ等を作成の上広く募集
を行う

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策１ 県民一人ひとりの防犯意識を高める
具体的な
取組②

 犯罪の発生状況や防犯対策に関する情報等の提供

目指す姿
（目標）

１.県民等に県条例や各種防犯指針を周知してもら
い、安全安心まちづくり活動気運を向上させる。
２.事業者や地域活動団体による安全安心まちづくり
活動を活性化させ、自主的な活動を促進させる。

目標
又は
指標

出前講座の実施及び防犯講習等の実施：年１回以上

④効果的な防犯活動に関する取組
事例等の提供
  夜間の門灯の点灯やあいさつ運
動など、効果的な防犯対策に関す
る取組事例や防犯効果のある機器
などについての情報を県民や事業
者に提供します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
 ・ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」発行（各約９万部×４回） 
 ・ 構成員向けの会報「安全安心まちづくりだより」発行（４回）
 ・上記２紙の高知県ホームページ掲載
 ・構成員に向けたＥメール等による「安全安心まちづくり推進会議速報」の発信
２　高知県ホームページでの広報

３　ラジオ等を利用した広報
４　安全安心まちづくり出前講座の実施
５　安全安心まちづくりひろばにて「安全安心まちづくりパネル展」を実施

計画（P)
線表

２回 １回１回 １回

【安全安心まちづくりニュース】・・・約９万部、年度４回、配布箇所の拡充

【安全安心まちづくりだより（会報）】・・・◎会報(約400部)の発信（年度４回）

【高知県ホームページ】・・・◎新着情報の充実　◎更新情報の早期提供　◎地域に応じた情報の掲載

【ラジオ等による広報】・・・◎効果的な防犯活動に関する取組事例の紹介

【防犯指針リーフレット】・・・◎配付範囲の拡充　◎改訂版の作成・配付

【安全安心まちづくりひろば開催】・・・◎効果的な防犯活動に関する取組事例のパネル展示

【その他の活動】・・・◎出前講座の実施（随時）



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №７ 新様式１

事業No. １－１－（２）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

生活情報誌等発行:
毎年度計各４回

生活情報誌等発行:
毎年度計各４回

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・広報誌「くらしネットkochi」への掲載
　98,000部×年４回
・県ホームページでの広報（トピックスや新
着情報への注意情報への掲載）
・ラジオ等を利用した広報（ラジオ「県から
のお知らせ」、Facebook、Instagram等）
・高齢者見守り啓発冊子「くらしの豆知識」
2,060部、悪質商法撃退カレンダー5,000部の
配布
・県民に対し、情報提供を行うことにより、
悪質商法等に対する意識を高めることができ
た。
　県立消費生活センターの消費生活相談実績
は、2,269件（R３年度　2,223件）
・若者の消費者被害の未然防止啓発動画コン
テストを行い、最優秀作品を活用したテレビ
ＣＭにより県民への啓発を行った。

・広報誌「くらしネットkochi」への掲載
　90,000部×年４回
・県ホームページでの広報（トピックスや新
着情報への注意情報への掲載）
・ラジオ等を利用した広報（ラジオ「県から
のお知らせ」、Facebook、Instagram等）
・高齢者見守り啓発冊子「くらしの豆知識」
2,028部、悪質商法撃退カレンダー4,500部の
配布
・県民に対し、情報提供を行うことにより、
悪質商法等に対する意識を高めることができ
た。
　県立消費生活センターの消費生活相談実績
は、2,272件（R４年度　2,269件）
・高齢者向け啓発動画を新たに作成し、昨年
度のコンテスト最優秀作品と合わせた計３種
類の動画を使ってテレビＣＭやデジタルサー
ネージにより県民への啓発を行った。

・広報誌「くらしネットkochi」への掲載
　88,700部×年４回
・県ホームページでの広報（トピックスや新
着情報への注意情報への掲載）
・ラジオ等を利用した広報（ラジオ「県から
のお知らせ」、Facebook、Instagram等）
・高齢者見守り啓発冊子「くらしの豆知識」
2,038部、悪質商法撃退カレンダー5,000部の
配布
・県民に対し、情報提供を行うことにより、
悪質商法等に対する意識を高めることができ
た。
　県立消費生活センターの消費生活相談実績
は、2,145件（R５年度　2,272件）
・若者及び高齢者向け啓発動画コンテストを
行い、昨年度のコンテスト最優秀作品と合わ
せた計４種類の動画を使ってテレビＣＭやデ
ジタルサーネージにより県民への啓発を行っ
た。

・県ホームページでの広報（トピックスや新
着情報への注意情報への掲載）
・ラジオ等を利用した広報（ラジオ「県から
のお知らせ」、Facebook、Instagram等）
・高齢者見守り啓発冊子「くらしの豆知識」
1,356部、悪質商法撃退カレンダー5,000部の
配布
・県民に対し、情報提供を行うことにより、
悪質商法等に対する意識を高めることができ
た。
　県立消費生活センターの消費生活相談実績
は、2,710件（R6年度　2,145件）

実施後の分析、検証

　県民の消費者被害の未然防止のための情報
提供として有効な手段であるため、引き続き
様々な広報手段を活用し、時期を逸しない情
報提供を行う必要がある。

　世代等により情報収集手段が異なるなど特
定の広報手段では必要な情報が届きづらく
なっており、引き続き様々な広報手段を活用
しながら、時機を逸しない広報啓発が必要。

　世代等により情報収集手段が異なるなど特
定の広報手段では必要な情報が届きづらく
なっており、引き続き様々な広報手段を活用
しながら、時機を逸しない広報啓発が必要。

  世代等により情報収集手段が異なるなど特
定の広報手段では必要な情報が届きづらく
なっており、引き続き様々な広報手段を活用
しながら、時機を逸しない広報啓発が必要。

次年度の取組

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望をするべく
出前講座の募集チラシ等を作成の上広く募集
を行う。

　３種類の啓発動画を活用し、テレビＣＭや
デジタルサイネージに加えてYouTube広告も
実施することで、より幅広く県民に発信して
いく。

　４種類の啓発動画を活用し、テレビＣＭや
デジタルサイネージに加えてYouTube広告も
実施することで、より幅広く県民に発信して
いく。

  ３種類の啓発動画を活用し、テレビＣＭや
デジタルサイネージに加えてYouTube広告も
実施することで、より幅広く県民に発信して
いく。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策１ 県民一人ひとりの防犯意識を高める
具体的な
取組②

 犯罪の発生状況や防犯対策に関する情報等の提供

目指す姿
（目標）

　自らが主体的・合理的に行動できるよう、自立し
た消費者が育成され、必要な情報が伝わることによ
り、消費者被害を未然に防止する。

目標
又は
指標

生活情報誌「くらしネットkochi」の発行：各年度４回

⑤悪質商法等に関する情報の提供
　公的機関を装って振り込みを求
められるなどの架空請求、不必要
な住宅のリフォームを執拗に迫ら
れるなどの悪質商法に関し、県民
が被害に遭わないよう、広報紙や
ホームページなどにより、県民に
対して、情報の提供を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　広報誌「くらしネットkochi」への掲載（約９万部×年４回）
２　県ホームページでの広報（トピックスや新着情報への注意情報への掲載）
３　ラジオ等を利用した広報（ラジオ「県からのお知らせ」、Facebook、Instagram等）
４　高齢者見守り啓発冊子「くらしの豆知識」2,030部、悪質商法撃退カレンダー5,000部の配布

計画（P)
線表

４回 ４回４回 ４回

　【生活情報誌】「くらしネットｋｏｃｈｉ」…約10万部×年４回発行　事象に応じた広報啓発

　

　【高知県ホームページ】…新規情報の充実、「くらしネットｋｏｃｈｉ」の掲載

　【ラジオ・ＳＮＳ（Ｆａｃｅｂｏｏｋ、Ｉｎｓｔａｇｒａｍ、ＹｏｕＴｕｂｅ）等による広報】…事象に応じた広報啓発



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №８ 新様式１

事業No. １－２－（１）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)　

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　・県民向け広報紙「安全安心まちづくり
ニュース」発行（各98,000部×４回）
　・構成員向け会報「安全安心まちづくりだ
より」発行（４回）
　・安全安心まちづくりひろばにてパネル展
を実施
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４　県庁舎への「通学路安全の日」タペスト
リーの掲示（毎月第３木曜日）
５　安全安心まちづくりポスターの募集及び
作成、配付
６　安全安心まちづくり出前講座の実施
　（年度内２回実施）

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　・県民向け広報紙「安全安心まちづくり
ニュース」発行（各90,000部×４回）
　・構成員向け会報「安全安心まちづくりだ
より」発行（４回）
　・安全安心まちづくりひろばにてパネル展
を実施
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４　県庁舎への「通学路安全の日」タペスト
リーの掲示（毎月第３木曜日）
５　安全安心まちづくりポスターの募集及び
作成、配付
６　安全安心まちづくり出前講座の実施
　（年度内１回実施）

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　・県民向け広報紙「安全安心まちづくり
ニュース」発行（各88,700部×４回）
　・構成員向け会報「安全安心まちづくりだ
より」発行（４回）
　・安全安心まちづくりひろばにてパネル展
を実施
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４　県庁舎への「通学路安全の日」タペスト
リーの掲示（毎月第３木曜日）
５　安全安心まちづくりポスターの募集及び
作成、配付
６　安全安心まちづくり出前講座の実施
　（年度内１回実施）

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
　・県民向け広報紙「安全安心まちづくり
ニュース」発行（初回88,495部、第２回から
第４回各79,110部）
　・構成員向け会報「安全安心まちづくりだ
より」発行（４回）
　・安全安心まちづくりひろばにてパネル展
を実施
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４　県庁舎への「通学路安全の日」タペスト
リーの掲示（毎月第３木曜日）
５　安全安心まちづくりポスターの募集及び
作成、配付
６　安全安心まちづくり出前講座の実施
　（年度内１回実施）

実施後の分析、検証

　新型コロナウィルス等の影響のため出前講
座の要請件数が少なく、開催が年度内２回と
なっていることから、より多く開催の上防犯
知識の習得してもらう必要がある。

　コロナ禍明けでそれほど経過していないた
め出前講座の要請件数が少なく、開催が年度
内１回となっていることから、より多く開催
の上防犯知識の習得してもらう必要がある。

　今年度は10代から40代までの次世代及び現
役世代といった幅広い世代に対する防犯等の
講義を実施することができた。
　来年度も継続して実施するとともに、これ
まで実施していた年配者向けの講義も行うよ
う努める。

　出前講座については、今年度は10代から40
代までの次世代及び現役世代といった幅広い
世代に対する防犯等の講義を実施することが
できた。
　来年度も継続して実施するとともに、これ
まで実施していた年配者向けの講義も行うよ
う努める。

次年度の取組

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望ををするべ
く、出前講座の募集チラシ等を作成の上広く
募集を行う

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望ををするべ
く、出前講座の募集チラシ等を作成の上広く
募集を行う

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望ををするべ
く、出前講座の募集チラシ等を作成の上広く
募集を行う

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望ををするべ
く、出前講座の募集チラシ等を作成の上広く
募集を行う

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組①

  広報・啓発の充実

目指す姿
（目標）

１.県民等に県条例や各種防犯指針を周知してもら
い、安全安心まちづくり活動気運を向上させる。
２.事業者や地域活動団体による安全安心まちづくり
活動を活性化させ、自主的な活動を促進させる。

目標
又は
指標

定期的な広報誌等の発行（年４回）

①様々な広報媒体を活用した広
報・啓発活動
  犯罪のない安全安心まちづくり
について、県民や事業者、地域活
動団体の理解を深め、地域の防犯
意識を高めるため、テレビやラジ
オなどのメディア、県の広報紙、
ホームページなど様々な広報媒体
を活用して、防犯に関する広報・
啓発を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
・県民向け広報紙「安全安心まちづくりニュース」発行（各約９万部×４回）
・構成員向け会報「安全安心まちづくりだより」発行（４回）
・構成員に向けたＥメール等による「安全安心まちづくり推進会議速報」の発信(適宜)
・安全安心まちづくりパネル展を実施
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報

４　県庁舎などへの「通学路安全の日」タペストリーの掲示（毎月第３木曜日）
５　安全安心まちづくりポスターの募集及び作成、配付
６　安全安心まちづくり出前講座の実施
７　安全安心まちづくりひろばの実施
８　高知県ホームページでの掲載

計画（P)
線表

４回 ４回４回 ４回

【安全安心まちづくりニュース】・・・約９万部、年度４回、配布箇所の拡充

【安全安心まちづくりだより（会報）】・・・◎会報(約400部)の発信（年度４回）

【高知県ホームページ】・・・◎新着情報の充実　◎更新情報の早期提供　◎地域に応じた情報の掲載

【ラジオ等による広報】・・・◎交通安全、消費生活を含めた広報の実施

【安全安心まちづくりポスター作成等】・・・◎県教委、各市町村教委との連携強化　◎最優秀及び優秀作品をポスター化して配付　

【安全安心まちづくりひろば開催】・・・◎各種感染症に配意した開催　◎効果的な広報啓発が見込める場所での開催　◎幅広い年齢層に訴えることができる広報内容

【その他の活動】・・・◎出前講座の実施（随時）　◎関係機関・団体発行の機関誌への記事投稿（随時）



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №９ 様式１

事業No. １－２－（１）

担当課 学校安全対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

＿ ＿

実行（D)

評価（C)

改善（A)　

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

1　県内の学校へポスターコンクールの応募を呼びかけ
た。入賞作品を掲載したポスターを、教育委員会事務局
内に掲示した。
２　安全安心まちづくりひろばでのスクールガード・
リーダーや見守りの活動をパネルで紹介した。
３　交通安全運動にあわせた街頭啓発活動や自転車マ
ナーアップ街頭啓発パレードへの参加、ヘルメット着用
街頭啓発活動を実施した。

1　県内の学校へポスターコンクールの応募を呼びかけ
た。入賞作品を掲載したポスターを、教育委員会事務局
内に掲示した。
２　安全安心まちづくりひろばでのスクールガード・
リーダーや見守りの活動をパネルで紹介した。
３　交通安全運動にあわせた街頭啓発活動や自転車マ
ナーアップ街頭啓発パレードへの参加、ヘルメット着用
街頭啓発活動を実施した。

　1　県内の学校へポスターコンクールの応募を呼びか
けた。入賞作品を掲載したポスターを、教育委員会事務
局内に掲示した。
２　安全安心まちづくりひろばでのスクールガード・
リーダーや見守りの活動をパネルで紹介した。
３　交通安全運動にあわせた街頭啓発活動や自転車マ
ナーアップ街頭啓発パレードへの参加、ヘルメット着用
街頭啓発活動を実施した。

1　県内の学校へポスターコンクールの応募を呼びかけ
た。入賞作品を掲載したポスターを、教育委員会事務局
内に掲示した。
２　安全安心まちづくりひろばでのスクールガード・
リーダーや見守りの活動をパネルで紹介した。
３　交通安全運動にあわせた街頭啓発活動や自転車マ
ナーアップ街頭啓発パレードへの参加、ヘルメット着用
街頭啓発活動を実施した。

実施後の分析、検証

１～３　安全安心まちづくりポスター募集等の
広報活動、全国地域安全運動期間中の取組への
協力、交通安全運動期間中に合わせた取組への
協力を通じて防犯や交通安全について県民に直
接ＰＲすることにより、広報・啓発活動の充実
を図ることができた。

１～３　安全安心まちづくりポスター募集等の
広報活動、全国地域安全運動期間中の取組への
協力、交通安全運動期間中に合わせた取組への
協力を通じて防犯や交通安全について県民に直
接ＰＲすることにより、広報・啓発活動の充実
を図ることができた。

　１～３　安全安心まちづくりポスター募集等
の広報活動、全国地域安全運動期間中の取組へ
の協力、交通安全運動期間中に合わせた取組へ
の協力を通じて防犯や交通安全について学校や
県民にＰＲすることにより、広報・啓発活動の
充実を図ることができた。

１～３　安全安心まちづくりポスター募集等の
広報活動、全国地域安全運動期間中の取組への
協力、交通安全運動期間中に合わせた取組への
協力を通じて防犯や交通安全について学校や県
民にＰＲすることにより、広報・啓発活動の充
実を図ることができた。

次年度の取組

１～３について、高知県安全安心まちづくり推
進会議の広報活動に引き続き参加し、広報啓発
活動を充実させる。

１～３ 高知県安全安心まちづくり推進会議の広
報活動に引き続き参加し、広報啓発活動を充実
させる。
　自転車交通安全運動とともに鍵かけ運動も併
せて啓発していく。

　１～３ 高知県安全安心まちづくり推進会議の
広報活動に引き続き参加し、広報啓発活動を充
実させる。
　自転車交通安全運動とともに鍵かけ運動も併
せて啓発していく。

１～３ 高知県安全安心まちづくり推進会議の広
報活動に引き続き参加し、広報啓発活動を充実
させる。
　自転車交通安全運動とともに鍵かけ運動も併
せて啓発していく。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、
事業者、地域活動団体による自
主的な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組①

広報・啓発の充実

目指す姿
（目標）

小中高等学校生徒及びその家族の安全安心まちづく
りへの意識の高まり

目標
又は
指標

＿

①  様々な広報媒体を活用した
広報・啓発活動
　犯罪のない安全安心まちづく
りについて、県民や事業者、地
域活動団体の理解を深め、地域
の防犯意識を高めるため、テレ
ビやラジオなどのメディア、県
の広報紙、ホームページなど
様々な広報媒体を活用して、防
犯に関する広報・啓発を行いま
す。

② 安全安心まちづくりキャン
ペーンの実施
　毎年10月11日から20日まで行
われる全国地域安全運動期間中
に、地域安全運動に関する広報
を行うとともに、事業者、地域
活動団体、関係機関と連携し
て、街頭キャンペーンなどを行
います。

③ 地域活動の機会を捉えたキャ
ンペーンの実施　
　交通安全運動など各種の活動
の機会を捉えて、県民、事業
者、地域活動団体に対して、地
域で行われる防犯活動への参加
を働きかけます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１ 高知県安全安心まちづくり推進会議が行う取組の広報活動
・県内の学校へポスターコンクールの応募を呼びかける。
　（学校安全対策課HPに、ポスター募集要領等のリンクを貼り、広く周知）
・入賞作品を掲載したポスターを、教育委員会事務局内に掲示する。
・｢安全安心まちづくりひろば｣開催チラシを、各関係機関に配付し、参加を呼びかける。
・子どもの見守り活動の充実に向けての広報を行う。

２　全国地域安全運動開催中の取組への協力
・｢安全安心まちづくりひろば｣でのスクールガード・リーダーや見守りの活動をパネル等による広報
３　交通安全運動期間中に合わせた取組への協力
・交通安全運動（春、秋、年末年始）への参画
・自転車マナーアップキャンペーンへの参画
・自転車ヘルメット着用推進街頭啓発

計画（P)
線表

 　安全安心まちづくりポスター募集等の広報活動 

 　全国地域安全運動期間中の取組への協力

 　交通安全運動期間中に合わせた取組への協力



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №10 様式１

事業No. １－２－（１）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

地域安全情報1500件
金融機関への情報提供60
件
事業者への情報提供60件

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　　R5: 　  　     R6:　  　   　 R7:　  　        R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，３～５　県内の犯罪認知件数、不審者情報
等をタイムリーに情報提供できるよう随時の集
約及び分析を実施し、県警察ホームページ及び
ツイッター等の各種情報発信媒体を活用して情
報発信した。
２　特殊詐欺に関する情報及び不審者情報等の
地域安全情報について、ラジオ放送により広報
した。
３，10　各種街頭活動において防犯に関する広
報を実施するとともに、電光掲示板、デジタル
サイネージに地域安全情報を掲示した。
６　全国地域安全運動期間中、各警察署におい
て、各地区地域安全協（議）会や防犯ボラン
ティアと協働した各種広報啓発活動を実施し
た。
６，７　全国地域安全運動期間中に、「安全安
心まちづくりひろば」（10月16日、イオンモー
ル高知）を共催するなど、運動期間中の各地域
における地域安全運動の参加促進を図った。
７，８　地域におけるイベント、会議及び講習
等に警察職員が参加し、防犯活動への理解と参
加を呼びかけた。
８，９　関係機関が主催におけるイベント等に
おいても広報啓発活動を行い、防犯意識の高揚
を図った。
８　高知県内の全市町村役所（場）に対し単独
又は少人数で気軽に誰でも実施できる「ながら
見守り」活動の普及を呼び掛けた。

１，３～５　県内の犯罪認知件数、不審者情
報等をタイムリーに情報提供できるよう随時
の集約及び分析を実施し、県警察ホームペー
ジ及びＸ（旧ツイッター）等の各種情報発信媒
体を活用して情報発信した。
２　特殊詐欺に関する情報及び不審者情報等
の地域安全情報について、ラジオ放送により
広報した。
３，10　各種街頭活動において防犯に関する
広報を実施するとともに、電光掲示板、デジ
タルサイネージに地域安全情報を掲示した。
６　全国地域安全運動期間中、各警察署にお
いて、各地区地域安全協（議）会や防犯ボラ
ンティアと協働した各種広報啓発活動を実施
した。
６，７　全国地域安全運動期間中に、「安全
安心まちづくりひろば」（10月15日、イオン
モール高知）を共催するなど、運動期間中の
各地域における地域安全運動の参加促進を
図った。
７，８　地域におけるイベント、会議及び講
習等に警察職員が参加し、防犯活動への理解
と参加を呼びかけた。
８，９　関係機関が主催におけるイベント等
においても広報啓発活動を行い、防犯意識の
高揚を図った。
８　高知県内の全市町村役所（場）に対し単
独又は少人数で気軽に誰でも実施できる「な
がら見守り」活動の普及を呼び掛けた。

　１，３～５　県内の犯罪認知件数、不審者情
報等をタイムリーに情報提供できるよう随時の
集約及び分析を実施し、県警察ホームページ、
Yahoo!アプリ及びSNS（Ｘ）等の各種情報発信媒
体を活用して情報発信した。
２　県出身のパリオリンピック金メダリストで
ある「清岡幸大郎選手、櫻井つぐみ選手」２名
を起用した特殊詐欺被害防止ポスターを作成
し、関係機関等において掲示することで、詐欺
被害防止を広報した。
３，10　各種街頭活動において防犯に関する広
報を実施するとともに、電光掲示板、デジタル
サイネージに地域安全情報を掲示した。
６　全国地域安全運動期間中、各警察署におい
て、各地区地域安全協（議）会や防犯ボラン
ティアと協働した各種広報啓発活動を実施し
た。
６，７　全国地域安全運動期間中に、「安全安
心まちづくりひろば」（10月20日、イオンモー
ル高知）を共催するなど、運動期間中の各地域
における地域安全運動の参加促進を図った。
７，８　地域におけるイベント、会議及び講習
等に警察職員が参加し、防犯活動や「ながら見
守り」活動への理解と参加を呼びかけた。
８，９　関係機関が主催におけるイベント等に
おいても広報啓発活動を行い、防犯意識の高揚
を図った。

　１～５　県内の犯罪認知件数、発生状況、不
審者情報等を県警察ホームページ、ラジオ、
Yahoo!アプリ、SNS（Ｘ）、県警ＨＰ、デジタル
サイネージ、広報誌等の各種情報発信媒体を活
用して発信し、地域における防犯活動への取組
素材として提供し、活動の促進を図った。
２　新聞やテレビ局と防犯団体の橋渡しを行
い、防犯ボランティア団体２団体の活動が新聞
記事への掲載やテレビで放送され、各防犯ボラ
ンティア団体の活性化に寄与した。
６　全国地域安全運動期間には、各署において
イベント等を開催し、県民、事業者に防犯活動
への参加を呼びかけた。
７，９　防犯ボランティア団体と協同した広報
啓発活動や子供見守り活動に取り組んだほか、
団体の総会に出席するなどして講話を行い、団
体の自主的な活動促進を図った。
８，10　各種警察活動に合わせて、子供へのな
がら見守りを推奨するなど、地域住民による活
動への参加を図った。

実施後の分析、検証

１～５　県警察ホームページ、ツイッター等を
活用した情報発信を積極的に実施した。
６～10　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、地域安全運動期間中の「高知県民のつど
い」をはじめ、効果的なイベントの開催に制限
があった。
１～10　イベント開催に制限があるなか、各地
域において工夫を凝らした地域安全活動を展開
し、地域住民の防犯意識の醸成を図った。

１～５　県警察ホームページ、X（旧ツイッ
ター）等を活用した情報発信を積極的に実施し
た。
６～10　地域安全運動期間中の「高知県民の
つどい」をはじめ、イベントの実施については
感染防止に配慮しつつ開催することができた。
１～10　イベント開催は、各地域において工夫
を凝らした地域安全活動を展開し、地域住民の
防犯意識の醸成を図った。

　１～５　県警察ホームページ、Yahoo!アプ
リ、SNS（X）等を活用した情報発信を積極的に
実施した。
６～10　地域安全運動期間中の「高知県民のつ
どい」をはじめ、イベントの実施については各
種事故防止に配慮しつつ開催することができ
た。
１～10　イベント開催は、各地域において工夫
を凝らした地域安全活動を展開し、地域住民の
防犯意識の醸成を図った。

平成10年代半ばに活動を開始した防犯ボラン
ティア団体が多く、県民の高齢化により、自ず
と防犯ボランティア団体の会員も高齢化してお
り、新規加入者のいない団体では団体を解散・
廃止するところもあり、新規会員の加入、新規
団体の立ち上げを促進する必要がある。

次年度の取組

１～10　感染症法上の５類型に変更される
等、新型コロナウイルス感染防止施策が緩和
されることから、対面形式で実施する街頭活
動等については、感染防止に配意した上、積
極的に実施していく。

１～10　対面形式で実施する街頭活動等は、
各種事故防止に留意し、積極的に実施してい
く。

　１～10　対面形式で実施する街頭活動等
は、各種事故防止に留意し、積極的に実施し
ていく。

広報啓発活動において、防犯活動に興味を持っ
てもらえる話題を提供する。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組①

広報・啓発の充実

目指す姿
（目標）

１県民、事業者、地域活動団体の防犯活動への理解や
防犯意識の高揚を図り、犯罪の起こりにくい地域社会
を実現する。
２安全安心まちづくり活動の活性化を図り、県民、事
業者、地域活動団体による自主的な活動につなげる。

目標
又は
指標

各種広報媒体を活用した広報啓発：年60回以上

　犯罪のない安全安心まちづくり
について、県民や事業者、地域活
動団体の理解を深め、防犯意識を
高めるため、テレビ・ラジオなど
のメディア、ホームページ、ＳＮ
Ｓ等の様々な広報媒体を活用し
て、防犯に関する広報・啓発を行
います。
　毎年10月11日から20日まで行わ
れる全国地域安全運動期間中に、
地域安全運動に関する広報を行う
とともに、事業者、地域活動団
体、関係機関と連携して、街頭
キャンペーンなどを行います。
　交通安全運動等の各種活動の機
会を捉えて、県民、事業者、関係
団体等に対して、地域で行われる
防犯活動への参加を働きかけま
す。　

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　Yahoo!アプリ及びＳＮＳ（X）等による犯罪情報、地域安全情報等の発信
２　テレビ・ラジオ等あらゆるメディアを活用した情報発信
３　デジタルサイネージ、電光掲示板を活用した活用した情報発信
４　県警察ホームページ、ＳＮＳ等の広報媒体によるタイムリーな広報
５　県警察ホームページ、ＳＮＳ等の広報媒体を活用した地域安全活動への参加促進
６　全国地域安全運動期間中におけるイベントでの広報啓発活動及び各種地域安全活動の強化

７　防犯ボランティア団体等の関係機関との連携による活動
８　「ながら防犯活動」への参加促進
９　地域活動団体等、各関係機関が実施する会合やイベントへの参加
10　街頭活動に併せた広報啓発活動

計画（P)
線表

【テレビ・ラジオ等による広報・啓発】･･･犯罪情勢に応じた広報内容の選定

【ホームページ・ＳＮＳ・チラシ等による広報・啓発】･･･犯罪情勢に応じた広報内容の選定

【全国地域安全運動期間中における広報・啓発】･･･効果的な広報・啓発活動の企画

【安全安心まちづくりひろば】･･･効果的な広報・啓発活動

【他部門と共同した教室の開催】･･･参加者の拡大

【関係団体の防犯活動への参加】･･･防犯・防災フェア等への積極的な参加

【防犯活動団体の紹介】･･･防犯活動団体及び活動の紹介による防犯活動への参加促進

【参加意識の啓発】･･･犯罪情勢及び防犯活動の必要性の周知、「ながら見守り」の推進による防犯意識の高揚

地域安全情

報:215件

金融機関への

情報提供:24件

事業者への情

報提供12件

地域安全情

報:248件

金融機関への情

報提供:18件

事業者への情報

提供12件

地域安全情

報:201件

金融機関への情

報提供:26件

事業者への情報

提供38件

地域安全情

報:146件

金融機関への

情報提供:23件

事業者への情

報提供25件 



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №11 新様式１

事業No. １－２－（１）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

○　全国地域安全運動期間中各種取組の実施
　・高知県民のつどいの開催への協力
　・高知県ホームページでの広報
　・ラジオ等を利用した広報
　・「安全安心まちづくりひろば」の開催
　・広報紙や会報での広報
　・高知新聞の発行するフリーペーパーへの
イベント開催についての掲載
　・高知県広報紙「さんSUN高知」への掲
載、　及び、高知県広報「県民ニュース」
（テレビ）内にてイベントについて広報
　・全国地域安全運動に関する新聞紙上での
広報を実施
　・イオンモールホームページ上でイベント
について啓発

○　全国地域安全運動期間中各種取組の実施
　・高知県民のつどいの開催への協力
　・高知県ホームページでの広報
　・ラジオ等を利用した広報
　・「安全安心まちづくりひろば」の開催
　・広報紙や会報での広報
　・高知新聞の発行するフリーペーパーへの
イベント開催についての掲載
　・高知県広報紙「さんSUN高知」への掲
載、　及び、高知県広報「県民ニュース」
（テレビ）内にてイベントについて広報
　・全国地域安全運動に関する新聞紙上での
広報を実施
　・イオンモールホームページ上でイベント
について啓発

○　全国地域安全運動期間中各種取組の実施
　・高知県民のつどいの開催への協力
　・高知県ホームページでの広報
　・ラジオ等を利用した広報
　・「安全安心まちづくりひろば」の開催
　　・インターネット広告による啓発
　・広報紙や会報での広報
　・高知県広報「県民ニュース」（テレビ）
内にてイベントについて広報

○　全国地域安全運動期間中各種取組の実施
　・高知県民のつどいの開催への協力
　・高知県ホームページでの広報
　・ラジオ等を利用した広報
　・「安全安心まちづくりひろば」の開催
　　・広報紙や会報での広報
　・高知県広報「県民ニュース」（テレビ）
内にてイベントについて広報

実施後の分析、検証

○安全安心まちづくり啓発イベント「安全安
心まちづくりひろば」を開催した結果、想定
を上回る反響であり、参加者に対して防犯活
動等に関する啓発を行うことができた

○安全安心まちづくり啓発イベント「安全安
心まちづくりひろば」を開催した結果、想定
を上回る反響であり、参加者に対して防犯活
動等に関する啓発を行うことができた

　安全安心まちづくりひろばでは、著名人に
よる安全安心まちづくりに関する広報を行う
とともに、高知県安全安心まちづくり推進会
議構成員による創意工夫あるイベントがあ
り、想定を上回る反響であり、参加者に対し
て防犯活動等に関する啓発を行うことができ
た

　安全安心まちづくりひろばでは、著名人に
よる安全安心まちづくりに関する広報を行う
とともに、高知県安全安心まちづくり推進会
議構成員による創意工夫あるイベントがあ
り、想定を上回る反響であり、参加者に対し
て防犯活動等に関する啓発を行うことができ
た

次年度の取組

○次年度は令和４年度以上の集客となるよう
開催内容を検討し、より広報効果や実効性の
高いイベントを検討する

○次年度は令和５年度以上の集客となるよう
開催内容を検討し、より広報効果や実効性の
高いイベントを検討する

　来年度も知名度が高い著名人に参加いただ
き、県民に広く安全安心まちづくり活動への
参加を呼びかける

　来年度も知名度が高い著名人に参加いただ
き、県民に広く安全安心まちづくり活動への
参加を呼びかける

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組①

  広報・啓発の充実

目指す姿
（目標）

１.県民等に県条例や各種防犯指針を周知してもら
い、安全安心まちづくり活動気運を向上させる。
２.事業者や地域活動団体による安全安心まちづくり
活動を活性化させ、自主的な活動を促進させる。

目標
又は
指標

安全安心まちづくりひろばの開催：年１回

②安全安心まちづくりキャンペー
ンの実施
  全国地域安全運動期間中(毎年
10月11日～20日)に、地域安全運
動に関する広報を行うとともに、
地域活動団体等の関係機関と連携
し、街頭キャンペーンなどを行い
ます。
③地域安全活動等の機会を捉えた
キャンペーンの実施
  交通安全運動など各種地域安全
活動の機会を捉えて、県民、事業
者及び地域活動団体に対して、地
域等での防犯活動への参加を働き
かけます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　全国地域安全運動期間中の取組への協力
２　地域安全協（議）会総会に参加
３　高知県民のつどいの開催への協力
４　高知県ホームページでの広報
５　ラジオ等を利用した広報
６　「安全安心まちづくりひろば」の開催

７　交通安全運動などの期間中に、交通安全とあわせて安全安心まちづくりに関する啓発を実施
８　広報紙「安全安心まちづくりニュース」や会報｢安全安心まちづくりだより｣等での広報
９　県庁周辺等でののぼり旗の掲示
　（全国地域安全運動期間の10月11日から20日）

計画（P)
線表

１回 １回１回 １回

【高知県民のつどい開催】・・・◎推進会議構成員への参加呼びかけ

【地域安全協（議）会総会】・・・◎各地区総会における取組説明、防犯イベントへの参加を呼びかけ

【安全安心まちづくりだより（会報）】・・・◎会報(約400部）の発信（年度４回）

【高知県ホームページ】・・・◎新着情報の充実 ◎更新情報の早期提供 ◎地域に応じた情報の掲載

【ラジオ等による広報】・・・◎全国地域安全運動の紹介、防犯イベントに関する広報、交通安全、消費生活を含めた広報の実施

【安全安心まちづくりひろば開催】・・・◎関係機関への参加呼びかけ　◎効果的な広報啓発が見込める場所での開催　　◎幅広い年齢層に訴えることができる広報内容

【街頭キャンペーン】・・・◎関係機関との連携・協力による街頭キャンペーンを通じた広報啓発

【その他の活動】・・・◎出前講座の実施（随時）◎関係機関・団体発行の機関誌への記事投稿（随時）



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №12 様式１

事業No. １－２－（２）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　県内の犯罪認知件数、不審者情報等をタイム
リーに情報提供できるよう随時の集約及び分析を
実施し、県警察ホームページ及びツイッター等の
各種情報発信媒体を活用して情報発信した。
２　各地区地域安全協（議）会総会及び金融機関
防犯連合会総会等の関係機関が主催する会議にお
いて、警察官が犯罪情勢等を説明し、防犯活動に
関する情報共有や防犯意識の高揚を図った。
２，５　各種会合等において防犯活動団体の活動
内容や好事例等について紹介した。
３　日本青年会議所四国地区高知ブロック協議会
及び高知県内の青年会議所６団体との協定を締結
し、各種地域安全活動等に関するネットワーク強
化を図った。
４，５　令和５年１月19日、タウンポリス連絡協
議会総会を開催し、効果的な事例や県内の犯罪情
勢等について情報提供を行うとともに、意見交換
による相互の連携を図った。
６　自主防犯団体や関係機関と連携した広報啓発
活動の実施時には、積極的にプレスリリースし、
防犯活動内容について、広く県民に紹介した。

１　県内の犯罪認知件数、不審者情報等をタ
イムリーに情報提供できるよう随時の集約及
び分析を実施し、県警察ホームページ及びＸ（旧
ツイッタ－）等の各種情報発信媒体を活用して情
報発信した。
２　各地区地域安全協（議）会総会及び金融
機関防犯連合会総会等の関係機関が主催する
会議において、警察官が犯罪情勢等を説明し、防
犯活動に関する情報共有や防犯意識の
高揚を図った。
２，５　各種会合等において防犯活動団体の
活動内容や好事例等について紹介した。
３　令和５年６月22日、パナソニック マーケ
ティング ジャパン株式会社との覚書を締結し、
安全安心な地域社会づくりに関する緊密な連携を
図った。
４，５　令和５年９月12日、タウンポリス連
絡協議会総会を開催し、効果的な事例や県内
の犯罪情勢等について情報提供を行うととも
に、意見交換による相互の連携を図った。
６　自主防犯団体や関係機関と連携した広報
啓発活動の実施時には、積極的にプレスリリ
ースし、防犯活動内容について、広く県民に
紹介した。

 １　県内の犯罪認知件数、不審者情報等をタイ
ムリーに情報提供できるよう随時の集約及び分析
を実施し、県警察ホームページ、Yahoo!アプリ及
びSNS（Ｘ）等の各種情報発信媒体を活用して情
報発信した。
２　各地区地域安全協（議）会総会及び金融機関
防犯連合会総会等の関係機関が主催する会議にお
いて、警察官が犯罪情勢等を説明し、防犯活動に
関する情報共有や防犯意識の高揚を図った。
２，５　各種会合等において防犯活動団体の活動
内容や好事例等について紹介した。
３　令和７年１月30日、株式会社NTTドコモ四国
支社高知支店との協定を締結し、安全安心な地域
社会づくりに関する緊密な連携を図った。
４，５　令和６年９月10日、タウンポリス連絡協
議会総会を開催し、効果的な事例や県内の犯罪情
勢等について情報提供を行うとともに、意見交換
による相互の連携を図った。
６　自主防犯団体や関係機関と連携した広報啓発
活動の実施時には、積極的にプレスリリースし、
防犯活動内容について、広く県民に紹介した。

 １　犯罪情勢や不審者情報をタイムリー
に、県警察ホームページ、Yahoo!アプリ及び
SNS（Ｘ）等の各種情報発信媒体を活用して
発信した。
２　各地区地域安全協（議）会の支部会や総
会、高知県金融機関防犯連合会総会や各地区
総会において、犯罪情勢や地域・職域におけ
る懸念事項等の情報共有を行った。
４　令和７年９月８日に、高知県警察本部に
おいて高知県タウンポリス連絡協議会総会を
開催した。
５　高知県タウンポリス参加団体の活動状況
や団体の概要についてアンケートを実施し、
各警察署に情報提供して地域への周知を図っ
た。
６　報道機関への働き掛けなどにより、防犯
ボランティア２団体の活動が、新聞記事やテ
レビで取り扱われた。

実施後の分析、検証

１～６　新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、会合等の中止があったが、Fメール
やツイッター等を活用した非対面式による情
報提供を行い、各種防犯情報の共有が図られ
た。
１～６　新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、例年開催している各種会合等が中止と
なる等、関係機関との意見交換等が困難で
あった。

１～６　例年開催している各種会合等で関係
機関との意見交換等ができた。

１～７　例年開催している各種会合等で関係
機関との意見交換等ができた。

高齢化による防犯ボランティア団体の減少が
続き、新規団体の設立、新規加入者の参加に
つながる情報提供が必要。

次年度の取組

１～６　感染症法上の５類に変更される等、
新型コロナウイルス感染防止施策が緩和され
ることから、感染防止に配意したうえ、積極
的な各種会合等を実施していく。

１～６　各種事故防止に留意し、積極的に会
合やイベント等を実施する。
２、４、５、６　地域活動団体に対する支援
を積極的に推進していく。

 １～６　各種事故防止に留意し、積極的に
会合やイベント等を実施する。
２、４、５、６　地域活動団体に対する支援
を積極的に推進していく。

すでに活動に取り組んでいるものに対しては
効果的な活動につながる情報を、活動に取り
組んでいないものに対しては自主的な取組へ
の関心を高める情報を提供していく。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組②

情報共有の促進
･･･各職域団体と情報共有の機会を拡充する。

目指す姿
（目標）

１防犯活動に関する情報を共有することにより、防
犯活動団体等による防犯活動の効果を高めるととも
に、活動の活性化につなげる。
２効果的な防犯活動を広めるとともに、防犯活動に
対する関心を高め、防犯活動の促進につなげる。

目標
又は
指標

高知県タウンポリス連絡協議会総会の開催：年1回

　県民、事業者、地域活動団体に
よる自主的な防犯活動を促進する
上で必要な地域における情報を共
有するため、市町村と連携して、
警察署単位で、警察、事業者、地
域活動団体等がそれぞれ有する情
報を交換する会を開催します。
　防犯活動団体の活動状況を適宜
把握したうえで、活動を活性化さ
せるとともに、その活動内容など
の情報を県民や地域活動団体が共
有し、参考にすることができるよ
う、防犯活動団体から情報の提供
を受けて、県のホームページなど
で公表します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　県警察ホームページ、Yahoo!アプリ、ＳＮＳ（X）、電光掲示板等を活用した情報提供
２　地域活動団体等、各関係機関が実施する会合やイベントへの参加
３　重層的ネットワークの構築
４　高知県タウンポリス連絡協議会総会の開催
５　自主防犯団体及びその活動内容の把握し、各種広報媒体を活用した活動の紹介
６　報道機関に対する積極的なプレスリリース

計画（P)
線表

【ホームページ・ＳＮＳ等による防犯活動団体の活動紹介】･･･防犯活動の積極的な情報発信

【各種会議等における情報共有】･･･各種会議への積極的な参加と情報発信

【各職域団体等とのネットワークの構築】･･･各担当者との緊密な連携

【高知県タウンポリス連絡協議会総会の開催】･･･参加団体による活動発表の推進

【自主防犯活動団体の活動状況の紹介】･･･防災・防犯フェア等における活動紹介

ﾀｳﾝﾎﾟﾘｽ総会：

R5.1.19

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ等研

修会：R5.1.31

タウンポリス総会 

R5.9.12

アドバイザー等研

修会　R5.7.6

タウンポリス総

会 R6.9.10

タウンポリス総

会 R7.9.8



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №13 新様式１

事業No. １－２－（２）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

毎年：
新規公表３件以上

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　高知県ホームページでの情報提供
　・４団体について活動内容を紹介
２　広報紙「安全安心まちづくりニュース」
での広報（年度内４回発行）
３　会報｢安全安心まちづくりだより｣での情
報提供(年度内４回発行）
４　ラジオでの広報（年度内４回実施）
５　安全安心まちづくりイベント｢安全安心
まちづくりひろば｣における広報
　・イベント内で活動に関するパネル展を実
施

１　高知県ホームページでの情報提供
　・活動内容の更新はあったが、新規公表は
なかった
２　広報紙「安全安心まちづくりニュース」
での広報（年度内４回発行）
３　会報｢安全安心まちづくりだより｣での情
報提供(年度内４回発行）
４　ラジオでの広報（年度内４回実施）
５　安全安心まちづくりイベント｢安全安心
まちづくりひろば｣における広報
　・イベント内で活動に関するパネル展を実
施

１　高知県ホームページでの情報提供
　・３団体について活動内容を紹介
２　広報紙「安全安心まちづくりニュース」
での広報（年度内４回発行）
３　会報｢安全安心まちづくりだより｣での情
報提供(年度内４回発行）
４　ラジオでの広報（年度内４回実施）
５　安全安心まちづくりイベント｢安全安心
まちづくりひろば｣における広報
　・イベント内で活動に関するパネル展を実
施

１　高知県ホームページでの情報提供
　・３団体について活動内容を紹介
２　広報紙「安全安心まちづくりニュース」
での広報（年度内４回発行）
３　会報｢安全安心まちづくりだより｣での情
報提供(年度内４回発行）
４　ラジオでの広報（年度内４回実施）
５　安全安心まちづくりイベント｢安全安心
まちづくりひろば｣における広報
　・イベント内で活動に関するパネル展を実
施

実施後の分析、検証

県ホームページ上での活動内容の紹介につい
ては、目標件数を達成したが、今後も遺漏無
く情報更新を行い、より多くの団体について
活動の紹介を行う。

ボランティア団体の発掘、関係団体への声か
けができていなかった。

　今年度及び来年度は、次代を担う学生や若
者が主体的に活動する防犯団体に焦点を当て
て活動内容を公表していく。
　それにより、他の若者に刺激を与えるとと
もに、既に活動している現役世代の防犯団体
との連携を狙った。
　同世代の防犯団体が活動内容の公表に前向
きになるなど、良い刺激を与えている。現役
世代との連携については、実際の活動には
至っていないが、双方が連携への興味を示し
ており、方向性は良いと思われる。

　昨年度に続き、次代を担う学生や若者が主
体的に活動する防犯団体に焦点を当てて活動
内容を公表した。
　同世代の防犯団体が活動内容の公表に前向
きになるなど良い刺激を与えている。また、
非公表団体が地域の防犯活動団体や警察署員
等と連携して防犯活動を行う兆しが見えてお
り、活動の活発化に向けてこの取組を継続す
ることが望ましい。

次年度の取組

引き続き、ホームページ上での掲載を継続し
ていく。

県ホームページ上におけるボランティア団体
の活動内容の紹介ができなかったことから、
関係団体の協力を得て、未公表団体を調査
し、より多くの団体について活動の紹介を行
う。

　県内には活動している団体が数多くあり、
対話により、連携の強化、実際の活動に結び
つけるとともに、公表に努める。

県内には活動している団体が数多くあり、対
話により、連携の強化、実際の活動に結びつ
けるとともに、公表に努める。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組②

  情報共有の促進
･･･各職域団体と情報共有の機会を拡充する。

目指す姿
（目標）

１.活動内容に関する情報提供を継続的に行い、他団
体（隣接）との連携の強化、防犯活動団体による活
動の活性化につなげる。
２.高齢者の社会参加活動を活性化させる。

目標
又は
指標

防犯活動団体の活動内容等の公表：年間３件以上

②防犯活動団体の活動内容等の公
表
　防犯活動団体の活動状況を適宜
把握したうえで、 その活動を活
性化させるとともに、活動内容な
どの情報を県民や地域活動団体が
共有し、参考にすることができる
よう、防犯活動団体から情報の提
供を受けて、県のホームページな
どで公表します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　高知県ホームページでの情報提供
２　広報紙「安全安心まちづくりニュース」での広報
３　会報｢安全安心まちづくりだより｣での情報提供
４　ラジオでの広報
５　安全安心まちづくりイベント｢安全安心まちづくりひろば｣での公表

計画（P)
線表

４件 ３件０件 ３件

【高知県ホームページ】・・・◎防犯活動団体の活動内容紹介　◎更新情報の早期掲載

【ラジオ等による広報】・・・◎防犯活動団体の活動内容の紹介

【広報紙・会報】・・・◎地域活動団体、事業者の活動内容の掲載

【活動内容のパネル展示】・・・◎安全安心まちづくりひろばにおける活動内容を紹介したパネルの展示

【地域との連携】・・・◎活動団体の総会、研修会等への参加、公表希望団体の募集

【防犯活動団体の活動内容等の公表】・・・年間３件以上の公表



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №14 様式１

事業No. １－２－（３）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　高知県内の全市町村役所（場）に対し、
｢ながら見守り｣活動の普及を呼び掛けた。
１　自主防犯活動団体の構成員高齢化や担い
手不足問題に対応するため、地域住民や事業
者による「ながら見守り」活動を推進した。
２　各種会合等において防犯活動団体の活動
内容や好事例等について紹介した。
３　青色防犯パトロール団体に対する青色回
転灯の提供や、自主防犯活動団体に対する防
犯活動用帽子・パトロール用ベストの提供
等、必要な装備資機材の支援を行った。

１　高知県内の全市町村役所（場）及び全教
育委員会に対し、｢ながら見守り｣活動の普及
を呼び掛けた。
１　自主防犯活動団体の構成員高齢化や担い
手不足問題に対応するため、地域住民や事業
者による「ながら見守り」活動を推進した。
２　「ながら見守り」の啓発動画を作成し、
デジタルサイネージ等により、「ながら見守
り」活動の普及を図った。　
３　各種会合等において防犯活動団体の活動
内容や好事例等について紹介した。
４　青色防犯パトロール団体に対する青色回
転灯の提供や、自主防犯活動団体に対する防
犯活動用帽子・パトロール用ベストの提供
等、必要な装備資機材の支援を行った。

１、２　各種会合やイベント、デジタルサイ
ネージ等において｢ながら見守り｣活動の普及
を呼び掛けた。自主防犯活動団体の構成員高
齢化や担い手不足問題に対応するため、地域
住民や事業者による「ながら見守り」活動を
推進した。　
３　各種会合等において防犯活動団体の活動
内容や好事例等について紹介した。
４　青色防犯パトロール団体に対する青色回
転灯の提供や、自主防犯活動団体に対する防
犯活動用帽子・パトロール用ベストの提供
等、必要な装備資機材の支援を行った。

１　自主防犯活動団体の会合に出席するなど
して、｢ながら見守り｣活動の普及を呼び掛け
た。　
２　各種会合等において防犯活動団体の活動
内容や好事例等について紹介した。
３　青色防犯パトロール団体に対する青色回
転灯の提供や、自主防犯活動団体に対する防
犯活動用帽子・パトロール用ベストの提供
等、必要な装備資機材の支援を行った。

実施後の分析、検証

１　地域住民や事業者による積極的な「なが
ら見守り」活動の推進や、防犯活動に対する
意識高揚につながった。
２，３　各種会合における情報提供等や物品
支援により、自主防犯活動団体の活性化が図
られた。

１　地域住民や事業者による積極的な「なが
ら見守り」活動の推進や、防犯活動に対する
意識高揚につながった。
２，３　各種会合における情報提供等や物品
支援により、自主防犯活動団体の活性化が図
られた。

１　地域住民や事業者による積極的な「なが
ら見守り」活動の推進や、防犯活動に対する
意識高揚につながった。
２，３　各種会合における情報提供等や物品
支援により、自主防犯活動団体の活性化が図
られた。

１　活動負担の少ない「ながら見守り」活動
を推進し、防犯活動団体の活動の充実を図っ
た。
２，３　各種会合における情報提供等や物品
支援により、自主防犯活動団体の活性化が図
られた。

次年度の取組

１　｢ながら見守り｣活動の認知度を更に高め
るため、令和５年度にあっては、県内の全市
町村に加え、全教育委員会に対しても｢なが
ら見守り｣活動の普及を呼び掛けていく。
２，３　感染症法上の５類に変更される等、
新型コロナウイルス感染防止施策が緩和され
ることから、感染防止に配意したうえ、積極
的な各種会合等を実施していく。

１　｢ながら見守り｣活動の認知度を更に高め
るため、各種会合やイベント等で｢ながら見
守り｣活動の普及を呼び掛けていく。
２，３　各種事故防止に留意し、積極的に各
種会合等を実施していく。

１　｢ながら見守り｣活動の認知度を更に高め
るため、各種会合やイベント等で｢ながら見
守り｣活動の普及を呼び掛けていく。
２，３　各種事故防止に留意し、積極的に各
種会合等を実施していく。

１　活動負担が少なく継続して取り組むこと
のできる｢ながら見守り｣活動の普及を呼び掛
けていく。
２　各種会合等へ積極的に参加し、計画を推
進する。
３　警察予算として物品購入費用を確保し、
効果的な物品支援を行う。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組③

防犯活動団体に対する支援

目指す姿
（目標）

　防犯活動の活性化を図り、防犯活動の促進につな
げる。

目標
又は
指標

　防犯活動団体の設立を促進する
ため、設立時に出前講座や講師の
派遣、資料提供などを行うことに
より、防犯活動のノウハウや犯罪
に関する情報などを提供するとと
もに、ベスト、帽子、腕章など活
動に必要な物品を提供します。
　防犯活動要領の指導や講習、防
犯活動に必要となる物品の支援、
犯罪発生情報等の提供等を行い、
防犯活動団体の設立と活動を支援
します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　「ながら見守り」の推進等による自主防犯団体活動の支援促進
２　自主防犯活動団体の会合や活動への積極的な参加及び活動好事例の紹介や犯罪情勢等の情報提供
３　自主防犯活動に必要な物品提供等の支援

計画（P)
線表

【「ながら見守り」活動の推進】･･･「ながら見守り」活動に取り組む団体の支援

【設立の支援】･･･具体的な防犯活動要領の指導及び講習

【物品の支援】･･･活動の活性化又は活動に必要な物品の提供

【情報提供】･･･犯罪情勢、効果的な防犯活動事例等の提供



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №15 様式１

事業No. １－２－（４）

担当課 学校安全対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

指標：100% 指標：100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・スクールガード・リーダーによる巡回指導
等の実施（21市町村でスクールガード・リー
ダー39名を委嘱 148校を巡回）
・市町村指導事務担当者会、安全教育研修会
等において、通学路の組織だった見守り活動
の強化を依頼した。
・地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業市
町村担当者会において、見守り活動の目的の
説明や取組についての情報交換を行った。
・スクールガード・リーダー連絡協議会は中
止した。
・スクールガード・リーダーの配置拡充を市
町村に働きかけ、次年度は１市町村増えた。

・スクールガード・リーダーによる巡回指導
等の実施（22市町村でスクールガード・リー
ダー43名を委嘱 156校を巡回）
・市町村指導事務担当者会、安全教育研修会
等において、通学路の組織だった見守り活動
の強化を依頼した。
・高知県スクールガード・リーダー連絡協議
会において、見守り活動の目的や取組につい
ての情報交換を行った。
・スクールガード・リーダーの配置拡充を市
町村に働きかけ、次年度は一人増の市町村が
あった。

・スクールガード・リーダーによる巡回指導
等の実施（22市町村でスクールガード・リー
ダー44名を委嘱 153校（園）を巡回）
・市町村指導事務担当者会、安全教育研修会
等において、ボランティア養成講習会の実施
等、通学路の組織だった見守り活動の強化を
依頼した。
・高知県スクールガード・リーダー連絡協議
会において、退職校長より学校と地域の見守
りの具体例を挙げて講演をいただいた。
・スクールガード・リーダーの配置拡充を市
町村に働きかけ、次年度は一市町村増えた。

・スクールガード・リーダーによる巡回指導
等の実施（23市町村でスクールガード・リー
ダー45名を委嘱 155校（園）を巡回）
・市町村指導事務担当者会、安全教育研修会
等において、ボランティア養成講習会の実施
等、通学路の組織だった見守り活動の強化を
依頼した。
・高知県スクールガード・リーダー連絡協議
会において、見守り活動の意義や活動のポイ
ント等について講演をいただいた。
・スクールガード・リーダーの配置拡充を市
町村に働きかけたが、現状から増減なし。

実施後の分析、検証

・児童等にあたたかい声かけを行うスクール
ガード・リーダーに対しては、子どもたちや
保護者、地域の信頼も厚い。そのことが地域
の児童等の安全確保の意識を育てている。
・スクールガード・リーダーを中心としたス
クールガード（学校見守りボランティア）に
よる組織だった見守り活動の充実と強化につ
いて、継続して働きかけていく必要がある。

・児童等にあたたかい声かけを行うスクール
ガード・リーダーに対しては、子どもたちや
保護者、地域の信頼も厚い。そのことが地域
の児童等の安全確保の意識を育てている。
・スクールガード・リーダーを中心としたス
クールガード（学校見守りボランティア）に
よる組織だった見守り活動の充実と強化につ
いて、継続して働きかけていく必要がある。
・スクールガード・リーダーとスクールガー
ドの養成及び担い手不足が課題。

・児童等を見守るスクールガード・リーダー
に対しては、子どもたちや保護者、地域の信
頼も厚い。そのことが地域の児童等の安全確
保の意識を育てている。
・スクールガード・リーダーを中心としたス
クールガード（学校見守りボランティア）に
よる組織だった見守り活動の充実と強化につ
いて、継続して働きかけていく必要がある。
・スクールガード・リーダーとスクールガー
ドの養成及び担い手不足が課題。体調不良等
で予定の日数を実行できない市町村もあっ
た。

・児童等を見守るスクールガード・リーダー
に対しては、子どもたちや保護者、地域の信
頼も厚い。そのことが地域の児童等の安全確
保の意識を育てている。
・スクールガード・リーダーを中心としたス
クールガード（学校見守りボランティア）に
よる組織だった見守り活動の充実と強化につ
いて、継続して働きかけていく必要がある。
・スクールガード・リーダーとスクールガー
ドの養成及び担い手不足が課題だが、比較的
若年のスクールガード・リーダーも少しずつ
増えている。

次年度の取組

１～３について、高知県安全安心まちづくり
推進会議の広報活動に引き続き参加し、広報
啓発活動を充実させる。

「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業」
を継続して実施。スクールガード・リーダー
連絡協議会についても継続して実施し、各ス
クールガード・リーダーの取組状況を報告
し、成果や課題など情報共有を図っていく。
次年度は学校側からみたスクールガードの見
守りの大切さを伝えていく。

「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業」
を継続して実施。スクールガード・リーダー
連絡協議会についても継続して実施し、各ス
クールガード・リーダーの取組状況を報告
し、成果や課題など情報共有を図っていく。
次年度は警察庁や文部科学省の防犯事業でも
助言を務める市民防犯インストラクターの武
田信彦氏を招聘し、見守り活動のポイント等
の講義・演習を行う。

「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業」
を継続して実施。スクールガード・リーダー
連絡協議会についても継続して実施し、各ス
クールガード・リーダーの取組状況を報告
し、成果や課題など情報共有を図っていく。
次年度は立正大学で犯罪心理学を専門として
いる小宮信夫教授を招聘し、科学的知見に基
づいた見守り活動のポイントについて講義演
習を実施していただく。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組④

防犯活動を担うリーダーの育成

目指す姿
（目標）

・スクールガード・リーダー配置市町村の拡大
・小学校におけるスクールガード組織率の向上

目標
又は
指標

スクールガード（学校安全ボランティア）や地域住民等の活動
の状況を把握し、見守り活動等の登下校の安全対策について家
庭や地域、関係機関等との連携・協働体制ができている小学校
の割合（100％）

　地域における防犯活動を活性化
させるため、研修会等の開催など
により、活動の核となって積極的
に活躍するリーダーを育成しま
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業」の継続と効果的な活用
・スクールガード・リーダーによる学校内外の巡回指導等の継続実施　
・高知県スクールガード・リーダー連絡協議会（地域ぐるみ学校安全体制整備推進事業担当者会）を開催
・スクールガード（学校安全ボランティア）等の見守り活動の充実と強化
・研修会等を通して見守りの有用性を市町村及び学校に説明
・スクールガード・リーダーの配置拡充や学校安全活動に関する経費の活用に向けて市町村に働きかけ

計画（P)
線表

　市町村教委に、スクールガード・リーダー配置やスクールガード（学校安全ボランティア）による見守り活動の充実と組織化に向けての働きかけ

100％ 100％100％ 100%

　スクールガード・リーダー連絡協議会（地域ぐるみ学校安全体制整備推進事業担当者会）の開催



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №16 様式１

事業No. １－２－（４）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　各種会議等において、防犯活動団体の設
立促進や防犯活動の重要性等に関する講話等
を実施した。
２　高知県内の全市町村役所（場）に対し、
｢ながら見守り｣活動の普及を呼び掛けた。
２，３　自主防犯活動団体の構成員高齢化や
担い手不足問題に対応するため、地域住民や
事業者による「ながら見守り」活動を推進し
た。

１　各種会議等において、防犯活動団体の設
立促進や防犯活動の重要性等に関する講話等
を実施した。
２　高知県内の全市町村役所（場）及び全教
育委員会に対し、｢ながら見守り｣活動の普及
を呼び掛けた。
２，３　自主防犯活動団体の構成員高齢化や
担い手不足問題に対応するため、地域住民や
事業者による「ながら見守り」活動を推進し
た。

１　各種会議等において、防犯活動団体の設
立促進や防犯活動の重要性等に関する講話等
を実施した。
２　各種会合やイベントにおいて、｢ながら
見守り｣活動の普及を呼び掛けた。
２，３　自主防犯活動団体の構成員高齢化や
担い手不足問題に対応するため、地域住民や
事業者による「ながら見守り」活動を推進し
た。

１　高知県タウンポリス連絡協議会におい
て、中国・四国地区防犯ボランティアフォー
ラム発表団体の活動紹介を行い、取組の参考
事例を共有した。
２　自主防犯活動団体の高齢化や担い手不足
問題に対応するため、地域住民や事業者によ
る「ながら見守り」活動を推進した。
３　各地域における防犯イベント等への防犯
ボランティアの参加を推奨し、多様な活動を
経験してもらうことで、団体の中核を担うボ
ランティアづくりに取り組んだ。

実施後の分析、検証

１～３　各種研修会等に参加者による、防犯
活動への参加促進に向けた意識高揚が図られ
た。
２　地域住民や事業者による積極的な「なが
ら見守り」活動の推進や、防犯活動に対する
意識高揚につながった。

１～３　各種研修会等に参加者による、防犯
活動への参加促進に向けた意識高揚が図られ
た。
２　地域住民や事業者による積極的な「なが
ら見守り」活動の推進や、防犯活動に対する
意識高揚につながった。

１～３　各種研修会等に参加者による、防犯
活動への参加促進に向けた意識高揚が図られ
た。
２　地域住民や事業者による積極的な「なが
ら見守り」活動の推進や、防犯活動に対する
意識高揚につながった。

　中国・四国地区防犯ボランティアフォーラ
ムで発表した団体の優れた活動事例などを紹
介することで、防犯団体のリーダーの知見を
深めるとともに、様々な防犯活動に参加して
もらうことで、団体の中核となる活動員の育
成が図られた。

次年度の取組

１～３　｢ながら見守り｣活動の認知度を更に
高めるため、令和５年度にあっては、県内の
全市町村に加え、全教育委員会に対しても｢
ながら見守り｣活動の普及を呼び掛けてい
く。

１～３　｢ながら見守り｣活動の認知度を更に
高めるため、各種会合やイベント等で｢なが
ら見守り｣活動の普及を呼び掛けていく。
　また、若手ボランティアの確保に向けた取
組を実施する。

１～３　｢ながら見守り｣活動の認知度を更に
高めるため、各種会合やイベント等で｢なが
ら見守り｣活動の普及を呼び掛けていく。
　また、若手ボランティアの確保に向けた取
組を実施する。

　防犯活動を担うリーダーを育成するため
に、優れた防犯活動の事例紹介等を行うとと
もに、様々な活動機会の提供に努める。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組④

防犯活動を担うリーダーの育成

目指す姿
（目標）

　積極的に活動する防犯ボランティアリーダーを育
成し、自主的な活動の促進につなげる。

目標
又は
指標

高知県タウンポリス連絡協議会総会の開催：年１回

　地域における防犯活動を活性化
させるため、研修会等の開催など
により、活動の核となって積極的
に活躍するボランティアのリー
ダーを育成します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　各種講習会や会議等において、優れた取組を紹介する等し、防犯活動の重要性を説明
２　「ながら見守り」の推進等や防犯活動への参加を促進
３　各種の地域イベントにおける積極的な防犯活動の展開

計画（P)
線表

【講習会、会議等の開催】･･･県内外の優れた取組や活動事例等の紹介

【ボランティアフォーラム等への参加】･･･参加への啓発

タウンポリス

総会

R5.9.12

ﾀｳﾝﾎﾟﾘｽ総会：

R5.1.19

タウンポリス

総会

R6.9.10

タウンポリス

総会

R7.9.8



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №17 様式１

事業No. １－２－（５）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，２　各種会議等において、安全シェル
ターや青色回転灯装備車両による活動の重要
性等の説明や参加促進に関する講話を実施し
た。
３　青年会議所四国地区高知ブロック協議会
及び高知県内の青年会議所６団体との協定締
結や富国生命保険相互会社との協働による特
殊詐欺被害防止広報や｢ながら見守り｣活動の
推進等、事業者の特性を生かした防犯ＣＳＲ
活動の活性化を図った。

１，２　各種会議等において、安全シェル
ターや青色回転灯装備車両による活動の重要
性等の説明や参加促進に関する講話を実施し
た。
３　パナソニック マーケティング ジャパン
株式会社との覚書締結や富国生命保険相互会
社との協働による特殊詐欺被害防止広報や｢
ながら見守り｣活動の推進等、事業者の特性
を生かした防犯ＣＳＲ活動の活性化を図っ
た。

１，２　各種会議等において、安全シェル
ターや青色回転灯装備車両による活動の重要
性等の説明や参加促進に関する講話を実施し
た。
３　株式会社NTTドコモ四国支社高知支店と
の協定締結や富国生命保険相互会社との協働
による特殊詐欺被害防止広報や｢ながら見守
り｣活動の推進等、事業者の特性を生かした
防犯ＣＳＲ活動の活性化を図った。

１　事業者に対する子供110番の家の制度を
広報した。
２　青色回転灯装備車両による活動のメリッ
ト、事業活動にあわせた子供110番の車の活
動を広報した。
３　事業者との啓発用チラシの共同作成など
で活動促進を図った。

実施後の分析、検証

１～３　関係機関や事業者による防犯活動の
活性化や、各団体員よる防犯意識の高揚が図
られた。

１～３　関係機関や事業者による防犯活動の
活性化や、各団体員よる防犯意識の高揚が図
られた。

１～３　関係機関や事業者による防犯活動の
活性化や、各団体員よる防犯意識の高揚が図
られた。

　事業者への防犯活動要領など、取り組みや
すい活動を紹介することで、事業者による防
犯活動の活性化を図った。

次年度の取組

１～３　関係機関や事業所に対しての働き掛
けを継続し、防犯活動の活性化を図ってい
く。

１～３　関係機関や事業所に対しての働き掛
けを継続し、防犯活動の活性化を図ってい
く。

１～３　関係機関や事業所に対しての働き掛
けを継続し、防犯活動の活性化を図ってい
く。

　事業所が取り組みやすい活動を紹介するこ
とで、事業者の参加を促す。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組⑤

事業者による活動の促進

目指す姿
（目標）

　事業者による社会貢献活動としての防犯活動を普
及させる。

目標
又は
指標

　防犯上特に配慮を要する高齢者
や障害者、女性、子供を犯罪被害
から守るため、事業者に対して、
安全シェルター活動に取り組むよ
う、働きかけます。
　また、事業者の特性を生かした
防犯活動の推進のための情報提供
等必要な支援を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　事業者に対し安全シェルター活動への参加を働きかけ
２　青色回転灯装備車両や子供110番の車の登録及び活動を促進
３　事業者の特性を生かした防犯ＣＳＲ活動の推進

計画（P)
線表

【安全シェルター活動の推進】･･･事業者の取組への推進と県民への制度の周知

【通学路等における子供の見守り活動】･･･青色回転等装備車両によるパトロール、子供110番の車等による活動の促進

【犯罪被害防止活動】･･･時宜に応じた個別の犯罪に対する被害防止活動

【防犯ＣＳＲ活動の推進】･･･事業者による防犯ＣＳＲ活動推進



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №18 新様式１

事業No. １－２－（６）

担当課 長寿社会課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

【健康づくり・介護予防支援】
・健康づくり・介護予防促進事業
モデル事業を室戸市、土佐市、奈半利町で実施。
・健康づくりリーダー研修会の実施
（9月26日　参加者：約50名）
・ろうれんピックの開催
（参加者：522名）
【地域支え合いの推進】
・地域支え合い事業のモデル事業を室戸市、いの
町で実施
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
・若手・女性会員加入・活動促進モデル事業を室
戸市、土佐市、宿毛市、梼原町、香南市で実施

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
・ブロック別会長・事務担当者会議等の開催
県内全域及び県内６ブロック別で開催
（参加者：172名）
【健康づくり・介護予防支援】
・ろうれんピックの開催（参加者：545名）
【地域支え合いの推進】
・地域支え合い事業のモデル事業を室戸市、佐川
町で実施（参加者：131名）
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
・若手高齢者広域スポーツ等交流大会開催事業
モデル事業を室戸市で開催（参加者：40名）
・元気ハツラツ＆はちきん大会の開催
（参加者：332名）
・会員パワーアップ研修会（参加者：136名）

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
・ブロック別会長・事務担当者会議等の開催
県内全域及び県内６ブロック別で開催
（参加者：176名）
【健康づくり・介護予防支援】
・ろうれんピックの開催（参加者：714名）
【地域支え合いの推進】
・地域支え合い事業のモデル事業：天候等の影響
により実施なし（檮原町）
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
・若手高齢者広域スポーツ等交流大会開催事業
・モデル事業を安芸市、四万十町、中芸地区で開
催（参加者：285名）
・元気ハツラツ＆はちきん大会の開催
（参加者：411名）
・会員パワーアップ研修会（参加者：68名）

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
・ブロック別会長・事務担当者会議等の開催
県内全域及び県内６ブロック別で開催
（参加者：177名）
【健康づくり・介護予防支援】
・ろうれんピックの開催（参加者：850名）
【地域支え合いの推進】
・地域支え合い事業のモデル事業をいの町、土佐
町で実施（参加者：33名）
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
・若手高齢者広域スポーツ等交流大会開催事業モ
デル事業を安芸市で開催（参加者：64名）
・元気ハツラツ＆はちきん大会の開催
（参加者：420名）
・会員パワーアップ研修会（参加者：60名）

実施後の分析、検証

【健康づくり・介護予防の支援】
　健康づくり・介護予防促進事業のモデル事業を
とおして高齢者の健康づくりを進めることができ
た。
【地域支え合いの推進】
・美化緑化活動では、会員だけでなく、地域の人
にも場所を知ってもらえるよう整備・周知を図る
ことができた。
・絵手紙教室の開催では、作品展示や体験教室を
することにより活動をＰＲすることができた。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
　若手・女性会員加入・活動促進モデル事業の実
施により、若手・女性高齢者のニーズに合った事
業の実施や加入促進、活動の活性化につなぐ事業
を実施した。
　今後も引き続き会員増への取り組みや若手高齢
者のリーダーの養成が必要。

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
　ブロック会議の実施により、クラブ会員の増加
等について情報共有や意見交換を行った。
【健康づくり・介護予防の支援】
　ろうれんピックの開催をとおして高齢者の健康
づくりを進めることができた。
【地域支え合いの推進】
・世代間交流として子ども達やその保護者との交
流旅行を行い、子どもの見守り等支え合いの仕組
みづくりに取り組んだ。
・料理教室では、引きこもりがちの方々に対して
外出機会と交流の場を提供することができた。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
交流会等の実施により、若手高齢者の活動促進や
親睦を深める機会となった。
　今後も引き続き会員増への取り組みや若手高齢
者のリーダーの養成が必要。

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
　ブロック会議の実施により、クラブ会員の増加
等に関し、情報共有や意見交換を実施。
【健康づくり・介護予防の支援】
　ろうれんピックの開催をとおして高齢者の健康
づくりを進めることができた。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
・若手高齢者広域スポーツ等交流会の開催によ
り、若手高齢者の交流機会となったほか、中芸地
区では新規会員の確保にもつながった。
・元気ハツラツ＆はちきん大会及び会員パワー
アップ研修会の開催により、若手会員等が楽しみ
ながら親睦を深める機会となった。
　今後も引き続き会員増への取り組みや若手高齢
者のリーダーの養成が必要。

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
　ブロック会議の実施により、クラブ会員の増加
等に関し、情報共有や意見交換を実施。
【健康づくり・介護予防の支援】
　ろうれんピックの開催をとおして高齢者の健康
づくりを進めることができた。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
・若手高齢者広域スポーツ等交流会の開催によ
り、若手高齢者の交流機会となった。
・元気ハツラツ＆はちきん大会及び会員パワー
アップ研修会の開催により、若手会員等が楽しみ
ながら親睦を深める機会となった。
　今後も引き続き会員増への取り組みや若手高齢
者のリーダーの養成が必要。

次年度の取組

【健康づくり・介護予防の支援】
・健康づくり、介護予防支援のモデル事業によ
り、他市町村に共有、広報することで、高齢者の
健康づくりを進めていく。
・健康づくりリーダー養成事業、リーダー研修会
の実施。ろうれんピックの開催により、スポーツ
による、健康づくりや会員の交流を図っていく。
【地域支え合いの推進】
　サロンの開催や閉じこもりがちな高齢者への情
報提供、外出の促しや環境美化活動などを行うこ
とで、支え合いの仕組みづくりや生きがいづくり
に取り組む。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
　会員パワーアップ研修会、意見交換会、スポー
ツ等交流大会を開催新規加入の促進により、クラ
ブ運営ノウハウの向上、クラブ活動の活性化を
図っていく。

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
　ブロック会議の実施により、クラブ会員の増加
に係る情報共有や活動支援を行っていく。
【健康づくり・介護予防の支援】
　ろうれんピックの開催により、スポーツによ
る、健康づくりや会員の交流を図っていく。
【地域支え合いの推進】
　サロンの開催や閉じこもりがちな高齢者への情
報提供、外出の促しや環境美化活動などを行うこ
とで、支え合いの仕組みづくりや生きがいづくり
に取り組む。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
　会員パワーアップ研修会、スポーツ等交流大会
の開催等により新規加入を促進し、クラブ運営ノ
ウハウの向上、クラブ活動の活性化を図ってい
く。

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
　ブロック会議を行い、クラブ会員の増加に係る
情報共有や活動支援を行っていく。
【健康づくり・介護予防の支援】
　ろうれんピックを開催し、スポーツによる健康
づくりや会員の交流を図っていく。
【地域支え合いの推進】
　サロンの開催や閉じこもりがちな高齢者への情
報提供、外出の促しや環境美化活動などを行うこ
とで、支え合いの仕組みづくりや生きがいづくり
に取り組む。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
　会員パワーアップ研修会、スポーツ等交流大会
の開催等により新規加入を促進し、クラブ運営ノ
ウハウの向上、クラブ活動の活性化を図ってい
く。

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
　ブロック会議を行い、クラブ会員の増加に係る
情報共有や活動支援を行っていく。
【健康づくり・介護予防の支援】
　ろうれんピックを開催し、スポーツによる健康
づくりや会員の交流を図っていく。
【地域支え合いの推進】
　サロンの開催や閉じこもりがちな高齢者への情
報提供、外出の促しや環境美化活動などを行うこ
とで、支え合いの仕組みづくりや生きがいづくり
に取り組む。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
　会員パワーアップ研修会、スポーツ等交流大会
の開催等により新規加入を促進し、クラブ運営ノ
ウハウの向上、クラブ活動の活性化を図ってい
く。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組⑥

高齢者による活動の促進

目指す姿
（目標）

老人クラブの存続
目標
又は
指標

老人クラブの会員数やクラブ数の減少が止まる

元気で意欲のある地域の高齢者
が、老人クラブの活動の一環とし
て行われる高齢者相互の友愛訪問
活動や子どもの見守り活動に積極
的に参加できるよう、老人クラブ
への加入を促進するため、県老人
クラブ連合会が実施する事業に対
し助成を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

県老人クラブ連合会への支援を通じて、クラブへの加入促進を図る。

　・若手高齢者を中心としたクラブ活動のリーダー育成　　　　　・会員増クラブに対する活動支援
　・会員増強運動推進委員会の開催　　　　　　　　　　　　　・地域支え合い事業（モデル事業）　
　・若手高齢者広域スポーツ等交流大会の開催

計画（P)
線表

県老人クラブ連合会への助成

・会員増強運動推進委員会の開催

 ・会員増クラブに対する活動支援

 ・地域支え合い事業　

 ・元気ハツラツ＆はちきん大会（交流会）の開催　

 ・ろうれんピック（高齢者スポーツ大会）の開催

・会員パワーアップ研修会の開催

・若手高齢者広域スポーツ等交流大会の開催



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №19 様式１

事業No. １－２－（６）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　高齢者対象の教室において、防犯、交通
安全及び防災等に関する啓発を実施した。
(実施数：244件、対象者数3,027人)
２　県内の犯罪認知件数や不審者情報等をタ
イムリーに情報提供できるよう、随時の集約
及び分析を行った。

１　高齢者対象の教室において、防犯、交通
安全及び防災等に関する啓発を実施した。
(実施数：352件、対象者数5,641人)
２　県内の犯罪認知件数や不審者情報等をタ
イムリーに情報提供できるよう、随時の集約
及び分析を行った。

１　高齢者対象の教室において、防犯、交通
安全及び防災等に関する啓発を実施した。
(実施数：334件、対象者数5,042人)
２　県内の犯罪認知件数や不審者情報等をタ
イムリーに情報提供できるよう、随時の集約
及び分析を行った。

１　高齢者の受講機会を増やすため、交通安
全、防災等と共催した高齢者教室を開催し、
防犯活動に関する啓発を実施した。(実施
数：300件、対象者数4,994人)
２　県内の犯罪認知件数や不審者情報等をタ
イムリーに情報提供できるよう、随時の集約
及び分析を行った。

実施後の分析、検証

１，２　各種研修会等に参加した高齢者によ
る、防犯、交通安全及び防災に関する意識高
揚が図られた。
１，２　新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、例年開催している各種研修会等が中止
となる等、効果的な研修会の実施が困難なと
ころがあった。

１，２　各種研修会等に参加した高齢者によ
る、防犯、交通安全及び防災に関する意識高
揚が図られた。
１，２　新型コロナウイルス等感染防止に配
意しつつ、各種研修会等を実施し、効果的な
研修会の実施ができた。

１，２　各種研修会等に参加した高齢者によ
る、防犯、交通安全及び防災に関する意識高
揚が図られた。
　また、各種研修会等において、参加した高
齢者に対し効果的な防犯情報の提供ができ
た。

　各種教室や会議において、他部門との同時
開催をすることにより、幅広く高齢者に対す
る防犯活動への取組を啓発し、防犯活動への
参加を促した。

次年度の取組

１，２　感染症法上の５類に変更される等、
新型コロナウイルス感染防止施策が緩和され
ることから、対面形式で実施する研修会等に
ついては、感染防止に配意した上、積極的に
実施していく。

１，２　各種事故防止に留意し、各研修会等
を積極的に実施していく。
　また、高齢者が参加しやすい防犯活動情報
の提供を推進する。

１，２　各種事故防止に留意し、各研修会等
を積極的に実施していく。
　また、高齢者が参加しやすい防犯活動情報
の提供を推進する。

　他部門と各種教室を開催するとともに、各
会議に参加することにより、幅広く高齢者に
対する防犯活動への取組を啓発し、防犯活動
への参加を促す。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組⑥

高齢者による活動の促進

目指す姿
（目標）

　他府県より高齢化が進行する中、高齢者の活力を
活用し、地域の安全安心に繋げる。

目標
又は
指標

　老人クラブなどに対して、防犯
ボランティア活動に関する学習・
研修の機会を充実させます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　高齢者教室等において、防犯に加えて交通安全及び防災等の各種研修を共催
２　各種会議において、犯罪情勢や地域安全情報等の防犯活動に資する情報を提供

計画（P)
線表

【高齢者教室等の開催】･･･交通安全、防災等の各種研修を共催するなど、受講の機会を充実させる。

【各種会議における情報提供】･･･高齢者による防犯活動に資する情報の提供



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №20 新様式１

事業No. １－２－（７）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

○若い世代による防犯ボランティア団体の活
動を紹介
　・広報紙及び会報紙、県ホームページ上で
防犯ボランティア団体の活動を紹介
　・功労団体表彰において、若い世代の防犯
ボランティア団体活動を表彰（伊野商業高校
生徒会）、受賞結果を広報紙、ホームページ
等で紹介、広報。
　・安全安心まちづくりポスターを募集した
結果、160点の応募があり優秀作品を選定、
公表を行い広報啓発活動気運を醸成した
　・受賞作品をポスター化の上、図柄を印刷
したポケットティッシュを作成、配布
　・安全安心まちづくりイベントへの若者の
参加を促進した

○若い世代による防犯ボランティア団体の活
動を紹介
　・広報紙及び会報紙、県ホームページ上で
防犯ボランティア団体の活動を紹介
　・安全安心まちづくりポスターを募集した
結果、187点の応募があり優秀作品を選定、
公表を行い広報啓発活動気運を醸成した
　・受賞作品をポスター化の上、図柄を印刷
したポケットティッシュを作成、配布
　・安全安心まちづくりイベントへの若者の
参加を促進した

　若い世代による防犯ボランティア団体の活
動を紹介
　・広報紙及び会報紙、県ホームページ上で
防犯ボランティア団体の活動を紹介
　・功労団体表彰において、若い世代の防犯
ボランティア団体（春野高等学校、清水高等
学校、高知丸の内高等学校生徒会）を表彰の
うえ、受賞結果を広報紙、ホームページ等で
紹介、広報した。
　・安全安心まちづくりポスターを募集した
結果、272点の応募があり、優秀な作品を選
定、公表し、広報啓発活動の気運を醸成した
　・受賞作品を啓発用ポスターやポケット
ティッシュの図柄として活用し、啓発物品を
作成のうえ、配布した
　・安全安心まちづくりイベントへの若者の
参加を促進した

・若い世代による防犯ボランティア団体の活動
を紹介
・広報紙及び会報紙、県ホームページ上で防犯
ボランティア団体の活動を紹介
・功労団体表彰において、若い世代の防犯ボラ
ンティア団体（明徳義塾高等学校、太平洋学園
高等学校生徒会、高知学芸中学高等学校ボラン
ティア「のりしろ」）を表彰のうえ、受賞結果
を広報紙やホームページ等で紹介、広報した。
・安全安心まちづくりポスターを募集した結
果、287点の応募があり、優秀な作品を選定、
公表し、広報啓発活動の気運を醸成した
・受賞作品を啓発用ポスターやポケットティッ
シュの図柄として活用し、啓発物品を作成のう
え、配布した
・安全安心まちづくりイベントへの若者の参加
を促進した

実施後の分析、検証

○安全安心まちづくりポスターへの応募作品
が例年よりも少なかったため、検証の結果、
他の団体や企業が行うポスター展への募集と
競合していたことが判明したことから、募集
の時期について検討を要する

○教育機関等への呼び掛けにより、安全安心
まちづくりポスターへの応募作品が例年より
も多かった

　複数年遡り、過去の応募校に対して制作を
呼びかけたところ、前年度をはるかに上回る
応募があった。他のポスター制作のため、今
回の呼びかけに対して応募に至らなかった学
校があったことから、来年度に再度制作を呼
びかける。

　昨年度に続いて、過去の応募校に対して制作
を呼びかけた。そして新たに他のポスターコン
クールに応募している学校に制作を呼びかけた
ところ、前年度を上回る応募があった。他のポ
スター制作のため、今回の呼びかけに対して応
募に至らなかった学校があったことから、来年
度に再度制作を呼びかける。

次年度の取組

○ポスター募集時期を早め、長期的に募集を
し、より多くの作品から優秀作品を選定する
○ポスター募集要領について、より広範囲に
広報を行い、積極的な応募を促す。応募によ
り、防犯活動についての関心を高める。
○若者（高校生）の防犯活動について各種機
会を通じて紹介を行った。今後も引き続き、
新規防犯活動団体を発掘し、活動を促進す
る。
○若者世代を対象とした出前講座などを開催
し、防犯意識の向上を図る

○ポスター募集時期を早め、長期的に募集を
し、より多くの作品から優秀作品を選定する
○ポスター募集要領について、より広範囲に
広報を行い、積極的な応募を促す。応募によ
り、防犯活動についての関心を高める。
○若者（高校生）の防犯活動について各種機
会を通じて紹介を行った。今後も引き続き、
新規防犯活動団体を発掘し、活動を促進す
る。
○若者世代を対象とした出前講座などを開催
し、防犯意識の向上を図る

○他のポスターの応募状況を参考にして、未
だ呼びかけていない学校に対して制作を呼び
かける。
○若者（学生）の防犯活動の実施状況を調査
し、活動を支援する。
○若者世代を対象とした出前講座などを開催
し、防犯意識の向上を図る。

○他のポスターの応募状況を参考にして、未だ
呼びかけていない学校に対して制作を呼びかけ
る
○若者（学生）の防犯活動の実施状況を調査
し、活動を支援する
○若者世代を対象とした出前講座などを開催
し、防犯意識の向上を図る

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組⑦

  幅広い世代の防犯活動への参画の促進

目指す姿
（目標）

１.若者による防犯活動への参画の活性化を図る。
２.防犯活動等を行う地域活動団体の増加を促進す
る。

目標
又は
指標

安全安心まちづくりポスター作成等：年１回

　高校生や大学生による防犯活動
団体に対して、活動に役立つ情報
を提供するとともに、地域防犯活
動団体と連携した活動を推進する
ことで、各団体の活動の更なる活
性化を図ります。
　また、地域の事業者や学校、団
体などに所属する若者や現役世代
に対して、地域防犯活動団体が行
う啓発活動などへの参加を呼びか
けることによって、幅広い世代に
よる防犯活動を促進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　若い世代の防犯ボランティア団体の結成を働きかけるほか、既存団体の活動を支援する。
２　広報紙「安全安心まちづくりニュース」、会報「安全安心まちづくりだより」、高知県ホームページ等で活
動を紹介し、さらなる活性化を図る。
３　功労団体表彰において、若い世代の防犯ボランティア団体の活動も積極的に表彰を推奨していく。
４　安全安心まちづくりポスターの募集、優秀な作品を公表して広報啓発活動の気運を醸成する。

計画（P)
線表

 【広報紙・会報】・・・◎安全安心まちづくりの広報紙や会報で若者による防犯活動内容を紹介

 【高知県ホームページ】・・・◎団体の活動内容紹介　◎更新情報の早期掲載

 【安全安心まちづくりひろば】・・・◎若者による安全安心まちづくりイベントへの参加促進　◎若者による防犯活動内容のパネル展示

 【安全安心まちづくりポスター作成等】・・・◎県内の小中高等学校(特別支援学校を含む)の生徒等対象の防犯啓発等に関するポスターの募集及び選考　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ◎最優秀作品をポスター化し、最優秀及び優秀作品をポケットティッシュ化して、配付　

 【若者の参画の活性化】・・・◎若者の参画団体数の増加　◎防犯活動の情報提供と参加呼びかけ　◎若い世代の活動に対する表彰の検討

啓発ﾎﾟｽﾀｰ、

ﾎﾟｹｯﾄﾃｨｯｼｭ

を作成

令和４年度に

同じ

令和４年度

に同じ

令和４年度

に同じ



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №21 様式１

事業No. １－２－（７）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１～４　各種イベントにおいて、幅広い世代
に対するボランティアへの参加の呼び掛け等
を実施した。
１　県内全市町村の地域安全担当者等に対し
て防犯ボランティア団体への参加や、｢なが
ら見守り｣活動の実施をプロモートし、同活
動への取組を推進した。
２，４　各種会議等において、防犯活動団体
の設立促進や防犯活動の重要性等に関する講
話等を実施した。
３　自主防犯活動団体に対する防犯活動用帽
子・パトロール用ベストの提供等、必要な装
備資機材の支援を行った。

１～４　各種イベントにおいて、幅広い世代
に対するボランティアへの参加の呼び掛け等
を実施した。
１　県内全市町村の地域安全担当者及び全教
育委員会に対して防犯ボランティア団体への
参加や、｢ながら見守り｣活動の実施をプロ
モートし、同活動への取組を推進した。
２，４　各種会議等において、防犯活動団体
の設立促進や防犯活動の重要性等に関する講
話等を実施した。
３　自主防犯活動団体に対する防犯活動用帽
子・パトロール用ベストの提供等、必要な装
備資機材の支援を行った。
４　「ナツボラ」を利用し、学生を対象とし
た防犯ボランティア体験事業を実施し、若い
世代のボランティアの掘り起こしを行った。

１～４　各種イベントにおいて、幅広い世代
に対するボランティアへの参加の呼び掛け等
を実施した。
２，４　各種会議等において、防犯活動団体
の設立、活動への参加促進や防犯活動の重要
性等に関する講話等を実施した。
３　自主防犯活動団体に対する防犯活動用帽
子・パトロール用ベストの提供等、必要な装
備資機材の支援を行った。
４　「ナツボラ」を利用し、学生を対象とし
た防犯ボランティア体験事業を実施し、若い
世代のボランティアの掘り起こしを行った。

１　若い世代や現役世代にも取り組みやすい
「ながら見守り」活動を推奨し、防犯活動の
裾野拡大に努めた。
２　各種啓発活動において、若い世代や現役
世代による防犯活動への参加を呼びかけた。
３　自主防犯活動団体に対する防犯活動用帽
子・パトロール用ベストの提供等、必要な装
備資機材の支援を行った。
４　ＮＰＯの運営するボランティア情報サイ
トに登録して、防犯ボランティア団体への橋
渡しを行うなど、防犯活動への参画機会の拡
充に努めた。

実施後の分析、検証

１～４　新型コロナウイルス感染症拡大防止
による大学の休校等があり、大学生ボラン
ティアの新規勧誘ができず、防犯活動が減少
している。
２～４　各種会合における情報提供等や物品
支援により、自主防犯活動団体の活性化が図
られた。
１，２　｢ながら見守り｣活動の推進により、
非対面式であったり少数又は単独で実施でき
る新たな防犯活動が推進された。

１～４　公益社団法人高知青年会議所との防
犯ボランティア活動を実施。
２～４　各種会合における情報提供等や物品
支援により、自主防犯活動団体の活性化が図
られた。

１～４　一般社団法人生命保険協会との防犯
ボランティア活動を実施。
２～４　各種会合における情報提供等や物品
支援により、自主防犯活動団体の活性化が図
られた。

　学生など若い世代や現役で働く現役世代へ
の防犯活動の浸透を図り、将来のボランティ
アを育てていく必要がある。

次年度の取組

１～４　新型コロナウイルス感染防止施策が
緩和されることから、対面形式で実施する防
犯活動等については、再度、活性化を図って
いく。

１～４　若者や現役世代に対し、防犯活動団
体が行う啓発活動等への参加を呼び掛け、幅
広い世代による防犯活動への参画を促進させ
る。

１～４　若者や現役世代に対し、防犯活動団
体が行う啓発活動等への参加を呼び掛け、幅
広い世代による防犯活動への参画を促進させ
る。

　若い世代や現役世代に対する防犯活動情報
の発信、参加希望者の団体への橋渡しなど、
防犯活動への参画を促進させる。

重点目標１
県民の防犯意識を高め、県民、事
業者、地域活動団体による自主的
な活動を促進する

基本的方策２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する
具体的な
取組⑦

幅広い世代の防犯活動への参画の促進

目指す姿
（目標）

　若い世代による防犯ボランティア活動を活性化さ
せることにより、次世代の人材を育成する。

目標
又は
指標

　高校生や大学生による防犯活動
団体に対して、活動に役立つ情報
を提供するとともに、地域の防犯
活動団体との連携による活動を進
めることで、それぞれの団体の防
犯活動のさらなる活性化を図りま
す。
　また、地域の事業者や学校、団
体などの若者や現役世代に対し
て、防犯活動団体が行う啓発活動
等への参加を呼びかけることによ
り、幅広い世代による防犯活動へ
の参画を促進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　「ながら見守り」の推進等による自主防犯団体活動の活性化と活動形態に応じた支援
２　各種教室において、自主防犯活動への積極的な参加の呼びかけ
３　自主防犯活動に必要な物品提供等の支援
４　自主防犯活動団体の会合や活動への積極的な参加及び活動好事例の紹介や犯罪情勢等の情報提供

計画（P)
線表

【「ながら見守り」活動の推進】･･･「ながら見守り」活動に取り組む団体の支援

【設立の支援】･･･具体的な防犯活動要領の指導及び講習

【物品の支援】･･･活動の活性化又は活動に必要な物品の提供

【情報提供】･･･犯罪情勢、効果的な防犯活動事例等の提供



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №22 新様式１

事業No. ２－１－（１）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

令和３年度末時点
シンボルマーク等
利用：46団体

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」、会報「安全安心まちづくりだより」に
シンボルマークを掲載
２　高知県ホームページでの広報
３　主催イベントなどでシンボルマーク、標
語入りのパネルを掲示及びポケットティッ
シュを配布するなど
４　「通学路安全の日」を広報するタペスト
リーにシンボルマークを入れ、県庁舎玄関等
で掲示　
５　シンボルマークの使用申請を受理(県土
木部建築指導課)建築士会会報への使用
６　安全安心まちづくりポスターにシンボル
マークを掲載、配布

１　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」、会報「安全安心まちづくりだより」に
シンボルマークを掲載
２　高知県ホームページでの広報
３　主催イベントなどでシンボルマーク、標
語入りのパネルを掲示及びポケットティッ
シュを配布するなど
４　「通学路安全の日」を広報するタペスト
リーにシンボルマークを入れ、県庁舎玄関等
で掲示　
５　安全安心まちづくりポスターにシンボル
マークを掲載、配布

１　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」、会報「安全安心まちづくりだより」に
シンボルマークを掲載
２　高知県ホームページでの広報
３　主催イベントなどでシンボルマーク、標
語入りのパネルを掲示及びポケットティッ
シュを配布するなど
４　「通学路安全の日」を広報するタペスト
リーにシンボルマークを入れ、県庁舎玄関等
で掲示　
５　安全安心まちづくりポスターにシンボル
マークを掲載、配布

１　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」、会報「安全安心まちづくりだより」に
シンボルマークを掲載
２　高知県ホームページでの広報
３　主催イベントなどでシンボルマーク、標
語入りのパネルを掲示及びポケットティッ
シュを配布するなど
４　「通学路安全の日」を広報するタペスト
リーにシンボルマークを入れ、県庁舎玄関等
で掲示　
５　安全安心まちづくりポスターにシンボル
マークを掲載、配布

実施後の分析、検証

１　シンボルマーク＝安全安心まちづくりの
イメージとなるよう今後も積極的に使用して
普及に努める必要がある。

１　シンボルマーク＝安全安心まちづくりの
イメージとなるよう今後も積極的に使用して
普及に努める必要がある。

　「シンボルマーク＝安全安心まちづくり」
のイメージとなるよう今後も積極的に使用し
て普及に努める必要がある。

　「シンボルマーク＝安全安心まちづくり」
のイメージとなるよう今後も積極的に使用し
て普及に努める必要がある。

次年度の取組

新たに､シンボルマークを使用できる機会を
増やし、マークを使用することにより、安全
安心まちづくりの活動について広報する。

新たに､シンボルマークを使用できる機会を
増やし、マークを使用することにより、安全
安心まちづくりの活動について広報する。

新たにシンボルマークを使用できる機会を増
やし、マークを使用することにより安全安心
まちづくりの活動について広報する。

　新たにシンボルマークを使用できる機会を
増やし、マークを使用することにより安全安
心まちづくりの活動について広報する。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策１ 県民運動として取り組むための仕組みをつくる
具体的な
取組①

   広報・啓発の充実

目指す姿
（目標）

１.シンボルマーク及び標語の利用団体を拡充させ、
県民の皆さまへの周知を図る。
２.シンボルマーク及び標語の利用団体数を拡充する

目標
又は
指標

シンボルマーク及び標語の利用団体数の促進
令和３年度末：46団体

　犯罪のない安全安心まちづくり
のシンボルマーク及び標語につい
て、広報紙や高知県ホームページ
への掲載など、各種機会を利用し
た広報により、その普及に努めま
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　各団体が行うシンボルマークを用いた防犯活動などを、広報紙等で積極的に広報し、地域安全を啓発してい
く。
２　高知県ホームページや広報紙などで、積極的にシンボルマール等を用いる。　

計画（P)
線表

 【広報紙・会報】・・・◎安全安心まちづくりの広報紙や会報へシンボルマーク・標語を掲載 

 

 【高知県ホームページ】・・・◎高知県ホームページにシンボルマーク・標語を掲載　◎高知県ホームページでシンボルマーク・標語の利用を募集 

 【主催イベント】・・・◎安全安心まちづくりひろば等、主催するイベントで配布する啓発物品にシンボルマーク・標語を貼付

 【その他の活動】・・・◎シンボルマーク等が記載されたタペストリーの掲揚　◎防犯団体等へシンボルマーク入りベストを配付　◎配布するポスターへシンボルマークを掲載

47団体 47団体47団体 47団体



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №23 新様式１

事業No. ２－１－（２）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

令和3年度末
：99団体

令和８年度末：104団体

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　令和４年度高知県安全安心まちづくり推
進会議総会を開催（R5.2.8）
２　高知県安全安心まちづくり推進会議に新
規構成員として｢有限会社　四国浄管」「富
国生命保険相互会社高知支社」が加入
３　 広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（４回、各98,000部）、会報「安
全安心まちづくりだより」を発行し、構成員
の活動等を紹介（４回、各380部：計1,520
部）
４　構成員にポスター・啓発物・チラシ等を
提供
５　新型コロナウィルス感染症対策を行った
うえ、市町村ブロック別担当者会を実施。

１　令和５年度高知県安全安心まちづくり推
進会議総会を開催（R6.2.13）
２　高知県安全安心まちづくり推進会議に新
規構成員として「パナソニックマーケティン
グジャパン株式会社中四国社」「FM高知」が
加入
３　 広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（４回、各90,000部）、会報「安
全安心まちづくりだより」を発行し、構成員
の活動等を紹介（４回、各380部：計1,520
部）
４　構成員にポスター・啓発物・チラシ等を
提供
５　新型コロナウィルス感染症対策を行った
うえ、市町村担当者会を実施。

１　令和６年度高知県安全安心まちづくり推
進会議総会を開催（R7.2.19）
２　高知県安全安心まちづくり推進会議に新
規構成員として「一般社団法人生命保険協会
高知県協会」「電化工事株式会社」が入会
３　 広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（４回、各88,700部）、会報「安
全安心まちづくりだより」を発行し、構成員
の活動等を紹介（４回、各327部：計1,308
部）
４　構成員にポスター・啓発物・チラシ等を
提供

１　令和７年度高知県安全安心まちづくり推
進会議総会を開催（R8.2.9）
２　高知県安全安心まちづくり推進会議に新
規構成員として「株式会社高知通信機」が入
会
３　 広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（４回、初回88,495部、第２回か
ら第４回各79,110部）、会報「安全安心まち
づくりだより」を発行し、構成員の活動等を
紹介（４回、各399部：計1,596部）
４　構成員にポスター・啓発物・チラシ等を
提供

実施後の分析、検証

１　構成員の拡充により、推進体制の強化が
図られた。
２　会報は、関係団体・事業者の取組みを記
事にすることにより、各団体における活動意
欲の向上や、各団体間の情報伝達の手段とし
て利用された。
３　地域活動団体への啓発物、チラシの提供
は、活動の活発化につながると共に、推進会
議の認知度を高めた。
４　推進体制が発足してから10年以上経過し
ていることもあり、各種会議で新たな意見が
出づらい状況が認められた。
５　市町村ブロック別担当者会は、新型コロ
ナウイルス感染症対策を十分に考慮し、実
施。担当者間による意識の共有が計れた。

１　構成員の拡充により、推進体制の強化が
図られた。
２　会報は、関係団体・事業者の取組みを記
事にすることにより、各団体における活動意
欲の向上や、各団体間の情報伝達の手段とし
て利用された。
３　地域活動団体への啓発物、チラシの提供
は、活動の活発化につながると共に、推進会
議の認知度を高めた。
４　推進体制が発足してから10年以上経過し
ていることもあり、各種会議で新たな意見が
出づらい状況が認められた。
５　市町村担当者会は、新型コロナウイルス
感染症対策を十分に考慮し、実施。担当者間
による意識の共有が計れた。

１　構成員の拡充により、推進体制の強化が
図られた。
２　会報は、関係団体・事業者の取組みを記
事にすることにより、各団体における活動意
欲の向上や、各団体間の情報伝達の手段とし
て利用された。
３　地域活動団体への啓発物、チラシの提供
は、活動の活発化につながると共に、推進会
議の認知度を高めた。

１　構成員の拡充により、推進体制の強化が
図られた。
２　会報は、関係団体・事業者の取組みを記
事にすることにより、各団体における活動意
欲の向上や、各団体間の情報伝達の手段とし
て利用された。
３　地域活動団体への啓発物、チラシの提供
は、活動の活発化につながると共に、推進会
議の認知度を高めた。

次年度の取組

○　引き続き構成員を増やし、推進体制を拡
充し、安全安心まちづくりの気運を高める
○　広報紙等の掲載内容を検討し、より親し
みの持てる内容とする
○　市町村ブロック別担当者会の方法を検討
し、より具体的で効果のある形式（グループ
討議形式等）を取り入れ担当者間の連携を強
める

○　引き続き構成員を増やし、推進体制を拡
充し、安全安心まちづくりの気運を高める
○　広報紙等の掲載内容を検討し、より親し
みの持てる内容とする
○　市町村担当者会の方法を検討し、より具
体的で効果のある形式（グループ討議形式
等）を取り入れ担当者間の連携を強める

○　引き続き構成員を増やし、推進体制を拡
充し、安全安心まちづくりの気運を高める
○　広報紙等の掲載内容を検討し、より親し
みの持てる内容とする

○　引き続き構成員を増やし、推進体制を拡
充し、安全安心まちづくりの気運を高める
○　広報紙等の掲載内容を検討し、より親し
みの持てる内容とする

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策１ 県民運動として取り組むための仕組みをつくる
具体的な
取組②

 全県的な推進体制の強化

目指す姿
（目標）

１.既存団体の活動の活性化を図る。
２.安全安心まちづくり推進会議構成員を拡充する。

目標
又は
指標

推進会議新規構成員数：毎年度＋１
令和３年度末の構成員数：99団体・事業者等

　高知県が一体となって犯罪のな
い安全安心まちづくりに取り組め
るよう、県民、事業者、地域活動
団体及び行政で構成する｢高知県
安全安心まちづくり推進会議｣に
おいて、構成員の拡充や会報の発
行、実践的な活動に向けた情報共
有などを行うことにより、安全安
心まちづくり活動の一層の活性化
を図ります。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　総会・担当者会の開催
２　構成員の拡充
３　定期的に広報紙及び会報の発行・必要に応じて速報の発行
４　事業者、地域活動団体が活動するための啓発物・チラシの提供
５　市町村担当者会の開催

計画（P)
線表

【推進会議総会】・・・◎毎年２月を目処に開催　◎新規入会構成員の紹介　◎重点テーマ等の発表

【広報紙・会報】・・・◎ニュース（広報紙）年度４回　◎まちづくりだより（会報）年度４回

【安全安心まちづくり推進会議速報】・・・◎犯罪情勢に応じて発行（随時）

【市町村担当者会開催】・・・◎毎年７～９月を目処に開催　◎新規入会希望団体の呼び掛け

【構成員の拡充】・・・◎各地域の会合、出前講座等の機会を利用した新規構成員入会の呼びかけ　◎毎年度の新規構成員数の１増加

100団体 103団体101団体 104団体



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №24 様式１

事業No. ２－１－（２）

担当課 学校安全対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

＿ ＿

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

高知県安全安心まちづくり推進会議事務局
として、各種の取組へ参画し、活動の一層
の活性化を図った。
・高知県教育委員会事務局におけるとりま
とめと情報共有を行った。
・高知県知事部局関係課及び高知県警察本
部等との連携した取組の実施、推進計画が
着実に進むよう、事務局として幹事会や打
合せに出席した。
・高知県スクールガード・リーダー連絡協
議会への連絡・調整を行い、会報の送付を
通して安全安心まちづくりの取組の情報共
有を図った。

高知県安全安心まちづくり推進会議事務局
として、各種の取組へ参画し、活動の一層
の活性化を図った。
・高知県教育委員会事務局におけるとりま
とめと情報共有を行い、特に総会への参加
を教育委員会事務局で促した。
・高知県知事部局関係課及び高知県警察本
部等との連携した取組の実施、推進計画が
着実に進むよう、事務局として幹事会や打
合せに出席した。
・高知県スクールガード・リーダー連絡協
議会を開催し、実践的な活動の情報共有を
行った。また、会報の送付を通して安全安
心まちづくりの取組の情報共有を図った。

高知県安全安心まちづくり推進会議事務局とし
て、各種の取組へ参画し、活動の一層の活性化
を図った。
・高知県教育委員会事務局におけるとりまとめ
と情報共有を行い、特に総会への参加を教育委
員会事務局で促した。
・高知県知事部局関係課及び高知県警察本部等
との連携した取組の実施、推進計画が着実に進
むよう、事務局として幹事会や打合せに出席し
た。
・高知県スクールガード・リーダー連絡協議会
を開催し、実践的な活動の情報共有を行った。
また、会報の送付を通して安全安心まちづくり
の取組の情報共有を図った。
・安全安心まちづくり功労団体等表彰に県立学
校が３校、スクールガードリーダーが１名選ば
れた。

高知県安全安心まちづくり推進会議事務局とし
て、各種の取組へ参画し、活動の一層の活性化
を図った。
・高知県教育委員会事務局におけるとりまとめ
と情報共有を行い、特に総会への参加を教育委
員会事務局で促した。
・高知県知事部局関係課及び高知県警察本部等
との連携した取組の実施、推進計画が着実に進
むよう、事務局として幹事会や打合せに出席し
た。
・高知県スクールガード・リーダー連絡協議会
を開催し、実践的な活動の情報共有を行った。
また、会報の送付を通して安全安心まちづくり
の取組の情報共有を図った。

実施後の分析、検証

・活動を活性化するために、高知県安全安
心まちづくり推進会議事務局として各種の
取組に協力することができた。取組に積極
的に協力することで最新の情報を入手し、
活動に生かすことができた。
・これらの働きかけからスクールガード・
リーダー連絡協議会の加盟団体が令和５年
度は１市町村増えた。

・活動を活性化するために、高知県安全安
心まちづくり推進会議事務局として各種の
取組に協力することができた。取組に積極
的に協力することで最新の情報を入手し、
活動に生かすことができた。
・これらの働きかけからスクールガード・
リーダーの活動人数が増えた。（R4：43人
→R5：44人）

・活動を活性化するために、高知県安全安
心まちづくり推進会議事務局として各種の
取組に協力することができた。取組に積極
的に協力することで最新の情報を入手し、
活動に生かすことができた。
・これらの働きかけからスクールガード・
リーダーの活動人数が増えた。（R5：44人
→R6：45人）
・県立学校での主体的な防犯活動（鍵かけ
運動）などにつながった。

・活動を活性化するために、高知県安全安
心まちづくり推進会議事務局として各種の
取組に協力することができた。取組に積極
的に協力することで最新の情報を入手し、
活動に生かすことができた。
・これらの働きかけからスクールガード・
リーダー連絡協議会の加盟団体が令和７年
度は１市町村増えた。

次年度の取組

１～３について、高知県安全安心まちづく
り推進会議の広報活動に引き続き参加し、
広報啓発活動を充実させる。

・引き続き高知県安全安心まちづくり推進
会議事務局として各種の取組（協議会の開
催、会報の送付）への協力をしていく。当
課主催の研修会等でも取組内容を紹介し、
高知県スクールガード・リーダー連絡協議
会の活動を充実させる。

・引き続き高知県安全安心まちづくり推進
会議事務局として各種の取組（協議会の開
催、会報の送付）への協力をしていく。当
課主催の研修会等でも取組内容を紹介し、
高知県スクールガード・リーダー連絡協議
会の活動を充実させる。
・学校での防犯活動の活性化を図る。

・引き続き高知県安全安心まちづくり推進会議
事務局として各種の取組（協議会の開催、会報
の送付）への協力をしていく。当課主催の研修
会等でも取組内容を紹介し、高知県スクール
ガード・リーダー連絡協議会の活動を充実させ
る。
・スクールガード・リーダーが代替わりする市
町村が増えてきたため、見守り活動のポイント
について周知していく。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、
行政の連携を進める

基本的方策１ 県民運動として取り組むための仕組みをつくる
具体的な
取組②

全県的な推進体制の強化

目指す姿
（目標）

高知県安全安心まちづくり推進会議に係る、地域や
学校、関係機関等の連携の強化

目標
又は
指標

＿

　県民が一体となって犯罪のな
い安全安心まちづくりに取り組
めるよう、県民、事業者、地域
活動団体及び行政で構成する｢高
知県安全安心まちづくり推進会
議｣において、構成員の拡充や会
報の発行、実践的な活動に向け
た情報共有を行うなどにより、
活動の一層の活性化を図りま
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　高知県安全安心まちづくり推進会議事務局として各種の取組への協力
・関係機関への連絡・調整、各種会議やイベントへの参加・協力
・高知県教育委員会事務局内のとりまとめと情報共有
・高知県スクールガード・リーダー連絡協議会の事務局業務（活動内容説明冊子の配付、連絡協議会の開催、
会報の送付）

計画（P)
線表

　高知県安全安心まちづくり推進会議事務局として取組への協力



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №25 様式１

事業No. ２－１－（２）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，２　「高知県安全安心まちづくり推進会
議」総会及び幹事会において、県内の犯罪情
勢を説明し、情報共有を図った。
１，２　　協定を締結した事業者や覚書を交
わした事業者、防犯ＣＳＲに取り組む事業者
等を勧誘し、新規構成員の拡充を図った。

１，２　「高知県安全安心まちづくり推進会
議」総会及び幹事会において、県内の犯罪情
勢を説明し、情報共有を図った。
１，２　　協定を締結した事業者や覚書を交
わした事業者、防犯ＣＳＲに取り組む事業者
等を勧誘し、新規構成員の拡充を図った。

１，２　「高知県安全安心まちづくり推進会
議」総会及び幹事会において、県内の犯罪情
勢を説明し、情報共有を図った。
１，２　　協定を締結した事業者や覚書を交
わした事業者、防犯ＣＳＲに取り組む事業者
等を勧誘し、新規構成員の拡充を図った。

１，２　「高知県安全安心まちづくり推進会
議」の構成員に犯罪情勢等の情報を提供し、
県民運動への取組に向けた体制の強化に努め
た。

実施後の分析、検証

１，２　防犯ＣＳＲ活動に積極的に取り組む
事業者に対し、条例に基づく安全安心まちづ
くり活動を説明することによって、防犯ＣＳ
Ｒ活動の更なる活性化を促すとともに、推進
会議に入会する事業者の獲得につながった。

１，２　防犯ＣＳＲ活動に積極的に取り組む
事業者に対し、条例に基づく安全安心まちづ
くり活動を説明することによって、防犯ＣＳ
Ｒ活動の更なる活性化を促すとともに、推進
会議に入会する事業者の獲得につながった。

１，２　防犯ＣＳＲ活動に積極的に取り組む
事業者に対し、条例に基づく安全安心まちづ
くり活動を説明することによって、防犯ＣＳ
Ｒ活動の更なる活性化を促すとともに、推進
会議に入会する事業者の獲得につながった。

１，２　防犯活動に取り組む事業者や防犯活
動団体に条例に基づく安全安心まちづくり活
動を啓発し、活動の更なる活性化を促して、
県民運動としての取組につなげた。

次年度の取組

１，２　引き続き、防犯ＣＳＲ活動に積極的
に取り組む事業者に対し、条例に基づく安全
安心まちづくり活動を説明することによっ
て、防犯ＣＳＲ活動の更なる活性化を促すと
ともに、推進会議に入会する事業者の獲得に
つなげるほか、会報に取組状況等を掲載して
情報提供を行う。

１，２　引き続き、防犯ＣＳＲ活動に積極的
に取り組む事業者に対し、条例に基づく安全
安心まちづくり活動を説明することによっ
て、防犯ＣＳＲ活動の更なる活性化を促すと
ともに、推進会議に入会する事業者の獲得に
つなげるほか、会報に取組状況等を掲載して
情報提供を行う。

１，２　引き続き、防犯ＣＳＲ活動に積極的
に取り組む事業者に対し、条例に基づく安全
安心まちづくり活動を説明することによっ
て、防犯ＣＳＲ活動の更なる活性化を促すと
ともに、推進会議に入会する事業者の獲得に
つなげるほか、会報に取組状況等を掲載して
情報提供を行う。

１，２　高知県安全安心まちづくり推進会議
の構成員に対する情報提供を充実させ、活動
の活性化を図る。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策１ 県民運動として取り組むための仕組みをつくる
具体的な
取組②

全県的な推進体制の強化

目指す姿
（目標）

　犯罪情勢を共有することで、対応すべき問題を認
識し、活動の活性化を図り、県民運動としての取組
につなげる。

目標
又は
指標

　県民が一体となって犯罪のない
安全安心まちづくりに取り組める
よう、県民、事業者、地域活動団
体及び行政で構成する「高知県安
全安心まちづくり推進会議」にお
いて、構成員の拡充や会報の発
行、実践的な活動に向けた情報共
有を行うなどにより、活動の一層
の活性化を図ります。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　地域の情勢に即した犯罪情勢の分析及び各種会議等における情報提供
２　各種会議等において、効果的な活動事例等の紹介

計画（P)
線表

【犯罪情勢の分析と共有】･･･地域の情勢に即した犯罪情勢の分析及び効果的な活動に資するための情報の提供

【防犯活動情報の共有】･･･効果的な活動事例等の紹介



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №26 新様式１

事業No. ２－１－（３）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

令和３年度末時点
：304団体

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（４回、各98,000部）
２　会報「安全安心まちづくりだより」の
発行（４回、各380部、計1,520部）
３　 市町村ブロック別担当者会の開催
(1)開催時期等（8月、県内3ブロックで実
施）
(2)内容
　・安全安心まちづくりに向けた取組と推
進計画ついて
　・推進会議構成員の取組について　　　　　　　　　　
　・功労者団体等表彰について
　・啓発ポスターの募集について

１　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（４回、各90,000部）
２　会報「安全安心まちづくりだより」の
発行（４回、各380部、計1,520部）
３　 市町村担当者会の開催
(1)開催時期等（8月、高知市で実施）
(2)内容
　・安全安心まちづくりに向けた取組と推
進計画ついて
　・推進会議構成員の取組について　　　　　　　　　　
　・功労者団体等表彰について
　・啓発ポスターの募集について

１　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（４回、各88,700部）
２　会報「安全安心まちづくりだより」の
発行（４回、各327部、計1,308部）

１　広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（４回、初回88,495部、第２部
から第４部各79,110部）
２　会報「安全安心まちづくりだより」の
発行（４回、各399部、計1,596部）
１・２のいずれも安全安心まちづくり推進
会議の構成員や市町村へ送付した。

実施後の分析、検証

１　広報紙で地域活動団体の活動を積極的
かつ継続的に紹介することにより、各地域
での活動の活性化を図ることができた。
２　会報は、関係団体・事業者の取組みを
記事にすることにより、各団体における活
動意欲の向上や、各団体間の情報伝達の手
段として利用された。
３　会報や速報の配布先、機会を開拓する
必要性が認められた。
４　市町村ブロック別担当者会は、県内３
ブロックで開催。その際アンケートを実施
し、今後の開催方針等についてより効果的
な形を図った。

１　広報紙で地域活動団体の活動を積極的
かつ継続的に紹介することにより、各地域
での活動の活性化を図ることができた。
２　会報は、関係団体・事業者の取組みを
記事にすることにより、各団体における活
動意欲の向上や、各団体間の情報伝達の手
段として利用された。
３　会報や速報の配布先、機会を開拓する
必要性が認められた。
４　市町村担当者会は高知市で開催。その
際アンケートを実施し、今後の開催方針等
についてより効果的な形を図った。

１　広報紙で地域活動団体の活動を積極的
かつ継続的に紹介することにより、各地域
での活動の活性化を図ることができた。
２　会報は、関係団体・事業者の取組みを
記事にすることにより、各団体における活
動意欲の向上や、各団体間の情報伝達の手
段として利用された。
３　市町村担当者会は、来場する各自治体
職員の負担が大きいことから、Zoomの活
用、情報共有したい項目のメール送信と
いった開催方法の見直しを行う必要性が認
められた。

１　広報紙で地域活動団体の活動を積極的
かつ継続的に紹介することにより、各地域
での活動の活性化を図ることができた。
２　会報は、関係団体・事業者の取組みを
記事にすることにより、各団体における活
動意欲の向上や、各団体間の情報伝達の手
段として利用された。
３　市町村担当者会は、開催して情報共有
等する必要性などを検討したうえで、今年
度は開催しなかった

次年度の取組

○会報、広報紙について、より多くの読者
が親しみの持てる内容を検討する。
○市町村ブロック別担当者会について、開
催場所、開催方法、人員等を選定し、グ
ループ討論形式を取り入れ、より効果的な
内容とする。

○会報、広報紙について、より多くの読者
が親しみの持てる内容を検討する。
○市町村担当者会について、開催場所、開
催方法、人員等を選定し、グループ討論形
式を取り入れ、より効果的な内容とする。

○会報、広報紙について、より多くの読者
が親しみの持てる内容を検討する。
○市町村担当者会について、情報共有等を
行うテーマによって対面開催、Zoom開催、
メール送付などの方法を検討のうえ実施す
ることとする。

○会報、広報紙について、より多くの読者
が親しみの持てる内容を検討する
○市町村担当者会について、開催する必要
性を検討のうえ、開催するのであれば情報
共有等を行うテーマによって対面開催、
Zoom開催、メール送付などの方法を検討の
うえ実施することとする

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、
行政の連携を進める

基本的方策１ 県民運動として取り組むための仕組みをつくる
具体的な
取組③

 地域における推進体制づくりに対する支援

目指す姿
（目標）

１.県内の自治体における、安全安心まちづくり活
動の活性化を図る。
２.推進体制設置団体の拡充を推進する。

目標
又は
指標

地域における推進体制設置の促進
令和３年度末現在：304団体

　地域における犯罪のない安全
安心まちづくりが総合的、かつ
効果的に推進されるため、地域
住民、事業者、地域活動団体及
び行政の関係者などで構成され
る推進体制の整備並びに活性化
が図られるよう、市町村などに
対して、情報の提供などの必要
な支援を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　広報紙「安全安心まちづくりニュース」において、地域活動団体の活動を紹介
２　会報・速報の発行
　各市町村で活動する団体を紹介して周知することにより、市町村の活動体制の活性化を図る。
３　市町村担当者会の開催（８月又は９月で開催予定）
４　市町村担当者、警察等との情報交換を行うことで、地域安全に関して各地域の情勢を把握する。

計画（P)
線表

【広報紙・会報】・・・◎ニュース（広報紙）年度４回　◎まちづくりだより（会報）年度４回

【安全安心まちづくり推進会議速報】・・・◎犯罪情勢等に応じた発行（随時）

【市町村担当者会開催】・・・◎毎年７～９月を目処に開催　◎活動結果等の報告　◎関心の高い話題についての積極的な情報提供

298団体 290団体289団体 290団体



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №27 様式１

事業No. ２－１－（３）

担当課 学校安全対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

＿ ＿

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　県内でのモデル地域（生活安全１・交
通安全2）及び拠点校2校を指定、県立高等
学校（交通安全）１校を拠点校として指定
した。拠点校は保護者・地域・関係機関等
と連携した先進的・実践的な安全教育・安
全管理の取組と推進体制の構築に取り組ん
だ。各拠点校での実践発表、高校生ヘル
メット着用シンポジウムの開催など、安全
教育や安全管理の充実が図られた。
２　高知県通学路安全推進会議を実施。教
育委員会、道路管理者、警察との情報交
流、取組の実践発表を行った。

１　県内でのモデル地域（生活安全１・交
通安全１）及び拠点校１校を指定、県立高
等学校（交通安全）１校を拠点校として指
定した。拠点校は保護者・地域・関係機関
等と連携した先進的・実践的な安全教育・
安全管理の取組と推進体制の構築に取り組
んだ。拠点校での実践発表、高校生ヘル
メット着用ワークショップの開催、合同街
頭啓発など、安全教育や安全管理の充実が
図られた。
２　高知県通学路安全推進会議を実施。教
育委員会、道路管理者、警察との情報交
流、取組の実践発表を行った。

１　市町村でのモデル地域（生活安全２・
交通安全２）及び拠点校２校を指定、県立
高等学校（交通安全）１校を拠点校として
指定した。拠点校は保護者・地域・関係機
関等と連携した先進的・実践的な安全教
育・安全管理の取組と推進体制の構築に取
り組んだ。拠点校での実践発表、合同街頭
啓発、自転車ヘルメット着用推進ポスター
の作成など、安全教育や安全管理の充実が
図られた。
２　高知県通学路安全推進会議を実施。教
育委員会、道路管理者、警察との情報交
流、取組の実践発表を行った。

１　市町村でのモデル地域（生活安全１・
交通安全１）及び拠点校１校を指定、県立
高等学校（交通安全）１校を拠点校として
指定した。拠点校は保護者・地域・関係機
関等と連携した先進的・実践的な安全教
育・安全管理の取組と推進体制の構築に取
り組んだ。拠点校での実践発表、合同街頭
啓発、自転車ヘルメット着用推進ポスター
の作成など、安全教育や安全管理の充実が
図られた。
２　高知県通学路安全推進会議を実施。教
育委員会、道路管理者、警察との情報交
流、取組の実践発表を行った。

実施後の分析、検証

１　各安全教育実施モデル地域及び拠点校
では、保護者・地域・関係機関との連携に
よる推進体制のもと、安全教育や安全管理
の充実が図られた。その取組みについて、
実施報告書を作成し、県内各学校に配付し
て普及を図った。
２　通学路合同点検の意義、関係機関との
連携体制等、今後の推進体制を確認するこ
とができた。

１　各安全教育実施モデル地域及び拠点校
では、保護者・地域・関係機関との連携に
よる推進体制のもと、安全教育や安全管理
の充実が図られた。県立拠点校ではヘル
メット着用推進ポスター作成や街頭啓発な
どの様子がテレビで放映され県内全域に広
く発信できた。２拠点校の取組みについ
て、実践報告書を作成し、県内各学校に配
付して普及を図った。
２　通学路合同点検の意義、関係機関との
連携体制等、今後の推進体制を確認するこ
とができた。特に普段交流する機会が少な
い市町村担当者同士での情報交換により、
課題や成果の共有が図られた。

１　市町村のモデル地域及び拠点校では、
保護者・地域・関係機関との連携による推
進体制のもと、安全教育や安全管理の充実
が図られた。県立拠点校ではヘルメット着
用推進ポスター作成や街頭啓発などを行い
その取組を県教委の通信で県立学校に発信
できた。拠点校の取組みについて、実践報
告書を作成し、県内各学校に配付して普及
を図った。
２　通学路合同点検の意義、関係機関との
連携体制等、今後の推進体制を確認するこ
とができた。特に普段交流する機会が少な
い市町村担当者同士での情報交換により、
課題や成果の共有が図られた。

１　市町村のモデル地域及び拠点校では、保護
者・地域・関係機関との連携による推進体制のも
と、安全教育や安全管理の充実が図られた。県立
拠点校ではヘルメット着用推進ポスターや横断幕
の作成、街頭啓発などを行いその取組を県教委の
通信で県立学校に発信できた。拠点校の取組みに
ついて、実践報告書を作成し、県内各学校に配付
して普及を図った。
２　通学路合同点検の意義、関係機関との連携体
制等、今後の推進体制を確認することができた。
特に普段交流する機会が少ない市町村担当者同士
での情報交換により、課題や成果の共有が図られ
た。

次年度の取組

１～３について、高知県安全安心まちづく
り推進会議の広報活動に引き続き参加し、
広報啓発活動を充実させる。

１　令和５年度同様に安全教育拠点市町村
及び拠点校を指定し、先進的・実践的な安
全教育・安全管理の取組を推進し、その内
容を普及させていく。
２　高知県通学路安全推進会議の活動を継
続して実施。市町村の通学路安全推進体制
を支援し、効果的な取組を紹介するなど登
下校等の安全確保に努める。

１　令和６年度同様に安全教育拠点市町村
及び拠点校を指定し、先進的・実践的な安
全教育・安全管理の取組を推進し、その内
容を普及させていく。
２　高知県通学路安全推進会議の活動を継
続して実施。市町村の通学路安全推進体制
を支援し、効果的な取組を紹介するなど登
下校等の安全確保に努める。

１　令和８年度は生活安全に関したモデル
地域及び拠点校の指定はないが、市町村担
当者に向けた事業説明や啓発活動等を通し
て、各学校や保護者、地域にその内容を波
及させていく。
２　高知県通学路安全推進会議の活動を継
続して実施。市町村の通学路安全推進体制
を支援し、効果的な取組を紹介するなど登
下校等の安全確保に努める。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、
行政の連携を進める

基本的方策１ 県民運動として取り組むための仕組みをつくる
具体的な
取組③

地域における推進体制づくりに対する支援

目指す姿
（目標）

各学校における学校安全推進体制の構築、地域や関
係機関等との連携強化

目標
又は
指標

＿

　地域における犯罪のない安全
安心まちづくりが総合的、かつ
効果的に推進するために、地域
住民、事業者、地域活動団体、
行政の関係者などで構成される
推進体制の整備及び活性化が図
られるよう、市町村などに対し
て、情報の提供などの必要な支
援を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　保護者・地域・関係機関等と連携した、高知県学校安全総合支援事業（生活安全・交通安全）の市町村
（モデル地域）及び拠点校の取組の実施と啓発
２　高知県通学路安全推進会議の開催（年１回）

計画（P)
線表

 市町村教委や県立学校に、学校・保護者・地域・関係団体等が連携した学校安全推進体制づくりを働きかけ

　安全教育のモデル地域の市町村（拠点校）による学校安全の推進体制の強化と普及　



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №28 様式１

事業No. ２－１－（３）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，２　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツ
イッター）、あんしんＦメール等、様々な広
報手段又は機会を通じて、犯罪情勢等の地域
安全情報を提供をした。
１，２　協定締結や覚書を交わした金融機関
や事業者に対して、犯罪情報等の地域安全情
報を提供し、安全安心まちづくり推進体制の
活性化を図った。

１，２　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツイッ
ター）、あんしんＦメール等、様々な広報手
段又は機会を通じて、犯罪情勢等の地域安全
情報を提供をした。
１，２　協定締結や覚書を交わした金融機関
や事業者に対して、犯罪情報等の地域安全情
報を提供し、安全安心まちづくり推進体制の
活性化を図った。

１，２　県警察ホームページ、SNS（Ｘ）、
Yahoo!アプリ等、様々な広報手段又は機会を
通じて、犯罪情勢等の地域安全情報を提供を
した。
１，２　協定締結や覚書を交わした金融機関
や事業者に対して、犯罪情報等の地域安全情
報を提供し、安全安心まちづくり推進体制の
活性化を図った。

１，２　県下の犯罪情勢を分析し、市町村に
犯罪の発生状況や防犯対策に関する情報を提
供した。

実施後の分析、検証

１，２　様々な方法による地域安全情報の提
供により、安全安心まちづくり推進体制の強
化が図られた。
１，２　事業者と比べ、市町村に関して相対
的に関係性が連携が希薄であることから、更
なる連携を図り、総合的かつ効果的な安全安
心まちづくりを推進する必要がある。

１，２　様々な方法による地域安全情報の提
供により、安全安心まちづくり推進体制の強
化が図られた。
１，２　事業者と比べ、市町村に関して相対
的に関係性が連携が希薄であることから、更
なる連携を図り、総合的かつ効果的な安全安
心まちづくりを推進する必要がある。

１，２　様々な方法による地域安全情報の提
供により、安全安心まちづくり推進体制の強
化が図られた。
１，２　事業者と比べ、市町村に関して相対
的に関係性が連携が希薄であることから、更
なる連携を図り、総合的かつ効果的な安全安
心まちづくりを推進する必要がある。

１，２　市町村による広報誌、ホームページ
等での防犯情報の紹介により、地域における
防犯推進体制の強化が図られた。

次年度の取組

１，２　市町村との連携強化を図るため、情
報提供等の実施について検討していく。

１，２　市町村との連携強化を図るため、情
報提供等の実施について検討していく。

１，２　市町村との連携強化を図るため、情
報提供等の実施について検討していく。

１，２　市町村との連携をさらに強化すると
ともに、市町村による防犯活動の推進に有益
な防犯情報を提供する。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策１ 県民運動として取り組むための仕組みをつくる
具体的な
取組③

地域における推進体制づくりに対する支援

目指す姿
（目標）

　市町村の協力・支援による防犯活動を活性化させ
る。

目標
又は
指標

　地域における犯罪のない安全安
心まちづくりを総合的かつ効果的
に推進するため、地域住民、事業
者、地域活動団体、行政の関係者
などで構成される推進体制が整備
されるよう、市町村等に対して、
情報の提供などの必要な支援を行
います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　地域の情勢に即した犯罪情勢の分析及び各種会議等における情報提供
２　市町村が整備する推進体制による活動への参加及び犯罪情勢等の情報提供

計画（P)
線表

【情報提供】･･･地域ごとの犯罪情勢等の分析と提供

【活動支援】･･･市町村の整備する推進体制による活動への参加、情報提供等



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №29 新様式１

事業No. ２－１－（４）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

令和３年度末
54件

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　 広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（４回、各98,000部）
２　会報「安全安心まちづくりだより」の
発行（４回、各380部、計1,520部）
３　  市町村ブロック別担当者会の開催
(1)実施時期
　令和４年８月
(2)内容
・安全安心まちづくりに向けた取組と推進計画つ
いて
・安全安心まちづくり推進会議構成員の取組につ
いて　　　　　　　　　　
・高知県安全安心まちづくり功労者団体等表彰
について
・安全安心まちづくり啓発ポスターの募集につい
て

１　 広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（４回、各90,000部）
２　会報「安全安心まちづくりだより」の
発行（４回、各380部、計1,520部）
３　  市町村担当者会の開催
(1)実施時期
　令和５年８月
(2)内容
・安全安心まちづくりに向けた取組と推進計画つ
いて
・安全安心まちづくり推進会議構成員の取組につ
いて　　　　　　　　　　
・高知県安全安心まちづくり功労者団体等表彰
について
・安全安心まちづくり啓発ポスターの募集につい
て

１　 広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（４回、各88,700部）
２　会報「安全安心まちづくりだより」の
発行（４回、各327部、計1,308部）

１　 広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（４回、初回88,495部、第２回
から第４回各79,110部）
２　会報「安全安心まちづくりだより」の
発行（４回、各399部、計1,596部）

実施後の分析、検証

１　広報紙で地域活動団体の活動を積極的
かつ継続的に紹介することにより、各地域
での活動の活性化を図ることができた。
２　会報は、関係団体・事業者の取組みを
記事にすることにより、各団体における活
動意欲の向上や、各団体間の情報伝達の手
段として利用された。
３　会報の配布先、機会を開拓する必要性
が認められた。
４　市町村ブロック別担当者会の開催及び
その際実施してアンケート等により担当者
間による意識の共有が図れた。

１　広報紙で地域活動団体の活動を積極的
かつ継続的に紹介することにより、各地域
での活動の活性化を図ることができた。
２　会報は、関係団体・事業者の取組みを
記事にすることにより、各団体における活
動意欲の向上や、各団体間の情報伝達の手
段として利用された。
３　会報の配布先、機会を開拓する必要性
が認められた。
４　市町村担当者会の開催及びその際実施
してアンケート等により担当者間による意
識の共有が図れた。

１　広報紙で地域活動団体の活動を積極的
かつ継続的に紹介することにより、各地域
での活動の活性化を図ることができた。
２　会報は、関係団体・事業者の取組みを
記事にすることにより、各団体における活
動意欲の向上や、各団体間の情報伝達の手
段として利用された。
３　市町村担当者会は、来場する各自治体
職員の負担が大きいことから、Zoomの活
用、情報共有したい項目のメール送信と
いった開催方法の見直しを行う必要性が認
められた。

１　広報紙で地域活動団体の活動を積極的
かつ継続的に紹介することにより、各地域
での活動の活性化を図ることができた。
２　会報は、関係団体・事業者の取組みを
記事にすることにより、各団体における活
動意欲の向上や、各団体間の情報伝達の手
段として利用された。
３　市町村担当者会は、開催して情報共有
等する必要性などを検討したうえで、今年
度は開催しなかった

次年度の取組

１　広報紙、会報への掲載内容について、
地域活動団体の活動を積極的かつ継続的に
紹介でき、かつタイムリーな内容となるよ
う努める。
２　会報の配布先を拡大するべく、新規構
成員の加入に努める。
３　市町村ブロック別担当者会の開催方法
や時期についてより実効的なものとなるよ
う努める。

１　広報紙、会報への掲載内容について、
地域活動団体の活動を積極的かつ継続的に
紹介でき、かつタイムリーな内容となるよ
う努める。
２　会報の配布先を拡大するべく、新規構
成員の加入に努める。
３　市町村ブロック別担当者会の開催方法
や時期についてより実効的なものとなるよ
う努める。

１　広報紙、会報への掲載内容について、
地域活動団体の活動を積極的かつ継続的に
紹介でき、かつタイムリーな内容となるよ
う努める。
２　会報の配布先を拡大するべく、新規構
成員の加入に努める。
３　市町村担当者会について、情報共有等
を行うテーマによって対面開催、Zoom開
催、メール送付などの方法を検討のうえ実
施することとする。

１　広報紙、会報への掲載内容について、
地域活動団体の活動を積極的かつ継続的に
紹介でき、かつタイムリーな内容となるよ
う努める。
２　会報の配布先を拡大するべく、新規構
成員の加入に努める。
３　市町村担当者会について、開催の必要
性を検討のうえ、開催する場合は情報共有
等を行うテーマによって対面開催、Zoom開
催、メール送付などの方法を検討のうえ実
施することとする。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、
行政の連携を進める

基本的方策１ 県民運動として取り組むための仕組みをつくる
具体的な
取組④

 市町村に対する支援

目指す姿
（目標）

　県内の自治体における、安全安心まちづくり活動
の活性化を図る。

目標
又は
指標

事業者、地域活動団体と提携した協定等の促進
令和３年度末：54件

　高知県内の市町村が犯罪のな
い安全で安心な地域社会の実現
に向けた取組などを実施してい
くよう、働きかけるとともに、
情報の提供などの必要な支援を
行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　広報紙「安全安心まちづくりニュース」において、地域活動団体の活動を紹介
２　会報・速報の発行
　各市町村で活動する団体を紹介して周知することにより、市町村の活動体制の活性化を図る。
３　市町村担当者会の開催（８月又は９月で開催予定）
４　市町村担当者、警察等との情報交換を行うことで、地域安全に関して各地域の情勢を把握する。

計画（P)
線表

【広報紙・会報】・・・◎まちづくりニュース（広報紙）年度４回　◎まちづくりだより（会報）年度４回

【安全安心まちづくり推進会議速報】・・・◎犯罪情勢に応じた発行（随時）

【市町村担当者会開催】・・・◎毎年７～９月を目処に開催　◎活動結果等の報告

58件 64件59件 66件



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №30 様式１

事業No. ２－１－（４）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，２　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツ
イッター）、あんしんＦメール等、様々な広
報手段又は機会を通じて、犯罪情勢等の地域
安全情報を提供した。
２，３　県内において特殊詐欺被害や予兆電
話が多発した際には、知事部局を通じて市町
村の安全安心まちづくり担当課に対し、多発
している手口の情報提供をする等、その被害
防止に向けた注意喚起、協力を依頼した。

１，２　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツイッ
ター）、あんしんＦメール等、様々な広報手
段又は機会を通じて、犯罪情勢等の地域安全
情報を提供した。
２，３　県内において特殊詐欺被害や予兆電
話が多発した際には、知事部局を通じて市町
村の安全安心まちづくり担当課に対し、多発
している手口の情報提供をする等、その被害
防止に向けた注意喚起、協力を依頼した。

１，２　県警察ホームページ、SNS（Ｘ）、
Yahoo!アプリ等、様々な広報手段又は機会を
通じて、犯罪情勢等の地域安全情報を提供し
た。
２，３　県内において特殊詐欺被害や予兆電
話が多発した際には、知事部局を通じて市町
村の安全安心まちづくり担当課に対し、多発
している手口の情報提供をする等、その被害
防止に向けた注意喚起、協力を依頼した。

１，２　県警察ホームページ、SNS（Ｘ）、
Yahoo!アプリ等、様々な広報手段又は機会を
通じて、犯罪情勢等の地域安全情報を提供し
た。
２　通学路合同点検、対策会議等へ参加し、
防犯上の危険箇所情報の提供などを行った。
３　知事部局を通じて市町村の安全安心まち
づくり担当課に防犯情報を提供し、被害防止
に向けた注意喚起、協力を依頼した。

実施後の分析、検証

１～３　令和４年は、短期間のうちに特殊詐
欺被害や予兆電話が多発したことによって、
特殊詐欺緊急警報又は特殊詐欺警戒注意報を
18回発令し、発令時には知事部局を介して市
町村の安全安心まちづくり担当課へ情報提供
を依頼することを開始したことにより、県内
全域における被害防止の注意喚起を実施でき
た。

１～３　令和５年は、短期間のうちに特殊詐
欺被害や予兆電話が多発したことによって、
特殊詐欺緊急警報又は特殊詐欺警戒注意報を
24回発令し、発令時には知事部局を介して市
町村の安全安心まちづくり担当課へ情報提供
を依頼することを開始したことにより、県内
全域における被害防止の注意喚起を実施でき
た。

１～３　令和６年は、短期間のうちに特殊詐
欺及びSNS型投資・ロマンス詐欺の被害や予
兆電話が多発したことによって、特殊詐欺緊
急警報又は特殊詐欺警戒注意報を30回発令
し、発令時には知事部局を介して市町村の安
全安心まちづくり担当課へ情報提供を依頼す
ることを開始したことにより、県内全域にお
ける被害防止の注意喚起を実施できた。

　地域の犯罪情勢、防犯対策等の情報を行
い、市町村による防犯活動の推進に協力し
た。

次年度の取組

１～３　知事部局を介する等し、積極的な情
報提供を検討していく。

１～３　知事部局を介する等し、積極的な情
報提供を検討していく。

１～３　知事部局を介する等し、積極的な情
報提供を検討していく。

　市町村の行う防犯活動等への積極的な参加
を行うとともに、地域の犯罪情勢や防犯対策
に関する情報提供を行い、防犯活動の活性化
を図る。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策１ 県民運動として取り組むための仕組みをつくる
具体的な
取組④

市町村に対する支援

目指す姿
（目標）

　市町村に対する協力・支援により、防犯活動を活
性化させる。

目標
又は
指標

　市町村が自らの犯罪のない安全
で安心な地域社会の実現に向けた
取組などを実施していくよう働き
かけるとともに、情報の提供など
の必要な支援を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　地域の情勢に即した犯罪情勢の分析及び各種会議等における情報提供
２　市町村が整備する推進体制による活動への参加及び犯罪情勢等の情報提供
３　市町村担当者との連携強化

計画（P)
線表

【情報提供】･･･地域ごとの犯罪情勢等の分析と提供

【活動支援】･･･市町村の整備する推進体制による活動への参加、情報提供等



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №31 様式１

事業No. ２－１－（５）

担当課 組織犯罪対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　「みかじめ料等縁切り同盟」拡充に向けた広報啓発
　広報活動等、加盟促進活動を行った結果、令和４年度中に７件
の新規加盟に至った。
２　各暴排組織への活動支援
　生保警察連絡協議会、ゴルフ場暴力追放協議会等の各種暴排組
織総会に参加し、暴追センターと連携のうえ、暴排講話や暴排資
料の配布を行う等、各種暴排活動支援を行った。
３　大規模工事からの暴力団排除の枠組みづくりを推進
　令和４年度中、「高知河川国道事務所管内工事における暴力団
等反社会的勢力からの不当要求行為等対策連絡会」等の大規模公
共工事暴排総会への参加等を行い、公共工事からの暴排活動の推
進を行った。
　また、未結成であった土佐国道事務所管内工事暴排組織につい
ては、国交省担当者と協議し、次年度より河川国道事務所管内工
事別暴排組織を拡大し、同組織に土佐国道事務所管内工事も含む
ことで調整中である。
　日高村新庁舎建設工事に関しては、令和５年１月12日に工事が
完了、工期中の暴力団関係者によるトラブルや工事参入もなく、
全行程を終了し、「日高村新庁舎建設工事暴力団等排除対策協議
会」は工事終了をもって解散した。
４　暴力団員の離脱・社会復帰支援
　刑務所、職業安定所等の関係機関11機関で構成される高知県暴
力団離脱・社会復帰対策協議会総会を令和４年９月30日に実施、
当課社会復帰アドバイザーが中心とした継続的な担当者での情報
交換を行うように協力体制の確保を行った。　

１　「みかじめ料等縁切り同盟」拡充に向けた広報啓発
　広報活動等、加盟促進活動を行った結果、令和５年度中７件の新規加盟
に至った。
２　各暴排組織への活動支援
　生保警察連絡協議会、ゴルフ場暴力追放協議会等の各種暴排組織総会に
参加し、暴追センターと連携のうえ、暴排講話や暴排資料の配布を行う
等、各種暴排活動支援を行った。
３　大規模工事からの暴力団排除の枠組みづくりを推進
　未結成であった土佐国道事務所管内工事暴排組織について、国交省担当
者と協議し、既設の河川国道事務所管内工事別暴排組織を拡大し、「高知
河川国道事務所及び土佐国道事務所管内工事における暴力団等反社会的勢
力からの不当要求行為等対策連絡会」が発足、令和６年１月22日に開催さ
れた同連絡会へ参加するとともに、既設の「直轄高知港海岸整備事業にお
ける暴力団等排除連絡会」、「高知地区・南海トラフ地震対策事業等にお
ける暴力団等反社会的勢力からの不当要求行為等対策連絡会」へ参加し、
公共工事からの暴排活動の推進を行った。
　土佐市新庁舎建設工事に関しては、工期中の暴力団関係者によるトラブ
ルや工事参入もなく全行程を終了し、「土佐市新庁舎建設工事暴力団等排
除対策協議会」は令和５年８月21日をもって解散した。
４　暴力団員の離脱・社会復帰支援
　刑務所、職業安定所等の11関係機関で構成される高知県暴力団離脱・社
会復帰対策協議会総会を令和５年10月３日に開催、当課社会復帰アドバイ
ザーを中心に担当者間での継続的な情報交換を行うよう協力体制の確保を
行った。

１「みかじめ料等縁切り同盟」拡充に向けた広報啓発
　県下最大の繁華街を管轄する警察署員と合同で同盟拡充と加盟店舗のア
フターフォローを図る目的で、暴排ローラーを実施した。
　これら広報活動等の加盟促進活動を行った結果、令和６年度中13件の新
規加盟に至った。
２　各暴排組織への活動支援
　生保警察連絡協議会やゴルフ場暴力追放協議会等の各種暴排組織総会に
参加し、暴追センターと連携のうえ、暴排講話や暴排資料の配布を積極的
に行う等、各種暴排活動支援を行った。
３　大規模工事からの暴力団排除の枠組みづくりを推進
　令和６年１月22日発足した「高知河川国道事務所及び土佐国道事務所管
内工事における暴力団等反社会的勢力からの不当要求行為等対策連絡会」
をはじめ、「直轄高知港海岸整備事業における暴力団等排除連絡会」、
「高知地区・南海トラフ地震対策事業等における暴力団等反社会的勢力か
らの不当要求行為等対策連絡会」へ参加し、公共工事からの暴排活動の推
進を行った。
　また、未結成である中村河川国道事務所管内工事暴排組織については、
国交省担当者に早期結成を要請し、結成に向け調整中である。
４　暴力団員の離脱・社会復帰支援
　令和６年10月１日、刑務所、職業安定所等の11関係機関で構成される
「高知県暴力団離脱・社会復帰対策協議会総会」を開催し、当課社会復帰
アドバイザーを中心に担当者間での継続的な情報交換を行うよう協力体制
の確保を行った。

１「みかじめ料等縁切り同盟」拡充に向けた広報啓発
　高知市帯屋町アーケードにおける広報活動や加盟促進活動を行った結
果、令和７年度中５件の新規加盟に至った。
２　各暴排組織への活動支援
　生保警察連絡協議会やゴルフ場暴力追放協議会等の各種暴排組織総会に
参加し、暴追センターと連携のうえ、暴排講話や暴排資料の配布を積極的
に行う等、各種暴排活動支援を行った。
３　大規模工事からの暴力団排除の枠組みづくりを推進
　「高知河川国道事務所及び土佐国道事務所管内工事における暴力団等反
社会的勢力からの不当要求行為等対策連絡会」をはじめ、「直轄高知港海
岸整備事業における暴力団等排除連絡会」、「高知地区・南海トラフ地震
対策事業等における暴力団等反社会的勢力からの不当要求行為等対策連絡
会」へ積極的に参加し、公共工事からの暴排活動の推進を行った。
　なお、中村河川国道事務所管内工事暴排組織については、国交省担当者
に要請しており、結成に向け調整中である。
４　暴力団員の離脱・社会復帰支援
　令和７年９月５日、刑務所等11関係機関で構成される「高知県暴力団離
脱・社会復帰対策協議会総会」を開催し、当課社会復帰アドバイザーを中
心に担当者間での継続的な情報交換を行うよう協力体制の確保を行った。

実施後の分析、検証

１　みかじめ料等縁切り同盟拡充については、高知署員を中心と
した広報活動の強化により、新規加盟店の確保に至ったが、全業
種の同盟加入状況では前年度比で30件減であり、減少の原因の大
半はパチンコ店閉業に伴うものであった。
２　各種会合へ積極的に参加し、暴力団勢力の減少の遠因は暴排
活動にあるとの題材で暴排講演を実施した結果、支援活動に一定
の効果はあると認められた。
３　これまで未整備であった国土交通省四国地方整備局土佐国道
事務所管内工事については、担当者と早期設立に向け協議を重
ね、令和５年度より、国土交通省四国地方整備局高知河川国道事
務所管内工事別暴排組織に加入予定で調整中である。
４　暴力団組織からの離脱・社会復帰相談については、依然とし
て就労目的ではなく、安易に生活保護受給を目的とする相談が多
く認められた。

１　みかじめ料等縁切り同盟については、高知署員、宿毛署員を中心とし
た広報活動の強化により、新規加盟店の確保に至ったが、全業種の同盟加
入状況では前年度比で164件減であり、減少原因の大半はコロナ禍に伴う
飲食店の閉業に伴うものであった。
２　各種会合へ積極的に参加し、暴力団勢力減少の遠因は暴排活動にある
との題材で暴排講演を実施した結果、支援活動に一定の効果はあると認め
られた。
３　未整備であった国土交通省四国地方整備局土佐国道事務所管内工事に
ついては、国土交通省四国地方整備局高知河川国道事務所管内工事別暴排
組織に加入した。
４　暴力団組織からの離脱・社会復帰相談については、依然として就労目
的ではなく、安易に生活保護受給相談や就労の事実がないのに口座開設を
目的とする相談が認められた。

１　みかじめ料等縁切り同盟については、高知署員、宿毛署員を中心とし
た広報活動の強化により、新規加盟店の確保に至ったが、全業種の同盟加
入状況では前年度比で27件減であり、減少原因の大半は物価高騰の影響と
思料される飲食店の閉業に伴うものであった。
２　各種会合へ積極的に参加し、暴力団勢力減少の遠因は継続的な暴排活
動にあるとの題材で暴排講演を実施した結果、支援活動に一定の効果はあ
ると認められた。
３　未整備である国土交通省四国地方整備局中村河川国道事務所管内工事
については、早期設立に向け担当者と協議を重ね調整中である。
４　暴力団組織からの離脱・社会復帰相談については、依然として就労目
的ではなく、安易な生活保護受給や就労事実がないのに口座開設を目的と
する相談が認められた。

１　みかじめ料等縁切り同盟は、高知署員、中村署員、宿毛署員を中心と
した広報活動の強化により、新規加盟店の確保に至ったが、全業種の同盟
加入状況では前年度比で45件減であり、減少原因の大半は飲食店の閉業
（31件減）に伴うものであった。
２　各種会合へ積極的に参加し、暴力団勢力減少の遠因は継続的な暴排活
動にあるとの題材で暴排講演を実施した結果、支援活動に一定の効果はあ
ると認められた。
３　未整備である国土交通省四国地方整備局中村河川国道事務所管内工事
については、早期設立に向け担当者と協議を重ね調整中である。
４　暴力団組織からの離脱・社会復帰相談については、就労を目的とする
相談が認められた。

次年度の取組

１　遊技業については、全国的に閉業が続いており、みかじめ料
縁切り同盟の全体数の減少を食い止めるためにも、飲食店等新規
開店店舗の早期把握及び暴排ローラー活動等の積極的な加盟促進
を行う必要が認められるほか、加盟数が少ない不動産業に対する
積極的な参入を申し入れる等の施策強化を行う。
２　コロナウイルス感染症問題も徐々に沈静化している現在、積
極的な各種会合への参加を継続するとともに、各種暴排組織が行
う暴排パレード等の各種イベントへの支援を積極的に実施する。
３　令和５年度より実施される高知河川国道事務所・土佐国道事
務所管内工事暴排協議会（仮）の開催支援を行うほか、今後行わ
れる予定の各自治体の庁舎工事等の早期把握に努め、把握後は担
当者に対し、工事からの暴排意識を醸成するための教養や助言等
を積極的に実施する。
４　社会復帰アドバイザーと連携のうえ、相談者の就労意欲を損
なわせないように、就労受入事業所の新規獲得や、積極的な口座
開設支援を行うほか、生活保護受給中の元組員に対しても、就労
意欲を向上させるための助言活動等を行う。

１　遊技業は依然として全国的に閉業が続いている他、コロナ禍による飲
食店の閉業が相次ぎ、みかじめ料縁切り同盟の全体数減少に拍車が掛かっ
ている。
　減少を食い止めるためにも、飲食店等新規開店店舗の早期把握及び管轄
警察署と合同で大規模な暴排ローラー活動を実施し、積極的な加盟促進を
行う必要が認められるほか、加盟数が少ない不動産業に対する積極的な参
入を申し入れる等の施策強化を行う。
２　コロナウイルス感染症問題が沈静化し、各種暴排活動が再開された現
在、暴排組織が行う各種会合、暴排パレード等のイベントへの支援を積極
的に実施する。
３　既設の工事別暴排連絡会の開催支援を行うほか、今後行われる予定の
各自治体の庁舎工事等の早期把握に努め、把握後は担当者に対し、工事か
らの暴排意識を醸成するための教養や助言等を積極的に実施する。
４　社会復帰アドバイザーと連携のうえ、相談者の就労意欲を損なわせな
いように、就労受入事業所の新規獲得や、積極的な口座開設支援を行うほ
か、生活保護受給中の元組員に対しても、就労意欲を向上させるための助
言活動等を行う。

１　遊技業は依然として全国的に閉業が続いている他、飲食店の閉業が相
次ぎ、みかじめ料縁切り同盟の全体数減少に拍車が掛かっている。
　減少を食い止めるためにも、飲食店等新規開店店舗の早期把握及び管轄
警察署と合同で大規模な暴排ローラー活動を実施し、積極的な加盟促進を
行う必要が認められるほか、加盟数が少ない不動産業に対する積極的な参
入を申し入れる等の施策強化を行う。
２　コロナウイルス感染症が「５類感染症」に移行され、各種暴排活動が
同感染症発生前に戻りつつある現在、暴排組織が行う各種会合、暴排パ
レード等のイベントへの支援を積極的に実施する。
３　既設の工事別暴排連絡会の開催支援を行うほか、今後行われる予定の
各自治体の庁舎工事等の早期把握に努め、把握後は担当者に対し、工事か
らの暴排意識を醸成するための教養や助言等を積極的に実施する。
４　社会復帰アドバイザーと連携のうえ、相談者の就労意欲を損なわせな
いように、就労受入事業所の新規獲得や、積極的な口座開設支援を行うほ
か、生活保護受給中の元組員に対しても、就労意欲を向上させるための助
言活動等を行う。

１　飲食店の閉業が相次いだほか、遊技業は依然として全国的に閉業が続
き、みかじめ料縁切り同盟の全体数減少に拍車が掛かっている。
　減少を食い止めるためにも、飲食店等新規開店店舗の早期把握及び管轄
警察署と合同で大規模な暴排ローラー活動を実施し、積極的な加盟促進を
行う必要が認められるほか、加盟数が少ない不動産業に対する積極的な参
入を申し入れる等の施策強化を行う。
２　コロナウイルス感染症が５類感染症に移行された状況をふまえ、暴排
組織が行う各種会合、暴排パレード等のイベントへの支援を積極的に実施
する。
３　既設の工事別暴排連絡会の開催支援を行うほか、今後行われる予定の
各自治体の庁舎工事等の早期把握に努め、把握後は担当者に対し、工事か
らの暴排意識を醸成するための教養や助言等を積極的に実施する。
４　暴力団離脱支援の観点から、社会復帰アドバイザーと連携のうえ、相
談者の就労意欲を損なわせないように、就労受入事業所の新規獲得や、積
極的な口座開設支援を行うほか、生活保護受給中の元組員に対しても、就
労意欲を向上させるための助言活動等を行う。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策１ 県民運動として取り組むための仕組みをつくる
具体的な
取組⑤

暴力団を許さない社会づくりに対する支援
･･･行政、各種業界、地域・職域等が行っている暴力団排除のための活動を支援する。

目指す姿
（目標）

暴力団取締りと連動し、暴力団を許さない社会づくりを強化
することで暴力団組織のない社会を実現させる。

目標
又は
指標

暴力団排除に、県民、事業者、団
体及び行政が連携して取り組める
ように、行政、各種業界、地域・
職域団体等が行っている暴力団排
除のための活動を支援し、暴力団
を許さない社会づくりを推進しま
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　みかじめ料等縁切り同盟拡充に向けた広報啓発
　・　拡充のための暴排ローラーの実施
　・　各地区暴排協議会、暴力追放高知県民センターと連携し、加盟促進チラシの配布等を実施
２　各暴排組織への活動支援
３　大規模公共工事からの暴力団排除の枠組みづくりを推進
　・　新規大規模公共工事からの暴排協議会の設立に向けた積極的な支援活動の実施

４　暴力団員の離脱・社会復帰支援
　・　離脱・社会復帰相談の実施
　・　社会復帰対策就労受入事業所の獲得活動の実施
　・　就労済みの元暴力団員に対する口座開設支援等の実施

計画（P)
線表

　・「みかじめ料縁切り同盟」の拡充と支援･･･拡充のための暴排ローラーの実施（随時）

　・各暴排組織への活動支援･･･総会への参加、暴排講話等の実施（随時）

　・大規模工事からの暴力団排除の枠組みづくりの推進･･･工事別暴排協議会の設立に向けた支援（随時）

　・暴力団員の組織離脱・社会復帰支援･･･離脱・社会復帰相談の実施（随時）、社会復帰対策協議会総会の開催（年１回）



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №32 様式１

事業No. ２－２－（１）

担当課 地域福祉政策課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・地域見守り活動のネットワーク強化
四国アルフレッサ株式会社、株式会社
フォーティー・エス、高知ダイハツ販売株
式会社と見守り協定を締結
・地域見守り協定三者会の開催
協手事業者（15社）、県民児連、県の三者
会を９月に開催
・地域見守りロゴマークの活用
事業所に配布しているシールや缶バッジ等
を日常業務の中で活用することによる地域
見守り活動のPR

・地域見守り活動のネットワーク強化
株式会社シニアライフクリエイト、日本郵
便株式会社と見守り協定を締結
・地域見守り協定三者会の開催
協定事業者（15社）、県民児連、県の三者
会を11月に開催
・地域見守りロゴマークの活用
事業所に配布しているシールや缶バッジ等
を日常業務の中で活用することによる地域
見守り活動のPR

・地域見守り活動のネットワーク強化
住友生命保険相互会社高知支店、有限会社
松本工業、株式会社仙台銘板高知営業所と
見守り協定を締結
・地域見守り協定三者会の開催
協定事業者（15社）、県民児連、県の三者
会を１月に開催
・地域見守りロゴマークの活用
事業所に配布しているシールや缶バッジ等
を日常業務の中で活用することによる地域
見守り活動のPR
・見守り活動をPRするためのチラシの作成

・地域見守り活動のネットワーク強化
三里地域介護サービス事業所連携団体、株
式会社ベルモニーと見守り協定を締結
・地域見守り協定三者会の開催
協定事業者（15社）、県民児連、県の三者
会を２月に開催
・地域見守りロゴマークの活用
事業所に配布しているシールや缶バッジ等
を日常業務の中で活用することによる地域
見守り活動のPR
・見守り活動をPRするためのチラシの配布

実施後の分析、検証

・新たに３事業者と協定を締結し、地域の
見守りネットワークの輪が広がった
・三者会を9月16日に開催し、互いの見守り
活動の状況等を情報共有し、顔の見える関
係づくりを築くことで、より良い見守り活
動につなぐ機会をつくることができた

・新たに２事業者と協定を締結し、地域の
見守りネットワークの輪が広がった
・三者会を11月30日に開催し、互いの見守
り活動の状況等を情報共有し、顔の見える
関係づくりを築くことで、より良い見守り
活動につなぐ機会をつくることができた

・新たに３事業者と協定を締結し、地域の
見守りネットワークの輪が広がった

・三者会を１月14日に開催し、互いの見守
り活動の状況等を情報共有し、顔の見える
関係づくりを築くことで、より良い見守り
活動につなぐ機会をつくることができた

・新たに２事業者と協定を締結し、地域の
見守りネットワークの輪が広がった

・三者会を２月10日に開催し、互いの見守
り活動の状況等を情報共有し、顔の見える
関係づくりを築くことで、より良い見守り
活動につなぐ機会をつくることができた

次年度の取組

・見守り協定による地域見守り活動のネット
ワークづくり
・新たな事業者との協定に向けた情報収集及び
協定締結
・県広報等を活用した見守り活動の広報

・見守り協定による地域見守り活動のネッ
トワークづくり
・新たな事業者との協定に向けた情報収集
及び協定締結
・県広報等を活用した見守り活動の広報

・見守り協定による地域見守り活動のネッ
トワークづくり

・新たな事業者との協定に向けた情報収集
及び協定締結

・県広報等を活用した見守り活動の広報

・見守り協定による地域見守り活動のネッ
トワークづくり

・新たな事業者との協定に向けた情報収集
及び協定締結

・県広報等を活用した見守り活動の広報

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、
行政の連携を進める

基本的方策２ 日常の生活の場におけるネットワークをつくる
具体的な
取組①

ネットワークづくり
…見守り協定締結事業者等に見守り活動への参加を働きかける。

目指す姿
（目標）

誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けること
のできる社会の実現

目標
又は
指標

地域の支え合いのネットワーク
強化のため、協定締結事業者、
高知県民生委員児童委員協議会
連合会との連携を深めるととも
に、地域で活動する事業者や団
体に対して、犯罪のない安全安
心まちづくりや地域の見守り活
動に参画していただくよう働き
かけます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

○事業者及び地域活動団体に対して、見守り協定締結の働きかけを実施。
○協定事業者、県民児連、高知県の三者による三者会を開催し、協定に基づく見守り活動の状況等について情報共有するとともに、概要を県HPにて周知。
○事業者に配布している協定ロゴマークのシール・バッジ等を日常業務の中で活用することで、見守り活動のPRを実施。

計画（P)
線表

【地域見守り協定】

○地域見守り活動の推進、協力事業者及びネットワークの強化・拡大

○地域見守り協定３者会の開催　年１回

【地域見守り協定ロゴマークの活用】

○事業所に配布しているシール・缶バッジ等を日常業務の中で活用することによる地域見守り活動のPR



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №33 様式１

事業No. ２－２－（１）

担当課 中山間地域対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

63 （仮）78

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

■アウトプット
１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
　・集落実態調査結果の活用
２　活動の継続に向けた後押し
　・集落活動センター推進アドバイザー等の
　　派遣：ビジネス塾延べ14回
　　　　　　アドバイザー派遣延べ83回
　・冊子「土佐巡里」の新規作成・配布
　　（食・体験メニュー掲載／1万部作成）
　・中心商店街等での特産品販売・PR活動・2回
　・ふるさと・えんもん集マルシェの開催
　　（10月14センター・3月22センター参加）
　・集落活動センター連絡協議会の支援
　　県と連携したフォーラムの実施（2月・229名）
３　集落活動センター推進事業（補助事業）
　・21センターへ支援
４　集落の元気づくり支援事業（補助事業）
　・７事業を交付し支援

■アウトカム
　・32市町村65箇所で集落活動センターが開所
　　（令和4年度で3箇所開所）

■アウトプット
１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
　・集落実態調査結果の活用
２　活動の継続に向けた後押し
　・集落活動センター推進アドバイザー等の
　　派遣：　アドバイザー派遣延べ67回
　・冊子「土佐巡里」の新規作成・配布
　　（食・体験メニュー掲載／小冊子8千部、リーフ
　　　レット5千部作成）
　・中心商店街等での特産品販売・PR活動・10回
　・ふるさと・えんもん集マルシェの開催
　　（10月12センター・3月30センター参加）
　・集落活動センター連絡協議会の支援
　　県と連携したフォーラムの実施（2月・184名）
　・大学との連携
　　マッチング件数：15センター
３　集落活動センター推進事業（補助事業）
　・20センターへ支援
４　小さな集落活性化事業（補助事業）
　・12事業を交付し支援
■アウトカム
　・32市町村66箇所で集落活動センターが開所
　　（令和5年度で1箇所開所)

■アウトプット
１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
　・集落実態調査結果の活用
２　活動の継続に向けた後押し
　・集落活動センター推進アドバイザー等の
　　派遣：　アドバイザー派遣延べ64回
　・冊子「土佐巡里」の新規作成・配布
　　（食・体験メニュー掲載／小冊子8千部）
　・中心商店街等での特産品販売・PR活動・22回
　・ふるさと・えいもん集マルシェの開催
　　（10月:14センター・3月:19センター参加）
　・集落活動センター連絡協議会の支援
　　県と連携したフォーラムの実施（2月・157名）
　・大学との連携
　　マッチング件数：20センター27件
３　集落活動センター推進事業（補助事業）
　・14センターへ支援
４　小さな集落活性化事業（補助事業）
　・15事業を交付し支援
■アウトカム
　・32市町村68箇所で集落活動センターが開所
　　（令和6年度で2箇所開所)

■アウトプット
１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
　・集落実態調査結果の活用
２　活動の継続に向けた後押し
　・集落活動センター推進アドバイザー等の
　　派遣：　アドバイザー派遣延べ74回
　・冊子「土佐巡里」の新規作成・配布
　　（食・体験メニュー掲載／小冊子8千部）
　・中心商店街等での特産品販売・PR活動・14回
　・ふるさと・えいもん集マルシェの開催
　　（10月:13センター・3月:18センター参加）
　・集落活動センター連絡協議会の支援
　　県と連携したシンポジウムの実施（7月・219名）
　・大学との連携
　　マッチング件数：28センター35件
３　集落活動センター推進事業（補助事業）
　・24センターへ支援

■アウトカム
　・32市町村71箇所で集落活動センターが開所
　　（令和7年度で3箇所開所)

実施後の分析、検証

１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
　・令和4年度で3箇所開所したが、予定し
　　ていた集落において、話合い等に時間
　　を要している
２　活動の継続に向けた後押し
３　集落活動センター推進事業（補助事業）
　・対面でのフォーラムの開催によりセン
　　ターの横の連携や活動への刺激につな
　　げることができた
　・コロナ禍によって活動の中断・停滞が
　　みられる
４　集落の元気づくり支援事業（補助金）
　・地域のイベントの復活やセンター立ち
　　上げに向けた支援を実施できた

１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
　・令和5年度の開所は1個所のみであり、立
　　ち上げに向けて協議等が難航している地
　　区がある。
２　活動の継続に向けた後押し
　・既存のセンターの活性化や継続した活動
　　のために、各センターに応じた支援が必
　　要。
３　集落活動センター推進事業（補助事業）
　・フォーラムの開催によりセンターの横の
　　連携や活動への刺激につなげることがで
　　きた。
４　小さな集落活性化事業（補助金）
　・地域のイベントの復活等につながり、集
　　落活動センターを立ち上げを目指す地区
　　の掘り起こしにつながった。

１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
　・令和6年度の開所は2箇所のみであり、立
　　ち上げに向けて協議等が難航している地
　　区がある。
２　活動の継続に向けた後押し
　・既存のセンターの活性化や継続した活動
　　のために、各センターに応じた支援が必
　　要。
３　集落活動センター推進事業（補助事業）
　・フォーラムの開催によりセンターの横の
　　連携や活動への刺激につなげることがで
　　きた。
４　小さな集落活性化事業（補助金）
　・地域のイベントの復活等につながり、集
　　落活動センターを立ち上げを目指す地区
　　の掘り起こしにつながった。

１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
　・令和7年度の開所は3箇所であり、コロナ禍が
    終了したことで、地域で協議が進み、立ち上
    げ件数が増加傾向にある。
２　活動の継続に向けた後押し
　・既存のセンターの活性化や継続した活
　　動のために、各センターに応じた支援
　　が必要。
３　集落活動センター推進事業（補助事
　　業）
　・シンポジウムや研修会の開催により
　　センターの横の連携や活動への刺激
　　につなげることができた。

次年度の取組

１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
　・地域本部と連携し、アドバイザーを活
　　用し、新たな候補地の掘り起こしにつ
　　なげる
２　活動の継続に向けた後押し
３　集落活動センター推進事業（補助事業）
　・コロナ禍による中断・停滞した活動を
　　支援する制度を新たに創設するとともに
　　大学とセンターとの連携を支援し、セン
　　ターの活性化につなげる
４　集落の元気づくり支援事業（補助金）
　・引き続き地域の取り組みを支援

１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
　・地域本部と連携し、新たな候補地の掘り
　　起こしにつなげる。
２　活動の継続に向けた後押し
　・各センターの特産品の状況を把握し、各
　　センターに応じた支援を行っていく。
３　集落活動センター推進事業（補助事業）
　・引き続き地域の取り組みを支援
４　集落の元気づくり支援事業（補助金）
　・引き続き地域の取り組みを支援

１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
　・地域本部と連携し、新たな候補地の掘り
　　起こしにつなげる。
２　活動の継続に向けた後押し
　・各センターの特産品の状況を把握し、各
　　センターに応じた支援を行っていく。
３　集落活動センター推進事業（補助事業）
　・引き続き地域の取り組みを支援

１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
　・地域本部と連携し、新たな候補地の掘
　　り起こしにつなげる。
２　活動の継続に向けた後押し
　・各センターの特産品の状況を把握し、
　　各センターに応じた支援を行ってい
　　く。
３　集落活動センター推進事業（補助事業）
　・引き続き地域の取り組みを支援

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策２ 日常の生活の場におけるネットワークをつくる
具体的な
取組①

ネットワークづくり
･･･見守り協定締結業者等に見守り活動への参加を働きかける。

目指す姿
（目標）

1 地域の課題や将来像についての話し合いが県内各
地で始まり、住民主体の取り組みが進んでいる。
2 中山間地域で将来にわたり暮らし続けることがで
きる生活環境づくりが進んできている。

目標
又は
指標

集落活動センター開設数：８３箇所（令和９年度末）

②中山間地域における安全・安心
の確保に向けた仕組みづくり
　過疎化・高齢化などで世帯数が
減少し、コミュニティ機能が低下
した地域において、住民同士の助
け合いや近隣集落、NPO、住民グ
ループ等の連携で、集落の維持・
存続や支え合い、安全・安心の仕
組みづくりにつながる取組を支援
します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　集落活動センターのさらなる掘り起こし
２　活動の継続に向けた後押し
３　集落活動センター推進事業（補助事業）
４　小さな集落活性化事業 （補助事業）

計画（P)
線表

【人材育成】

　アドバイザー派遣、研修会の開催等により、センターに取り組む人材の育成を行う。

【集落活動センター間のネットワークづくり】

　集落活動センター連絡協議会を中心に、センター相互の交流や情報交換に取り組む。

65 6866 （仮）7871

【集落活動センター事業】

　令和９年度末までに８３箇所開設に向けて取り組む。



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №34 様式１

事業No. ２－２－（１）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１～４　日本青年会議所四国地区高知ブロッ
ク協議会及び高知県内の青年会議所６団体と
協定を締結するなど、地域安全活動に関する
ネットワークの更なる強化を実施した。
１～４　協定締結や覚書を交わした事業所等
に対する地域安全情報の提供等を定期的に実
施し、安全安心まちづくりに係る意識の醸成
を図った。

１～４　パナソニック　マーケティング　
ジャパン株式会社と覚書を締結するなど、地
域安全活動に関するネットワークの更なる強
化を実施した。
１～４　協定締結や覚書を交わした事業所等
に対する地域安全情報の提供等を定期的に実
施し、安全安心まちづくりに係る意識の醸成
を図った。

１～４　株式会社NTTドコモ四国支社高知支
店と協定を締結するなど、地域安全活動に関
するネットワークの更なる強化を実施した。
１～４　協定締結や覚書を交わした事業所等
に対する地域安全情報の提供等を定期的に実
施し、安全安心まちづくりに係る意識の醸成
を図った。

１～４　警察と協力関係にある又は協定と締
結している事業者や団体等に対して、犯罪情
勢や防犯対策、防犯活動の促進に関する情報
を適宜発信するとともに、当該団体等の会
員、家族、顧客等への防犯情報等の提供を依
頼し、ネットワークの活用を図った。

実施後の分析、検証

１～４　日本青年会議所四国地区高知ブロッ
ク協議会及び高知県内の青年会議所６団体と
の協定を締結することにより、安全安心まち
づくりに関するネットワークの更なる強化が
図られた。

１～４　パナソニック　マーケティング　
ジャパン株式会社と覚書を締結することによ
り、安全安心まちづくりに関するネットワー
クの更なる強化が図られた。

１～４　株式会社NTTドコモ四国支社高知支
店と協定を締結することにより、安全安心ま
ちづくりに関するネットワークの更なる強化
が図られた。

１～４　警察と協力関係にある又は協定と締
結している事業者や団体等に対する犯罪情勢
や防犯対策、防犯活動促進に関する情報を発
信し、当該団体等の会員、家族、顧客等へ防
犯情報等が届けられ、ネットワークを活用し
た被害防止、防犯活動の推進が図られた。

次年度の取組

１～４　事業者等に広く協力を働きかけ、地
域安全に関する覚書を交わすことなどを検討
する。

１～４　事業者等に広く協力を働きかけ、地
域安全に関する覚書を交わすことなどを検討
する。

１～４　事業者等に広く協力を働きかけ、地
域安全に関する覚書を交わすことなどを検討
する。

事業者、団体等との協力体制の構築をすす
め、重層的なネットワークの構築に努めると
ともに、効果的な情報発信を行う。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策２ 日常の生活の場におけるネットワークをつくる
具体的な
取組①

ネットワークづくり
･･･見守り協定締結業者等に見守り活動への参加を働きかける。

目指す姿
（目標）

　重層的なネットワークによる地域の支え合いが、
きめ細かく広がり、支えを必要とする人に、必要が
情報がいきわたる社会を実現する。

目標
又は
指標

　社会各分野の各層にある事業者
及び地域活動団体に対してネット
ワークを構築するよう働きかける
とともに、構築されたネットワー
クによる地域の支え合いの推進を
働きかけます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　犯罪情勢等に応じた幅広い分野への働きかけ
２　見守り協定の締結促進等、対策を講じる必要性が高い犯罪等に関するネットワークの構築
３　ネットワークを活用した犯罪情勢や地域安全情報の発信
４　協定締結等、地域の支え合いへの積極的な参加を働きかけ

計画（P)
線表

【ネットワークの構築】･･･幅広い分野への働きかけ

【ネットワークとの連携】･･･見守り協定締結業者等に対する見守り活動参加の働きかけ

【地域の支え合いの推進】･･･地域の支え合いへの積極的な参加の働きかけ



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №35 新様式１

事業No. ２－３－（１）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　安全安心まちづくりひろば等、各種イベ
ントなどにおいて、サイバー犯罪に関する
リーフレットを配布して、注意喚起を行っ
た。
２　各種イベントや出前講座などにおいてサ
イバー犯罪の危険性について説明を行った。

１　安全安心まちづくりひろば等、各種イベ
ントなどにおいて、サイバー犯罪に関する
リーフレットを配布して、注意喚起を行っ
た。
２　各種イベントや出前講座などにおいてサ
イバー犯罪の危険性について説明を行った。
３　安全安心まちづくり推進会議総会に講師
を招いて、広報啓発を行った。

１　安全安心まちづくりひろば等、各種イベ
ントなどにおいて、サイバー犯罪に関する
リーフレットを配布して、注意喚起を行っ
た。
２　各種イベントや出前講座などにおいてサ
イバー犯罪の危険性について説明を行った。

１　安全安心まちづくりひろば等、各種イベ
ントなどにおいて、サイバー犯罪に関する
リーフレットを配布して、注意喚起を行っ
た。
２　各種イベントや出前講座などにおいてサ
イバー犯罪の危険性について説明を行った。

実施後の分析、検証

　各種イベント等での説明やリーフレットの
配布などによって、サイバー犯罪の手口や危
険性を周知することができ、参加者のサイ
バー犯罪に対する注意喚起及びセキュリティ
意識向上が図れた。

　各種イベント等での説明やリーフレットの
配布などによって、サイバー犯罪の手口や危
険性を周知することができ、参加者のサイ
バー犯罪に対する注意喚起及びセキュリティ
意識向上が図れた。

各種イベント等での説明やリーフレットの配
布などによって、サイバー犯罪の手口や危険
性を周知することができ、参加者のサイバー
犯罪に対する注意喚起及びセキュリティ意識
向上が図れた。

各種イベント等での説明やリーフレットの配
布などによって、サイバー犯罪の手口や危険
性を周知することができ、参加者のサイバー
犯罪に対する注意喚起及びセキュリティ意識
向上が図れた。

次年度の取組

１　各種イベントなどの機会を通じて、サイ
バー犯罪に関するリーフレット等の広報啓発
資料を配布して注意喚起を行う。
２　各種イベントや出前講座などにおいてサ
イバー犯罪の危険性について説明を行う。

１　各種イベントなどの機会を通じて、サイ
バー犯罪に関するリーフレット等の広報啓発
資料を配布して注意喚起を行う。
２　各種イベントや出前講座などにおいてサ
イバー犯罪の危険性について説明を行う。

１　各種イベントなどの機会を通じて、サイ
バー犯罪に関するリーフレット等の広報啓発
資料を配布して注意喚起を行う。
２　各種イベントや出前講座などにおいてサ
イバー犯罪の危険性について説明を行う。

１　各種イベントなどの機会を通じて、サイ
バー犯罪に関するリーフレット等の広報啓発
資料を配布して注意喚起を行う。
２　各種イベントや出前講座などにおいてサ
イバー犯罪の危険性について説明を行う。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策３ 将来を見据えたサイバー空間における被害を抑止する取組を促進する
具体的な
取組①

 広報・啓発の充実
･･･サイバー空間の脅威への注意喚起、基本的な知識の普及啓発に係る
広報を行う。

目指す姿
（目標）

　県民の情報セキュリティに対する意識の向上を図
る。

目標
又は
指標

出前講座：年１回以上

　あらゆる機会を通じ、パスワー
ドやID番号など、個人情報の盗用
による不正アクセス被害や、ス
マートフォンなどの新たなサービ
スを悪用した事案など、サイバー
空間における脅威についての注意
喚起を行うなど、社会全体におけ
るセキュリティ意識の向上に向け
た取組を推進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
・ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」発行（各　約９万部×４回）
・ 安全安心まちづくり構成員向けの会報を発行（４回）
・ 広報紙や会報を高知県ホームページへ掲載
・ 安全安心まちづくりのイベントにおいて｢安全安心まちづくりパネル展｣の実施
・ 構成員に向けたＥメール等による「安全安心まちづくり推進会議速報」の発信

２　高知県ホームページでの広報
３　ＲＫＣラジオ放送を利用した広報

計画（P)
線表

【安全安心まちづくりニュース】・・・◎発行回数　年度４回　◎配付箇所の拡充

【高知県ホームページ】・・・◎新着情報の充実　◎更新情報の早期提供

【安全安心まちづくりひろば】・・・◎サイバー犯罪の発生状況、情報セキュリティ等をテーマとしたパネル展示

【市町村担当者会】・・・◎サイバー犯罪の発生状況、犯行の手口等の紹介

【その他の活動】・・・◎出前講座・地域の会合等の機会を利用した広報・啓発

出前講座の

実施
１回実施

出前講座の

実施
１回実施



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №36 様式１

事業No. ２－３－（１）

担当課 サイバー犯罪対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・民間企業等に対する講演を４回実施した。
・高知県ネットワークセキュリティ協議会研修会内で、
IPAによる講演を実施した。
・ツイッター、YouTubeでフィッシング詐欺の注意喚起動
画等を掲載した。
　県警察ホームページで、サイバー犯罪被害防止の啓発を
掲示した。
・ラジオ広報を１回実施した。
・IPA主催のコンクールを実施し表彰式を行った。

・民間企業等に対する講演を５回実施した。
・高知県ネットワークセキュリティ協議会総会内で、
IIJによる講演を実施し、同協議会研修会内で、楽天に
よる講演を実施した。
・X(旧ツイッター)でフィッシング詐欺等の注意喚起を
掲載した。
　県警ホームページで、サイバー犯罪被害防止の啓発
を掲示した。
・ラジオ広報を１回実施した。
・IPA主催のコンクールの作品の選定を行った。
・民間の広報誌にサイバー犯罪被害防止に関する記事
を掲載した。
・よさこいネットワークセキュリティセミナーを実施
した。

・民間企業等に対する講演を７回実施した。
・高知県ネットワークセキュリティ連絡協議会総
会内で、jc3(日本サイバー犯罪対策センター)に
よる講演を実施し、同協議会研修会内で株式会社
ラックによる講演を実施した。
・X（旧Twitter）でフィッシング詐欺等の注意喚
起を掲載した。
・県警察ホームページで、サイバー犯罪被害防止
の啓発を掲示した。
・ラジオ広報を1回実施した。
・民間の広報誌にサイバー犯罪被害防止に関する
記事を掲載した。
・IPA主催のコンクールについては、応募がな
かった。
・よさこいネットワークセキュリティセミナーを
実施した。

・民間企業等に対する講演を9回実施した。
・高知県ネットワークセキュリティ連絡協議会研修会
内でリコージャパン株式会社、株式会社PFU及び日本ス
マートフォンセキュリティ協会による講演を実施し
た。
・X（旧Twitter）でフィッシング詐欺等の注意喚起を
掲載した。
・県警察ホームページで、サイバー犯罪被害防止の啓
発を掲示した。
・ラジオ広報を１回実施した。
・民間企業と協力しサイバー犯罪被害防止に関するチ
ラシを作成した。
・IPA主催のコンクール応募作品の選定を行った。
・高知高専の地域協働授業と連携し、よさこいネット
ワークセキュリティセミナーの開催及び小学校でのセ
イバーセキュリティにに関する出前授業を実施した。

実施後の分析、検証

・民間企業等に対する講演は、先方からの依頼による。
　講演は、警察官だけでなく相当職の一般職員も担当した
ことで、幅広く対応できることとなった。
・ツイッターはタイムリーな話題を継続的に掲載する必要
があるため、発信の体制作りが必要となる。
　YouTubeは、リツイート等の機能がないため、情報の拡
散効果を得るためには、広報内容を吟味する必要がある。
・ラジオ広報は、年１回定期実施をしているが、広報内容
を時勢に合わせたものにしていく必要がある。
・IPA主催のコンクールは、学校の関心が薄く、参加校が
限られてきているため、コンクール自体の浸透に取り組む
必要がある。

・民間企業等に対する講演は、先方から依頼による。
講演は、警察官だけでなく相当職の一般職員も担当し
たことで、幅広く対応できることとなった。
・X(旧ツイッター)は、令和５年度は時期を逸すること
なくタイムリーな話題を掲載できていたが、一方で
ホームページによる広報啓発が低調となった。
・民間企業の広報誌も有効活用してサイバー犯罪被害
防止を呼びかけることができ、広く広報することがで
きた。
・よさこいネットワークセキュリティセミナーの実施
に至ったものの、コロナを挟んだ影響もあり実施主体
となるネットワークセキュリティ協議会の活動意欲が
弱まっており、協議会の活性化に取り組む必要があ
る。

・民間企業等に対する講演は、先方からの依頼に
よる。
・講演は、警察官だけでなく相当職の一般職員も
担当したことで、幅広く対応できることとなっ
た。
・X（旧Twitter）は令和６年度は時期を逸するこ
となくタイムリーな話題を掲載することができ
た。
・民間企業の広報誌も有効活用してサイバー犯罪
被害防止を呼び掛けることができ、広く広報をす
ることができた。

・民間企業等に対する講演は、先方からの依頼によ
る。
・講演は、警察官だけでなく相当職の一般職員（技術
職員）も担当しており、サイバー関連の技術的な内容
にも対応できた。
・X（旧Twitter）は、令和７年度は時期を逸すること
なくタイムリーな話題を掲載することができた。
・民間企業と協力したサイバー犯罪被害防止の啓発用
チラシを作成し配布したことで、広く広報をすること
ができた。

次年度の取組

・上記の分析結果を踏まえ、刻々と変化するサイバー犯罪
情勢に関し、SNS等を活用してタイムリーな広報を行う。
・IPAのコンクールに関しては、主催団体との連携を強
め、県内の学校からの参加を促進させていくための広報活
動等を行う。
・令和４年度は、よさこいネットワークセキュリティーセ
ミナーが新型コロナウイルス感染症拡大防止のため開催さ
れていない。令和５年度以降は開催が予定されているた
め、積極的な参加を予定している。

・上記の分析結果を踏まえ、刻々と変化するサイバー
犯罪情勢に関し、SNS等に加えてホームページを積極的
に活用した幅広い広報を行う。
・ネットワークセキュリティ連絡協議会を活性化さ
せ、有効活用するため、協議会会員と連携した広報を
検討する。
・ラジオ広報は、年１回定期実施しているが、広報内
容を時勢に合わせたものにしていく。

・上記の分析結果を踏まえ、刻々と変化するサイ
バー犯罪事情に関し、SNS等に加えてホームペー
ジを積極的に活用した幅広い広報を行う。
・ネットワークセキュリティ連絡協議会の会員間
連携の活発化に取り組む必要がある。
・ラジオ広報は、年１回定期実施しているが、広
報内容を時勢に合わせたものにしていく。
・IPAのコンクールに関しては、主催団体との連
携を強め、県内の学校からの参加を促進させてい
くための広報活動等を行う。

・上記の分析結果を踏まえ、刻々と変化するサイバー
犯罪事情に関し、SNS等に加えてホームページを積極的
に活用した幅広い広報を行う。
・ネットワークセキュリティ連絡協議会の会員間連携
の活発化に向け、定期会議の内容の見直し等を進めて
いく。
・ラジオ広報は、年１回定期実施しているが、広報内
容を時勢に合わせたものにしていく。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策３ 将来を見据えたサイバー空間における被害を抑止する取組を促進する
具体的な
取組①

広報・啓発の充実
･･･サイバー空間の脅威への注意喚起、基本的な知識の普及啓発に係る広報を行
う。

目指す姿
（目標）

　新たな犯罪手口を用いたサイバー犯罪等を含む最新の
脅威について情報発信することにより、県民や民間事業
者等の意識改革・向上が図られるほか、自主的な被害防
止活動が促進される。

目標
又は
指標

１　県ホームページ、SNS等での広報
２　サイバーセキュリティ等に関する研修会、教室の実施

　あらゆる機会を通じ、パスワー
ド、ＩＤ番号等個人情報の盗用に
よる不正アクセス被害、スマート
フォン等における新たなサービス
を悪用した事案等身近な事例を通
じたサイバー空間の脅威への注意
喚起、基本的な知識の普及啓発に
係る広報を行うなど、社会全体に
おけるセキュリティ意識の向上に
向けた取組を推進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・　警察官による民間企業等における講演の実施
・　情報セキュリティ関連会社、組織による講演の実施
・　県警察ホームページ、ＳＮＳでの広報
・　ラジオ等を利用した広報
・　ＩＰＡ主催の標語コンクールを支援
・　企業等との共同による広報

・　よさこいネットワークセキュリティセミナーの開催

計画（P)
線表

・　警察官による民間企業等における講演の実施

・　情報セキュリティ関連会社、組織による講演の実施

・　県警察ホームページ、ＳＮＳでの広報

・　ラジオ等を利用した広報

・　ＩＰＡ主催の標語コンクールを支援

・　企業等との共同による広報

・　よさこいネットワークセキュリティセミナーの開催



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №37 様式１

事業No. ２－３－（２）

担当課 サイバー犯罪対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・高知県ネットワークセキュリティ協議会総
会（６月17日）
・高知県ネットワークセキュリティ協議会研
修会（令和５年２月３日）
・白浜シンポジウム（５月26日～28日）
・各種システム等を使用した情報共有

・高知県ネットワークセキュリティ協議会総
会（７月13日）
・高知県ネットワークセキュリティ協議会研
修会（令和６年２月21日）
・SEC道後（６月29日、30日、令和６年３月
８日、９日）
・各種システム等を使用した情報共有

・高知県ネットワークセキュリティ連絡協議
会総会（6月21日）
・高知県ネットワークセキュリティ協議会研
修会（令和7年3月6日）
・SEC道後（令和7年3月7日、8日）
・白浜シンポジウム（7月4日～6日）
・各種システム等を使用した情報共有

・高知県ネットワークセキュリティ連絡協議
会総会（７月３日）
・高知県ネットワークセキュリティ協議会研
修会（令和８年２月26日）
・SEC道後（令和８年２月27日、28日）
・各種システム等を使用した情報共有

実施後の分析、検証

・高知県ネットワークセキュリティ協議会総
会、研修会は、オンラインによる開催として
いることで当日の参加率が高くなっている
が、講演等の臨場感に欠けるなどの問題が
あった。
・白浜シンポジウムは、情報通信業界に関係
する人材が集合するものであり、多くの情報
を得ることができた。

・高知県ネットワークセキュリティ協議会総
会は、オンラインによる開催としていること
で当日の参加率が高くなっているが、講演等
の臨場感に欠けるなどの問題があった。一
方、研修会は警察本部で現地開催したとこ
ろ、直接講演を行うことで会員の関心を得る
ことができたが、オンラインと比較すると参
加率が低下した
・白浜シンポジウムは、予算の都合上参加を
見送った。
・SEC道後は、情報通信業界に関係する人材
が集合するものであり、多くの情報を得るこ
とができた。

・高知県ネットワークセキュリティ連絡協議
会研修会は、警察本部での現地参加型からオ
ンラインによる開催に変更したことで、参加
率の向上に繋がった。
・SEC道後、白浜シンポジウムは、情報通信
業界に関係する人材が集合するものであり、
多くの情報を得ることができた。

・高知県ネットワークセキュリティ連絡協議
会研修会は、研修内容をより行政に身近なも
のとしたことで、参加会員の意見発表の場を
作ることがでた。
・SEC道後は、情報通信業界に関係する人材
が集合するものであり、多くの情報を得るこ
とができた。
・白浜シンポジウムは、参加希望者が多かっ
たため、参加枠を得ることができず参加でき
なかった。

次年度の取組

・高知県ネットワークセキュリティ協議会総
会、研修会内での講演内容を再検討し、会員
の要望等を採り入れたものにできるようにし
ていく。

・高知県ネットワークセキュリティ協議会総
会、研修会内での講演内容を再検討し、会員
の要望等を採り入れたものにできるようにし
ていく。
・情報通信業界に関係する人材が集合する研
修は、情報交換や知識向上に有効であること
から、予算を有効活用し、捜査員の知識・能
力向上に努めていく。

・高知県ネットワークセキュリティ連絡協議
会総会、研修会内での講演内容を再検討し、
会員の要望等を採り入れたものにできるよう
にしていく。
・SEC道後等の情報通信業界に関係する人材
が集合する研修は、情報交換や知識向上に有
効であることから、予算を有効活用し、捜査
員の知識・能力向上に努めていく。

・高知県ネットワークセキュリティ連絡協議
会総会、研修会内での参加会員間での発言機
会を増やす取り組みを行っていく。
・SEC道後等の情報通信業界に関係する人材
が集合する研修は、情報交換や知識向上に有
効であることから、予算を有効活用し、捜査
員の知識・能力向上に努めていく。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策３ 将来を見据えたサイバー空間における被害を抑止する取組を促進する
具体的な
取組②

情報共有の促進
･･･産業界・学術機関・法執行機関等それぞれが持つサイバー空間の脅威への
対処方法について、研修会等での教育・訓練、人事交流の実施等により知識技
能の向上を図る。

目指す姿
（目標）

　業種、組織の垣根を超えたネットワークの連携強
化により、様々な脅威への対策等に関する情報が広
く共有され、被害の未然防止と拡大防止に係る対策
や態勢が県全体で強化される。

目標
又は
指標

　サイバー空間の脅威に対処する
ためには、各分野・組織の知見を
活用した取組が必要であることか
ら、産業界・学術機関・法執行機
関等それぞれが持つサイバー空間
の脅威への対処経験を全体で蓄
積・共有するなどの連携を推進し
ます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・　高知県ネットワークセキュリティ連絡協議会総会、研修会の開催
・　サイバー犯罪に関する白浜シンポジウムの受講

計画（P)
線表

・　高知県ネットワークセキュリティ連絡協議会総会、研修会の開催

・　サイバー犯罪に関する白浜シンポジウムの受講



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №38 様式１

事業No. ２－３－（３）

担当課 サイバー犯罪対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・サイバー犯罪対策テクニカルアドバイザー
の委嘱（5月27日）
　同研修会（9月20日～30日・全8回）
・サイバー防犯ボランティア委嘱（6月3日・1
団体9人）
　同ボランティアによるサイバーパトロール
を適宜実施している。
・県警察サイバー犯罪捜査研修（9月5日～9
日）
・全国規模のサイバー犯罪捜査研修（適時）
・高知工業高等専門学校教員等による講義
（全6回）
・警察職員に対するサイバー犯罪捜査検定の
実施
・情報セキュリティ会社研修の受講５人
・サイバー捜査官募集の実施

・サイバー犯罪対策テクニカルアドバイザー
の委嘱（6月23日）
　同講習会（9月21日～29日、12月18日～12月
19日・全7回）
・サイバー防犯ボランティア委嘱（７月12
日・２団体19人）
　同ボランティアによるサイバーパトロール
を適宜実施している。
・県警察サイバー犯罪捜査研修（9月11日～15
日）
・全国規模のサイバー犯罪捜査研修（適時）
・高知工業高等専門学校教員等による講義１
回実施
・警察職員に対するサイバー犯罪捜査検定の
実施(同検定前講習18回実施)
・情報セキュリティ会社研修の受講６人
・サイバー捜査官募集の実施

・サイバー犯罪対策テクニカルアドバイザー
の委嘱（5月14日）
　ネットワーク・セキュリティ講習会（9月10
日～12日、9月17日～20日・全7回）
・サイバー防犯ボランティア委嘱（6月19日・
2団体21人）
　同ボランティアによるサイバーパトロール
を適宜実施している。
・県警察サイバー犯罪捜査研修（8月26日～30
日）
・全国規模のサイバー犯罪捜査研修（適時）
・高知工業高等専門学校教員等による講義１
回実施
・警察職員に対するサイバー犯罪捜査検定の
実施(同検定前講習3回実施)
・情報セキュリティ会社研修の受講8人

・サイバー犯罪対策テクニカルアドバイザー
の委嘱（5月10日）
　ネットワーク・セキュリティ講習会（９月
９日、10日、９月16日、19日・全５回）
・サイバー防犯ボランティア委嘱（６月９
日、25日・２団体41人）
　同ボランティアによるサイバーパトロール
を適宜実施している。
・県警察サイバー犯罪捜査研修（8月25日～29
日）
・全国規模のサイバー犯罪捜査研修（適時）
・高知工業高等専門学校教員等による講義１
回実施
・警察職員に対するサイバー犯罪捜査検定の
実施
・情報セキュリティ会社研修の受講４人

実施後の分析、検証

・サイバー犯罪対策テクニカルアドバイ
ザー、サイバー防犯ボランティアに関しては
通年の活動ができている。
・研修については、捜査員を積極的に受講さ
せて、知識、技術の習得に努めた。
・サイバー捜査官の採用については、合格者
がなく採用に至らなかった。

・サイバー犯罪対策テクニカルアドバイザー
については通年の活動ができている。サイ
バー防犯ボランティアに関しては各種取り組
みの結果、人数を増やすことができ、通年以
上の活動ができている。
・研修については、捜査員を積極的に受講さ
せて、知識、技術の習得に努めることができ
た。
・各署、研修等において積極的に講習を行
い、県警のサイバー犯罪捜査の知識向上に貢
献できた。
・サイバー捜査官の採用については、合格者
がなく採用に至らなかった。

・サイバー犯罪対策テクニカルアドバイザー
については通年の活動ができている。
・サイバー防犯ボランティアに関しては各種
取り組みの結果、人数を２名増やすことがで
き、通年以上の活動ができている。
・研修については、捜査員を積極的に受講さ
せて、知識、技術の習得に努めることができ
た。
・各署、研修等において積極的に講習を行
い、県警のサイバー犯罪捜査の知識向上に貢
献できた。

・サイバー犯罪対策テクニカルアドバイザー
は通年の活動ができている。
・サイバー防犯ボランティアに関しては各種
取り組みの結果、大幅な増員となっており、
昨年以上の活動ができている。
・研修については、捜査員を積極的に受講さ
せて、知識、技術の習得に努めることができ
た。
・職員対象の研修等を行い、県警のサイバー
犯罪捜査の知識向上に貢献できた。

次年度の取組

・サイバー犯罪テクニカルアドバイザー、サ
イバー防犯ボランティアの継続した運用を行
う。
・研修に関しては、引き続き積極的に捜査員
を参加させていくための職場環境整理等を行
う。
・サイバー捜査官の募集に関しては、各種学
校等に積極的な広報を行い、応募者の増加を
目指す。

・サイバー防犯ボランティアについては人数
が増えた分、有効に活用するために、これま
で以上に連携を密にして運用を行う必要があ
る。
・サイバー犯罪対策テクニカルアドバイザー
については後任者の選定を行う。
・研修に関しては、引き続き積極的に捜査員
を参加させていくための職場環境整理等を行
う。

・サイバー防犯ボランティアの活動内容の拡
充のため、これまで以上に連携を密にして運
用を行う必要がある。
・サイバー犯罪対策テクニカルアドバイザー
は、令和７年度から新規委嘱者となる予定。
・研修に関しては、引き続き積極的に捜査員
を参加させていくための職場環境整理等を行
う。

・サイバー防犯ボランティアの活動内容の拡
充のため、他の行政機関等との連携を進めて
いく必要がある。
・研修に関しては、引き続き積極的に捜査員
を参加させていくための職場環境整理等を行
う。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策３ 将来を見据えたサイバー空間における被害を抑止する取組を促進する
具体的な
取組③

サイバー空間の脅威に対処できる人材の確保及び育成
･･･学校との連携等により情報セキュリティ等の素養がある人材の確保・育
成を推進する。

目指す姿
（目標）

　教育・訓練等により、サイバー空間の脅威への対処
能力が強化され、被害の未然防止・拡大防止に係る対
策が迅速に行われる。

目標
又は
指標

　産業界・学術機関・法執行機関
等それぞれが持つサイバー空間の
脅威への対処方法について、研修
会等での教育・訓練、人事交流の
実施等により知識技能の向上を図
るとともに、県内学校との連携等
により情報セキュリティ等の素養
がある人材の確保・育成を推進し
ます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・　サイバー犯罪対策テクニカルアドバイザーの委嘱と研修会の実施
・　サイバー防犯ボランティアの委嘱とサイバーパトロールの実施
・　県警サイバー犯罪捜査研修の実施
・　全国規模のサイバー犯罪捜査研修の受講
・　高知工業高等専門学校による講義の実施

・　警察職員に対するサイバー犯罪捜査検定の実施
・　情報セキュリティ会社研修の受講
・　サイバー捜査官の採用

計画（P)
線表

・　サイバー犯罪対策テクニカルアドバイザーの委嘱と研修会の実施

・　サイバー防犯ボランティアの委嘱とサイバーパトロールの実施

・　県警察サイバー犯罪捜査研修の実施

・　全国規模のサイバー犯罪捜査研修の受講

・　高知工業高等専門学校による講義の実施

・　警察職員に対するサイバー犯罪捜査検定の実施

・　情報セキュリティ会社研修の受講

・　サイバー捜査官の採用



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №39 新様式１

事業No. ２－４－（１）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

1　広報紙及び会報を作成し、構成員に対し
て特殊詐欺の新たな手口、被害状況を紹介
し、被害防止等を啓発した
２　上記広報誌を県ホームページに掲載、構
成員以外にも広く特殊詐欺被害情報等を共有
した
３　高知市帯屋町アーケード内で地元幼稚園
児とともに特殊詐欺被害防止啓発イベントを
行い、通行客に対して被害防止を呼びかけ
た。
４　安全安心まちづくり運動啓発イベント
「安全安心まちづくりひろば」会場におい
て、パネル展示を行い特殊詐欺被害の防止策
などについて紹介した。
５　高知県老人クラブ連合会主催の講座（女
性大学）への出前講座を行い特殊詐欺被害防
止及び交通事故防止に関する講話を行い被害
防止を訴えた。
６　RKCラジオ広報「高知県からのお知ら
せ」において、特殊詐欺被害防止について県
内に広く広報を実施

1　広報紙及び会報を作成し、構成員に対し
て特殊詐欺の新たな手口、被害状況を紹介
し、被害防止等を啓発した
２　上記広報誌を県ホームページに掲載、構
成員以外にも広く特殊詐欺被害情報等を共有
した
３　高知市帯屋町アーケード内で地元幼稚園
児とともに特殊詐欺被害防止啓発イベントを
行い、通行客に対して被害防止を呼びかけ
た。
４　安全安心まちづくり運動啓発イベント
「安全安心まちづくりひろば」会場におい
て、パネル展示を行い特殊詐欺被害の防止策
などについて紹介した。
５　高知県老人クラブ連合会主催の講座（女
性大学）への出前講座を行い特殊詐欺被害防
止及び交通事故防止に関する講話を行い被害
防止を訴えた。
６　RKCラジオ広報「高知県からのお知ら
せ」において、特殊詐欺被害防止について県
内に広く広報を実施

1　広報紙及び会報を作成し、構成員に対し
て特殊詐欺の新たな手口、被害状況を紹介
し、被害防止等を啓発した。
２　上記広報誌を県ホームページに掲載、構
成員以外にも広く特殊詐欺被害情報等を共有
した。
３　高知市帯屋町アーケード内で幼稚園児と
ともに特殊詐欺被害防止啓発イベントを行
い、通行客に対して被害防止を呼びかけた。
４　安全安心まちづくり運動啓発イベント
「安全安心まちづくりひろば」の会場におい
て、パネル展示を行い特殊詐欺被害の防止策
などについて紹介した。
５　近森病院附属看護学校における出前講座
で特殊詐欺被害防止等の防犯講話を行い、被
害防止を訴えた。
６　RKCラジオ広報「高知県からのお知ら
せ」において、特殊詐欺被害防止について広
報した。

1　広報紙及び会報を作成し、構成員に対し
て特殊詐欺の新たな手口、被害状況を紹介
し、被害防止等を啓発した
２　上記広報誌を県ホームページに掲載、構
成員以外にも広く特殊詐欺被害情報等を共有
した
３　インターネット（Google）及びＳＮＳ
（LINE）を使った特殊詐欺等被害防止広告を
行った
４　高知市帯屋町アーケード内で幼稚園児と
ともに特殊詐欺被害防止啓発イベントを行
い、通行客に対して被害防止を呼びかけた
５　安全安心まちづくり運動啓発イベント
「安全安心まちづくりひろば」の会場におい
て、パネル展示を行い特殊詐欺被害の防止策
などについて紹介した
６　近森病院附属看護学校における出前講座
で特殊詐欺被害防止等の防犯講話を行い、被
害防止を訴えた
７　RKCラジオ広報「高知県からのお知ら
せ」において、特殊詐欺被害防止について広
報した

実施後の分析、検証

　上記のとおり、各種機会を捉えた広報啓発
により、県内広域にわたり特殊詐欺被害の現
状及び被害防止対策方法について情報の共有
が図れた。

　上記のとおり、各種機会を捉えた広報啓発
により、県内広域にわたり特殊詐欺被害の現
状及び被害防止対策方法について情報の共有
が図れた。

　上記のとおり、各種機会を捉えた広報啓発
により、県内広域にわたり特殊詐欺被害の現
状及び被害防止対策方法について情報の共有
が図れた。

　上記のとおり、各種機会を捉えた広報啓発
により、県内広域にわたり特殊詐欺被害の現
状及び被害防止対策方法について情報の共有
が図れた。
　インターネットやＳＮＳ広告については、
初めての取組であり、広告の開始時期を10月
中旬から11月中旬くらいに設定した方が啓発
効果が高くなると思われた。

次年度の取組

　来年度は、より広い世代に対して特殊詐欺
被害防止を図るため、デジタルツールを使っ
た広報等を検討する。

　来年度は、より広い世代に対して特殊詐欺
被害防止を図るため、デジタルツールを使っ
た広報等を検討する。

　来年度は、インターネットやＳＮＳを使っ
た広告により、県民に注意喚起や被害防止を
呼びかける。

　今年度実施したインターネットやＳＮＳ広
告について、広告媒体を変更して啓発を行
い、効果検証のうえ次の広告に繋げる。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策４ 特殊詐欺による被害を抑止する取組を推進する
具体的な
取組①

 広報・啓発の充実
･･･体験型・実演型のものを交え、被害の危険性を体感的に認識する広
報等を行う。

目指す姿
（目標）

１.県内における特殊詐欺の被害状況や手口を周知し
てもらい、被害防止を図っていく。
２.事業者や地域活動団体と連携し、特殊詐欺被害防
止活動を活性化させ、自主的な被害防止活動を促進
させる。

目標
又は
指標

出前講座：年１回以上

　各種イベントや出前講座など、
あらゆる機会を通じて、特殊詐欺
の犯行手口や県内における被害状
況などを広報啓発し、幅広い年齢
層に対して特殊詐欺被害防止意識
の向上を図ります。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
・ 広報紙「安全安心まちづくりニュース」発行（各約９万部×４回）
・ 安全安心まちづくり構成員向けの会報を発行（４回）
・ 広報紙や会報を高知県ホームページへ掲載
・ 安全安心まちづくりのイベントにおいて｢安全安心まちづくりパネル展｣の実施
・ 構成員に向けたＥメール等による「安全安心まちづくり推進会議速報」の発信

・　安全安心まちづくりポスターの募集、優秀な作品を公表して広報啓発活動の気運を醸成する
２　高知県ホームページでの広報
３　ＲＫＣラジオ放送を利用した広報
４　帯屋町アーケード等における特殊詐欺被害防止広報啓発イベントを実施予定

計画（P)
線表

【広報紙・会報】・・・◎発行回数　年度４回　◎特殊詐欺の新たな手口や被害状況を掲載

【高知県安全安心まちづくり推進会議速報（会員向け）】・・・◎被害の急増や新たな手口が発生した際に随時作成して、発行

【安全安心まちづくりポスター作成等】・・・◎県内の小中高等学校(特別支援学校を含む)の生徒等対象の特殊詐欺被害防止等に関するポスターの募集及び選考　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎最優秀作品図柄のポスター化、最優秀作品及び優秀作品図柄のポケットティッシュ化により、当該啓発物品を配付

【安全安心まちづくりひろば開催】・・・◎イベントを通した特殊詐欺被害防止啓発　◎幅広い年齢層に対する広報啓発

【その他の活動】・・・◎出前講座等において、特殊詐欺被害防止啓発等を内容とする講義等の実施（随時）　



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №40 様式１

事業No. ２－４－（１）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，３，４　特殊詐欺被害や予兆電話が多発
した際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報
を発令し、あんしんFメール、ツイッター、
デジタルサイネージ、電光掲示板等による情
報発信や金融機関、事業所等への情報提供に
より、注意喚起を実施した。
２　特殊詐欺に関する情報等の地域安全情報
を随時、県警察ホームページに掲載した。
４　ラジオ広報により特殊詐欺被害防止、自
転車等の鍵かけの促進、年末年始における犯
罪被害防止等の地域安全情報を発信した。

１，３，４　特殊詐欺被害や予兆電話が多発
した際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報
を発令し、あんしんFメール、X（旧ツイッ
ター）、デジタルサイネージ、電光掲示板等
による情報発信や金融機関、事業所等への情
報提供により、注意喚起を実施した。
２　特殊詐欺に関する情報等の地域安全情報
を随時、県警察ホームページに掲載した。
４　ラジオ広報により特殊詐欺被害防止、自
転車等の鍵かけの促進、年末年始における犯
罪被害防止等の地域安全情報を発信した。

１，３，４　特殊詐欺被害や予兆電話が多発
した際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報
を発令し、Yahoo!アプリ、SNS（X）、デジタ
ルサイネージ、電光掲示板等による情報発信
や金融機関、事業所等への情報提供により、
注意喚起を実施した。
２　特殊詐欺に関する情報等の地域安全情報
を随時、県警察ホームページに掲載した。
４　ラジオ広報により特殊詐欺被害防止、自
転車等の鍵かけの促進、年末年始における犯
罪被害防止等の地域安全情報を発信した。

１ 各種団体の開催する高齢者教室等に参加
して特殊詐欺の手口や被害事例、被害防止対
策等の情報を提供し、被害防止に努めたほ
か、防犯イベント等において、ＡＩを活用し
たＳＮＳ型投資詐欺の被害体験を行うなど、
体験型啓発活動を行った。
２，３　特殊詐欺の新たな手口や増加してい
る手口、被害の実態、被害防止対策につい
て、ホームページ、ＳＮＳ等の複数の情報媒
体で発信した。
４　被害の発生情報や被害防止対策につい
て、テレビ・ラジオ・新聞等のメディアを活
用した発信を行い、被害防止啓発を行った。

実施後の分析、検証

１～４　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した被害防止啓発に係る情報発信を積極
的に実施し、一定の啓発を行うことができた
が、令和４年における県内の特殊詐欺被害
は、認知件数32件、被害金額約4,588万円で
あり、今後も効果的な広報啓発を検討してい
く必要性が認められた。

１～４　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した被害防止啓発に係る情報発信を積極
的に実施し、一定の啓発を行うことができた
が、令和５年における県内の特殊詐欺被害
は、認知件数34件、被害金額約6,581万円で
あり、今後も効果的な広報啓発を検討してい
く必要性が認められた。

１～４　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した被害防止啓発に係る情報発信を積極
的に実施し、一定の啓発を行うことができた
が、令和６年における県内の特殊詐欺被害
は、認知件数54件、被害金額約2億3,066万円
であり、今後も効果的な広報啓発を検討して
いく必要性が認められた。

１～４　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した被害防止啓発に係る情報発信を積極
的に実施したが、令和７年における県内の特
殊詐欺被害は、認知件数112件、被害金額約
５億円と前年から倍増し、従来の啓発方法や
内容では県民への被害防止意識の浸透が十分
に果たされない結果となった。

次年度の取組

１～４　特殊詐欺被害への対策は、県内にお
いても喫緊の課題であり、令和５年もより効
果的、訴求率の高い啓発活動を検討していく
ことが必要となっている。

１～４　特殊詐欺及び急増しているＳＮＳ型
投資詐欺・ロマンス詐欺被害への対策は、県
内においても喫緊の課題であり、令和６年も
より効果的、訴求率の高い啓発活動を展開し
ていくことが必要となっている。

１～４　特殊詐欺及び急増しているＳＮＳ型
投資詐欺・ロマンス詐欺被害への対策は、県
内においても喫緊の課題であり、令和７年も
より効果的、訴求率の高い啓発活動を展開し
ていくことが必要となっている。

１～４　特殊詐欺の手口や発生状況に関する
情報発信だけでなく、特殊詐欺の被害が自分
の身に降りかかるものであることの認識を
持ってもらい、被害防止のために国際電話利
用休止制度や防犯アプリなどの利用が効果的
であることを啓発していく。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策４ 特殊詐欺による被害を防止する取組を推進する
具体的な
取組①

広報・啓発の充実
･･･体験型・実演型のものを交え、被害の危険性を体感的に認識する広
報等を行う。

目指す姿
（目標）

　創意工夫を凝らした広報啓発・あらゆる広報媒体
を活用した注意喚起等により、県民、事業者、地域
活動団体等の自ら被害を防ぐための防犯意識の向上
が図られ、自主的な被害防止活動が促進される。
る。

目標
又は
指標

　各種広報媒体を活用した広報啓発：年60回以上

　あらゆる機会を通じ、特殊詐欺
の手口等に関する注意喚起や被害
を防止するための対策に関する広
報啓発を行い、社会全体における
防犯意識の向上に向けた取組を推
進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　各団体における防犯教室等を積極的に実施し、新たな手口等の有用な情報を提供
２　県警察ホームページの随時更新によるタイムリーな情報提供
３　Yahoo!アプリ、ＳＮＳ（X）及びデジタルサイネージ等、様々な情報媒体を活用した情報提供
４　テレビ・ラジオ等あらゆるメディアを活用した広報活動

計画（P)
線表

【防犯教室等の開催】･･･防犯教室等の開催による積極的な情報提供

【あらゆる広報媒体を活用した広報啓発】･･･ホームページ、ＳＮＳ、チラシ等を活用したタイムリーな広報啓発

R5 Fﾒｰﾙ発信：40

件,X(地域安全情報

に限る)発信：24件　

ﾒｰﾙ等による情報発

信：24件

R4 Fﾒｰﾙ発信:35件

ﾂｲｯﾀｰ(地域安全情報に

限る)発信:46件

ﾒｰﾙ等による情報提

供：18件

特殊詐欺被害防

止啓発に関する
R6 Fﾒｰﾙ発信：16

件,X(地域安全情報

に限る)発信：47件　

Yahoo!アプリによ

る情報発信：30件

R7 X(地域安全情報

に限る)発信：46件　

Yahoo!アプリによ

る情報発信：31件



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №41 様式１

事業No. ２－４－（２）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，２　特殊詐欺被害や予兆電話が多発した
際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報を発
令し、あんしんFメール、ツイッター、デジ
タルサイネージ、電光掲示板等による情報発
信や金融機関、事業所等への情報提供によ
り、注意喚起を実施した。
１，３　コンビニエンスストアに対して、共
同宣言に基づく情報提供（引継ぎノートシー
ル）を毎月１回の頻度で実施した。
２，３　金融機関との連携により、金融機関
店舗設置のデジタルサイネージにおいて特殊
詐欺被害防止啓発の情報発信を行った。
３　人感センサー付き特殊詐欺被害防止啓発
用看板を金融機関のＡＴＭへ設置し、ＡＴＭ
利用者に対して特殊詐欺被害防止を呼びか
け、注意喚起を実施した。
４　各種広報啓発情報に詐欺電話撃退装置
「見張り君」の記事を掲載するなどし、周知
を図った。
４　日本生命保険相互会社高知支社とコラボ
し、法人営業時に使用する資料として、詐欺
電話撃退装置「見張り君」のチラシを作成し
た。

１，２　特殊詐欺被害や予兆電話が多発した
際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報を発
令し、あんしんFメール、Ｘ（旧ツイッ
ター）、デジタルサイネージ、電光掲示板等
による情報発信や金融機関、事業所等への情
報提供により、注意喚起を実施した。
１，３　コンビニエンスストアに対して、共
同宣言に基づく情報提供（引継ぎノートシー
ル）を毎月１回の頻度で実施した。
２，３　金融機関との連携により、金融機関
店舗設置のデジタルサイネージにおいて特殊
詐欺被害防止啓発の情報発信を行った。
３　人感センサー付き特殊詐欺被害防止啓発
用看板を金融機関のＡＴＭへ設置し、ＡＴＭ
利用者に対して特殊詐欺被害防止を呼びか
け、注意喚起を実施した。
４　各種広報啓発情報に詐欺電話撃退装置
「見張り君」の記事を掲載するなどし、周知
を図った。
４　日本生命保険相互会社高知支社とコラボ
し、法人営業時に使用する資料として、詐欺
電話撃退装置「見張り君」のチラシを作成し
た。

１，２　特殊詐欺被害や予兆電話が多発した
際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報を発
令し、Yahoo!アプリ、SNS（Ｘ）、デジタル
サイネージ、電光掲示板等による情報発信や
金融機関、事業所等への情報提供により、注
意喚起を実施した。
１，３　コンビニエンスストアに対して、共
同宣言に基づく情報提供（引継ぎノートシー
ル）を毎月１回の頻度で実施した。
２，３　金融機関との連携により、金融機関
店舗設置のデジタルサイネージにおいて特殊
詐欺被害防止啓発の情報発信を行った。
３　人感センサー付き特殊詐欺被害防止啓発
用看板を金融機関のＡＴＭへ設置し、ＡＴＭ
利用者に対して特殊詐欺被害防止を呼びか
け、注意喚起を実施した。
４　各種広報啓発情報に詐欺電話撃退装置
「見張り君」の記事を掲載するなどし、周知
を図った。

１　金融機関、コンビニエンスストア等に対
して、特殊詐欺被害や予兆電話の多発時に
は、ＳＮＳやメールを利用した緊急の注意喚
起や情報提供を行った。
２　金融機関の協力で、同店舗のデジタルサ
イネージで特殊詐欺被害防止啓発情報を発信
した。
３　各コンビニエンスストアの店舗に担当警
察官を指定して、防犯情報等を提供するコン
ビニサポートポリス制度を開始し、定期的な
巡回を行うとともに、警察本部から毎月文書
による情報発信を行った。
４　各種広報啓発情報に詐欺電話撃退装置
「見張り君」の貸出を行っていたが、購入か
ら相当期間が経過し、故障が増加したことか
ら、令和７年末をもって、見張り君の貸出を
終了した。

実施後の分析、検証

１～４　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した被害防止啓発に係る情報発信を積極
的な実施により、金融機関職員や利用者によ
る被害防止意識の醸成が図られた。
１～４　令和４年における県内の特殊詐欺被
害は、認知件数32件、被害金額約4,588万円
であり、今後も効果的な広報啓発を検討して
いく必要性が認められた。

１～４　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した被害防止啓発に係る情報発信を積極
的な実施により、金融機関職員や利用者によ
る被害防止意識の醸成が図られた。
１～４　令和５年における県内の特殊詐欺被
害は、認知件数34件、被害金額約6,581万円
であり、今後も効果的な広報啓発を検討して
いく必要性が認められた。

１～４　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した被害防止啓発に係る情報発信を積極
的な実施により、金融機関職員や利用者によ
る被害防止意識の醸成が図られた。
１～４　令和６年における県内の特殊詐欺被
害は、認知件数54件、被害金額約2億3,066万
円であり、今後も効果的な広報啓発を検討し
ていく必要性が認められた。

１～４　特殊詐欺被害の未然防止を主体に、
被害者の最終的な交付場所となる金融機関や
コンビニエンスストアに情報提供等を行い、
店員による積極的な声かけ等を促進した。
１～４　令和７年における県内の特殊詐欺被
害は、前年から倍増して認知件数112件、被
害金額約５億円に上り、更なる協力体制の構
築が必要である。

次年度の取組

１～４　特殊詐欺被害への対策は、県内にお
いても喫緊の課題であり、令和５年もより効
果的、訴求率の高い啓発活動を検討していく
ことが必要となっている。

１～４　特殊詐欺及び急増しているＳＮＳ型
投資詐欺・ロマンス詐欺被害への対策は、県
内においても喫緊の課題であり、令和６年も
より効果的、訴求率の高い啓発活動を展開し
ていくことが必要となっている。

１～４　特殊詐欺及び急増しているＳＮＳ型
投資詐欺・ロマンス詐欺被害への対策は、県
内においても喫緊の課題であり、令和７年も
より効果的、訴求率の高い啓発活動を展開し
ていくことが必要となっている。

１～４　令和８年４月からＳＮＳ型投資詐
欺・ロマンス詐欺が特殊詐欺の１手口として
加えられることにより、さらに被害数が増加
することから、金融機関等の更なる協力を得
られるよう活動を展開していく。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策４ 特殊詐欺による被害を防止する取組を推進する
具体的な
取組②

情報共有の促進
･･･金融機関等との連携に努め、従業員等が声掛けしやすい環境の整
備や警察官等による警戒活動の強化を推進する。

目指す姿
（目標）

　変化する特殊詐欺の手口についての情報提供や、
未然防止のための環境整備等により、自主的な被害
防止活動が促進される。

目標
又は
指標

金融機関等に対する情報提供：月１回以上

　金融機関等関係機関との連携に
より、従業員等の意識改革・向上
を図り、顧客等に対する声かけを
通じた情報共有等を行うことで、
社会全体における未然防止意識の
向上に向けた取組を推進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　特殊詐欺被害や予兆電話の発生状況に応じたタイムリーな情報提供
２　各関係機関設置の電光掲示板やデジタルサイネージ等における情報の発信
３　金融機関や量販店に対して、広報啓発や注意喚起のためのツール整備を働きかけ
４　詐欺電話撃退装置「見張り君」の普及

計画（P)
線表

【情報提供】･･･特殊詐欺被害や予兆電話等の発生状況に応じたタイムリーな情報提供

【広報啓発・注意喚起のためのツールの整備】･･･広報啓発・注意喚起のためのツールの整備等による未然防止

R4 犯罪多発時等の

情報提供:18件

コンビニエンススト

アに対する情報提

供:12件(シール)

R5 犯罪多発時の情

報提供：24件

コンビニエンススト

アに対する情報提供

12件（シール）

R6 犯罪多発時の情

報提供：26件

コンビニエンススト

アに対する情報提供

12件（シール）

R7 犯罪多発時の情

報提供：23件

コンビニエンススト

アに対する定期情報

提供12件



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №42 様式１

事業No. ２－４－（３）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，２　特殊詐欺被害や予兆電話が多発した
際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報を発
令し、あんしんFメール、ツイッター、デジ
タルサイネージ、電光掲示板等による情報発
信や金融機関、事業所等への情報提供によ
り、注意喚起を実施した。
１，３　コンビニエンスストアに対して、共
同宣言に基づく情報提供（引継ぎノートシー
ル）を毎月１回の頻度で実施した。
４　１年間で全署が１回以上実施するよう、
各管轄地域におけるコンビニエンスストアと
協働した声かけ訓練等を実施した。

１，２　特殊詐欺被害や予兆電話が多発した
際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報を発
令し、あんしんFメール、Ｘ（旧ツイッ
ター）、デジタルサイネージ、電光掲示板等
による情報発信や金融機関、事業所等への情
報提供により、注意喚起を実施した。
１，３　コンビニエンスストアに対して、共
同宣言に基づく情報提供（引継ぎノートシー
ル）を毎月１回の頻度で実施した。
４　１年間で全署が１回以上実施するよう、
各管轄地域におけるコンビニエンスストアと
協働した声かけ訓練等を実施した。

１，２　特殊詐欺被害や予兆電話が多発した
際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報を発
令し、Yahoo!アプリ、SNS（Ｘ）、デジタル
サイネージ、電光掲示板等による情報発信や
金融機関、事業所等への情報提供により、注
意喚起を実施した。
１，３　コンビニエンスストアに対して、共
同宣言に基づく情報提供（引継ぎノートシー
ル）を毎月１回の頻度で実施した。
４　１年間で全署が１回以上実施するよう、
各管轄地域におけるコンビニエンスストアと
協働した声かけ訓練等を実施した。

１　特殊詐欺被害や予兆電話の多発時に緊急
警報等を発令して、ＳＮＳやメールを利用し
た緊急の注意喚起や情報提供を行った。
２　金融機関や事業者のデジタルサイネージ
で特殊詐欺被害防止啓発情報を発信した。
３　コンビニエンスストアや金融機関への特
殊詐欺被害チェックリストの配布など、被害
防止ツールを活用した。
４　金融機関、コンビニエンスストアなどと
の特殊詐欺被害防止声かけ訓練を行った。

実施後の分析、検証

１～４　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した被害防止啓発に係る情報発信を積極
的な実施により、事業所従業員や顧客による
被害防止意識の醸成が図られた。
１～４　令和４年における県内の特殊詐欺被
害は、認知件数32件、被害金額約4,588万円
であり、今後も効果的な広報啓発を検討して
いく必要性が認められた。

１～４　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した被害防止啓発に係る情報発信を積極
的な実施により、事業所従業員や顧客による
被害防止意識の醸成が図られた。
１～４　令和５年における県内の特殊詐欺被
害は、認知件数34件、被害金額約6,581万円
であり、今後も効果的な広報啓発を検討して
いく必要性が認められた。

１～４　あらゆる広報媒体や情報発信手段を
活用した被害防止啓発に係る情報発信を積極
的な実施により、事業所従業員や顧客による
被害防止意識の醸成が図られた。
１～４　令和６年における県内の特殊詐欺被
害は、認知件数54件、被害金額約2億3,066万
円であり、今後も効果的な広報啓発を検討し
ていく必要性が認められた。

１～４　特殊詐欺被害の未然防止を図るた
め、事業者と連携して情報共有に努め、事業
者による防犯情報の二次的な発信などが行わ
れた。
１～４　令和７年における県内の特殊詐欺被
害は、前年から倍増して認知件数112件、被
害金額約５億円に上り、更なる協力体制の構
築が必要である。

次年度の取組

１～４　特殊詐欺被害への対策は、県内にお
いても喫緊の課題であり、令和５年もより効
果的、訴求率の高い啓発活動を検討していく
ことが必要となっている。

１～４　特殊詐欺及び急増しているＳＮＳ型
投資詐欺・ロマンス詐欺被害への対策は、県
内においても喫緊の課題であり、令和６年も
より効果的、訴求率の高い啓発活動を展開し
ていくことが必要となっている。

１～４　特殊詐欺及び急増しているＳＮＳ型
投資詐欺・ロマンス詐欺被害への対策は、県
内においても喫緊の課題であり、令和７年も
より効果的、訴求率の高い啓発活動を展開し
ていくことが必要となっている。

１～４　令和８年４月からＳＮＳ型投資詐
欺・ロマンス詐欺が特殊詐欺の１手口として
加えられることにより、さらに被害数が増加
することから、事業者の更なる協力を得られ
るよう活動を展開していく。

重点目標２
県民、事業者、地域活動団体、行
政の連携を進める

基本的方策４ 特殊詐欺による被害を防止する取組を推進する
具体的な
取組③

事業者との協力関係の確立及び支援
･･･日頃から官民一体となった協力関係を構築し、警察への早期通報態
勢の確立など、被害の未然防止対策を徹底する。

目指す姿
（目標）

　事業者との連携強化により、社会全体の特殊詐欺
被害防止のための意識向上が図られ、自主的な未然
防止活動が促進される。

目標
又は
指標

事業者に対する情報提供：月１回以上

　事業者に対する、タイムリーか
つわかりやすい被害防止広報等に
より、従業員等の意識改革・向上
を図り、社会全体における未然防
止意識の向上に向けた取組を推進
します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　緊急警報や警戒注意報の発令等、特殊詐欺被害やアポ電の発生状況に応じたタイムリーな情報提供
２　各関係機関設置の電光掲示板やデジタルサイネージ等における情報の発信
３　金融機関や量販店に対して、広報啓発や注意喚起のためのツール整備を働きかけ
４　金融機関や量販店と協力した声かけ訓練の積極的な実施　

計画（P)
線表

【情報提供】･･･特殊詐欺被害やアポ電の発生状況に応じたタイムリーな情報提供

【広報啓発・注意喚起のためのツールの整備】･･･広報啓発・注意喚起のためのツールの整備等による未然防止

【未然防止のための声かけ訓練の実施】･･･事業者における未然防止のための声かけ訓練の実施

R5 犯罪多発時等の情

報提供：24件

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽスｽﾄｱ

に対する情報提供：

12件(ｼｰﾙ)

R4 犯罪多発時等の

情報提供:18件

コンビニエンススト

アに対する情報提

供:12件(シール)

R6 犯罪多発時等の情

報提供：26件

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽスｽﾄｱ

に対する情報提供：

12件(ｼｰﾙ)

R7 犯罪多発時等の情

報提供：25件

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽスｽﾄｱ

に対する定期情報提

供：12件



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №43 様式１

事業No. ３－１－（１）

担当課 障害福祉課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

事業所の実地指導等の際に、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュアル、事
故防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況等を確認し、必要な指
導を実施。

●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
　短期入所　4
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　15
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュアル、事
故防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況等を確認し、必要な指
導を実施。

●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　5
　短期入所　7
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　8
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュアル、事
故防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況等を確認し、必要な指
導を実施。

●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　6
　短期入所　12
　共同生活援助　7
　日中支援事業所（通所系）　12
　障害児通所事業所　11

事業所の実地指導等の際に、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュアル、事
故防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況等を確認し、必要な指
導を実施。

●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
  短期入所　8
  共同生活援助　9
  日中支援事業所（通所系）　19
  障害児通所事業所　10
　障害児入所施設　2

実施後の分析、検証

すべての施設・事業所で防災対策マニュアル
を策定済み。
各障害福祉サービス事業所等がそれぞれの立
地条件や災害の際の危険性を把握し、対応策
の検討、利用者への周知を図っている。

すべての施設・事業所で防災対策マニュアル
を策定済み。
各障害福祉サービス事業所等がそれぞれの立
地条件や災害の際の危険性を把握し、対応策
の検討、利用者への周知を図っている。

すべての施設・事業所で防災対策マニュアル
を策定済み。
各障害福祉サービス事業所等がそれぞれの立
地条件や災害の際の危険性を把握し、対応策
の検討、利用者への周知を図っている。

すべての施設・事業所で防災対策マニュアル
を策定済み。
各障害福祉サービス事業所等がそれぞれの立
地条件や災害の際の危険性を把握し、対応策
の検討、利用者への周知を図っている。

次年度の取組

引き続き、取組状況について指定更新や実地
指導の際に確認するとともに、国のガイドラ
インを活用するなどの策定支援を行う。
また、必要に応じて不審者対策を盛り込んだ
危機管理マニュアルの策定について助言、指
導を行う。

引き続き、取組状況について指定更新や実地
指導の際に確認するとともに、国のガイドラ
インを活用するなどの策定支援を行う。
また、必要に応じて不審者対策を盛り込んだ
危機管理マニュアルの策定について助言、指
導を行う。

引き続き、取組状況について指定更新や実地
指導の際に確認するとともに、国のガイドラ
インを活用するなどの策定支援を行う。
また、必要に応じて不審者対策を盛り込んだ
危機管理マニュアルの策定について助言、指
導を行う。

引き続き、取組状況について指定更新や実地
指導の際に確認するとともに、国のガイドラ
インを活用するなどの策定支援を行う。
また、必要に応じて不審者対策を盛り込んだ
危機管理マニュアルの策定について助言、指
導を行う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組①

児童等の安全の確保のための指針の周知及び助言

目指す姿
（目標）

１　各施設において、防犯対策マニュアル等が整備
　され、施設における防犯体制が確立されている

目標
又は
指標

各施設において、不審者対応を盛
り込んだ防犯対策マニュアルや事
故防止マニュアル等の策定、安全
対策の実施、体制の確立に取り組
むよう助言、指導等を行う。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

　障害福祉サービス事業所等について、感染症や災害発生時のＢＣＰ策定、訓練の実施などが義務化（令和５年
度末までの経過措置）されたことから、取組状況について、指定更新や実地指導の際に確認するとともに、国の
ガイドラインを活用するなどの策定支援を行う。
　また、不審者対策を盛り込んだ危機管理マニュアルの策定について助言、指導を行う。

計画（P)
線表 　　　防犯対策マニュアル、事故防止マニュアル、防災マニュアル等の各種マニュアルの整備および定期的な訓練の実施を助言、指導



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №44 様式１

事業No. ３－１－（１）

担当課 子ども家庭課

出発点(R４) 目標値(R８)

全施設 全施設

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１．施設等への指導監査実施時において、
「児童福祉施設等における児童の安全の確保
について」の点検項目の取組状況の確認を実
施（R4：7回）
２．児童養護施設協議会施設長会等において
「学校等における児童等の安全の確保のため
の指針｣の周知を図る（随時）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目の取組状況の確認を実施
（R5：6回）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目の取組状況の確認を実施
（R6：6回）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目の取組状況の確認を実施
（R7：6回）

実施後の分析、検証

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

次年度の取組

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設等に対して、「学校等におけ
る児童等の安全の確保のための指針｣の周知
を図る。

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設等に対して、「学校等におけ
る児童等の安全の確保のための指針｣の周知
を図る（随時）。

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設等に対して、「学校等におけ
る児童等の安全の確保のための指針｣の周知
を図る（随時）。

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設等に対して、「学校等におけ
る児童等の安全の確保のための指針｣の周知
を図る（随時）。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組①

児童等の安全の確保のための指針の周知及び助言

目指す姿
（目標）

地域に開かれた施設づくりを推進し、地域と一体と
なって児童の安全確保ができている。

目標
又は
指標

指針に基づいた児童の安全確保ができている：全施設

　学校等において児童等の安全が
確保されるよう、学校等の設置･
管理者に対して、学校等における
児童等の安全の確保のための指針
の周知を図るとともに、必要な助
言などを行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・児童養護施設等に対して、指導監査実施時等に「児童福祉施設等における児童の安全の確保について」の点検
項目の取組状況の確認を行う。
・児童養護施設等に対して、「学校等における児童等の安全の確保のための指針｣の周知を図る。

計画（P)
線表

　・施設への指導監査実施時においての確認及び周知

　・児童養護施設協議会施設長会等での周知

全施設 全施設全施設 全施設



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №45 様式１

事業No. ３－１－（１）

担当課 私学・大学支援課

出発点(R４) 目標値(R８)

年１回 年１回

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・学校訪問等を活用して、「児童生徒の安全
確保」の重要さについて認識を深めるよう要
請した。

・学校訪問等を活用して、「児童生徒の安全
確保」の重要さについて認識を深めるよう要
請した。

・学校訪問等を活用して、「児童生徒の安全
確保」の重要さについて認識を深めるよう要
請した。

・学校訪問等を活用して、「児童生徒の安全
確保」の重要さについて認識を深めるよう要
請した。

実施後の分析、検証

・教職員にも「児童生徒の安全確保」の重要
性について認識が深められている。

・教職員にも「児童生徒の安全確保」の重要
性について認識が深められている。

・教職員にも「児童生徒の安全確保」の重要
性について認識が深められている。

・教職員にも「児童生徒の安全確保」の重要
性について認識が深められている。

次年度の取組

・学校訪問等を活用して、要請を行ってい
く。

・学校訪問等を活用して、要請を行ってい
く。

・学校訪問等を活用して、要請を行ってい
く。

・学校訪問等を活用して、要請を行ってい
く。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組①

児童等の安全の確保のための指針の周知及び助言

目指す姿
（目標）

指針に沿った安全指導が充実、強化されている。
目標
又は
指標

学校訪問：各年度１回

各学校において児童等の安全が確
保されるよう、学校の設置・管理
者に対して、「学校における児童
等の安全の確保のための指針」の
周知を図るとともに、教職員に認
識を深めていただくよう要請しま
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・学校運営において「児童生徒の安全確保」が最重要であることを全ての学校の教職員が認識を深めていくよう
要請を行っていく。

計画（P)
線表

　　　【学校訪問】・・・各年度１回

年１回 年１回年１回 年１回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №46 様式１

事業No. ３－１－（１）

担当課 学校安全対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

指標100％ 指標100％

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　「高知県安全教育プログラム」に基づい
た、安全教育及び安全管理の推進について、
研修会等で意図や方法を説明し、取組を働き
かけた。
２　各学校において、「学校安全計画」「危
機管理マニュアル」を毎年、教職員で共有・
見直しを図り、安全教育及び安全管理が計画
的・確実に取り組まれるよう、通知や研修等
により周知した。
３　高知県通学路安全推進会議や地域ぐるみ
学校安全体制整備推進事業担当者会を実施
し、通学時の安全確保について説明し、推進
体制を確認した

１　「高知県安全教育プログラム」に基づい
た、安全教育及び安全管理の推進について、
研修会等で意図や方法を説明し、取組を働き
かけた。
２　各学校において、「学校安全計画」「危
機管理マニュアル」を毎年、教職員で共有・
見直しを図り、安全教育及び安全管理が計画
的・確実に取り組まれるよう、通知や研修等
により周知した。
３　高知県通学路安全推進会議や地域ぐるみ
学校安全体制整備推進事業担当者会を実施
し、通学時の安全確保について説明し、推進
体制を確認した。

１　「高知県安全教育プログラム」に基づいた、
安全教育及び安全管理の推進について、研修会等
で意図や方法を説明し、取組を働きかけた。特に
自転車の安全について取り挙げた。
２　各学校において、「学校安全計画」「危機管
理マニュアル」を毎年、教職員で共有・見直しを
図り、安全教育及び安全管理が計画的・確実に取
り組まれるよう、通知や研修等により周知した。
３　高知県通学路安全推進会議や地域ぐるみ学校
安全体制整備推進事業担当者会を実施し、通学時
の安全確保について説明し、推進体制を確認し
た。

１　「高知県安全教育プログラム」に基づいた、安
全教育及び安全管理の推進について、研修会等で意
図や方法を説明し、取組を働きかけた。特に自転車
の安全について取り挙げた。
２　各学校において、「学校安全計画」「危機管理
マニュアル」を毎年、教職員で共有・見直しを図
り、安全教育及び安全管理が計画的・確実に取り組
まれるよう、通知や研修等により周知した。
３　高知県通学路安全推進会議や地域ぐるみ学校安
全体制整備推進事業担当者会を実施し、通学時の安
全確保について説明し、推進体制を確認した。

実施後の分析、検証

１　各学校における学校安全への取組は、防
災教育に一定の定着は見られるものの、生活
安全及び交通安全に関する取組はまだ十分で
はない。
２　各学校の「学校安全計画」について、全
教職員が理解し、確実な取組ができるよう周
知してきたが、実効性のある計画として十分
活用できていない状況も見受けられる。
３　各会議では市町村で行っている具体的な
取組み例の発表などもあり、推進体制の確認
ができた。

１　児童生徒への防犯教育の実施率をみる
と、小・中・高等学校では一定行われている
が、特別支援学校では十分ではない状況があ
る。
２　各学校の「学校安全計画」について、全
教職員が理解し、確実な取組ができるよう周
知してきたが、実効性のある計画として十分
活用できていない状況も見受けられる。
３　各会議では市町村で行っている具体的な
取組み例の発表などもあり、推進体制の確認
ができた。今後はより多くの市町村が参加す
るよう働きかけていく。

１　児童生徒への防犯教育の実施率をみると、
小・中・高等学校では一定行われているが、特別
支援学校では十分ではない状況がある。
２　各学校の「学校安全計画」について、全教職
員が理解し、確実な取組ができるよう周知してき
たが、実効性のある計画として十分活用できてい
ない状況も見受けられる。
３　各会議では市町村で行っている具体的な取組
み例の発表などもあり、推進体制の確認ができ
た。参加できなかった市町村には別の機会で状況
を把握していく必要がある。

１　児童生徒への防犯教育の実施率をみると、小・
中・高等学校では一定行われ、課題であった特別支
援学校での実施率も改善傾向にある。（R6 : 53.3 
⇒ R7 : 73.3％）
２　各学校の「学校安全計画」について、全教職員
が理解し、確実な取組ができるよう周知してきた
が、実効性のある計画として十分活用できていない
状況も見受けられる。
３　各会議では市町村で行っている具体的な取組み
例の発表などもあり、推進体制の確認ができた。参
加できなかった市町村には別の機会で状況を把握し
ていく必要がある。

次年度の取組

１～３について、高知県安全安心まちづくり
推進会議の広報活動に引き続き参加し、広報
啓発活動を充実させる。

１　地域ぐるみで児童生徒を見守る体制（登
下校防犯プラン）と自転車ヘルメット着用の
必要性の周知を通じて生活安全（特に防犯教
育）、交通安全教育の重要性を啓発する。
２　年度毎での「学校安全計画」見直しと実
用性のある計画になるように周知していくよ
うに依頼し、計画的かつ体系的な学校安全の
取組となるようにする。
３　優良な事例は高知県通学路安全推進会議
や高知県スクールガードリーダー連絡協議
会、ＨＰでも周知していく。

１　地域ぐるみで児童生徒を見守る体制（登下校
防犯プラン）と自転車ヘルメット着用の必要性の
周知を通じて生活安全（特に防犯教育）、交通安
全教育の重要性を啓発する。
２　年度毎での「学校安全計画」見直しと実用性
のある計画になるように周知していくように依頼
し、計画的かつ体系的な学校安全の取組となるよ
うにする。
３　優良な事例は高知県通学路安全推進会議や高
知県スクールガードリーダー連絡協議会、ＨＰで
も周知していく。

１　地域ぐるみで児童生徒を見守る体制（登下校防
犯プラン）と自転車ヘルメット着用の必要性の周知
を通じて生活安全（特に防犯教育）、交通安全教育
の重要性を啓発する。
２　年度毎での「学校安全計画」見直しと実用性の
ある計画になるように周知していくように依頼し、
計画的かつ体系的な学校安全の取組となるようにす
る。
３　優良な事例は高知県通学路安全推進会議や高知
県スクールガードリーダー連絡協議会、ＨＰでも周
知していく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組①

児童等の安全の確保のための指針の周知及び助言

目指す姿
（目標）

全ての学校において「学校安全計画」に基づく安全
管理・安全教育の充実

目標
又は
指標

　公立学校における
　「学校安全計画」の教職員の共有・
                必要に応じた見直し（100％）

　学校等において児童等の安全が
確保されるよう、学校等の設置・
管理者に対して、｢学校等におけ
る児童等の安全の確保のための指
針｣の周知を図るとともに、必要
な助言などを行います。
　県立の施設については、「学校
等における児童等の安全の確保の
ための指針」に基づき、児童等の
安全対策の充実強化を図ります。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　「高知県安全教育プログラム」に基づく安全教育及び安全管理の徹底
２　各学校の「学校安全計画」策定・見直しによる、計画的かつ体系的な学校安全の取組の推進（アンケートで
取組状況を把握、公表及び啓発）
３　「第３次学校安全の推進に関する計画」を踏まえた通学時の安全確保に関する市町村の推進体制の構築
（「市町村通学路交通安全プログラム」「登下校防犯プランに基づく地域の連携の場」の充実・強化等の推進）

計画（P)
線表

  「高知県安全教育プログラム」に基づく安全教育の実施・普及（安全教育研修会での研修、モデルとなる取組周知等）

　各学校における「学校安全計画」に基づく安全教育・安全管理の推進

　各市町村における「通学路交通安全プログラム」「登下校防犯プランに基づく地域の連携の場」の取組の推進　

100％ 100％100％ 　100%



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №47 様式１

事業No. ３－１－（１）

担当課 幼保支援課

出発点(R４) 目標値(R８)

①100%②98.2%③
86.1%④81.0%

R4 R5 R6 R7 ①～④各100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・保育所等の訪問時などにおいて安全管理に
関する周知を継続して実施。
・送迎バスの置き去り事故を踏まえ、事故防
止対策の徹底について改めて周知（9月）す
るとともに、緊急点検の実施を各施設に要
請。　
・緊急点検の回答内容について、実地確認調
査を実施（10～12月）。
　→直ちに問題がある施設なし

・保育所等の訪問時などにおいて安全管理に
関する周知を継続して実施。
・送迎バスへの安全装置導入等への補助（21
園、36台に導入）
 送迎バスの安全装置設置率100%
・安全対策研修会を開催し、送迎バス運用時
の注意点や日常の安全対策について周知。
　6月（50人）

・保育所等の訪問時などにおいて安全管理
に関する周知を継続して実施。

・保育所等の訪問時などにおいて安全管理に
関する周知を継続して実施。

実施後の分析、検証

・引き続き、保育所等訪問時などにおいて、
安全管理に向けた意識の醸成を図る必要があ
る。
・送迎バスの安全対策については、R5年4月
からの「幼児等の所在確認」と「安全装置の
装備」が義務づけされることから、指導監査
等を通じて履行状況を確認していく必要があ
る。

・引き続き、保育所等訪問時などにおいて、
安全管理に向けた意識の醸成を図る必要があ
る。
・送迎バスの安全対策については、R5年4月
から「幼児等の所在確認」と「安全装置の装
備」が義務づけされることから、指導監査等
を通じて履行状況を確認していく必要があ
る。

・引き続き、保育所等訪問時などにおい
て、安全管理に向けた意識の醸成を図る必
要がある。
・送迎バスの安全対策については、R5年4
月から「幼児等の所在確認」と「安全装置
の装備」が義務づけされることから、指導
監査等を通じて履行状況を確認していく必
要がある。

・引き続き、保育所等訪問時などにおいて、
安全管理に向けた意識の醸成を図る必要があ
る。
・送迎バスの安全対策については、R5年4月
から「幼児等の所在確認」と「安全装置の装
備」が義務づけされることから、指導監査等
を通じて履行状況を確認していく必要があ
る。

次年度の取組

・市町村訪問等を通じ保育所等における安全
管理・安全教育の推進と「通学路における児
童等の安全の確保の為の指針」の周知を継続
して行う。
・送迎バスの置き去り事故に伴う安全対策事
業費補助金について周知を行い、各園でバス
の安全装置を設置するよう周知。
・安全対策研修会を開催し、送迎バス運用時
の注意点や日常の安全対策について周知。

・市町村訪問等を通じ保育所等における安全
管理・安全教育の推進と「通学路における児
童等の安全の確保の為の指針」の周知を継続
して行う。

・市町村訪問等を通じ保育所等における安
全管理・安全教育の推進と「通学路におけ
る児童等の安全の確保の為の指針」の周知
を継続して行う。

・市町村訪問等を通じ保育所等における安全
管理・安全教育の推進と「通学路における児
童等の安全の確保の為の指針」の周知を継続
して行う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組①

児童等の安全の確保のための指針の周知及び助言

目指す姿
（目標）

各保育所・幼稚園等における安全管理・安全教育の
充実

目標
又は
指標

①危機管理マニュアルの策定率、②学校の安全点検の実施率(保
育所、私立幼稚園、認定こども園)･･･数値目標：100％
③子ども(又は④教職員)に対する防犯教室や防犯に関する訓練
の実施校数(保育所、私立幼稚園、認定こども園)　　実施校/全
校、実施園/全園

保育所・幼稚園等の安全管理・安
全教育に関する国の通知や指針の
周知

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

保育所等の訪問時などにおいて安全管理に関する周知を継続して実施。

計画（P)
線表

　　　保育所・幼稚園等の安全管理・安全教育に関する国の通知や指針の周知

①100%②99.3%

③91.1%④90.0%
①99.6%②98.9%

③97.3%④95.8%

①100%②98.9%

③97.8%④92.9%

①100%②99.6%

③96.9%④96.9%



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №48 様式１

事業No. ３－１－（１）

担当課 生涯学習課

出発点(R４) 目標値(R８)

①97.3%
②97.2%

100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:      　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・安全計画の策定について通知発送（12月）
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（8～9月）

防災マニュアル作成率（100％）
避難訓練実施率（97.8％）
安全点検の実施率（96.6％）
安全対策の実施率（98.5％）

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・安全計画の策定について通知発送（12月）
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（9～10月）

防災・防犯マニュアル作成率（99.1%）
避難訓練実施率（99.1％）
安全点検の実施率（98.1％）
安全対策の実施率（99.4％）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業（放
課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（8～9月）

防災・防犯マニュアル作成率（99.1%）
避難訓練実施率（98.8％）
安全点検の実施率（96.6％）
安全対策の実施率（97.5％）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業（放
課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・危機管理対策研修会の実施（県内3箇所×
１回）
・安全対策研修会の実施（県内3箇所×１
回）
・避難訓練等の実施について通知発送（8
月、2月）
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（8～9月）

防災・防犯マニュアル作成率（100%）
避難訓練実施率（99.7％）
安全点検の実施率（92.6％）
安全対策の実施率（97.5％）

実施後の分析、検証

・全小学校区の97.3%に放課後児童クラブ又
は放課後子ども教室が設置された。
・放課後児童クラブ、放課後子ども教室にお
ける災害時対応マニュアルの整備率は100%、
避難訓練の実施率及び安全点検は100%近い実
施率となっており、防災意識の向上につな
がった。

・放課後児童クラブ、放課後子ども教室にお
ける災害時対応マニュアルの整備率、避難訓
練の実施率及び安全点検が98～99%の実施率
となっており、防災意識の向上につながっ
た。

・放課後児童クラブ、放課後子ども教室にお
ける災害時対応マニュアルの整備率、避難訓
練及び安全点検等の実施率は高い数値となっ
ているが、昨年度に比べ若干減少。各種研修
会の周知及び実施を継続することで、防災意
識の向上が必要。

・現場のニーズを踏まえ、安全対策研修会
（救急時における応急処置等）を実施し、参
加者の多くから好感触を得ることができた。
・災害時対応マニュアルの作成、避難訓練及
び安全対策の実施は、ほぼ全ての施設で行え
ている。一方で、安全点検への意識が下がっ
ている施設が見られたため、研修会やヒアリ
ング等で繰り返し呼びかけていく必要があ
る。

次年度の取組

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
　　（放課後児童クラブ、放課後子ども教
室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（6
月）　
・取組状況調査（9月）
・全市町村訪問（9～10月）

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
　　（放課後児童クラブ、放課後子ども教
室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（6
月）　
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（9～10月）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業（放
課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（7
月）　
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（8～9月）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業（放
課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（適
宜）　
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（6月）

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組①

児童等の安全の確保のための指針の周知及び助言

目指す姿
（目標）

放課後に子どもたちが安全・安心に過ごせる居場所
が確保されている。

目標
又は
指標

①放課後児童クラブや放課後子ども教室の実施校率（小学校）
R5までに100%
②放課後児童クラブ及び放課後子ども教室における学習支援の
実施率（小学校）R5までに100%

放課後児童対策パッケージ推進事
業(放課後児童クラブ、放課後子
ども教室)

・実施主体の市町村等に対して、
国が示す「放課後児童クラブ運営
指針」等の周知徹底
・市町村等が行う現場のマニュア
ル作成や見直し、安全点検、訓練
の実施等にかかる支援

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・全市町村訪問（8～10月）
・取組状況調査（8～9月）
・危険箇所等の点検等について通知発送
・避難訓練等の実施について通知発送
・防災対策研修会の実施（県内3箇所）
・小学校単位の防災出前講座の実施

計画（P)
線表

・国が示す「放課後児童クラブ運営指針」等の市町村等への周知徹底　…取組状況調査、市町村ヒアリング、避難訓練等及び安全点検の実施に関する通知等　 
・現場のマニュアル作成や見直し、安全点検、定期的な訓練の実施等を支援　…学び場人材バンクによる支援等

①97.3%

②97.2%

①97.8%

②97.5%

①97.3%

②98.8%

①97.1%

②96.0%



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №49 様式１

事業No. ３－１－（１）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１～３　学校警察連絡協議会、不審者対応訓
練、各種教室及びその他学校関係者やボラン
ティアが出席する会合等において、児童の安
全が確保されるよう、学校や通学路等におけ
る防犯についての指導・助言や地域安全情報
の提供を実施した。
４　県内全市町村の地域安全担当者等に対し
て防犯ボランティア団体への参加や、｢なが
ら見守り｣活動の実施をプロモートし、同活
動への取組を推進した。

１～３　学校警察連絡協議会、不審者対応訓
練、各種教室及びその他学校関係者やボラン
ティアが出席する会合等において、児童の安
全が確保されるよう、学校や通学路等におけ
る防犯についての指導・助言や地域安全情報
の提供を実施した。
４　県内全市町村の地域安全担当者等に対し
て防犯ボランティア団体への参加や、｢なが
ら見守り｣活動の実施をプロモートし、同活
動への取組を推進した。

１～３　学校警察連絡協議会、不審者対応訓
練、各種教室及びその他学校関係者やボラン
ティアが出席する会合等において、児童の安
全が確保されるよう、学校や通学路等におけ
る防犯についての指導・助言や地域安全情報
の提供を実施した。
４　各種会合やイベント等において、｢なが
ら見守り｣活動への参加を呼びかけた。

１～３　学校警察連絡協議会、不審者対応訓
練、各種教室及びその他学校関係者やボラン
ティアが出席する会合等において、児童の安
全が確保されるよう、学校や通学路等におけ
る防犯についての指導・助言や地域安全情報
の提供を実施した。
４　イベントや広報活動において｢ながら見
守り｣活動への参加を呼びかけた。

実施後の分析、検証

１～３　新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、多くの会合等が中止となり情報提供の
機会が失われた。　
１～３　保護者世代が集まる会合等、あらゆ
る機会を通じて指針を周知し、保護者との連
携を図る必要性がある。
４　学校関係者や地域住民による積極的な
「ながら見守り」活動の推進や、防犯活動に
対する意識高揚につながった。

１～３　新型コロナウイルス等感染予防措置
を講じながら、誘拐被害防止教室や不審者対
応訓練等の実施を継続する。
１～３　保護者世代が集まる会合等、あらゆ
る機会を通じて指針を周知し、保護者との連
携を図る必要性がある。
４　学校関係者や地域住民による積極的な
「ながら見守り」活動の推進や、防犯活動に
対する意識高揚につながった。

１～３　小学校や保育園等から依頼のあった
誘拐被害防止教室や不審者対応訓練等につい
て、積極的に実施する。
１～３　保護者世代が集まる会合等、あらゆ
る機会を通じて指針を周知し、保護者との連
携を図る必要性がある。
４　学校関係者や地域住民による積極的な
「ながら見守り」活動の推進や、防犯活動に
対する意識高揚につながった。

１～３　小学校や保育園等から依頼のあった
誘拐被害防止教室の開催、不審者対応訓練等
への参加を行った。
１～３　保護者世代が集まる会合等におい
て、通学路における子供の安全対策等の連携
を図った。
４　事業者、防犯活動団体、地域住民による
積極的な「ながら見守り」活動の推進や、防
犯活動に対する意識高揚につながった。

次年度の取組

１～４　学校関係者とは、会合等を介しての
情報提供が主となっており、定期的な連絡方
法について検討する必要がある。
１～４　感染症法上の５類に変更される等、
新型コロナウイルス感染防止施策が緩和され
ることから、各種会合等における積極的な情
報提供を実施していく。
４　｢ながら見守り｣活動の認知度を更に高め
るため、令和５年度にあっては、県内の全市
町村に加え、全教育委員会に対しても｢なが
ら見守り｣活動の普及を呼び掛けていく。

１～４　学校関係者とは、会合等を介しての
情報提供が主となっており、定期的な連絡方
法について検討する必要がある。
１～４　各種事故防止に留意しつつ、各種会
合等における積極的な情報提供を実施してい
く。
４　｢ながら見守り｣活動の認知度を更に高め
るため、各種会合やイベント等の機会を通じ
て、「ながら見守り」活動の普及を呼び掛け
ていく。

１～４　学校関係者とは、会合等を介しての
情報提供が主となっており、定期的な連絡方
法について検討する必要がある。
１～４　各種事故防止に留意しつつ、各種会
合等における積極的な情報提供を実施してい
く。
４　｢ながら見守り｣活動の認知度を更に高め
るため、各種会合やイベント等の機会を通じ
て、「ながら見守り」活動の普及を呼び掛け
ていく。

　学校等の設置者、児童の保護者、地域住民
と連携して、児童等が通学路等において犯罪
の被害に遭わないための取組を推進する。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組①

児童等の安全の確保のための指針の周知及び助言

目指す姿
（目標）

　不審者対応訓練の実施結果を踏まえた指導・助言
や不審者情報等の迅速な提供等により、児童等の安
全を確保する。

目標
又は
指標

　児童等の安全が確保されるよ
う、学校等の設置管理者に対し
て、「通学路等における児童等の
安全の確保のための指針」の周知
を図るとともに、必要な助言など
を行います。
　県立の施設については、「通学
路等における児童等の安全の確保
のための指針」に基づき、児童等
の安全対策の充実強化を図りま
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　学校関係者との連携強化
２　学校関係者等との会合、訓練、その他行事等への積極的参加
３　訓練等において児童等の安全確保のために必要な助言の実施
４　広報啓発による「ながら見守り」活動の地域社会への浸透

計画（P)
線表

【不審者対応訓練】･･･訓練実施結果に基づいた防犯指導・助言



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №50 様式１

事業No. ３－１－（２）

担当課 私学・大学支援課

出発点(R４) 目標値(R８)

78.9% 100.0%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・学校訪問を活用し、必要に応じた安全管理
マニュアルの見直しを要請している。
・危機管理マニュアルの見直しの実施校
　14校（73.7％）

・学校訪問を活用し、必要に応じた安全管理
マニュアルの見直しを要請している。
・危機管理マニュアルの見直しの実施校
　19校（100％）

・学校訪問を活用し、必要に応じた安全管理
マニュアルの見直しを要請している。
・危機管理マニュアルの見直しの実施校
　19校（100％）

・学校訪問を活用し、必要に応じた安全管理
マニュアルの見直しを要請している。
・危機管理マニュアルの見直しの実施校
　18校（94.7％）

実施後の分析、検証

・必要に応じてマニュアルの見直しがされて
いる。

・必要に応じてマニュアルの見直しがされて
いる。

・必要に応じてマニュアルの見直しがされて
いる。

・必要に応じてマニュアルの見直しがされて
いる。

次年度の取組

・学校訪問等を活用し、マニュアルの記載内
容の定期的な点検等を要請していく。

・学校訪問等を活用し、マニュアルの記載内
容の定期的な点検等を要請していく。

・学校訪問等を活用し、マニュアルの記載内
容の定期的な点検等を要請していく。

・学校訪問等を活用し、マニュアルの記載内
容の定期的な点検等を要請していく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組②

安全確保体制づくりの促進
･･･危機管理マニュアルの実効性を維持するため、点検や見直しを実施
する。

目指す姿
（目標）

安全管理のためのマニュアルが定期的に点検、見直
しされ、実行性のあるものとなっている。

目標
又は
指標

危機管理マニュアルの見直し：各学校各年度１回以上

各学校の設置・管理者により策定
されている危機管理マニュアルに
ついて、記載内容の定期的な点
検、必要に応じた見直しを実施
し、実行性のある内容を維持して
いくよう、働きかけます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・マニュアルの記載内容の定期的な点検や見直しの必要性について注意喚起していく。
・緊急時に教職員がマニュアルに沿った対応ができるよう、教職員への周知徹底等についても要請を行ってい
く。

計画（P)
線表

　　　【学校訪問】・・・各年度１回

73.7％ 100％100％ 94.7％



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №51 様式１

事業No. ３－１－（２）

担当課 障害福祉課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

事業所の実地指導等の際に、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュアル、事
故防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況等を確認し、必要な指
導を実施。

●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
　短期入所　4
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　15
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュアル、事
故防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況等を確認し、必要な指
導を実施。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　5
　短期入所　7
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　8
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュアル、事
故防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況等を確認し、必要な指
導を実施。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　6
　短期入所　12
　共同生活援助　7
　日中支援事業所（通所系）　12
　障害児通所事業所　11

事業所の実地指導等の際に、社会福祉施設防
災対策指針に基づく防災対策マニュアル、事
故防止マニュアル、感染症予防マニュアルな
どの策定及び取組状況等を確認し、必要な指
導を実施。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
  短期入所　8
  共同生活援助　9
  日中支援事業所（通所系）　19
  障害児通所事業所　10
　障害児入所施設　2

実施後の分析、検証

すべての施設・事業所で防災対策マニュアル
を策定済み。
各障害福祉サービス事業所等がそれぞれの立
地条件や災害の際の危険性を把握し、対応策
の検討、利用者への周知を図っている。
緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

すべての施設・事業所で防災対策マニュアル
を策定済み。
各障害福祉サービス事業所等がそれぞれの立
地条件や災害の際の危険性を把握し、対応策
の検討、利用者への周知を図っている。
緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

すべての施設・事業所で防災対策マニュアル
を策定済み。
各障害福祉サービス事業所等がそれぞれの立
地条件や災害の際の危険性を把握し、対応策
の検討、利用者への周知を図っている。
緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

すべての施設・事業所で防災対策マニュアル
を策定済み。
各障害福祉サービス事業所等がそれぞれの立
地条件や災害の際の危険性を把握し、対応策
の検討、利用者への周知を図っている。
緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

次年度の取組

引き続き、各種マニュアル及び訓練等の取組
状況について指定・更新や実地指導等の際に
確認し、必要に応じてマニュアルの見直し等
の助言・指導を行う。

引き続き、各種マニュアル及び訓練等の取組
状況について指定・更新や実地指導等の際に
確認し、必要に応じてマニュアルの見直し等
の助言・指導を行う。

引き続き、各種マニュアル及び訓練等の取組
状況について指定・更新や実地指導等の際に
確認し、必要に応じてマニュアルの見直し等
の助言・指導を行う。

引き続き、各種マニュアル及び訓練等の取組
状況について指定・更新や実地指導等の際に
確認し、必要に応じてマニュアルの見直し等
の助言・指導を行う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組②

安全確保体制づくりの促進
…危機管理マニュアルの実効性を維持するため、点検や見直しを実施
する。

目指す姿
（目標）

１　各施設において、防犯対策マニュアル等が整備
　され、施設における防犯体制が確立されている

目標
又は
指標

各施設において、不審者対応を盛
り込んだ防犯対策マニュアルや事
故防止マニュアル等に基づく訓練
の実施や定期的な見直しについて
助言、指導等を行う。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

障害福祉サービス事業所等に対して、各種マニュアル及び訓練等の取組状況について指定・更新や実地指導等の
際に確認し、必要に応じてマニュアルの見直し等の助言・指導を行う。

計画（P)
線表 　　　防犯対策マニュアル、事故防止マニュアル、防災マニュアル等の各種マニュアルに基づく訓練の実施や定期的な見直しを助言、指導



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №52 様式１

事業No. ３－１－（２）

担当課 子ども家庭課

出発点(R４) 目標値(R８)

全施設 全施設

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１．施設等への指導監査実施時において、
「児童福祉施設等における児童の安全の確保
について」の点検項目の取組状況の確認を実
施（R4：7回）
２．児童養護施設協議会施設長会等において
危機管理マニュアルや不審者侵入防止訓練等
の周知を図る（随時）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目の取組状況の確認を実施
（R5：6回）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目の取組状況の確認を実施
（R6：6回）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目の取組状況の確認を実施
（R7：6回）

実施後の分析、検証

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

次年度の取組

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設協議会施設長会等において危
機管理マニュアルや不審者侵入防止訓練等の
周知を図る。

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設協議会施設長会等において危
機管理マニュアルや不審者侵入防止訓練等の
周知を図る（随時）。

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設協議会施設長会等において危
機管理マニュアルや不審者侵入防止訓練等の
周知を図る（随時）。

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設協議会施設長会等において危
機管理マニュアルや不審者侵入防止訓練等の
周知を図る（随時）。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組②

安全確保体制づくりの促進
･･･危機管理マニュアルの実効性を維持するため、点検や見直しを実施
する。

目指す姿
（目標）

地域に開かれた施設づくりを推進し、地域と一体と
なって児童の安全確保ができている。

目標
又は
指標

①安全管理のためのマニュアルの策定：全施設
②防犯訓練の年１回以上の実施：全施設

①安全管理のためのマニュアルの
策定等の促進
 学校等において、様々なケース
を想定した危機管理マニュアルの
策定を促進します。
　また、児童福祉施設等の運営管
理マニュアルなどに防犯の視点が
盛り込まれるよう、働きかけま
す。
②不審者侵入防止訓練の実施の促
進
　児童福祉施設等職員などを対象
として、不審者の侵入を想定した
防犯訓練の実施を促進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・児童養護施設等に対して、指導監査実施時等に「児童福祉施設等における児童の安全の確保について」の点検
項目の取組状況の確認を行う。
・危機管理マニュアルの安全管理部分の具体的な記載や不審者侵入防止訓練の実施について指導を行う。

計画（P)
線表

　・施設への指導監査実施時においての確認及び働き掛け

　・児童養護施設協議会施設長会等での周知

全施設 全施設全施設 全施設



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №53 様式１

事業No. ３－１－（２）

担当課 学校安全対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

指標100％ 指標100％

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

1　安全教育研修会や危機管理マニュアルの見直しにつ
いて通知し、見直し状況をアンケートで調査した。また
県立学校については危機管理マニュアルをチェック表と
ともに提出させ、見直しを指導（危機管理マニュアル見
直し率100％：公立学校）
２　安全教育研修会等の機会で不審者対応訓練の有効性
を説明した。また、保護者・地域・関係機関・地域の防
犯組織等と連携した見守り活動等を啓発。
３　スクールガードリーダーによる学校への指導助言
（21市町村）
４　緊急事案情報の共有体制を構築していることによっ
て、不審者情報や爆破予告などの対応に迅速に対応でき
た。

１　安全教育研修会において校門管理等及び不審
者対応についての危機管理マニュアルでの見直し
を課題とし提出させた。その後、事務局でチェッ
クし返した。（危機管理マニュアル見直し率
100％：公立学校）
２　安全教育研修会で大阪教育大学附属池田小学
校長からの講義を通じて、不審者対応訓練の有効
性を説明した。
３　スクールガードリーダーによる学校への指導
助言（22市町村）
４　緊急事案情報の共有体制を構築していること
によって、不審者情報（コンビニ強盗）や爆破予
告などの対応に迅速に対応できた。

１　年度当初に県立学校、各市町村教育委員会
を通じて所管の学校に危機管理マニュアルの見
直しを依頼。年末に状況を調査。（危機管理マ
ニュアル見直し率100％：公立学校）
２　年度当初に県立学校及び各市町村教育委員
会を通じて所管の学校に地域と連携した見守り
体制の強化を依頼。
３　スクールガードリーダーによる学校への指
導助言や見守りを実施（22市町村）
４　緊急事案情報の共有体制を構築しているこ
とによって、爆破予告などの対応に迅速に対応
できた。

１　年度当初に県立学校、各市町村教育委員会を
通じて所管の学校に危機管理マニュアルの見直し
を依頼。年末に状況を調査。（危機管理マニュア
ル見直し率100％：公立学校）
２　年度当初に県立学校及び各市町村教育委員会
を通じて所管の学校に地域と連携した見守り体制
の強化を依頼。
３　スクールガードリーダーによる学校への指導
助言や見守りを実施（23市町村）
４　緊急事案情報の共有体制を構築していること
によって、不審者情報に対する学校及び市町村へ
の情報共有や爆破予告などへの対応が迅速にでき
た。

実施後の分析、検証

　不審者対応や交通事故対応、怪我や体調不良等の突発
的な事故対応等のあらゆるケースに備え、各学校のマ
ニュアルを充実するよう、今後も働きかけていく。
　全ての公立学校において、危機管理マニュアルの見直
しについての取組を行うことができた。
　不審者対応スキルと組織体制の必要性については一定
理解されていると思われるが、「不審者対応訓練」の実
施率が思うように向上していない。

　不審者対応や交通事故対応、怪我や体調不良等
の突発的な事故対応等のあらゆるケースに備え、
各学校のマニュアルを充実するよう、今後も働き
かけていく。
　全ての公立学校において、不審者侵入防止のた
めの対策（校門管理を含む３段階のチェック体
制）について危機管理マニュアルに落とし込むこ
とができた。
　防犯教育の実施率は90.2％と高いが、不審者対
応訓練については60.8％と低い状況になってい
る。

　不審者対応や交通事故対応、怪我や体調不良
等の突発的な事故対応等のあらゆるケースに備
え、各学校のマニュアルを充実するよう、今後
も働きかけていく。
　不審者侵入防止のための対策（校門管理を含
む３段階のチェック体制）については全ての公
立学校が危機管理マニュアルに記載できてい
る。
　防犯教育の実施率は90.4％と高いが、不審者
対応訓練については61.0％と低い状況になって
いる。

　不審者対応や交通事故対応、怪我や体調不良等
の突発的な事故対応等のあらゆるケースに備え、
各学校のマニュアルを充実するよう、今後も働き
かけていく。
　不審者侵入防止のための対策（校門管理を含む
３段階のチェック体制）については全ての公立学
校が危機管理マニュアルに記載できている。
　防犯教育の実施率は90.6％と高いが、不審者対
応訓練については、前年度より微増しているもの
の67.1％と低い状況になっている。

次年度の取組

１～３について、高知県安全安心まちづくり推進会議の
広報活動に引き続き参加し、広報啓発活動を充実させ
る。

１　危機管理マニュアルの見直しについては、研
修会の課題と連動させて見直しを図っていく。
２　不審者対応訓練の必要性と実施方法について
各学校に周知しながら、一層の啓発と指導を行っ
ていく。

１　危機管理マニュアルの見直しについては、
年度当初に見直しを依頼を行い、研修会の課題
と連動させて見直しを図っていく。
２　不審者対応訓練の必要性と実施方法につい
て各学校に周知しながら、一層の啓発と指導を
行っていく。
３　スクールガード・リーダーの巡回指導を実
施する市町村を増やすように市町村に働きかけ
ていく。
４　緊急事案が発生した時のために連絡体制を
更新していく。

１　危機管理マニュアルの見直しについては、年
度当初に見直しを依頼を行い、研修会の課題と連
動させて見直しを図っていく。
２　不審者対応訓練の必要性と実施方法について
各学校に周知しながら、一層の啓発と指導を行っ
ていく。
３　スクールガード・リーダーの巡回指導を実施
する市町村を増やすように市町村に働きかけてい
く。
４　緊急事案が発生した時のために連絡体制を更
新していく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組②

安全確保体制づくりの促進
･･･危機管理マニュアルの実効性を維持するため、点検や見直しを実施す
る。

目指す姿
（目標）

全ての学校における「危機管理マニュアル」の教職員の
共有・見直しの実施

目標
又は
指標

　公立学校における
　「危機管理マニュアル」の教職員の共有・
                     必要に応じた見直し（100％）

① 安全管理のためのマニュアル
の策定等の促進
　各学校で策定した危機管理マ
ニュアルを教職員で共有し、必要
に応じて見直すことにより、実効
性のあるマニュアルに整備しま
す。

② 不審者侵入防止訓練の実施の
促進 　
　教職員などを対象として、不審
者の侵入を想定した防犯訓練の実
施を促進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　各学校における危機管理マニュアルの見直しの推進
・各種研修会や通知等を通して周知
・市町村教育委員会による指導体制の促進
・危機管理マニュアルの教職員による共有や見直しの実施状況を、アンケート調査で把握、公表及び啓発
２　各学校における不審者対応訓練、保護者・地域・関係機関・地域の防犯組織等と連携した活動の啓発（各種研修会等において
有用性を説明）

３　スクールガード・リーダーによる学校等への指導助言
４　緊急事案情報の共有体制の更新（警察・県教委・市町村教委・学校）

計画（P)
線表

　安全教育研修会の実施

　危機管理マニュアルの共有・見直しの実施について、市町村教委への周知、各学校への働きかけ

  県立学校への指導助言　

　

100% 100％100％ 　100%



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №54 様式１

事業No. ３－１－（２）

担当課 幼保支援課

出発点(R４) 目標値(R８)

①100%②98.2%③
86.1%④81.0%

R4: R5: R6: R7: ①～④各100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・施設監査等の際に、保育所等の安全管理・
安全教育の実施状況についてヒアリングを行
い、取組の推進を要請。

・指導監査等の際に、各園の危機管理マニュ
アルを確認し、校外活動など、様々なケース
を想定したマニュアルの見直しを要請。

・指導監査の際に、各園の危機管理マニュ
アルを確認し、校外活動など、様々なケー
スを想定したマニュアルの見直しを要請。

・指導監査の際に、各園の危機管理マニュア
ルを確認し、校外活動など、様々なケースを
想定したマニュアルの見直しを要請。

実施後の分析、検証

・危機管理マニュアルの策定率については、
100％の園で作成済み。

・危機管理マニュアルが各園の実情や変化に
合ったものとなるように、引き続き見直しが
必要。

・危機管理マニュアルを策定していない園
については、職員には一定の対応手順は周
知しており、登園実態にあったマニュアル
の作成のための検討を進めている。
・危機管理マニュアルが各園の登園実態に
沿ったものとなるように、引き続き見直し
が必要。

・危機管理マニュアルの策定率については、
100％の園で作成済み。
・危機管理マニュアルが各園の登園実態に
沿ったものとなるように、引き続き見直しが
必要。

次年度の取組

・指導監査等の際に、各園の危機管理マニュ
アルを確認し、学校及び保育所、認可外保育
施設の設置・管理者による校外活動など、
様々なケースを想定したマニュアルの見直し
を要請し、内容の充実を図る。

・指導監査等の際に、各園の危機管理マニュ
アルを確認し、学校及び保育所、認可外保育
施設の設置・管理者による校外活動など、
様々なケースを想定したマニュアルの見直し
を要請し、内容の充実を図る。

・指導監査等の際に、各園の危機管理マ
ニュアルを確認し、学校及び保育所、認可
外保育施設の設置・管理者による校外活動
など、様々なケースを想定したマニュアル
の見直しを要請し、内容の充実を図る。

・指導監査等の際に、各園の危機管理マニュ
アルを確認し、学校及び保育所、認可外保育
施設の設置・管理者による校外活動など、
様々なケースを想定したマニュアルの見直し
を要請し、内容の充実を図る。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組②

安全確保体制づくりの促進
･･･危機管理マニュアルの実効性を維持するため、点検や見直しを実
施する。　

目指す姿
（目標）

各保育所・幼稚園等における安全管理・安全教育の
充実

目標
又は
指標

①危機管理マニュアルの策定率、②学校の安全点検の実施率(保
育所、私立幼稚園、認定こども園)･･･数値目標：100％
③子ども(又は④教職員)に対する防犯教室や防犯に関する訓練
の実施校数(保育所、私立幼稚園、認定こども園)　　実施校/全
校、実施園/全園

保育所等への指導監査等を通じた
危機管理マニュアルの策定･見直
しの促進

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

保育所等への指導監査等を通じた危機管理マニュアルの策定・見直しの促進。

計画（P)
線表

　　保育所等への指導監査等を通じた危機管理マニュアルの策定･見直しの促進

①100%②98.9%

③97.8%④92.9%
①100%②99.6%

③96.9%④96.9%

①100%②99.3%

③91.1%④90.0%
①99.6%②98.9%

③97.3%④95.8%



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №55 様式１

事業No. ３－１－（２）

担当課 生涯学習課

出発点(R４) 目標値(R８)

①97.3%
②97.2%

100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・安全計画の策定について通知発送（12
月）
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（8～9月）

防災マニュアル作成率（100％）
避難訓練実施率（97.8％）
安全点検の実施率（96.6％）
安全対策の実施率（98.5％）

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・安全計画の策定について通知発送（12
月）
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（9～10月）

防災・防犯マニュアル作成率（99.1%）
避難訓練実施率（99.1％）
安全点検の実施率（98.1％）
安全対策の実施率（99.4％）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（8～9月）

防災・防犯マニュアル作成率（99.1%）
避難訓練実施率（98.8％）
安全点検の実施率（96.6％）
安全対策の実施率（97.5％）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・危機管理対策研修会の実施（県内3箇所×
１回）
・安全対策研修会の実施（県内3箇所×１
回）
・避難訓練等の実施について通知発送（8
月、2月）
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（8～9月）

防災・防犯マニュアル作成率（100%）
避難訓練実施率（99.7％）
安全点検の実施率（92.6％）
安全対策の実施率（97.5％）

実施後の分析、検証

・全小学校区の97.3%に放課後児童クラブ又
は放課後子ども教室が設置された。
・放課後児童クラブ、放課後子ども教室に
おける災害時対応マニュアルの整備率は
100%、避難訓練の実施率及び安全点検は
100%近い実施率となっており、防災意識の
向上につながった。

・放課後児童クラブ、放課後子ども教室に
おける災害時対応マニュアルの整備率、避
難訓練の実施率及び安全点検が98～99%の実
施率となっており、防災意識の向上につな
がった。

・放課後児童クラブ、放課後子ども教室に
おける災害時対応マニュアルの整備率、避
難訓練及び安全点検等の実施率は高い数値
となっているが、昨年度に比べ若干減少。
各種研修会の周知及び実施を継続すること
で、防災意識の向上が必要。

・現場のニーズを踏まえ、安全対策研修会
（救急時における応急処置等）を実施し、
参加者の多くから好感触を得ることができ
た。
・災害時対応マニュアルの作成、避難訓練
及び安全対策の実施は、ほぼ全ての施設で
行えている。一方で、安全点検への意識が
下がっている施設が見られたため、研修会
やヒアリング等で繰り返し呼びかけていく
必要がある。

次年度の取組

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
　　（放課後児童クラブ、放課後子ども教
室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（6
月）　
・取組状況調査（9月）
・全市町村訪問（9～10月）

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
　　（放課後児童クラブ、放課後子ども教
室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（6
月）　
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（9～10月）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（7
月）　
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（8～9月）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（適
宜）　
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（6月）

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども
等の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組②

安全確保体制づくりの促進
･･･危機管理マニュアルの実効性を維持するため、点検や見直しを実
施する。

目指す姿
（目標）

放課後に子どもたちが安全・安心に過ごせる居場所
が確保されている。

目標
又は
指標

①放課後児童クラブや放課後子ども教室の実施校率（小学校）
R5までに100%
②放課後児童クラブ及び放課後子ども教室における学習支援の
実施率（小学校）R5までに100%

放課後児童対策パッケージ推進
事業(放課後児童クラブ、放課後
子ども教室)

・実施主体の市町村等に対し
て、国が示す「放課後児童クラ
ブ運営指針」等の周知徹底
・市町村等が行う現場のマニュ
アル作成や見直し、安全点検、
訓練の実施等にかかる支援

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・全市町村訪問（8～10月）
・取組状況調査（8～9月）
・危険箇所等の点検等について通知発送
・避難訓練等の実施について通知発送
・防災対策研修会の実施（県内3箇所）
・小学校単位の防災出前講座の実施

計画（P)
線表

①97.3%

②97.2%

①97.8%

②97.5%

①97.3%

②98.8%

①97.1%

②96.0%

・国が示す「放課後児童クラブ運営指針」等の市町村等への周知徹底　…取組状況調査、市町村ヒアリング、避難訓練等及び安全点検の実施に関する通知等　 
・現場のマニュアル作成や見直し、安全点検、定期的な訓練の実施等を支援　…学び場人材バンクによる支援等



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №56 様式１

事業No. ３－１－（２）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，２　各警察署で、学校、幼稚園、保育所
における不審者対応訓練を実施し、情報共有
の結果や訓練の反省点等を基に安全管理マ
ニュアルの見直しについて指導・助言した。

１，２　各警察署で、学校、幼稚園、保育所
における不審者対応訓練を実施し、情報共有
の結果や訓練の反省点等を基に安全管理マ
ニュアルの見直しについて指導・助言した。

１，２　各警察署で、学校、幼稚園、保育所
における不審者対応訓練を実施し、情報共有
の結果や訓練の反省点等を基に防犯マニュア
ルの見直しについて指導・助言した。

１，２　各警察署で、学校等における不審者
対応訓練に参加し、様々な想定での訓練を行
い、被害の未然防止対策や不審者対応要領に
ついて指導・助言を行った。

実施後の分析、検証

１，２　新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、訓練の中止又は規模の縮小があり、
予定どおりの訓練は実施できなかった。
１，２　訓練を実施した際には、新型コロナ
ウイルス感染拡大防止に十分に注意しつつ、
それぞれの状況に応じて効果的な訓練を実施
した。

１，２　新型コロナウイルス感染症が５類に
移行してからは訓練再開となり、コロナ渦前
の実施回数を上回った。
１，２　訓練を実施した際には、新型コロナ
ウイルス等感染防止に十分に留意しつつ、そ
れぞれの状況に応じて効果的な訓練を実施し
た。

１，２　不審者対応について関心を持つ施設
が増えたことにより、昨年の実施回数を上
回った。
１，２　訓練を実施した際には、各種事故防
止に十分に留意しつつ、それぞれの状況に応
じて効果的な訓練を実施した。

１，２　限られた人員を派遣して訓練に参加
しているが、訓練を実施する学校等に偏りが
あるので、派遣先を選定するなど、効果的な
運用を図る必要がある。

次年度の取組

１，２　感染症法上の５類に変更される等、
新型コロナウイルス感染防止施策が緩和され
ることから、感染防止に配意したうえ、積極
的な訓練を実施していく。

１，２　各種事故防止に留意しつつ、積極的
な訓練を実施していく。

１，２　各種事故防止に留意しつつ、積極的
な訓練を実施していく。

１，２　訓練を通じて学校等の行う不審者対
策の充実と資器材の整備を図る。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組②

安全確保体制づくりの促進
･･･危機管理マニュアルの実効性を維持するため、点検や見直しを実施
する。　

目指す姿
（目標）

　効果的な防犯訓練等により、教職員等が事案発生
時に執るべき対応を身につける。

目標
又は
指標

不審者対応訓練：
学校等と事前調整の上、年100回以上

　教職員などを対象として、不審
者の侵入を想定した防犯訓練の実
施を促進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　実際に発生するおそれのある事案を想定した不審者対応訓練の実施
２　学校関係者との会合への積極的参加

計画（P)
線表

【不審者対応訓練】･･･効果的な訓練の実施

R4 不審者対応

訓練:161回

R6 不審者対応

訓練：257回

R5 不審者対応

訓練：241回

R7 不審者対応

訓練：283回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №57 様式１

事業No. ３－１－（３）

担当課 私学・大学支援課

出発点(R４) 目標値(R８)

年１回 年１回

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・家庭や地域、関係機関との連携体制
　3校（30％）
・通学路の安全点検の実施
　11校（57.9％）
　※症学校2校（100％）

・家庭や地域、関係機関との連携体制
　3校（30％）
・通学路の安全点検の実施
　11校（57.9％）
　※小学校2校（100％）

・家庭や地域、関係機関との連携体制
　5校（50％）
・通学路の安全点検の実施
　17校（89.5％）
　※小学校2校（100％）

・家庭や地域、関係機関との連携体制
　6校（60％）
・通学路の安全点検の実施
　18校（94.7％）
　※小学校2校（100％）

実施後の分析、検証

・積極的に地域や団体と関わり、児童の安全
活動につなげている。
・地域の方々との交流を図っている。

・積極的に地域や団体と関わり、児童の安全
活動につなげている。
・地域の方々との交流を図っている。

・積極的に地域や団体と関わり、児童の安全
活動につなげている。
・地域の方々との交流を図っている。

・積極的に地域や団体と関わり、児童の安全
活動につなげている。
・地域の方々との交流を図っている。

次年度の取組

・学校訪問等を活用し、児童の安全が図られ
るよう要請を行っていく。

・学校訪問等を活用し、児童の安全が図られ
るよう要請を行っていく。

・学校訪問等を活用し、児童の安全が図られ
るよう要請を行っていく。

・学校訪問等を活用し、児童の安全が図られ
るよう要請を行っていく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組③

児童等の見守り活動等の推進
･･･登下校時の見守り活動やセーフティーステーションの設置の働きか
けを行う。

目指す姿
（目標）

学校及び保護者の連携により通学の安全が守られて
いる。

目標
又は
指標

学校訪問：各年度１回

各学校において通学の安全が守ら
れるよう、注意喚起を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・学校と保護者において、児童の通学の安全が図られるよう要請を行っていく。

計画（P)
線表

　　　【学校訪問】・・・各年度１回

年１回 年１回年１回 年１回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №58 様式１

事業No. ３－１－（３）

担当課 障害福祉課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

事業所の実地指導等の際に、防犯体制や訓練
の実施、地域との交流等について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
　短期入所　4
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　15
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、防犯体制や訓練
の実施、地域との交流等について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　5
　短期入所　7
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　8
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、防犯体制や訓練
の実施、地域との交流等について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　6
　短期入所　12
　共同生活援助　7
　日中支援事業所（通所系）　12
　障害児通所事業所　11

事業所の実地指導等の際に、防犯体制や訓練
の実施、地域との交流等について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
  短期入所　8
  共同生活援助　9
  日中支援事業所（通所系）　19
  障害児通所事業所　10
　障害児入所施設　2

実施後の分析、検証

緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

次年度の取組

障害福祉サービス事業所等が地域住民と交流
を促進し、開かれた事業所運営をすること
で、障害のある児童等についての理解を深め
ていただき、安全確保の取組を促進するよ
う、必要に応じて実地指導時などに助言を行
う。

障害福祉サービス事業所等が地域住民と交流
を促進し、開かれた事業所運営をすること
で、障害のある児童等についての理解を深め
ていただき、安全確保の取組を促進するよ
う、必要に応じて実地指導時などに助言を行
う。

障害福祉サービス事業所等が地域住民と交流
を促進し、開かれた事業所運営をすること
で、障害のある児童等についての理解を深め
ていただき、安全確保の取組を促進するよ
う、必要に応じて実地指導時などに助言を行
う。

障害福祉サービス事業所等が地域住民と交流
を促進し、開かれた事業所運営をすること
で、障害のある児童等についての理解を深め
ていただき、安全確保の取組を促進するよ
う、必要に応じて実地指導時などに助言を行
う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組③

児童等の見守り活動等の推進
…登下校時の見守り活動やセーフティーステーションの設置の働きか
けを行う。

目指す姿
（目標）

１　地域に開かれた施設として、地域と一体となっ
　た障害者が安心して暮らせる環境が実現

目標
又は
指標

各施設の送迎体制の確認や、地域
に開かれた運営を行い、地域住民
と日ごろから交流を進めること
で、障害者の見守りや不審者の発
見等防犯体制の強化につながる取
組を進めるよう助言を行う。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

　障害福祉サービス事業所等が地域住民と交流を促進し、開かれた事業所運営をすることで、障害のある児童等
についての理解を深めていただき、安全確保の取組を促進するよう、実地指導時などに助言を行う。

計画（P)
線表 　　　障害福祉施設における送迎体制等についての確認や必要な助言

　　　施設が開かれた施設運営を行うため、日頃から地域住民との交流を促進するなどの取組内容等の確認、助言



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №59 様式１

事業No. ３－１－（３）

担当課 子ども家庭課

出発点(R４) 目標値(R８)

全施設 全施設

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１．施設等への指導監査実施時において、
「児童福祉施設等における児童の安全の確保
について」の点検項目の取組状況の確認を実
施（R4：7回）
２．児童養護施設協議会施設長会等において
地域における見守り活動など効果的な安全確
保の取組の周知を図る（随時）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目の取組状況の確認を実施
（R5：6回）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目の取組状況の確認を実施
（R6：6回）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目の取組状況の確認を実施
（R7：6回）

実施後の分析、検証

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

次年度の取組

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設協議会施設長会等において地
域における見守り活動など効果的な安全確保
の取組の周知を図る。

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設協議会施設長会等において地
域における見守り活動など効果的な安全確保
の取組の周知を図る（随時）。

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設協議会施設長会等において地
域における見守り活動など効果的な安全確保
の取組の周知を図る（随時）。

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設協議会施設長会等において地
域における見守り活動など効果的な安全確保
の取組の周知を図る（随時）。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組③

児童等の見守り活動等の推進
･･･登下校時の見守り活動やセーフティーステーションの設置の働きか
けを行う。

目指す姿
（目標）

地域に開かれた施設づくりを推進し、地域と一体と
なって児童の安全確保ができている。

目標
又は
指標

指針に基づいた児童の安全確保ができている：全施設

　児童福祉施設等の設置・管理
者、保護者、地域住民、事業者、
地域活動団体と連携して、児童福
祉施設等における見守り活動など
の効果的な安全確保の取組を実施
します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・児童養護施設等に対して、指導監査実施時等に「児童福祉施設等における児童の安全の確保について」の点検
項目の取組状況の確認を行う。
・地域住民等と連携しながら地域と一体となった見守り活動など効果的な安全確保の取組を働き掛ける。

計画（P)
線表

全施設 全施設全施設 全施設

　・施設への指導監査実施時においての確認及び働き掛け

　・児童養護施設協議会施設長会等での周知



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №60 様式１

事業No. ３－１－（３）

担当課 学校安全対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

指標100％ 指標100％

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

1　安全教育研修会等において、スクールガー
ド・リーダー連絡協議会の市町村担当者や学
校安全担当教員等へ「防犯教室」の実施、
「地域安全マップ」の作成・活用を依頼し
た。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）の報告書を各学校に配付し啓発を行っ
た。
３　学校安全対策課ホームページ等にマップ
作成のポイントや好事例を掲載した。

１・２　高知県スクールガード・リーダー連
絡協議会を開催し、巡回指導の継続実施と効
果的な見守り活動の依頼。スクールガード
（学校安全ボランティア）との見守り活動の
強化について依頼
３　学校安全対策課ホームページ等に取り組
み事例（実践報告書等）を記載
４　市町村指導事務担当者会等で地域ぐるみ
で児童生徒を見守る体制（登下校防犯プラ
ン）の整備・充実を依頼

１・２　高知県スクールガード・リーダー連絡
協議会を開催し、巡回指導の継続実施と効果的
な見守り活動の依頼。スクールガード（学校安
全ボランティア）との見守り活動の強化につい
て依頼
３　学校安全対策課ホームページ等に取り組み
事例（実践報告書等）を記載
４　市町村指導事務担当者会等で地域ぐるみで
児童生徒を見守る体制（登下校防犯プラン）の
整備・充実を依頼。年度当初に各市町村教育委
員会に地域と連携した見守り体制の充実を依頼

１・２　高知県スクールガード・リーダー連絡
協議会を開催し、巡回指導の継続実施と効果的
な見守り活動の依頼。スクールガード（学校安
全ボランティア）との見守り活動の強化につい
て依頼
３　学校安全対策課ホームページ等に取り組み
事例（実践報告書等）を記載
４　市町村指導事務担当者会等で地域ぐるみで
児童生徒を見守る体制（登下校防犯プラン）の
整備・充実を依頼。年度当初に各市町村教育委
員会に地域と連携した見守り体制の充実を依頼

実施後の分析、検証

１・２　スクールガード・リーダーによる巡
回指導は、学校や保護者等に対して、防犯だ
けでなく、交通安全の視点でも助言があり、
通学路における子どもの安全確保につながっ
ている。全ての市町村で通学路の安全確保が
なされるよう啓発する必要がある。
３　モデル地域の市町村及び拠点校の実践発
表は、保護者・地域・関係機関と連携した通
学路の安全確保の取組を啓発する良い機会と
なっている。
４　年度当初の通知文だけでは、連携強化は
不十分なので、研修等で機会があれば協働体
勢を強化するように市町村担当者との連携が
とれるようにする必要がある。

１・２　スクールガード・リーダーによる巡
回指導は、防犯だけでなく、交通安全の視点
においても、通学路における子どもの安全確
保につながっている。全ての市町村で通学路
の安全確保がなされるよう啓発する必要があ
る。
３　モデル地域の市町村及び拠点校の実践発
表は、保護者・地域・関係機関と連携した通
学路の安全確保の取組を啓発する良い機会と
なっている。
４　会議・研修等で協働体勢を強化するよう
に市町村担当者との連携がとれるようにする
必要がある。

１・２　スクールガード・リーダーによる巡回
指導は、防犯だけでなく、交通安全の視点にお
いても、通学路における子どもの安全確保につ
ながっている。全ての市町村で通学路の安全確
保がなされるよう啓発する必要がある。スクー
ルガード・リーダーの高齢化等に伴い実施日数
が減少した市長村もある。
３　モデル地域の市町村及び拠点校の実践発表
は、保護者・地域・関係機関と連携した通学路
の安全確保の取組を啓発する良い機会となって
いる。
４　会議・研修等で協働体勢をさらに強化する
ように市町村担当者との連携がとれるようにす
る必要がある。

１・２　スクールガード・リーダーによる巡回
指導は、防犯だけでなく、交通安全の視点にお
いても、通学路における子どもの安全確保につ
ながっている。全ての市町村で通学路の安全確
保がなされるよう啓発する必要がある。スクー
ルガード・リーダーの高齢化等に伴い実施日数
が減少した市町村もある。
３　モデル地域の市町村及び拠点校の実践発表
は、保護者・地域・関係機関と連携した通学路
の安全確保の取組を啓発する良い機会となって
いる。
４　会議・研修等で協働体勢をさらに強化する
ように市町村担当者との連携がとれるようにす
る必要がある。

次年度の取組

１～３について、高知県安全安心まちづくり
推進会議の広報活動に引き続き参加し、広報
啓発活動を充実させる。

１　スクールガード・リーダー44名を委嘱し
実施する。（R4：43人→R5：44人）
２　高知県スクールガード・リーダー連絡協
議会やその他機会において、引き続き働きか
け、通学路の組織だった見守り活動を強化し
ていく。
３　学校安全総合支援事業（生活安全・交通
安全）の実施市町村及び拠点校を増やすとと
もに、実践的な取組事例を多く紹介できるよ
うにする。
４　引き続きスクールガードや関係市町村等
と学校が連携・協働できるように各会議・研
修会等で連絡していく。

１・２　スクールガード・リーダーによる巡回
指導は、防犯だけでなく、交通安全の視点にお
いても、通学路における子どもの安全確保につ
ながっている。全ての市町村で通学路の安全確
保がなされるよう啓発する必要がある。スクー
ルガード・リーダーの高齢化等に伴い実施日数
が減少した市長村もある。
３　モデル地域の市町村及び拠点校の実践発表
は、保護者・地域・関係機関と連携した通学路
の安全確保の取組を啓発する良い機会となって
いる。
４　会議・研修等で協働体勢をさらに強化する
ように市町村担当者との連携がとれるようにす
る必要がある。

１　スクールガード・リーダー46名を委嘱し実
施する。（R7：45名→R8：46名
２　高知県スクールガード・リーダー連絡協議
会やその他機会において、引き続き働きかけ、
通学路の組織だった見守り活動を強化してい
く。
３　学校安全総合支援事業（生活安全・交通安
全）の実施市町村及び拠点校を増やすととも
に、実践的な取組事例を多く紹介できるように
する。
４　引き続きスクールガードや関係市町村等と
学校が連携・協働できるように各会議・研修会
等で連絡していく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組③

児童等の見守り活動等の推進
･･･登下校時の見守り活動やセーフティーステーションの設置の働きか
けを行う。

目指す姿
（目標）

スクールガード組織率の向上による、学校と地域・
関係団体等との連携の強化
小学校におけるスクールガード（学校安全ボラン
ティア）による見守り活動の充実

目標
又は
指標

　スクールガード（学校安全ボランティア）や地域住民等の活
動の状況を把握し、見守り活動等の登下校の安全対策について
家庭や地域、関係機関等との連携・協働体制ができている小学
校の割合（100％）

 学校等の設置・管理者、保護
者、地域住民、事業者、地域活動
団体と連携して、学校等における
見守り活動などの効果的な安全確
保の取組を実施します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　スクールガード・リーダーによる巡回指導の継続実施と効果的な見守り活動の促進
２　スクールガード（学校安全ボランティア）等の見守り活動の促進及び充実・強化について、市町村教育委員会
への働きかけ（市町村担当者会の実施等）
３　高知県学校安全総合支援事業（生活安全・交通安全）の実施市町村及び拠点校による先進的な取組と啓発
４　スクールガードや関係市町村等と学校との連携・協働体制の強化

計画（P)
線表

　市町村教委や県立学校に、学校・保護者・地域・関係団体等が連携した見守り体制づくりを働きかけ

  市町村教委に、スクールガード・リーダー配置やスクールガードの組織化と活動の充実に向けての働きかけ

　地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業担当者会における説明　

  安全教育（生活安全）のモデル地域の市町村（拠点校）による取組と啓発

100% 100％100％  　100%



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №61 様式１

事業No. ３－１－（３）

担当課 生涯学習課

出発点(R４) 目標値(R８)

①96.4%
②91.6%
③97.3%

100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　地域学校協働推進事業
・運営費等補助
・活動内容の充実と人材育成
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組
支援（4月～）
・市町村訪問（9～10月）

２　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（8～9月）

１　地域学校協働推進事業
・運営費等補助
・活動内容の充実と人材育成
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組
支援（4月～）
・市町村訪問（9～10月）

２　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（9～10月）

１　地域学校協働推進事業
・運営費等補助
・活動内容の充実と人材育成
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組
支援（4月～）
・市町村訪問（8～9月）

２　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（8～9月）

１　地域学校協働推進事業
・運営費等補助
・活動内容の充実と人材育成
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組
支援（4月～）
・市町村訪問（8～9月）

２　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（8～9月）

実施後の分析、検証

１　地域学校協働活動推進事業
・地域学校協働本部の設置は順調に進んでお
り、コロナ禍でも工夫しながら協働活動を計
画的に実施する学校が見られた。地域学校協
働本部が設置された学校数　小：172校、
中：89校、義務教育学校4校

２　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・全小学校区の97.3%に放課後児童クラブ又
は放課後子ども教室が設置された。
・防災・防犯対策研修会や、安全計画の策定
について通知を行い、防災意識の向上につな
がった。

１　地域学校協働活動推進事業
 地域学校協働本部が設置された学校数　
小：181校、中：89校、義務教育学校4校
・市町村や学校によって活動内容に差がある
ため、活動の充実に向けて地域コーディネー
ターの確保・育成を継続する。

２　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・全小学校区の97.3%に放課後児童クラブ又
は放課後子ども教室が設置された。
・防災・防犯対策研修会や、安全計画の策定
について通知を行い、防災意識の向上につな
がった。

１　地域学校協働活動推進事業
 地域学校協働本部が設置された学校数　
小：176校、中：85校、義務教育学校4校
・県内全ての小中学校において、高知県版地
域学校協働本部の設置を達成。
・一方で、市町村や学校によって活動内容に
差があるため、活動の充実に向けて地域コー
ディネーターの確保・育成を継続する。

２　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・全小学校区の97.8%に放課後児童クラブ又
は放課後子ども教室が設置された。
・防災・防犯対策研修会や、安全計画の策定
について通知を行い、防災意識の向上につな
がった。

１　地域学校協働活動推進事業
 地域学校協働本部が設置された学校数　
小：171校、中：85校、義務教育学校4校
・県内全域に地域学校協働本部という活動の
基盤が構築されているが、市町村や学校に
よって活動内容に差があるため、活動の充実
を図っていく必要がある。

２　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・全小学校区の97.1%に放課後児童クラブ又
は放課後子ども教室が設置された。
・危機管理や安全対策に関する研修会の実施
や、防災訓練の実施について通知を行い、防
災意識の向上につながった。

次年度の取組

１　地域学校協働活動推進事業
・運営費等補助
・高知県版地域学校協働本部(市町村推進
校）の決定・取組支援、現状確認等（4月
～）
市町村訪問（9～10月）

２　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助

１　地域学校協働活動推進事業
・運営費等補助
・高知県版地域学校協働本部(市町村推進
校）の決定・取組支援、現状確認等（4月
～）
・市町村訪問（9～10月）

２　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助

１　地域学校協働活動推進事業
・運営費等補助
・高知県版地域学校協働本部(市町村推進
校）の決定・取組支援、現状確認等（4月
～）
・市町村訪問（8～9月）

２　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助

１　地域学校協働活動推進事業
・運営費等補助
・高知県版地域学校協働本部(市町村推進
校）の決定・取組支援、現状確認等（4月
～）
・市町村訪問（8～9月）

２　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組③

児童等の見守り活動等の推進

目指す姿
（目標）

１学校や地域の実情に応じ、幅広い地域住民等の参
画を得て、地域全体で子どもたちを見守り育てる仕
組みが構築されている。
２放課後に子どもたちが安全・安心に過ごせる居場
所が確保されている。

目標
又は
指標

①地域学校協働本部の設置率（小・中学校）：R5までに100％
②高知県版地域学校協働本部の仕組みを構築した小・中学校
　の割合：R5までに100％
③放課後児童クラブ又は放課後子ども教室の実施校率（小学
　校）：R5までに100％

１地域学校協働活動推進事業

・地域学校協働本部の活動内容の
充実及び高知県版地域学校協働本
部への展開にかかる取組を推進

２放課後児童対策パッケージ推進
事業(放課後児童クラブ、放課後
子ども教室)

・放課後等の子どもたちの安全・
安心な居場所づくりと学びの場の
充実を図る

計画（P)
線表

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　地域学校協働活動推進事業
・訪問活動等による市町村や学校への助言等
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組支援（4月～）

２　放課後児童対策パッケージ推進事業（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・全市町村訪問（8～10月）
・取組状況調査（8～9月）
・危険箇所等の点検等について通知発送
・避難訓練等の実施について通知発送　
・防災対策研修会の実施（県内3箇所）
・小学校単位の防災出前講座の実施

①100%

②100%

③97.8%

①100%

②97.4%

③97.3%

①100%

②100%

③97.1%

①96.4%

②91.6%

③97.3%

・地域学校協働本部の活動内容の充実にかかる取組　…実践ハンドブック・活動事例集等を活用した訪問等による市町村や学校への助言、取組状況調査、市町村ヒアリング等

・高知県版地域学校協働本部への展開にかかる取組　…市町村毎の設置計画に基づく実施校への訪問等による個別支援、民生委員・児童委員との連携促進等

・安全・安心な居場所づくりと学びの場の充実　…放課後児童クラブ・放課後子ども教室の設置及び活動内容の充実、取組状況調査、市町村ヒアリング、学び場人材バンクによる支援等



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №62 様式１

事業No. ３－１－（３）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　各種会合において、「通学路安全の日」に
ついて広報した。
２　「通学路安全の日」に、学校関係者、防犯
ボランティア団体等と連携し、登校する児童の
見守り活動を実施した。
３　青色防犯パトロール団体に対して、不審者
情報等について情報提供し、登下校時の児童に
対する声かけを依頼した。
４　県内全市町村の地域安全担当者等に対して
防犯ボランティア団体への参加や、｢ながら見守
り｣活動の実施をプロモートし、同活動への取組
を推進した。
５，６　各種会議等において、セーフティス
テーションや青色回転灯装備車両による活動の
重要性等の説明や参加促進に関する講話を実施
した。
５，７　令和３年末の「子供110番の家」設置数
2775軒、「子供110番の車」指定台数912台（令
和４年末は令和５年５月下旬集計予定）

１　各種会合において、「通学路安全の日」につ
いて広報した。
２　「通学路安全の日」に、学校関係者、防犯ボ
ランティア団体等と連携し、登校する児童の見守
り活動を実施した。
３　青色防犯パトロール団体に対して、不審者情
報等について情報提供し、登下校時の児童に対す
る声かけを依頼した。
４　県内全市町村の地域安全担当者等に対して防
犯ボランティア団体への参加や、｢ながら見守り｣
活動の実施をプロモートし、同活動への取組を推
進した。
５，６　各種会議等において、セーフティステー
ションや青色回転灯装備車両による活動の重要性
等の説明や参加促進に関する講話を実施した。
５，７　令和５年３月末の「子供110番の家」設置
数2,681軒、「子供110番の車」指定台数1,143台
（令和５年末は令和６年５月下旬集計予定）

１　各種会合において、「通学路安全の日」
について広報した。
２　「通学路安全の日」に、学校関係者、防
犯ボランティア団体等と連携し、登校する児
童の見守り活動を実施した。
３　Yahoo!アプリ等を活用して、不審者情報
等を情報提供し、登下校時の児童に対する声
かけを依頼した。
４　各種会合やイベント等において、｢ながら
見守り｣活動への参加を呼びかけた。
５，６　各種会議等において、セーフティス
テーションや青色回転灯装備車両による活動
の重要性等の説明や参加促進に関する講話を
実施した。
５，７　令和６年３月末の「子供110番の家」
設置数2,682軒、「子供110番の車」指定台数
846台（令和６年末は令和７年５月下旬集計予
定）

１,４　チラシ、ラジオ広報等により「通学路
安全の日」、「ながら見守り」活動について
広報した。
２　「通学路安全の日」に、学校関係者、防
犯ボランティア団体等と連携し、児童の見守
り活動を実施した。
３　Yahoo!アプリ等を活用して、不審者情報
等を提供し、登下校時の児童に対する声かけ
を依頼した。
５～７　子供110番の家等のセーフティステー
ション活動や青色回転灯装備車両による活動
について啓発するとともに、実施者に対する
不審者情報等の提供を行った。
　令和７年３月末の「子供110番の家」設置数
2,489軒、「子供110番の車」指定台数786台
（令和７年末は令和８年５月下旬集計予定）

実施後の分析、検証

１，２，４　「通学路安全の日」に関する広報
に併せて、「ながら見守り」活動推進に関する
広報啓発を実施した。
２，３　不審者情報が増加傾向にある下校時間
帯について、見守り活動や声かけ運動を強化し
た。
４　市町村の地域安全担当者から｢ながら見守
り｣を実施したいとの問い合わせがある等、各地
区における同活動の浸透が図られた。
５～７　セーフティーステーションとしての
「子供110番の家」及び「子供110番の車」につ
いては、継続的な推進及び広報により、地域住
民に浸透してきてるものであるが、いずれも登
録減少の傾向にある。

１，２，４　「通学路安全の日」に関する広報に
併せて、「ながら見守り」活動推進に関する広報
啓発を実施した。
２，３　不審者情報が増加傾向にある下校時間帯
について、見守り活動や声かけ運動を強化した。
４　市町村の地域安全担当者から｢ながら見守り｣
を実施したいとの問い合わせがある等、各地区に
おける同活動の浸透が図られた。
５～７　セーフティーステーションとしての「子
供110番の家」及び「子供110番の車」について
は、継続的な推進及び広報により、地域住民に浸
透してきている。

１，２，４　「通学路安全の日」に関する広
報に併せて、「ながら見守り」活動推進に関
する広報啓発を実施した。
２，３　不審者情報が増加傾向にある下校時
間帯について、見守り活動や声かけ運動を強
化した。
４　各種会議等において、｢ながら見守り｣を
協力する等の声があり、同活動の浸透が図ら
れた。
５～７　セーフティーステーションとしての
「子供110番の家」及び「子供110番の車」に
ついては、継続的な推進及び広報により、地
域住民に浸透してきている。

　「通学路安全の日」「ながら見守り」の広
報や関係団体等との共同実施を行い、広報啓
発に努めた。
　ＳＮＳ等を活用して不審者情報を直ちに広
めるなど、子供の見守り活動が有効に機能す
るように努めた。
　子供110番の家や車といったセーフティース
テーション活動について広報し、地域住民へ
のセーフティーステーション活動が浸透して
きている。

次年度の取組

１～３　「通学路安全の日」について、継続的
な広報と活動を実施していく。
４　「ながら見守り」活動の認知度を更に高め
るため、令和５年度にあっては、県内の全市町
村に加え、全教育委員会に対しても｢ながら見守
り｣活動の普及を呼び掛けていく。
５～７　減少傾向にあるセーフティーステー
ションの広報啓発方法について、検討していく
ことが必要である。

１～３　「通学路安全の日」について、継続的な
広報と活動を実施していく。
４　「ながら見守り」活動の認知度を更に高める
ため、各種会合やイベント等の機会を通じて「な
がら見守り｣活動の普及を呼び掛けていく。
５～７　セーフティーステーションの担い手が高
齢化していることから、普及について検討してい
くことが必要である。

１～３　「通学路安全の日」について、継続
的な広報と活動を実施していく。
４　「ながら見守り」活動の認知度を更に高
めるため、各種会合やイベント等の機会を通
じて「ながら見守り｣活動の普及を呼び掛けて
いく。
５～７　セーフティーステーションの担い手
が高齢化していることから、普及について検
討していくことが必要である。

　「通学路安全の日」「ながら見守り」活動
について、継続的な広報と活動を実施し、活
動の裾野を拡大していく。
　子供110番の家や車といったセーフティース
テーション活動への参加を促し、地域として
子供を守る体制づくりを推進する。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組③

児童等の見守り活動等の推進
･･･登下校時の見守り活動やセーフティーステーションの設置の働きか
けを行う。

目指す姿
（目標）

　関係機関等と連携し、「ながら見守り活動」やセー
フティーステーション設置を展開する等、地域ぐるみ
で取り組み、児童等の見守り活動活動の重要性を浸透
させる。

目標
又は
指標

「通学路安全の日」における子ども見守り活動（８月のぞく）：年11
回

　学校等の設置管理者、保護者、
地域住民、地域活動団体等と連携
して、通学路等における登下校時
のパトロール活動や子供見守り活
動等の効果的な安全対策を実施す
るとともに、通学路等における児
童等への声かけ運動を推進しま
す。
　「子供110番の家」をはじめとし
た児童等の緊急避難所（セーフ
ティステーション）が、学校や地
域の状況等に応じて適切に設置さ
れるよう、県民及び事業者に対し
て働き掛けます。
　また、「子供110番の家」などの
設置者に対して、不審者情報の提
供や防犯指導を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　「通学路安全の日」に関する広報活動の実施
２　「通学路安全の日」における登下校時間帯に合わせた街頭見守り活動やパトロール活動
３　関係団体に対する犯罪情勢や地域安全情報の提供及び連携強化
４　「ながら見守り」の推進による学校、保護者、防犯ボランティア団体及び事業者と協働した見守り活動
５　「子供110番の家・車」の指定数の拡充
６　各職域団体へセーフティーステーションの取組内容を説明及び参加を呼びかけ

７　「子供110番の家」設置者に対する地域の情勢に応じた防犯指導及び助言

計画（P)
線表

【「通学路安全の日」における見守り活動】･･･制度への取組及び参加者拡大のための広報

【防犯活動団体等との連携】･･･防犯活動団体等との情報交換等による連携の強化

【「ながら見守り活動」の推進】･･･「ながら見守り活動」に関する広報等による見守り活動への参加促進

【「子供110番の家｣の設置促進】･･･通学路等を考慮した効果的な設置

【セーフティステーションへの取組促進】･･･各種職域団体への取組の働き掛け

【「子供110番の家」設置者に対する防犯指導】･･･地域の情勢に応じたタイムリーかつ効果的な防犯指導

R4 街頭防犯

活動:11回

R6 街頭防犯

活動：11回

R5 街頭防犯

活動：11回

R7 街頭防犯

活動：11回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №63 様式１

事業No. ３－１－（４）

担当課 障害福祉課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

事業所の実地指導等の際に、防犯体制や訓練
の実施、地域との交流等について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
　短期入所　4
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　15
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、防犯体制や訓練
の実施、地域との交流等について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　5
　短期入所　7
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　8
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、防犯体制や訓練
の実施、地域との交流等について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　6
　短期入所　12
　共同生活援助　7
　日中支援事業所（通所系）　12
　障害児通所事業所　11

事業所の実地指導等の際に、防犯体制や訓練
の実施、地域との交流等について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
  短期入所　8
  共同生活援助　9
  日中支援事業所（通所系）　19
  障害児通所事業所　10
　障害児入所施設　2

実施後の分析、検証

緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

次年度の取組

　障害福祉サービス事業所等において、防災
対策マニュアルなどに基づき、定期的な防犯
訓練等が実施されるよう、必要に応じて助言
を行う。

　障害福祉サービス事業所等において、防災
対策マニュアルなどに基づき、定期的な防犯
訓練等が実施されるよう、必要に応じて助言
を行う。

障害福祉サービス事業所等において、防災対
策マニュアルなどに基づき、定期的な防犯訓
練等が実施されるよう、必要に応じて助言を
行う。

障害福祉サービス事業所等において、防災対
策マニュアルなどに基づき、定期的な防犯訓
練等が実施されるよう、必要に応じて助言を
行う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組④

児童等への安全教育の充実

目指す姿
（目標）

１　各施設において、防犯対策マニュアル等が整備
　され、施設における防犯体制が確立されている

目標
又は
指標

各施設の利用者に対して、防犯等
の安全対策に関する相談支援や生
活支援を実施、障害者の見守りや
不審者の発見など、防犯体制の強
化につながる取組を進めるよう助
言を行う。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

　障害福祉サービス事業所等において、防災対策マニュアルなどに基づき、定期的な防犯訓練等が実施されるよ
う、助言を行う。

計画（P)
線表 　　　防犯対策マニュアル、事故防止マニュアル、防災マニュアル等の各種マニュアルの整備、防犯・防災対策の実施を助言



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №64 様式１

事業No. ３－１－（４）

担当課 子ども家庭課

出発点(R４) 目標値(R８)

全施設 全施設

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目にある入所児童に対する安全
管理についての指導に対する取組状況の確認
を実施（R4：7回）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目にある入所児童に対する安全
管理についての指導に対する取組状況の確認
を実施（R5：6回）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目にある入所児童に対する安全
管理についての指導に対する取組状況の確認
を実施（R6：6回）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目の取組状況の確認を実施
（R7：6回）

実施後の分析、検証

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

次年度の取組

引き続き、施設等への指導監査実施時におい
て、「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目にある入所児童に
対する安全管理についての指導に対する取組
状況の確認を実施するとともに、体験・参加
型の安全教育の実施状況についても確認して
いく。

引き続き、施設等への指導監査実施時におい
て、「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目にある入所児童に
対する安全管理についての指導に対する取組
状況の確認を実施するとともに、体験・参加
型の安全教育の実施状況についても確認して
いく。

引き続き、施設等への指導監査実施時におい
て、「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目にある入所児童に
対する安全管理についての指導に対する取組
状況の確認を実施するとともに、体験・参加
型の安全教育の実施状況についても確認して
いく。

引き続き、施設等への指導監査実施時におい
て、「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目にある入所児童に
対する安全管理についての指導に対する取組
状況の確認を実施するとともに、体験・参加
型の安全教育の実施状況についても確認して
いく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組④

児童等への安全教育の充実

目指す姿
（目標）

地域に開かれた施設づくりを推進し、地域と一体と
なって児童の安全確保ができている。

目標
又は
指標

指針に基づいた児童の安全確保ができている：全施設

　児童福祉施設等の設置・管理
者、保護者及び関係機関などと連
携して、児童等が犯罪の被害に遭
わないための参加・体験型の効果
的な安全教育の充実に努めます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・児童養護施設等に対して、指導監査実施時等に「児童福祉施設等における児童の安全の確保について」の点検
項目にある入所児童に対する安全管理についての指導に対する取組状況を確認し、体験・参加型の安全教育の実
施状況についても確認する。

計画（P)
線表

全施設 全施設全施設 全施設

　・施設への指導監査実施時においての確認及び働き掛け

　・児童養護施設協議会施設長会等での周知



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №65 様式１

事業No. ３－１－（４）

担当課 私学・大学支援課

出発点(R４) 目標値(R８)

年１回 年１回

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・児童等を対象とした防犯教室の実施
　12校（63.2％）

・児童等を対象とした防犯教育の実施
　11校（57.9％）

・児童等を対象とした防犯教育の実施
　12校（63.2％）

・児童等を対象とした防犯教育の実施
　18校（94.7％）

実施後の分析、検証

・関係機関と連携した防犯教室等により、安
全教育が実施されている。

・関係機関と連携した防犯教室等により、安
全教育が実施されている。

・関係機関と連携した防犯教室等により、安
全教育が実施されている。

・関係機関と連携した防犯教室等により、安
全教育が実施されている。

次年度の取組

・学校訪問等を活用し、安全教育について要
請を行っていく。

・学校訪問等を活用し、安全教育について要
請を行っていく。

・学校訪問等を活用し、安全教育について要
請を行っていく。

・学校訪問等を活用し、安全教育について要
請を行っていく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組④

児童等への安全教育の充実

目指す姿
（目標）

防犯教室が定着して開催されている
目標
又は
指標

学校訪問：各年度１回

各学校の設置・管理者が保護者及
び関係機関などと連携して、児童
等が犯罪の被害に遭わないための
効果的な安全教育の充実に努める
よう、働きかけます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・児童生徒の安全の確保のため、学校や保護者、関係機関が連携して行う安全教育について要請を行っていく。

計画（P)
線表

　　　【学校訪問】・・・各年度１回

年１回 年１回年１回 年１回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №66 様式１

事業No. ３－１－（４）

担当課 学校安全対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

指標100％ 指標100％

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

1　安全教育研修会等において、スクール
ガード・リーダー連絡協議会の市町村担当者
や学校安全担当教員等へ「防犯教室」の実
施、「地域安全マップ」の作成・活用を依頼
した。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）の報告書を各学校に配付し啓発を行っ
た。
３　学校安全対策課ホームページ等にマップ
作成のポイントや好事例を掲載した。

1　安全教育研修会等において、大阪教育大
学附属池田小学校長を講師に、不審者対応に
ついて研修を実施した。
安全マップについてはホームページ等で情報
提供を行った。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）の報告書を各学校に配付し啓発を行っ
た。
３　学校安全対策課ホームページ等にマップ
作成のポイントや好事例を掲載した。

1　安全教育研修会やスクールガード・リー
ダー連絡協議会において、学校や市町村教育
委員会担当者に対して、不審者対応について
必要性を説明した。
安全マップについてはホームページ等で情報
提供を行った。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）の報告書を各学校に配付し啓発を行っ
た。
３　学校安全対策課ホームページ等にマップ
作成のポイントや好事例を掲載した。

1　安全教育研修会やスクールガード・リー
ダー連絡協議会において、学校や市町村教育
委員会担当者に対して、不審者対応について
必要性を説明した。
安全マップについてはホームページ等で情報
提供を行った。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）の報告書を各学校に配付し啓発を行っ
た。
３　学校安全対策課ホームページ等にマップ
作成のポイントや好事例を掲載した。

実施後の分析、検証

１各種会議や研修会での啓発は、子どもたち
を犯罪から守るための取組の重要性を共有す
る良い機会となっている。各学校での防犯教
室の実施については、その有用性や取組の成
果を紹介しながら継続して促し、実施率を向
上させていく。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）実施市町村及び拠点校報告書を各学校に
配付し啓発を行っているが、防犯に係る安全
教育の実施率は100％ではない。
３　児童生徒が安全に関する意識を持ち、地
域の安全を考えるための地域安全マップの教
育効果を研修できる機会を提供できた。さら
に、安全マップを活用した安全教育の推進に
取り組んでいく。

１　大阪教育大学附属池田小学校児童殺傷事
件から20年以上が経ち、改めて研修を行うこ
とで参加者に不審者対応について、考えても
らう機会となった。その結果アンケートで
は、防犯教育の実施率は90.2％と高い数値で
あった。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）実施市町村及び拠点校報告書を各学校に
配付するとともにホームページにも掲載し、
啓発を行っている。
３　ホームページに「地域安全マップ」を活
用した安全教育の実践事例の紹介、啓発を
行った。

１　安全教育研修会をはじめとする研修会等
で防犯教育の必要性について説明してきた。
その結果アンケートでは、防犯教育の実施率
は90.4％と高い数値であった。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）実施市町村及び拠点校報告書を各学校に
配付するとともにホームページにも掲載し、
啓発を行っている。
３　ホームページに「地域安全マップ」を活
用した安全教育の実践事例の紹介、啓発を
行った。

１　安全教育研修会をはじめとする研修会等
で防犯教育の必要性について説明してきた。
その結果アンケートでは、防犯教育の実施率
は90.6％と高い数値であった。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）実施市町村及び拠点校報告書を各学校に
配付するとともにホームページにも掲載し、
啓発を行っている。
３　ホームページに「地域安全マップ」を活
用した安全教育の実践事例の紹介、啓発を
行った。

次年度の取組

１～３について、高知県安全安心まちづくり
推進会議の広報活動に引き続き参加し、広報
啓発活動を充実させる。

１については安全教育研修会においてアン
ケート結果と防犯教室の実施について周知し
ていく。
２については高知県学校安全総合支援事業
（生活安全）実施市町村及び拠点校が少ない
ため、取り組む拠点校を増やすとともに、紹
介事例を多くする。
３については引き続き実施し、安全教育の実
践事例の情報を発信していく。

１　安全教育研修会をはじめとする各種研修
や会議においてアンケート結果と防犯教育の
必要性について周知していく。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）実施市町村及び拠点校が少ないため、取
り組む拠点校を増やすとともに、紹介事例を
多くする。
３　ホームページで引き続き安全教育の実践
事例の情報発信し啓発を行う。

１　安全教育研修会をはじめとする各種研修
や会議においてアンケート結果と防犯教育の
必要性について周知していく。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）実施市町村及び拠点校が少ないため、取
り組む拠点校を増やすとともに、紹介事例を
多くする。
３　ホームページで引き続き安全教育の実践
事例の情報発信し啓発を行う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組④

児童等への安全教育の充実

目指す姿
（目標）

「防犯教室」等の安全教育による、児童生徒等の危
険予測、危機回避能力の向上

目標
又は
指標

各学校における、防犯に係る安全教育（生活安全）
の実施率（100％）

① 防犯教室等の開催
　学校等の設置・管理者、保護者
及び関係機関などと連携して、児
童等が犯罪の被害に遭わないため
の参加・体験型の効果的な安全教
育の充実に努めます。

② 安全マップ作成の促進　
　児童等の危険予測能力、危険回
避能力を高めるため、学校の設
置・管理者に対して、安全マップ
の作成による安全教育を行うよう
働きかけます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　安全教育研修会等において、市町村担当者及び学校安全担当教員へ「防犯教室」等の実施に向けて説明（実
施状況や有用性、事例紹介等）や「地域安全マップ」の作成・活用・有用性を説明
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安全）実施市町村及び拠点校の実践報告による啓発
３　「地域安全マップ」を活用した安全教育の実践事例の紹介、啓発

計画（P)
線表

  安全教育研修会の実施

　市町村教委や県立学校に、自らの命を守るために必要な資質・能力を育成する安全教育の実施を働きかけ　

  拠点校を中心とした「安全マップ」作成による安全教育の取組と普及

　

90.3％ 90.4％90.2％  90.6％



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №67 様式１

事業No. ３－１－（４）

担当課 幼保支援課

出発点(R４) 目標値(R８)

①100%②98.2%③
86.1%④81.0%

R4 R5 R6 R7 ①～④各100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・施設監査等の際に、保育所等の安全管理・
安全教育の実施状況についてヒアリングを行
い、取組の推進を要請。
・防犯教室等が未実施の園に対して実施を要
請。

・施設監査等の際に、保育所等の安全管理・
安全教育の実施状況についてヒアリングを行
い、取組の推進を要請。
・防犯教室等が未実施の園に対して実施を要
請。

・施設監査等の際に、保育所等の安全管
理・安全教育の実施状況についてヒアリン
グを行い、取組の推進を要請。
・防犯教室等が未実施の園に対して実施を
要請。

・施設監査等の際に、保育所等の安全管理・
安全教育の実施状況についてヒアリングを行
い、取組の推進を要請。
・防犯教室等が未実施の園に対して実施を要
請。

実施後の分析、検証

子どもに対する防犯教室の実施率は
91.1%(R3:86.1%)、教職員に対する防犯教室
の実施率は90.0%(R3:81.0%)である。引き続
き、あらゆる場面を通じて防犯教室等の開催
の必要性を十分に理解してもらい、実施に向
けて要請していく必要がある。

子どもに対する防犯教室の実施率は
97.8%(R4:91.1%)、教職員に対する防犯教室
の実施率は92.9%(R4:90.0%)である。引き続
き、あらゆる場面を通じて防犯教室等の開催
の必要性を十分に理解してもらい、実施に向
けて要請していく必要がある。

子どもに対する防犯教室の実施率は97.3％
(R5:97.8％)、教職員に対する防犯教室の
実施率は95.8％(R5:92.9%)である。引き続
き、あらゆる場面を通じて防犯教室等の開
催の必要性を十分に理解してもらい、実施
に向けて要請していく必要がある。

子どもに対する防犯教室の実施率は
96.9%(R6:97.3％)、教職員に対する防犯教室
の実施率は96.9%(R6:95.8％)である。引き続
き、あらゆる場面を通じて防犯教室等の開催
の必要性を十分に理解してもらい、実施に向
けて要請していく必要がある。

次年度の取組

・指導監査等の債に、保育所等における安全
管理・安全教育の必要性の周知を図るととも
に、防犯教室等の実施を要請する。

・指導監査等の際に、保育所等における安全
管理・安全教育の必要性の周知を図るととも
に、防犯教室等の実施を要請する。

・指導監査等の際に、保育所等における安
全管理・安全教育の必要性の周知を図ると
ともに、防犯教室等の実施を要請する。

・指導監査等の際に、保育所等における安全
管理・安全教育の必要性の周知を図るととも
に、防犯教室等の実施を要請する。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組④

児童等への安全教育の充実

目指す姿
（目標）

各保育所・幼稚園等における安全管理・安全教育の
充実

目標
又は
指標

①危機管理マニュアルの策定率、②学校の安全点検の実施率(保育所、私立
幼稚園、認定こども園)･･･数値目標：100％
③子ども(又は④教職員)に対する防犯教室や防犯に関する訓練の実施校数
(保育所、私立幼稚園、認定こども園)　　実施校/全校、実施園/全園

保育所・幼稚園等の安全管理・安
全教育に関する国の通知や指針の
周知

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

保育所等の訪問時などにおいて安全管理に関する周知を継続して実施。

計画（P)
線表

　　　あああ

①99.6%②98.9%

③97.3%④95.%％

①100%②98.9%

③97.8%④92.9%

　　　保育所・幼稚園等の安全管理・安全教育に関する国の通知や指針の周知

①100%②99.3%

③91.1%④90.0%

①100%②99.6%

③96.9%④96.9%



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №68 様式１

事業No. ３－１－（４）

担当課 生涯学習課

出発点(R４) 目標値(R８)

①97.3%
②97.2%

100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・安全計画の策定について通知発送（12
月）
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（8～9月）

防災マニュアル作成率（100％）
避難訓練実施率（97.8％）
安全点検の実施率（96.6％）
安全対策の実施率（98.5％）

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
　　（放課後児童クラブ、放課後子ども教
室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・安全計画の策定について通知発送（12
月）
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（9～10月）

防災・防犯マニュアル作成率（99.1％）
避難訓練実施率（99.1％）
安全点検の実施率（98.1％）
安全対策の実施率（99.4％）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（8～9月）

防災・防犯マニュアル作成率（99.1%）
避難訓練実施率（98.8％）
安全点検の実施率（96.6％）
安全対策の実施率（97.5％）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・危機管理対策研修会の実施（県内3箇所×
１回）
・安全対策研修会の実施（県内3箇所×１
回）
・避難訓練等の実施について通知発送（8
月、2月）
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（8～9月）

防災・防犯マニュアル作成率（100%）
避難訓練実施率（99.7％）
安全点検の実施率（92.6％）
安全対策の実施率（97.5％）

実施後の分析、検証

・全小学校区の97.3%に放課後児童クラブ又
は放課後子ども教室が設置された。
・放課後児童クラブ、放課後子ども教室に
おける災害時対応マニュアルの整備率は
100%、避難訓練の実施率及び安全点検は
100%近い実施率となっており、防災意識の
向上につながった。

・放課後児童クラブ、放課後子ども教室に
おける災害時対応マニュアルの整備率、避
難訓練の実施率及び安全点検が98～99%の実
施率となっており、防災意識の向上につな
がった。

・放課後児童クラブ、放課後子ども教室に
おける災害時対応マニュアルの整備率、避
難訓練及び安全点検等の実施率は高い数値
となっているが、昨年度に比べ若干減少。
各種研修会の周知及び実施を継続すること
で、防災意識の向上が必要。

・現場のニーズを踏まえ、安全対策研修会
（救急時における応急処置等）を実施し、
参加者の多くから好感触を得ることができ
た。
・災害時対応マニュアルの作成、避難訓練
及び安全対策の実施は、ほぼ全ての施設で
行えている。一方で、安全点検への意識が
下がっている施設が見られたため、研修会
やヒアリング等で繰り返し呼びかけていく
必要がある。

次年度の取組

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（6
月）
・取組状況調査（9月）
・全市町村訪問（9～10月）

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（6
月）　
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（9～10月）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（7
月）　
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（8～9月）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（適
宜）　
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（6月）

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども
等の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組④

児童等への安全教育の充実

目指す姿
（目標）

放課後に子どもたちが安全・安心に過ごせる居場所
が確保されている。

目標
又は
指標

①放課後児童クラブや放課後子ども教室の実施校率（小学校）
R5までに100%
②放課後児童クラブ及び放課後子ども教室における学習支援の
実施率（小学校）R5までに100%

放課後児童対策パッケージ推進
事業(放課後児童クラブ、放課後
子ども教室)

・実施主体の市町村等に対し
て、国が示す「放課後児童クラ
ブ運営指針」等の周知徹底
・市町村等が行う現場のマニュ
アル作成や見直し、安全点検、
訓練の実施等にかかる支援

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・全市町村訪問（8～10月）
・取組状況調査（8～9月）
・危険箇所等の点検等について通知発送
・避難訓練等の実施について通知発送
・防災対策研修会の実施（県内3箇所）
・小学校単位の防災出前講座の実施

計画（P)
線表

①97.3%

②97.2%

①97.8%

②97.5%

①97.3%

②98.8%

①97.1%

②96.0%

・国が示す「放課後児童クラブ運営指針」等の市町村等への周知徹底　…取組状況調査、市町村ヒアリング、避難訓練等及び安全点検の実施に関する通知等　 
・現場のマニュアル作成や見直し、安全点検、定期的な訓練の実施等を支援　…学び場人材バンクによる支援等



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №69 様式１

事業No. ３－１－（４）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１～３　幼稚園、保育所等で、児童参加型の
不審者対応訓練実施後、誘拐被害防止教室を
実施した。
４，５　「子供110番の家」設置箇所や不審
者情報等、安全マップ作成に必要な地域安全
情報を提供した。

１～３　幼稚園、保育所等で、児童参加型の
不審者対応訓練実施後、誘拐被害防止教室を
実施した。
４，５　防犯教室等で「子供110番の家」が
児童等を守るための緊急避難場所であるとい
う役割を周知させた。

１～３　幼稚園、保育所等で、児童参加型の
不審者対応訓練実施後、誘拐被害防止教室を
実施した。
４，５　防犯教室等で「子供110番の家」が
児童等を守るための緊急避難場所であるとい
う役割を周知させた。

１～３　幼稚園、保育所等で、児童参加型の
不審者対応訓練実施後、誘拐被害防止教室を
実施した。
４，５　防犯教室等で「子供110番の家」が
児童等を守るための緊急避難場所であること
を周知させ、学校等が安全マップを作成する
際には、子供110番の家の設置場所の情報等
を提供した。

実施後の分析、検証

１～５　新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、教室の中止又は規模の縮小があり、
予定どおりの訓練や教室の開催はできなかっ
た。
１～５　訓練や教室を開催した際には、新型
コロナウイルス感染拡大防止に十分に注意し
つつ、それぞれの状況に応じて効果的な訓練
や教室を開催した。

１～５　新型コロナウイルス感染症が５類に
移行してからは訓練再開となり、前年の実施
回数を上回った。
１～５　訓練や教室を開催した際には、新型
コロナウイルス等感染拡大防止に十分に注意
しつつ、それぞれの状況に応じて効果的な訓
練や教室を開催した。

１～５　訓練や教室を開催した際には、各種
事故防止に十分に注意しつつ、それぞれの状
況や各施設の要望に応じて効果的な訓練や教
室を開催した。

　小学校の新入学生等、通学環境が変わる児
童への通学路における安全教育を実施し、危
険を回避する能力の涵養に努めており、今後
も継続した取組が必要である。

次年度の取組

１～３　感染症法上の５類に変更される等、
新型コロナウイルス感染防止施策が緩和され
ることから、感染防止に配意したうえ、積極
的な安全教室を実施していく。
４，５　安全マップについては、作成のみで
終わることなく、児童に対する安全教育に活
用してくよう各学校に働きかける必要があ
る。

１～３　各種事故防止に留意したうえ、積極
的に安全教室を実施していく。
４，５　安全マップの作成を通じて、児童に
対する安全教育に積極的に活用してくよう各
学校への働きかけを推進する。

１～３　各種事故防止に留意したうえ、積極
的に安全教室を実施していく。
４，５　安全マップの作成を通じて、児童に
対する安全教育に積極的に活用してくよう各
学校への働きかけを推進する。

　児童の特性を踏まえた分かりやすい安全教
育を実施していく。
　子供110番の家など、児童を見守る存在が
あることを周知させ、非常時に有効活用でき
るよう安全教育を推進する。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組④

児童等への安全教育の充実

目指す姿
（目標）

　児童等が危険に直面した際に、自ら身を守ること
ができる能力や知識を身につける。

目標
又は
指標

誘拐被害防止教室の開催：
学校等と事前調整の上、年100回以上

　学校等の設置管理者、保護者及
び関係機関等と連携して、児童等
が犯罪被害に遭わないための、参
加・体験型の安全教育の充実に努
めます。
　児童等の危険予測能力、危険回
避能力を高めるため、学校の設置
管理者に対して、安全マップの作
成による安全教育を行うよう働き
掛けます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　学校及び保育園等における誘拐被害防止教室の実施
２　学校及び保育園等における児童参加型不審者訓練の推進
３　学校及び保育園等に対する「子供110番の家」の内容周知
４　緊急避難場所の継続的な把握及び学校施設等に対する設置場所の情報提供
５　学校等と協働した安全マップの作成及びマップを活用した安全教育の推進

計画（P)
線表

【誘拐被害防止教室の開催】･･･危険回避能力向上のための効果的な教室の開催

【「子供110番の家」等の周知】･･･児童等を守るための緊急避難場所等の周知

【「子供110番の家」等の指定状況の提供】･･･児童等を守るための緊急避難場所等に関する情報提供

R4 誘拐被害防止

教室:182回

R6 誘拐被害防

止教室：193回

R5 誘拐被害防

止教室：253回

R7 誘拐被害防

止教室：218回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №70 様式１

事業No. ３－１－（５）

担当課 障害福祉課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

事業所の実地指導等の際に、防犯体制や訓練
の実施について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
　短期入所　4
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　15
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、防犯体制や訓練
の実施について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　5
　短期入所　7
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　8
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、防犯体制や訓練
の実施について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　6
　短期入所　12
　共同生活援助　7
　日中支援事業所（通所系）　12
　障害児通所事業所　11

事業所の実地指導等の際に、防犯体制や訓練
の実施について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
  短期入所　8
  共同生活援助　9
  日中支援事業所（通所系）　19
  障害児通所事業所　10
　障害児入所施設　2

実施後の分析、検証

緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

緊急時対応への不審者対策の盛り込みや、定
期的な防犯訓練を実施している事業所は少な
い。

次年度の取組

障害福祉サービス事業所等の利用者の安全を
確保するため、施設の防犯体制や設備の点
検、計画的な整備など、実地指導時などに確
認し、必要に応じて助言を行う。

障害福祉サービス事業所等の利用者の安全を
確保するため、施設の防犯体制や設備の点
検、計画的な整備など、実地指導時などに確
認し、必要に応じて助言を行う。

障害福祉サービス事業所等の利用者の安全を
確保するため、施設の防犯体制や設備の点
検、計画的な整備など、実地指導時などに確
認し、必要に応じて助言を行う。

障害福祉サービス事業所等の利用者の安全を
確保するため、施設の防犯体制や設備の点
検、計画的な整備など、実地指導時などに確
認し、必要に応じて助言を行う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組⑤

防犯環境整備の促進

目指す姿
（目標）

１　各施設において、防犯対策マニュアル等が整備
　され、施設における防犯体制が確立されている

目標
又は
指標

各施設において、不審者対応を盛
り込んだ防犯対策マニュアルや事
故防止マニュアルを策定するよう
助言し、安全対策の実施、体制の
確立に取り組む。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

　障害福祉サービス事業所等の利用者の安全を確保するため、施設の防犯体制や設備の点検、計画的な整備な
ど、実地指導時などに確認し、助言を行う。

計画（P)
線表 　　　実地指導を中心に、防犯対策マニュアル、事故防止マニュアル、防災マニュアル等の各種マニュアルの整備、防犯・防災対策の実施を助言



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №71 様式１

事業No. ３－１－(５）

担当課 子ども家庭課

出発点(R４) 目標値(R８)

全施設 全施設

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１．施設等への指導監査実施時において、
「児童福祉施設等における児童の安全の確保
について」の点検項目の取組状況の確認を実
施（R4：7回）
２．児童養護施設協議会施設長会等において
施錠設備や防犯設備等の定期的な点検整備を
働きかけていく（随時）

１．施設等への指導監査実施時において、
「児童福祉施設等における児童の安全の確保
について」の点検項目の取組状況の確認を実
施（R5：6回）
２．児童養護施設協議会施設長会等において
施錠設備や防犯設備等の定期的な点検整備を
働きかけていく（随時）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目の取組状況の確認を実施
（R6：6回）

施設等への指導監査実施時において、「児童
福祉施設等における児童の安全の確保につい
て」の点検項目の取組状況の確認を実施
（R7：6回）

実施後の分析、検証

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

計画どおり、確認・周知を行っているが、よ
り効果的な啓発方法を検討し、さらなる確
認・周知を徹底していく。

次年度の取組

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設協議会施設長会等において施
錠設備や防犯設備等の定期的な点検整備を働
きかけていく。

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設協議会施設長会等において施
錠設備や防犯設備等の定期的な点検整備を働
きかけていく。

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設等に対して、「学校等におけ
る児童等の安全の確保のための指針｣の周知
を図る（随時）。

引き続き、以下の取組を行うとともに、他の
機会も活用しながら、さらなる周知啓発に努
めていく。
1.児童養護施設等に対して、指導監査実施時
等に「児童福祉施設等における児童の安全の
確保について」の点検項目の取組状況の確認
を行う。
2.児童養護施設等に対して、「学校等におけ
る児童等の安全の確保のための指針｣の周知
を図る（随時）。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組⑤

防犯環境整備の促進

目指す姿
（目標）

地域に開かれた施設づくりを推進し、地域と一体と
なって児童の安全確保ができている。

目標
又は
指標

指針に基づいた児童の安全確保ができている：全施設

児童福祉施設等へ不審者が侵入し
て、児童等へ危害を加えることを
防ぐため、児童福祉施設等の設
置・管理者に対して、施設・設備
の整備と定期的な安全点検を実施
するよう、働きかけます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・児童養護施設等に対して、指導監査実施時等に「児童福祉施設等における児童の安全の確保について」の点検
項目にある施設整備面における安全確保がとれているかを確認し、防犯設備の充実を図る。
・施錠設備や防犯設備等の定期的な点検整備を施設に働きかける。

計画（P)
線表

全施設 全施設全施設 全施設

　・施設への指導監査実施時においての確認及び働き掛け

　・児童養護施設協議会施設長会等での周知



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №72 様式１

事業No. ３－１－（５）

担当課 私学・大学支援課

出発点(R４) 目標値(R８)

年１回 年１回

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・学校施設の安全点検の実施
　19校（100％）
・学校安全対策に係る助成（私立学校運営費
　補助金）の活用
　18校（94.4％）

・学校施設の安全点検の実施
　19校（100％）
・学校安全対策に係る助成（私立学校運営費
　補助金）の活用
　17校（94.4％）

・学校施設の安全点検の実施
　19校（100％）
・学校安全対策に係る助成（私立学校運営　
費補助金）の活用
　15校（83.3％）

・学校施設の安全点検の実施
　18校（94.7％）
・学校安全対策に係る助成（私立学校運営　
費補助金）の活用
　17校（94.4％）

実施後の分析、検証

・定期的に施設や設備の安全点検が実施され
ている。

・定期的に施設や設備の安全点検が実施され
ている。

・定期的に施設や設備の安全点検が実施され
ている。

・定期的に施設や設備の安全点検が実施され
ている。

次年度の取組

・学校訪問等を活用して、安全点検の実施を
要請していく。
・学校安全対策に係る費用に対する助成を行
う。

・学校訪問等を活用して、安全点検の実施を
要請していく。
・学校安全対策に係る費用に対する助成を行
う。

・学校訪問等を活用して、安全点検の実施を
要請していく。
・学校安全対策に係る費用に対する助成を行
う。

・学校訪問等を活用して、安全点検の実施を
要請していく。
・学校安全対策に係る費用に対する助成を行
う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組⑤

防犯環境整備の促進

目指す姿
（目標）

学校施設の安全点検が継続的に実施され、必要に応
じた環境整備がされている

目標
又は
指標

学校訪問：各年度１回

学校へ不審者が侵入して、児童等
へ危害を加えることを防ぐため、
各学校の設置・管理者に対して、
施設・設備の整備と定期的な安全
点検を実施するよう、働きかけま
す。また、学校安全対策として、
防犯カメラ、防犯ベルの設置、警
備等の費用に対する助成を行いま
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・学校において、学校等の施設・整備の定期的な安全点検を引き続き実施するよう要請を行っていく。
・学校安全対策に係る費用に対する助成を行う。

計画（P)
線表

　　　【学校訪問】・・・各年度１回

年１回 年１回年１回 年１回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №73 様式１

事業No. ３－１－（５）

担当課 学校安全対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

指標100％ 指標100％

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

1　安全教育研修会等において、スクール
ガード・リーダー連絡協議会の市町村担当者
や学校安全担当教員等へ「防犯教室」の実
施、「地域安全マップ」の作成・活用を依頼
した。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）の報告書を各学校に配付し啓発を行っ
た。
３　学校安全対策課ホームページ等にマップ
作成のポイントや好事例を掲載した。

１　年度当初に学校の施設・設備等につい
て、毎学期１回以上の安全点検を実施し、安
全確保を徹底するよう通知。学校施設・設備
に不備があり子どもが傷ついた事例等あれ
ば、通知文を学校に送り、注意喚起を行っ
た。
２　高知県通学路安全推進会議を開催し、関
係者で情報共有を行い、課題を共有するとと
もに今後の推進体制について確認をとった。

１　年度当初に学校の施設・設備等につい
て、毎学期１回以上の安全点検を実施し、安
全確保を徹底するよう通知。文科省から新た
に出された「学校における安全点検要領」の
周知を図った。また、年度末にはアンケート
を実施し安全点検実施状況を把握した。
２　高知県通学路安全推進会議を開催し、関
係者で情報共有を行い、課題を共有するとと
もに今後の推進体制について確認をとった。

１　年度当初に学校の施設・設備等につい
て、毎学期１回以上の安全点検を実施し、安
全確保を徹底するよう通知。文科省から新た
に出された「学校における安全点検要領」の
周知を図った。様式をポータルサイトに掲載
するなど、活用しやすいよう環境を整えた。
また、年度末にはアンケートを実施し安全点
検実施状況を把握した。
２　高知県通学路安全推進会議を開催し、関
係者で情報共有を行い、課題を共有するとと
もに今後の推進体制について確認をとった。

実施後の分析、検証

１　学校での施設・設備の安全点検の実施率
は100％であり、各学校の安全管理体制は構
築されている。今後、安全点検の精度を高め
るために、全国的な施設・設備の事故事例等
を把握し、安全点検のポイント等を各学校へ
周知するなど方法を考える必要がある。
２平成24年度の緊急合同点検を受けて、各関
係機関が行ってきた通学路の安全確保対策
は、取組が平成29年度に全市町村で完了して
いるものの、道路状況や通学状況などが変
わっている箇所もあり、引き続き合同点検は
必要。今回の通学路合同点検では554箇所に
対策が必要となった。

１　学校での施設・設備の安全点検の実施率
は100％であり、各学校の安全管理体制は構
築されている。今後、安全点検の精度を高め
るために、安全点検のポイント等を各学校へ
周知していく。
２　令和３年から始まった、通学路合同点検
では554箇所に対策が必要となり、令和６年
３月末時点で暫定対策も含めると全て対策が
完了している。

１　学校での施設・設備の安全点検の実施率
は100％であり、各学校の安全管理体制は構
築されている。
２　令和３年から始まった、通学路合同点検
では554箇所に対策が必要となり、令和６年
３月末時点で暫定対策も含めると全て対策が
完了している。
　また、子どもの誘拐連れ去り未遂事件が起
きた際も市町村への迅速な情報伝達により、
見回り体制が強化されるなど安全確保体制が
構築されている。

１　学校での施設・設備の安全点検の実施率
は100％であり、各学校の安全管理体制は構
築されている。
２　令和３年から始まった、通学路合同点検
では554箇所に対策が必要となり、令和７年
３月末時点で暫定対策も含めると全て対策が
完了している。
　また、不審者情報が県警から届いた際に
も、市町村への迅速な情報伝達により、見回
り体制が強化されるなど安全確保体制が構築
されている。

次年度の取組

１～３について、高知県安全安心まちづくり
推進会議の広報活動に引き続き参加し、広報
啓発活動を充実させる。

１　文科省から新たに出された「学校におけ
る安全点検要領」の周知を図るとともに、毎
学期１回以上の安全点検が実施されるよう、
あらゆる機会で安全点検のポイント等の周知
を図り、アンケートで取組状況を把握する。
２　令和３年度に始まった合同点検について
は、暫定対策を含めると対策は完了した。今
後は毎年実施している合同点検を行い、子ど
もの通学路の安全を確保していく取り組みを
推進する。

１　研修等あらゆる機会で安全点検のポイン
ト等の周知を図り、年度末にはアンケートで
取組状況を把握する。
２　令和３年度に始まった合同点検について
は、暫定対策を含めると対策は完了した。今
後は毎年実施している関係者での合同点検を
行い、子どもの通学路の安全を確保していく
取り組みを推進する。

１　研修等あらゆる機会で安全点検のポイン
ト等の周知を図り、年度末にはアンケートで
取組状況を把握する。
２　令和３年度に始まった合同点検について
は、暫定対策を含めると対策は完了した。今
後は毎年実施している関係者での合同点検を
行い、子どもの通学路の安全を確保していく
取り組みを推進する。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組⑤

防犯環境整備の促進

目指す姿
（目標）

学校における安全点検の実施と環境の改善
目標
又は
指標

公立学校における安全点検の実施率（100％）、公立小学校にお
ける通学路の安全点検の実施率（100％）

　学校等へ不審者が侵入して、児
童等へ危害を加えることを防ぐた
め、学校等の設置・管理者に対し
て、施設・設備の整備と定期的な
安全点検を実施するよう、働きか
けます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　学校の施設・設備等について、毎学期１回以上の安全点検を実施し、安全確保を徹底するよう周知
・文書通知での依頼
・研修会等において説明
・アンケートで実施状況把握、適宜指導

２　「高知県通学路安全推進会議」における、通学路等の安全確保の取組の推進
・学校、教育委員会、関係機関等と連携した取組の推進
・「市町村通学路交通安全プログラム」に基づく、効果的な通学路の安全確保の取組について情報交換、協議

計画（P)
線表

　市町村教委に、各学校における安全点検の確実な実施についての周知徹底の働きかけ

　県立学校への指導を徹底

　各市町村における「通学路交通安全プログラム」「登下校防犯プランに基づく地域の連携の場」の取組の推進　

100％

100％

100％

100％

100％

100％

 100%
 100%



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №74 様式１

事業No. ３－１－（５）

担当課 生涯学習課

出発点(R４) 目標値(R８)

①97.3%
②97.2%

100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・安全計画の策定について通知発送（12
月）
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（8～9月）

防災マニュアル作成率（100％）
避難訓練実施率（97.8％）
安全点検の実施率（96.6％）
安全対策の実施率（98.5％）

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・安全計画の策定について通知発送（12
月）
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（9～10月）

防災・防犯マニュアル作成率（99.1％）
避難訓練実施率（99.1％）
安全点検の実施率（98.1％）
安全対策の実施率（99.4％）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（8～9月）

防災・防犯マニュアル作成率（99.1%）
避難訓練実施率（98.8％）
安全点検の実施率（96.6％）
安全対策の実施率（97.5％）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・危機管理対策研修会の実施（県内3箇所×
１回）
・安全対策研修会の実施（県内3箇所×１
回）
・避難訓練等の実施について通知発送（8
月、2月）
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（8～9月）

防災・防犯マニュアル作成率（100%）
避難訓練実施率（99.7％）
安全点検の実施率（92.6％）
安全対策の実施率（97.5％）

実施後の分析、検証

・全小学校区の97.3%に放課後児童クラブ又
は放課後子ども教室が設置された。
・放課後児童クラブ、放課後子ども教室に
おける災害時対応マニュアルの整備率は
100%、避難訓練の実施率及び安全点検は
100%近い実施率となっており、防災意識の
向上につながった。

・放課後児童クラブ、放課後子ども教室に
おける災害時対応マニュアルの整備率、避
難訓練の実施率及び安全点検が98～99%の実
施率となっており、防災意識の向上につな
がった。

・放課後児童クラブ、放課後子ども教室に
おける災害時対応マニュアルの整備率、避
難訓練及び安全点検等の実施率は高い数値
となっているが、昨年度に比べ若干減少。
各種研修会の周知及び実施を継続すること
で、防災意識の向上が必要。

・現場のニーズを踏まえ、安全対策研修会
（救急時における応急処置等）を実施し、
参加者の多くから好感触を得ることができ
た。
・災害時対応マニュアルの作成、避難訓練
及び安全対策の実施は、ほぼ全ての施設で
行えている。一方で、安全点検への意識が
下がっている施設が見られたため、研修会
やヒアリング等で繰り返し呼びかけていく
必要がある。

次年度の取組

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（6
月）　
・取組状況調査（9月）
・全市町村訪問（9～10月）

１　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（6
月）　
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（8～9月）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（7
月）　
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（8～9月）

１　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・防災・防犯対策研修会の実施（県内3箇所
×２回）
・小学校単位の防災出前講座の実施
・避難訓練等の実施について通知発送（適
宜）　
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（6月）

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども
等の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組⑤

防犯環境整備の促進

目指す姿
（目標）

放課後に子どもたちが安全・安心に過ごせる居場所
が確保されている。

目標
又は
指標

①放課後児童クラブや放課後子ども教室の実施校率（小学校）
R5までに100%
②放課後児童クラブ及び放課後子ども教室における学習支援の
実施率（小学校）R5までに100%

放課後児童対策パッケージ推進
事業(放課後児童クラブ、放課後
子ども教室)

・実施主体の市町村等に対し
て、国が示す「放課後児童クラ
ブ運営指針」等の周知徹底
・市町村等が行う現場のマニュ
アル作成や見直し、安全点検、
訓練の実施等にかかる支援

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・全市町村訪問（8～10月）
・取組状況調査（8～9月）
・危険箇所等の点検等について通知発送
・避難訓練等の実施について通知発送
・防災対策研修会の実施（県内3箇所）
・小学校単位の防災出前講座の実施

計画（P)
線表

①97.3%

②97.2%

①97.8%

②97.5%

①97.3%

②98.8%

①97.1%

②96.0%

・国が示す「放課後児童クラブ運営指針」等の市町村等への周知徹底　…市町村ヒアリング、避難訓練等及び安全点検の実施に関する通知等　 
・現場のマニュアル作成や見直し、安全点検、定期的な訓練の実施等を支援　…学び場人材バンクによる支援等



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №75 様式１

事業No. ３－１－（５）

担当課 道路課

出発点(R４) 目標値(R８)

要対策箇所(127箇
所)のうち、R3末ま
でに58箇所の対策
が完了）

要対策箇所(127箇所)の
うち、98箇所の対策完了
を目指す）

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

令和４年度に18箇所で交通安全対策が完了し
た。

令和５年度に14箇所で交通安全対策が完了し
た。

令和６年度に ２４箇所で交通安全対策が完了
した。

令和７年度に４箇所で交通安全対策が完了し
た。

実施後の分析、検証

通学路交通安全プログラムに基づく点検を適
宜実施し、通学路の状況について確認してい
る。

通学路交通安全プログラムに基づく点検を適
宜実施し、通学路の状況について確認してい
る。

通学路交通安全プログラムに基づく点検を適
宜実施し、通学路の状況について確認してい
る。

通学路交通安全プログラムに基づく点検を適
宜実施し、通学路の状況について確認してい
る。

次年度の取組

引き続き、通学路の交通安全対策を行い、令
和５年度は10箇所で交通安全対策完了を予定
している。

引き続き、通学路の交通安全対策を行い、令
和６年度は２箇所で交通安全対策完了を予定
している。

引き続き、通学路の交通安全対策を行い、令
和７年度は ２４箇所で交通安全対策完了を予
定している。

引き続き、通学路の交通安全対策を行い、令
和８年度は８箇所で交通安全対策完了を予定
している。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組⑤

防犯環境整備の促進

目指す姿
（目標）

通学路等における児童等の安全を確保する。
目標
又は
指標

各市町村の通学路安全対策連絡協議会及び通学路交通安全プロ
グラムによる通学路の安全確保に向けた取組の推進する。（こ
の取組は、警察、教育委員会、道路管理者等が連携して行うこ
ととなります。）

学校等の設置・管理者、保護者、
地域住民、通学路等の管理者、警
察署など関係者が連携して、危険
箇所などを把握するとともに、そ
の改善に向けて取り組むよう、働
きかけます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

通学路交通安全プログラムに位置付けられた要対策箇所の要因解消
・令和３年度通学路合同点検で抽出された要対策箇所（県が管理する道路：127箇所）において、道路整備等による交通安全対策を実施

計画（P)
線表 　【通学路等の環境整備】・・・通学路交通安全プログラムに位置付けられた要対策箇所の要因解消

18箇所

対策完了

24箇所

対策完了

14箇所

対策完了

4箇所

対策完了



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №76 様式１

事業No. ３－１－（５）

担当課 公園上下水道課

出発点(R４) 目標値(R８)

週１回以上 週１回以上

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:週１回以上   R5: 週１回以上  R6: 週１回以上　R7: 週１回以上  R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

パトロールの実施により犯罪の発生について
報告はない。

パトロールの実施により犯罪の発生について
報告はない。

パトロールの実施により犯罪の発生について
報告はない。

パトロールの実施により、遊具へのいたずら
やトイレの毀損等を早期に把握した。。

実施後の分析、検証

公園管理者において、指針に配慮して適切な
取り組みがされたと考える。

公園管理者において、指針に配慮して適切な
取り組みがされたと考える。

公園管理者において、指針に配慮して適切な
取り組みがされたと考える。

公園管理者において、指針に配慮して適切な
取り組みがされ　安全な利用の確保を確実に
行えた。

次年度の取組

引き続き、公園管理者において適切にパト
ロールが行われるよう、指針の周知を行って
いく。

引き続き、公園管理者において適切にパト
ロールが行われるよう、指針の周知を行って
いく。

引き続き、公園管理者において適切にパト
ロールが行われるよう、指針の周知を行って
いく。

引き続き、公園管理者において適切にパト
ロールが行われるよう、指針の周知を行って
いく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組⑤

防犯環境整備の促進

目指す姿
（目標）

公園内における犯罪や事故を防止する
目標
又は
指標

都市公園管理者によるパトロールの実施：週１回以上

学校等の設置管理者、保護者、地
域住民、通学路等の管理者、警察
署など関係者が連携して、危険個
所などを把握するとともに、その
改善に向けて取り組むよう、働き
かけます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・都市公園管理者による危険箇所を把握するパトロールの実施。

計画（P)
線表 　都市公園管理者によるパトロールの実施



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №77 様式１

事業No. ３－１－（５）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　「通学路安全の日」において、学校関係
者、防犯ボランティア団体等と連携し、登校
する児童の見守り活動を実施した。
２，３　「通学路安全の日」に、学校関係者
等と連携し、危険箇所の把握や点検を実施し
た。
４　「子供110番の家」設置箇所や不審者情
報等、安全マップ作成に必要な地域安全情報
を提供した。

１　「通学路安全の日」において、学校関係
者、防犯ボランティア団体等と連携し、登校
する児童の見守り活動を実施した。
２，３　「通学路安全の日」に、学校関係者
等と連携し、危険箇所の把握や点検を実施し
た。
４　不審者情報等、安全マップ作成に携わる
等して地域安全情報を提供した。

１　「通学路安全の日」において、学校関係
者、防犯ボランティア団体等と連携し、登校
する児童の見守り活動を実施した。
２，３　「通学路安全の日」に、学校関係者
等と連携し、危険箇所の把握や点検を実施し
た。
４　不審者情報等、安全マップ作成に携わる
等して地域安全情報を提供した。

１　「通学路安全の日」など児童の見守り活
動時の巡回を通じて、危険箇所の把握に努め
た。
２～４　学校、地域団体等との危険箇所点検
を行い、危険箇所の改善について道路管理
者、関係機関等と連携して対応した。

実施後の分析、検証

１～４　「通学路安全の日」の活動により、
通学路における危険箇所の把握や関係機関と
の情報共有が図られた。
１～４　設備等のハード面については、各自
治体において取り組んでいることから早期の
改善が難しい一面がある。
４　学校等の施設管理者、保護者、通学路の
道路管理者等との連携が困難となっている。

１～４　「通学路安全の日」の活動により、
通学路における危険箇所の把握や関係機関と
の情報共有が図られた。
１～４　設備等のハード面については、各自
治体において取り組んでいることから早期の
改善が難しい一面がある。
４　学校等の施設管理者、保護者、通学路の
道路管理者等との連携が困難となっている。

１～４　「通学路安全の日」の活動により、
通学路における危険箇所の把握や関係機関と
の情報共有が図られた。
１～４　設備等のハード面については、各自
治体において取り組んでいることから早期の
改善が難しい一面がある。
４　学校等の施設管理者、保護者、通学路の
道路管理者等との連携が困難となっている。

１　「通学路安全の日」など児童の見守り活
動時の巡回を通じて、危険箇所の把握に努
め、自治体等による防犯カメラ設置の際の参
考情報とした。
２～４　学校、地域団体等との危険箇所点検
を行い、危険箇所の改善について道路管理
者、関係機関等と連携して対応したが、道路
の構造や管理上、対策が困難な場所もあり、
改善できない場合がある。

次年度の取組

１～４　危険箇所の改善費用の獲得を働きか
ける等、多角的に検討していく。
１～４　施設管理者、保護者、道路管理者等
との連携方法を検討していく。

１～４　通学路等の危険箇所に係る情報収集
のうえ、学校等に早期情報提供を行う。
１～４　施設管理者、保護者、道路管理者等
との連携方法を検討していく。
１～４　危険箇所が判明した場合には、迅速
な隔離措置により児童の安全確保に努める。

１～４　通学路等の危険箇所に係る情報収集
のうえ、学校等に早期情報提供を行う。
１～４　施設管理者、保護者、道路管理者等
との連携方法を検討していく。
１～４　危険箇所が判明した場合には、迅速
な隔離措置により児童の安全確保に努める。

　子供の見守り活動時における通学路等の危
険箇所の把握に努めるとともに、関係機関と
連携した危険箇所点検を実施し、危険箇所の
改善について関係機関と連携し対応してい
く。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策１ 学校や通学路等における児童等の安全を確保する
具体的な
取組⑤

防犯環境整備の促進

目指す姿
（目標）

　児童等の安全を考慮した環境整備を実現する。
目標
又は
指標

　学校等の設置管理者、保護者、
地域住民、通学路等の管理者等と
連携して、危険箇所等を把握し、
その改善に向けて取り組むよう働
き掛けます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　通学路等における児童等の見守り活動に併せた危険箇所の把握
２　学校等の関係機関と協働した危険箇所の把握及び点検
３　管理者等に対する危険箇所に関する情報提供及び改善への働きかけ
４　危険箇所を改善するための関係機関との連携

計画（P)
線表

【危険箇所の点検】･･･関係機関等と協働した危険箇所の点検

【危険箇所の改善】･･･管理者等に対する危険箇所に関する情報提供及び改善への積極的な働き掛け



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №78 新様式１

事業No. ３－２－（１）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
・広報紙「安全安心まちづくりニュース」の
発行（各 98,000部×４回）
・構成員向けの会報「安全安心まちづくりだ
より」の発行（４回）
・重大事件事故や新たな犯罪手口が発生した
際の速報(メールにより適宜)
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４　安全安心まちづくりポスターの募集、作
成及び配付
５　イベント「安全安心まちづくりひろば」
での広報　

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
・広報紙「安全安心まちづくりニュース」の
発行（各 90,000部×４回）
・構成員向けの会報「安全安心まちづくりだ
より」の発行（４回）
・重大事件事故や新たな犯罪手口が発生した
際の速報(メールにより適宜)
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報
４　安全安心まちづくりポスターの募集、作
成及び配付
５　イベント「安全安心まちづくりひろば」
での広報

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
・広報紙「安全安心まちづくりニュース」の
発行（各 88,700部×４回）
・構成員向けの会報「安全安心まちづくりだ
より」の発行（４回）
・重大事件事故や新たな犯罪手口が発生した
際の速報(メールにより適宜)
２　高知県ホームページでの広報
・インターネットやＳＮＳを活用した特殊詐
欺等被害防止街頭PR活動
３　ラジオ等を利用した広報
４　安全安心まちづくりポスターの募集、作
成及び配付
５　イベント「安全安心まちづくりひろば」
での広報

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
・広報紙「安全安心まちづくりニュース」の
発行（４回、初回88,495部、第２回から第４
回79,110部）
・構成員向けの会報「安全安心まちづくりだ
より」の発行（４回）
・重大な事件・事故や新たな犯罪手口が発生
した際の速報(メールにより適宜)
２　高知県ホームページでの広報
・インターネットやＳＮＳを活用した特殊詐
欺等被害防止街頭PR活動
３　ラジオ等を利用した広報
４　安全安心まちづくりポスターの募集、作
成及び配付
５　イベント「安全安心まちづくりひろば」
での広報

実施後の分析、検証

１　広報誌「安全安心まちづくりニュース」
及び会報「安全安心まちづくりだより」の発
行により事件事故等の発生状況を積極的に記
事にし、各団体における活動意欲の向上や、
各団体間の情報伝達の手段として利用され
た。
２　ポスターは160点の応募があり、広く児
童生徒に安全安心まちづくり活動への関心を
持たせることができた。また、ポスターの応
募作品を広報啓発に活用できた。
３　全国的には子どもが被害者となる悲惨な
事件・事故が相次いで発生していることか
ら、子どもの安全確保に向けた取組みは、継
続する必要がある。

１　広報誌「安全安心まちづくりニュース」
及び会報「安全安心まちづくりだより」の発
行により事件事故等の発生状況を積極的に記
事にし、各団体における活動意欲の向上や、
各団体間の情報伝達の手段として利用され
た。
２　ポスターは187点の応募があり、広く児
童生徒に安全安心まちづくり活動への関心を
持たせることができた。また、ポスターの応
募作品を広報啓発に活用できた。
３　全国的には子どもが被害者となる悲惨な
事件・事故が相次いで発生していることか
ら、子どもの安全確保に向けた取組みは、継
続する必要がある。

１　広報誌「安全安心まちづくりニュース」
及び会報「安全安心まちづくりだより」の発
行により事件事故等の発生状況を積極的に記
事にし、各団体における活動意欲の向上や、
各団体間の情報伝達の手段として利用され
た。
２　ポスターは272点の応募があり、広く児
童生徒に安全安心まちづくり活動への関心を
持たせることができた。また、ポスターの応
募作品を広報啓発に活用できた。
３　全国的には子どもが被害者となる悲惨な
事件・事故が相次いで発生していることか
ら、子どもの安全確保に向けた取組みは、継
続する必要がある。

１　広報誌「安全安心まちづくりニュース」
及び会報「安全安心まちづくりだより」の発
行により事件事故等の発生状況を積極的に記
事にし、各団体における活動意欲の向上や、
各団体間の情報伝達の手段として利用され
た。
２　ポスターは287点の応募があり、広く児
童生徒に安全安心まちづくり活動への関心を
持たせることができた。また、ポスターの応
募作品を広報啓発に活用できた。
３　全国的には子どもが被害者となる悲惨な
事件・事故が相次いで発生していることか
ら、子どもの安全確保に向けた取組みは、継
続する必要がある。

次年度の取組

　前年度に引き続き、継続して広報誌、県
ホームページを通じた情報提供、情報共有を
行う。
　また、インターネットを通じた情報提供を
積極的に行い、幅広い年代に向けて、広範囲
に情報発信を行う

　前年度に引き続き、継続して広報誌、県
ホームページを通じた情報提供、情報共有を
行う。
　また、インターネットを通じた情報提供を
積極的に行い、幅広い年代に向けて、広範囲
に情報発信を行う

　前年度に引き続き、継続して広報誌、県
ホームページを通じた情報提供、情報共有を
行う。
　また、インターネットを通じた情報提供を
積極的に行い、幅広い年代に向けて、広範囲
に情報発信を行う

　前年度に引き続き、継続して広報誌、県
ホームページを通じた情報提供、情報共有を
行う。
　また、インターネットを通じた情報提供を
積極的に行い、幅広い年代に向けて、広範囲
に情報発信を行う

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策２ 子どもの安全を確保する
具体的な
取組①

 広報・啓発の充実

目指す姿
（目標）

１.県民等に県条例や各種防犯指針を周知してもら
い、安全安心まちづくり活動気運を向上させ、きめ
細かな子どもの見守り活動を展開する。
２.事業者や地域活動団体による安全安心まちづく
り活動を活性化させ、自主的な活動を促進させる。

目標
又は
指標

広報誌・会報等の発行（年間４回）

　テレビやラジオなどのメディ
ア、県の広報紙、ホームページな
ど、様々な広報媒体を活用して地
域ぐるみで子どもを守る意識を高
めます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　県民の防犯意識を高める広報・啓発
・広報紙「安全安心まちづくりニュース」の発行（各約９万部×４回）
・構成員向けの会報「安全安心まちづくりだより」の発行（４回）
・重大事件事故や新たな犯罪手口が発生した際の速報(適宜)
２　高知県ホームページでの広報
３　ラジオ等を利用した広報

４　安全安心まちづくりポスターの募集、優秀作品の公表による広報啓発活動気運の醸成
５　イベント「安全安心まちづくりひろば」での広報

計画（P)
線表

【広報紙・会報】・・・◎発行回数　年度４回　◎配付箇所の拡充

【高知県安全安心まちづくり推進会議速報（会員向け）】・・・◎随時作成、発行

【高知県ホームページ】・・・◎新着情報の充実　◎更新情報の早期提供　◎地域に応じた情報の掲載

【ラジオ等による広報】・・・◎子どもの見守り活動をテーマとした広報啓発

【安全安心まちづくりポスター作成等】・・・◎県内の小中高等学校(特別支援学校を含む)の生徒等対象の防犯啓発等に関するポスターの募集及び選考　◎最優秀作品のポスター化での配付等

【安全安心まちづくりひろば開催】・・・◎効果的な広報啓発が見込める場所での開催　　◎イベントを通した見守り活動の啓発

【その他の活動】・・・◎出前講座の実施（随時）　◎県庁舎等へのタペストリー貼付

４回 年４回４回 年４回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №79 様式１

事業No. ３－２－（１）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，４　ラジオ放送において地域安全情報を
発信し、子供の犯罪被害防止等を呼びかけ
た。
２，３，４　県警察ホームページ、ＳＮＳ
（ツイッター）、あんしんＦメール等、様々
な広報手段により地域安全情報を提供した。
３，４　県警察ホームページに不審者情報を
掲載した。

１，４　ラジオ放送において地域安全情報を
発信し、子供の犯罪被害防止等を呼びかけ
た。
２，３，４　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツ
イッター）、あんしんＦメール等、様々な広
報手段により地域安全情報を提供した。
３，４　県警察ホームページに不審者情報を
掲載した。

１，４　ラジオ放送において地域安全情報を
発信し、子供の犯罪被害防止等を呼びかけ
た。
２，３，４　県警察ホームページ、SNS
（Ｘ）、Yahoo!アプリ等、様々な広報手段に
より地域安全情報を提供した。
３，４　県警察ホームページに不審者情報を
掲載した。

１,４　ラジオ、チラシ等の啓発活動におい
て「ながら見守り」など取り組みやすい活動
を紹介し、子供の見守り活動への参加を促
し、地域の子供は地域で守る意識の醸成を
図った。
２　ＳＮＳを活用して不審者情報を直ちに発
信することで、地域において発生している事
案への注意を促し、子供の見守り活動の必要
性を啓発した。

実施後の分析、検証

１～４　高度情報化社会に応じて、ホーム
ページ、ＳＮＳ、デジタルサイネージ等、
様々な広報手段を活用した広報啓発を実施し
た。

１～４　高度情報化社会に応じて、ホーム
ページ、Ｘ(旧ツイッター)、デジタルサイ
ネージ等、様々な広報手段を活用した広報啓
発を実施した。

１～４　高度情報化社会に応じて、ホーム
ページ、Yahoo!アプリ、SNS（Ｘ）、デジタ
ルサイネージ等、様々な広報手段を活用した
広報啓発を実施した。

　子供見守り活動への参加について、ある程
度の普及が進んでおり、更なる普及を目指し
て引き続き啓発していく必要がある。

次年度の取組

１～４　今後も、様々な広報手段を模索して
いく必要がある。
１～４　個人情報の保護に配意しながら、効
果的な情報提供方策を検討していく。

１～４　今後も、様々な広報手段を模索して
いく必要がある。
１～４　個人情報の保護に配意しながら、効
果的な情報提供方策を検討していく。

１～４　今後も、様々な広報手段を模索して
いく必要がある。
１～４　個人情報の保護に配意しながら、効
果的な情報提供方策を検討していく。

各種メディアやＳＮＳを活用した子供見守り
活動への参加を促すとともに、活動紹介など
も充実させていく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策２ 子どもの安全を確保する
具体的な
取組①

広報・啓発の充実

目指す姿
（目標）

　地域ぐるみで子供を見守り、育てる意識を醸成す
る。

目標
又は
指標

　テレビ、ラジオなどのメディア
やホームページ等様々な広報媒体
を活用し、地域ぐるみで子供を守
る意識を高めます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　ラジオ、テレビ等のメディアを活用した広報啓発
２　Yahoo!アプリ、ＳＮＳ（X）による地域安全情報の発信
３　県警察ホームページによる防犯活動の好事例紹介
４　各種広報紙による広報啓発の促進

計画（P)
線表

【テレビ、ラジオ等を利用した広報】･･･子供見守り活動等の効果的な報道発表

【ホームページ等を活用した広報】･･･活動事例紹介等による地域で子供を見守る意識の醸成



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №80 様式１

事業No. ３－２－（２）

担当課 子ども家庭課

出発点(R４) 目標値(R８)

16市町村 全市町村

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・「児童虐待防止月間（11月）」での児童虐
待防止の広報啓発（CM：民放3局47本、チラ
シ：95,000部、ポスター：1,900部）
・官民協働による「オレンジリボンキャン
ペーン」の実施（11/1～11/30SNSｲﾍﾞﾝﾄ、
11/10講演会、11/1～11/10高知城ﾗｲﾄｱｯﾌﾟ）
・子ども家庭総合支援拠点の設置に向けて取
り組む市町村に対して、財政支援を行い、設
置を促進する。（20市町村）
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎
研修、応用研修等、年７回）
・電話による相談支援活動を実施し、家庭と
地域の児童養育を支援。（93回）

・「児童虐待防止月間（11月）」での児童虐
待防止の広報啓発（CM：民放3局47本、チラ
シ：101,000部、ポスター：1,600部）
・官民協働による「オレンジリボンキャン
ペーン」の実施（11/1～11/30SNSｲﾍﾞﾝﾄ、
11/12講演会、11/1～11/10高知城ﾗｲﾄｱｯﾌﾟ）
・子ども家庭総合支援拠点の設置に向けて取
り組む市町村に対して、財政支援を行い、設
置を促進する。（21市町村）
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎
研修、応用研修等、年７回）
・電話による相談支援活動を実施し、家庭と
地域の児童養育を支援。（71回）

・「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャ
ンペーン（11月）」に合わせて児童虐待防止
の広報啓発（SNS広告：YouTube・Instagram
（10/1～12/31）、チラシ：99,000部、ポス
ター：1,400部）
・官民協働による「オレンジリボンキャン
ペーン」の実施（11/1～11/30SNSｲﾍﾞﾝﾄ、
11/12講演会、11/1～11/11高知城ﾗｲﾄｱｯﾌﾟ）
・こども家庭センター設置に向けて取り組む
市町村に対して、財政支援を行い、設置を促
進する。（16市町村）
・市町村職員を対象とした研修の実施（年７
回）
・電話による相談支援活動を実施し、家庭と
地域の児童養育を支援。（48回）

・「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャ
ンペーン（11月）」に合わせて児童虐待防止
の広報啓発（SNS広告：YouTube・Instagram
（10/1～12/31）、チラシ：90,600部、ポス
ター：1,300部）
・官民協働による「オレンジリボンキャン
ペーン」の実施（11/1～11/30SNSｲﾍﾞﾝﾄ、
11/29講演会、11/1～11/11高知城ﾗｲﾄｱｯﾌﾟ）
・こども家庭センター設置に向けて取り組む
市町村に対して、財政支援を行い、設置を促
進する。（15市町村）
・市町村職員を対象とした研修の実施（年９
回）
・電話による相談支援活動を実施し、家庭と
地域の児童養育を支援。（46回）

実施後の分析、検証

・児童虐待防止に関する広報啓発に関して当
初の予定どおり進めているが、より効果的な
広報啓発方法を実行委員会で協議しながら、
適宜検討・実践していく。
・オレンジリボンキャンペーンの推進月間
（11月）に合わせ、様々なイベントを行って
いるが、前倒しでイベントを行うなど、推進
活動をより拡充していく必要がある。
・子ども家庭総合支援拠点の未設置市町村に
対しては引き続き設置を呼びかけるとともに
R6から設置予定のこども家庭支援センターへ
のスムーズな移行に向け、支援を強化してい
く。
・切れ目のない支援体制強化に向けて、市町
村職員向け研修、電話による相談支援につい
て、継続して実施していく。

・児童虐待防止に関する広報啓発に関して当
初の予定どおり進めているが、より効果的な
広報啓発方法を実行委員会で協議しながら、
適宜検討・実践していく。
・オレンジリボンキャンペーンの推進月間
（11月）に合わせ、様々なイベントを行って
いるが、前倒しでイベントを行うなど、推進
活動をより拡充していく必要がある。
・R6から始まるこども家庭支援センターの円
滑な設置促進に向け、支援を強化していく。
・切れ目のない支援体制強化に向けて、市町
村職員向け研修、電話による相談支援につい
て、継続して実施していく。

・児童虐待防止に関する広報啓発に関して当
初の予定どおり進めているが、より効果的な
広報啓発方法を実行委員会で協議しながら、
適宜検討・実践していく。
・オレンジリボン・児童虐待防止推進キャン
ペーン（11月）に合わせ、様々なイベントを
行っているが、前倒しでイベントを行うな
ど、推進活動をより拡充していく必要があ
る。
・こども家庭センターの円滑な設置促進に向
け引き続き設置を呼びかけるとともに、支援
を継続していく。
・切れ目のない支援体制強化に向けて、市町
村職員向け研修、電話による相談支援につい
て、継続して実施していく。

・児童虐待防止に関する広報啓発に関して当
初の予定どおり進めているが、より効果的な
広報啓発方法を実行委員会で協議しながら、
適宜検討・実践していく。
・オレンジリボン・児童虐待防止推進キャン
ペーン（11月）に合わせ、様々なイベントを
行っているが、前倒しでイベントを行うな
ど、推進活動をより拡充していく必要があ
る。
・こども家庭センターの円滑な設置促進に向
け引き続き設置を呼びかけるとともに、支援
を継続していく。
・切れ目のない支援体制強化に向けて、市町
村職員向け研修、電話による相談支援につい
て、継続して実施していく。

次年度の取組

・「児童虐待防止月間（11月）」での児童虐
待防止のより効率的な広報啓発の展開
・官民協働による「オレンジリボンキャン
ペーン」の実施（活動範囲を拡充）
・子ども家庭総合支援拠点の設置及びこども
家庭センターへの移行を見据えた支援体制を
構築する。
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎
研修、応用研修等）
・電話による相談支援活動を実施し、家庭と
地域の児童養育を支援。

・「児童虐待防止月間（11月）」での児童虐
待防止のより効率的な広報啓発の展開
・官民協働による「オレンジリボンキャン
ペーン」の継続継続
・こども家庭センターの円滑な設置に向けた
支援を実施
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎
研修、応用研修等）
・電話による相談支援活動を実施し、家庭と
地域の児童養育を支援。

・「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャ
ンペーン（11月）」での児童虐待防止のより
効率的な広報啓発の展開
・官民協働による「オレンジリボンキャン
ペーン」の継続継続
・こども家庭センターの円滑な設置に向け、
継続した支援を実施
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎
研修、応用研修等）
・電話による相談支援活動を実施し、家庭と
地域の児童養育を支援。

・「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャ
ンペーン（11月）」での児童虐待防止により
効率的な広報啓発の展開
・官民協働による「オレンジリボンキャン
ペーン」の継続
・こども家庭センターの円滑な設置に向け、
継続した支援を実施
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎
研修、応用研修等）

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策２ 子どもの安全を確保する
具体的な
取組②

子どもたちを健やかに育てる取組
･･･児童虐待やいじめから子供を守るため、学校やＰＴＡ等とのネットワー
ク活用に取り組む。子どもがネット上のトラブルに巻き込まれないよう、
フィルタリングの普及やモラル教育を行う。

目指す姿
（目標）

妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援がある
目標
又は
指標

こども家庭センター（旧「市町村子ども家庭総合支援拠点」）の
設置（R6～）：全市町村

①官民協働で実施する「オレンジ
リボンキャンペーン」等による児
童虐待防止の広報啓発を実施しま
す。
②地域のすべての子どもの福祉に
関する支援の拠点である「市町村
子ども家庭総合支援拠点」の設置
促進を行うとともに、児童福祉担
当の専門性向上のための研修等を
実施します。
③子育てやしつけなどに悩みや不
安を抱く保護者や家族などに対し
て、電話相談などにより子どもの
養育を支援します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・「児童虐待防止月間（11月）」での児童虐待防止の広報啓発
・官民協働による「オレンジリボンキャンペーン」の実施
・子ども家庭総合支援拠点の設置に向けて取り組む市町村に対して、財政支援を行い、設置を促進する。
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎研修、応用研修等）
・電話による相談支援活動を委託により実施し、家庭と地域の児童養育を支援。

計画（P)
線表

　・虐待予防月間（11月）での虐待予防、早期発見の広報啓発

　　　さんＳＵＮ高知やデジタルサイネージ等の県広報媒体を活用した広報啓発

　・「オレンジリボンキャンペーン」（11月）による広報啓発

　　　テレビ・ラジオでの広報、チラシ・ポスターの配布、講演会の開催、ＳＮＳを通じた啓発活動

  ・市町村子ども家庭総合支援拠点の設置促進

　　　子ども家庭総合支援拠点に配置が必要な専門人材について、配置に向けた財政支援を実施

　・市町村児童福祉担当の専門性の向上

　　　市町村児童福祉担当を対象に相談への対応力や専門性の向上のための研修を実施

　・「子どもと家庭の110番」での電話相談対応を実施

20市町村 8市町22市町村 ６市町村



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №81 様式１

事業No. ３－２－（２）

担当課 地域福祉政策課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・民生委員・児童委員活動補助金による活動
支援　45団体
・民生委員・児童委員に対する研修の実施
会長・副会長研修：２会場（115名）
中堅研修：２会場（77名）
３年目研修：１会場（42名）
２年目研修：１会場（36名）
１年目研修：７会場（373名）
・委員活動の広報
企業との見守り協定締結のプレスリリース等
を通じて活動の周知を行った

・民生委員・児童委員活動補助金による活動
支援　45団体
・.民生委員・児童委員に対する研修の実施
会長・副会長研修：２会場（137名）
中堅研修：２会場（85名）
３年目研修：１会場（38名）
２年目研修：７会場（313名）
１年目研修：１会場（58名）
・見守り協定の締結（2社）
・委員活動の広報
企業との見守り協定締結のプレスリリース等
を通じて活動の周知を行った

・民生委員・児童委員活動補助金による活動
支援　45団体
・.民生委員・児童委員に対する研修の実施
会長・副会長研修：２会場（139名）
中堅研修：２会場（98名）
３年目研修：２会場（62名）
２年目研修：１会場（63名）
１年目研修：１会場（37名）
・見守り協定の締結（３社）
・委員活動の広報
企業との見守り協定締結のプレスリリース等
を通じて活動の周知を行った

・民生委員・児童委員活動補助金による活動
支援　45団体
・民生委員・児童委員に対する研修の実施
会長・副会長研修：２会場（134名）
中堅研修：２会場（107名）
３年目研修：５会場（182名）
２年目研修：１会場（39名）
１年目研修：７会場（315名）
・見守り協定の締結（２社）
・委員活動の広報
企業との見守り協定締結のプレスリリース等
を通じて活動の周知を行った

実施後の分析、検証

・活動費への助成や各種研修の実施、広報等
により民生委員・児童委員活動を後方支援す
ることができた

・活動費への助成や各種研修の実施、広報等
により民生委員・児童委員活動を後方支援す
ることができた

・活動費への助成や各種研修の実施、広報等
により民生委員・児童委員活動を後方支援す
ることができた

・活動費への助成や各種研修の実施、広報等
により民生委員・児童委員活動を後方支援す
ることができた

次年度の取組

・各市町村の民生委員・児童委員の活動費に
対して助成を行う（45団体）
・民生委員・児童委員の資質向上を目的とし
た研修を実施
・県広報等を活用した委員活動の周知を実施

・各市町村の民生委員・児童委員の活動費に
対して助成を行う（45団体）
・民生委員・児童委員の資質向上を目的とし
た研修を実施
・県広報等を活用した委員活動の周知を実施

・各市町村の民生委員・児童委員の活動費に
対して助成を行う（45団体）
・民生委員・児童委員の資質向上を目的とし
た研修を実施
・県広報等を活用した委員活動の周知を実施

・各市町村の民生委員・児童委員の活動費に
対して助成を行う（45団体）
・民生委員・児童委員の資質向上を目的とし
た研修を実施
・県広報等を活用した委員活動の周知を実施

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策２ 子どもの安全を確保する
具体的な
取組②

子どもたちを健やかに育てる取組
…児童虐待やいじめから子供を守るため、学校やＰＴＡ等とのネットワーク
活用に取組む。子どもがネット上のトラブルに巻き込まれないよう、フィル
タリングの普及やモラル教育を行う。　

目指す姿
（目標）

誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けること
のできる社会の実現

目標
又は
指標

虐待やいじめから子どもを守ると
いう意識を高め、虐待やいじめの
早期発見、早期対応のため、学
校、PTA及び民生委員・児童委員
（主任児童委員）などがつながる
既存のネットワークを活用できる
よう取り組みます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

○民生委員・児童委員活動費補助金による活動支援
○民生委員・児童委員に対する研修の実施
○委員活動の広報

計画（P)
線表

【活動費助成】

○民生委員・児童委員活動費に対する助成

【研修の実施】

○経験年数等に応じた資質向上のための研修の実施

【活動ハンドブックの活用】

○民生委員・児童委員の活動についてまとめたハンドブックの地域での見守りや相談活動への活用

【民生委員・児童委員活動の周知】

○県広報等を活用した委員活動の周知を実施



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №82 様式１

事業No. ３－２－（２）

担当課 生涯学習課

出発点(R４) 目標値(R８)

研究大会肯定的評価：
91.8％
教育行政研：82.0％
（R3)

研究大会肯定的評価：90％以
上
教育行政研：100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

PTA・教育行政研修会
　参加者数及び取組率
　安芸地区：73 名　88.9％
　幡多地区：116 名　95.7％　
　香美・香南地区：86 名　88.0％　
　吾川地区：50 名　85.7％
　高岡地区、土長南国地区は中止
　高知地区は独自開催
高知県PTA 研究大会
　参加者数：147 名
　（会場101名、オンライン46名）

PTA・教育行政研修会
　参加者数及び取組率
　安芸地区：74 名　70.4％
　香美・香南地区：111 名　78.3％　
　土長南国地区：113名　81.8％
　吾川地区：70 名　100.0％
　高岡地区：160名　76.4％
　幡多地区：212 名　89.8％　
　高知地区は独自開催
高知県PTA 研究大会
　参加者数：183名

PTA・教育行政研修会
　参加者数及び取組率
　安芸地区：60 名　93.3％
　香美・香南地区：95名　91.7％　
　土長南国地区：91名　89.5％
　吾川地区：58名　92.9％
　高岡地区：123名　83.3％
　幡多地区：215名　89.2％　
　高知地区は独自開催
高知県PTA 研究大会
　参加者数：143名

PTA・教育行政研修会
　参加者数及び取組率
　安芸地区：51 名　81.8％
　香美・香南地区：98名　84.6％　
　土長南国地区：59名　66.7％
　吾川地区：58名　63.6％
　高岡地区：121名　100％
　幡多地区：210名　94.9％　
　高知地区は独自開催
高知県PTA 研究大会
　参加者数：118名

実施後の分析、検証

PTA・教育行政研修会については、参加者同
士の協議時間や説明時間など、運営面での課
題に関する意見があり、研修会全体の肯定的
評価は令和元年度より低くなった（Ｒ1：
75.3％→Ｒ4：68.0％）が、研修内容につい
ては肯定的な意見が多く、学校において研修
内容を生かした具体的な取組の実施につなげ
ることができた。
PTA研究大会については、内容（講演、イン
タビューダイアローグ）については、満足度
も高く、とても参考になったという意見を多
くいただいた。

PTA・教育行政研修会については、県内6地区
で開催することができ、総勢740名の参加を
いただいた。テーマ別研修のテーマや内容に
ついては、高い満足度を得ることができた。
時間設定や説明内容等に関する意見はあった
ものの、研修会全体の肯定的評価は前年度よ
り高くなった。
（Ｒ4：68.0％→R５：71.2％）
PTA研究大会については、実践発表、講演と
もに大変参考になり、地域に持ち帰り取組に
つなげるといった意見を多くいただいた。

PTA・教育行政研修会については、県内6地区
で開催することができ、総勢642名の参加を
いただいた。テーマ別研修のテーマや内容に
ついては、子どもに対する接し方について講
義・演習を行い、高い満足度を得ることがで
きた。時間設定や説明内容等に関する意見は
あったものの、研修会全体の肯定的評価は前
年度より高くなった。
（Ｒ５：71.2％→R６：76.8％）
PTA研究大会については、実践発表等に対し
て大変参考になり、地域に持ち帰り取組につ
なげるといった意見を多くいただいた。

PTA・教育行政研修会については、県内6地区
で開催することができ、総勢597名の参加を
いただいた。研修会のテーマや内容について
は、昨年度好評で希望が多かった「子どもに
対する接し方」について講義・演習を行い、
昨年度と同様高い満足度を得ることができ
た。研修会全体の肯定的評価は前年度とほぼ
同様である。（Ｒ６：76.8％→R７：
76.5％）
PTA研究大会については、PTAの実践発表だけ
でなく、基本的生活習慣において、データを
活用しながら保幼小中高に対応した講演をし
ていただき、今後の参考になったとの声があ
がっている。

次年度の取組

PTA・教育行政研修会は、次年度も参加者の
興味・関心のある課題を踏まえ、研修会の運
営方法等を検討し、県内7 地区で研修会を開
催して、学校での研修会やPTA 活動を推進す
る。
PTA研究大会については、地域連携をテーマ
に実践発表及び講演会の内容で行う。

PTA・教育行政研修会は、次年度も県内7 地
区で参加者の興味・関心のある課題を踏ま
え、研修時間を短縮して開催し、学校での研
修会やPTA 活動を推進する。
PTA研究大会については、時代の変化に沿っ
た子育てについて地域・学校・家庭でできる
ことをテーマに実践発表及び講演会の内容で
行う。

PTA・教育行政研修会は、次年度も県内7 地
区で参加者の興味・関心のある課題を踏ま
え、研修時間を短縮して開催し、学校での研
修会やPTA 活動を推進する。
PTA研究大会については、時代の変化に沿っ
た子育てについて、メディアとの関わりや生
活習慣について地域・学校・家庭でできるこ
とをテーマに実践発表及び講演会の内容で行
う予定である。

PTA・教育行政研修会は、保護者に知ってお
いてほしい取組や説明を実施し、現在の子ど
もが抱える課題を共有し、解決に向けた研修
会を開催し、学校での研修会やPTA 活動を推
進する。
高知県PTA研究大会については、令和７年度
をもって終了。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策２ ２　子どもの安全を確保する
具体的な
取組②

子どもたちを健やかに育てる取組
･･･児童虐待やいじめから子供を守るため、学校やＰＴＡ等とのネットワーク
活用に取り組む。また、子どもがネット上のトラブルに巻き込まれないよ
う、フィルタリングの普及やモラル教育を行う。

目指す姿
（目標）

学校、保護者、行政が課題意識を共有し、子どもた
ちを取り巻く状況の改善に向けてＰＴＡが出来るこ
とを考え、行動につなげる。

目標
又は
指標

・高知県ＰＴＡ研究大会の実施：肯定的評価90％以上
・各地区ＰＴＡ教育行政研修会の実施：研修後、取組につなげ
た単位ＰＴＡの割合：100％

○高知県ＰＴＡ研究大会での取組
　主に就学前から高等学校までの
保護者と学校、行政関係者が対
象。

○各地区ＰＴＡ教育行政研修会で
の取組
　主に小・中学校の保護者と学
校、行政関係者が対象

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

各地区PTA・教育行政研修会
・県内７地区で開催
・地域ごとの教育課題に応じたテーマをPTAや県・市町村教育関係者が意見交換し、地域での活動につなげてい
くための研修会とする。

高知県PTA研究大会
・子どもたちの健全な育成を目指し、家庭や地域の教育力を高めるため、保幼小中高のＰＴＡ会員や関係者が一堂に
集い、県内外の優れた実践事例に学び、新しい時代の要請にこたえる望ましいＰＴＡ活動の活性化に資することを目
的とする。

計画（P)
線表

【高知県ＰＴＡ研究大会】･･･保幼小中高ＰＴＡ連合体連絡協議会を開催し、研究テーマや講師、実践発表校を決定（令和７年度で終了）

【各地区ＰＴＡ教育行政研修会】･･･県内７地区で開催：安芸、幡多、吾川、高岡、土長南国、香美香南、高知市

79.8％

88.7％

92.5％

81.8％

99.2％

91.3％

92.2％

87.9％
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事業No. ３－２－（２）

担当課 人権教育・児童生徒課

出発点(R４) 目標値(R８)

・小：85.6%、 中：85.5%、
　高：44.0%
・100%

・小：100%、中：100%
　高：80.0%
・100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・「『高知家』いじめ予防等プログラム」を活用した
研修を教職員、保護者、地域の方々に対して実施した
割合（Ｒ４：教職員94.4％、保護者・地域90.0％）
・「情報モラル教育実践ハンドブック」を公立学校及
び公立小中学校の全教職員に配付し、担当者会や研修
会等にて活用を周知。
・PTA研修への研修講師派遣等においてハンドブック
を周知及び活用(7回)。
・校内研修や授業等で活用した学校
　（R4:小51.3%、中42.9%、高22%）
・インターネットの適正な利用に関するルールづくり
を実施している学校
　（R4:小95.7%、中93.8%、高70%）
・学校ネットパトロールで児童生徒に関するネット上
のいじめやトラブル等について監視を行い、早期発
見・対応、防止に努めた。
・定期検索・監視（中学校・高等学校　６回、小学
校・特別支援学校　３回）
・検知投稿件数　448件
・県内での本連絡制度実施率は100％であり、本連絡
制度から得られた情報を校内支援会等で共有し、必要
に応じた支援策を講じていく必要がある。

・「『高知家』いじめ予防等プログラム」を活用した研修を教職員、
保護者、地域の方々に対して実施した割合（Ｒ5：教職員92.4％、保護
者・地域91.9％）
・「情報モラル教育実践ハンドブック」を公立学校及び公立小中学校
の全教職員に配付し、担当者会や研修会等にて活用を周知。また、校
内研修への支援においても、本ハンドブックを活用しての研修を実
施。
・PTA研修への研修講師派遣等においてハンドブックを周知及び活用(5
回)。
・校内研修や授業等で活用した学校
　（R5:小54.8%、中44.3%、高20%）
・インターネットの適正な利用に関するルールづくりを実施している
学校
　（R5:小96.2%、中98%、高51%）
・学校ネットパトロールで児童生徒に関するネット上のいじめやトラ
ブル等について監視を行い、早期発見・対応、防止に努めた。
・定期検索・監視（中学校・高等学校　６回、小学校・特別支援学校　
３回）
・検知投稿件数　632件
・本連絡制度実施率は引き続き100％ であり、今後も本連絡制度から
得られた情報を校内支援会等で共有し、必要に応じた支援策を講じて
いく必要がある。

・「『高知家』いじめ予防等プログラム」を活用した研修を教職員、保護者、
地域の方々に対して実施した割合（Ｒ6：教職員87.8％、保護者・地域89.9％）
・「情報モラル教育実践ハンドブック」を公立学校及び公立小中学校の全教職
員に配付し、担当者会や研修会等にて活用を周知。また、校内研修への支援に
おいても、主要な研修テーマの1つとして設定し、本ハンドブックを活用して研
修を実施。
・ハンドブックを活用した校内研修事例を作成し、教職員ポータルサイト上に
掲載して、活用を促した。
・PTA研修への研修講師派遣等においてハンドブックを周知及び活用(３回)。
・校内研修や授業等で活用した学校の割合
　（R6:小58.0%、中52.7%、高10.6%）
・インターネットの適正な利用に関するルールづくりを実施している学校の割
合
　（R6:小93.9%、中95.7%、高57.4%）
・学校ネットパトロールで児童生徒に関するネット上のいじめやトラブル等に
ついて監視を行い、早期発見・対応、防止に努めた。
・定期検索・監視（中学校・高等学校　６回、小学校・特別支援学校　３回）
・検知投稿件数　620件
・本連絡制度実施率は引き続き100％ であり、今後も本連絡制度から得られた
情報を校内支援会等で共有し、必要に応じた支援策を講じていく必要がある。

・「『高知家』いじめ予防等プログラム」を活用した研修を教職員、保護
者、地域の方々に対して実施した割合（Ｒ7：教職員89.4％、保護者・地域
95.5％）
・「情報モラル教育実践ハンドブック」の活用について、担当者会や研修会
等にて周知するとともに、ハンドブックを活用した校内研修事例を作成し、
教職員ポータルサイト上に掲載し、活用の促進を図った。また、校内研修へ
の支援においても、主要な研修テーマの1つとして設定し、本ハンドブック
を活用した研修を実施した。
・PTA研修への研修講師派遣等においてハンドブックを周知及び活用(４
回)。
・校内研修や授業等で活用した学校の割合
　（R7:小62.5%、中48.4%、高21.3%）
・インターネットを適正に利用するためのルールづくりを行うよう、児童生
徒及び保護者に働きかけをした学校の割合（R7:小94.9%、中93.5%、高
59.6%）
・学校ネットパトロールで児童生徒に関するネット上のいじめやトラブル等
について監視を行い、早期発見・対応、防止に努めた。
・定期検索・監視（中学校・高等学校　12回、小学校・特別支援学校　６
回）
・検知投稿件数　766件
・本連絡制度実施率は引き続き100％ であり、今後も本連絡制度から得られ
た情報を校内支援会等で共有し、必要に応じた支援策を講じていく必要があ
る。

実施後の分析、検証

・本プログラムの活用状況が９割以上となっており、
いじめ予防等に向けた取組の推進につながると考えら
れる。
・PTA人権教育研修への支援の依頼のあった学校は11
校であり、うち、ネット・子どもの研修依頼は令和３
年度の４校より３校増加した。
・校内研修や授業等における「情報モラル教育実践ハ
ンドブック」の活用について、担当者会や研修会等で
より具体的な活用方法を周知していく必要がある。
・学校や子どもの実態に応じたルールづくりについて
提案を行う必要がある。
・学校ネットパトロールの検知投稿件数が減少傾向に
あるが、単に問題のある書き込みが減少しただけでな
く、検索が困難な鍵付きサイト利用の増加が懸念され
る。
・コロナ禍の影響もあり、ネットに関する教材作成委
員会での活動が行えなかった。
・問題行動の初期の段階から学校・警察連絡制度を通
じて、学校・警察・保護者が連携をすることで多角的
な支援を行い、児童生徒の健全育成に務めている。

・本プログラムの活用状況が引き続き９割以上となっており、
いじめ予防等に向けた取組の推進を今後も図る。
・PTA人権教育研修への支援要請は減少しているが、HP等に情
報モラル教育に関する資料も周知しており、その活用促進も図
る必要がある。
・校内研修や授業等における「情報モラル教育実践ハンドブッ
ク」の活用について、担当者会や研修会等でより具体的な活用
方法を周知していく必要がある。
・学校や子どもの実態に応じたルールづくりについて保護者と
の連携のもとで実施できるような内容についての提案を行う必
要がある。
・学校ネットパトロールの検知投稿件数が増加している。ま
た、内容もいじめや命の危険に関わる内容が複数見られたの
で、学校や市町村教育委員会との連絡を密に取り組んでいく必
要がある。
・ネットに関する教材作成委員会での活動が前年に引き続き実
施できなかった。
・問題行動の初期の段階から学校・警察連絡制度を通じて連携
をすることで多角的な支援を行うことができている。

・本プログラムの活用状況が前年度より下がっているものの高い状況
が続いている。引き続き、いじめ予防等に向けた取組の推進を今後も
図る。
・PTA人権教育研修への支援要請は減少しているが、HP等に情報モラル
教育に関する資料も周知しており、その活用促進も図る必要がある。
・校内研修や授業等における「情報モラル教育実践ハンドブック」の
活用について、担当者会や研修会等でより具体的な活用方法を周知し
ていく必要がある。
・学校や子どもの実態に応じたルールづくりについて保護者との連携
のもとで実施できるような内容についての提案を行う必要がある。
・学校ネットパトロールの検知投稿件数は前年比では微減であった。
内容はいじめや誹謗中傷に関わる内容が複数見られたので、学校や市
町村教育委員会との連絡を密に取り組んでいく必要がある。
・ネットに関する教材作成委員会での活動が前年に引き続き実施でき
なかった。
・問題行動の初期の段階から学校・警察連絡制度を通じて連携をする
ことで多角的な支援を行うことができている。

・本プログラムの活用状況が前年度より上がっている。引き続き、
いじめ予防等に向けた取組の推進を今後も図る。
・PTA人権教育研修への支援要請は、４件にとどまった。研修につ
いて周知を図るとともに、情報モラル教育に関する啓発資料の作
成・配布等によって、保護者の啓発に努めていく必要がある。
・「情報モラル教育実践ハンドブック」の活用について、新たに作
成した資料と組み合わせた活用方法等を、担当者会や研修会等で周
知していく必要がある。
・今年度から作成している、家庭で活用できるインターネット等の
利用についてのルールづくりのリーフレットの活用により、家庭で
のルールづくりについて啓発ができたと考えられる。
・今年度は、検索回数の増加により、検知投稿件数は増加した。リ
スクレベルは低いものの、内容はいじめや誹謗中傷、個人情報の流
出に関わる内容であるため、未然防止のため、学校や市町村教育委
員会との連絡を密に取り組んでいく必要がある。
・ネットに関する教材作成について高知工科大学ボランティア団体
Cykutと連携することができた。
・問題行動の初期の段階から学校・警察連絡制度を通じて連携をす
ることで多角的な支援を行うことができている。

次年度の取組

・いじめ予防等のため、引き続き本プログラムや追補
版の活用充実を図る。
・校内研修や授業等におけるハンドブックの活用につ
いて、担当者会や研修会等でより具体的な活用方法を
周知し、PTA研修会では実際にハンドブックを活用し
た研修を実施する。
・学校や子どもの実態に応じたルールづくりについて
提案を行う。
・学校ネットパトロールにより子どもの実態を把握す
る。
・ネットに関する教材作成委員会の活動を再開する。
・学校・警察連絡制度の適正な運用について、各学校
に周知徹底を行うとともに、児童生徒の問題行動等の
未然防止に向けた連携をさらに強化する。

・いじめ予防等のため、引き続き本プログラムや追補版の活用
充実を図る。
・校内研修や授業等におけるハンドブックの活用について、担
当者会や研修会等でより具体的な活用方法を周知し、PTA研修
会では実際にハンドブックを活用した研修を実施する。
・学校や子どもの実態に応じたルールづくりについて保護者と
の連携のもとで実施できるような内容についての提案を行って
いく。
・学校ネットパトロールにより把握した子どもの実態を学校や
市町村教育委員会と共有し、子どもたちをサポートしていく。
・ネットに関する教材作成委員会の活動を実施するために高知
工科大学のサイバーボランティア団体Cykutとの連絡を密に行
う。
・学校・警察連絡制度の適正な運用について、引き続き各学校
に周知徹底を行う。

・いじめ予防等のため、引き続き本プログラムや追補版の活用充実を
図る。
・校内研修や授業等におけるハンドブックの活用について、担当者会
や研修会等でより具体的な活用方法を周知し、PTA研修会では実際にハ
ンドブックを活用した研修を実施する。
・学校や子どもの実態に応じたルールづくりについて保護者との連携
のもとで実施できるような内容についての提案を行っていく。
・学校ネットパトロールにより把握した子どもの実態を学校や市町村
教育委員会と共有し、子どもたちをサポートしていく。
・ネットに関する教材作成委員会の活動を実施するために高知工科大
学のサイバーボランティア団体Cykutとの連絡を密に行う。
・学校・警察連絡制度の適正な運用について、引き続き各学校に周知
徹底を行う。

・いじめ予防等のため、引き続き本プログラムや追補版の活用充実
を図る。
・校内研修や授業等におけるハンドブックの活用について、担当者
会や研修会等でより具体的な活用方法を周知し、PTA研修会では実
際にハンドブックを活用した研修を実施する。
・学校や子どもの実態に応じたルールづくりについて保護者との連
携のもとで実施できるような内容について、啓発資料を作成し、配
布する。
・学校ネットパトロールにより把握した子どもの実態を学校や市町
村教育委員会と共有し、子どもたちをサポートしていく。
・より子どもたちに近い視点での情報モラル教育を実施のするた
め、高知工科大学のサイバーボランティア団体Cykutとの連絡を密
に行う。
・学校・警察連絡制度の適正な運用について、引き続き各学校に周
知徹底を行う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども
等の安全を確保する

基本的方策２ 子どもの安全を確保する
具体的な
取組②

子どもたちを健やかに育てる取組
･･･児童虐待やいじめから子供を守るため、学校やＰＴＡ等とのネットワーク活用に取り組む。また、子どもがネット
上のトラブルに巻き込まれないよう、フィルタリングの普及やモラル教育を行う。

目指す姿
（目標）

１　いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携
が図られ、適切な支援や対応ができるようになって
いる。
２　県内全市町村で高知県学校・警察連絡制度が実
施され、児童生徒の問題行動等の予防や再発防止が
進み、健全な育成が促進されている。

目標
又は
指標

・インターネットの適正な利用に関するルールづくりを既に行った学校の割合
（R7年度以降は、「インターネットを適正に利用するためのルールづくりを行うよ
う、児童及び家庭に対して働きかけを行った学校の割合」を記載　※指標となる質問
項目が変更になったため）
・県内での高知県学校・警察連絡制度の実施率

・虐待やいじめから子どもを守ると
いう意識を高め、虐待やいじめの早
期発見、早期対応のため、学校、Ｐ
ＴＡなどがつながる既存のネット
ワークを活用できるよう取り組みま
す。
・インターネットや携帯電話などの
普及が急速に進む中で、子どもが被
害者にも加害者にもならないように
するため、実態把握に努めるととも
に、携帯電話などにおけるフィルタ
リングの普及や情報に関するモラル
の教育を行います。
・高知県学校・警察連絡制度の適正
な運用により、学校と警察、保護者
との連携を強化するとともに、相互
理解を深めて、問題行動等の発生及
び再発の防止に努め、子どもの健全
育成に取り組みます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・「高知家」いじめ予防等プログラムを活用した教職員向け、保護者・地域向け研修をの実施するとともに及び子ども向け教育プログラムをの実施する。
・いじめやネットの問題をテーマとした教職員研修については、研修資料を配付し、教員が研修講師として研修を行うことができるようにする。
・「情報モラル教育実践ハンドブック」を配付し、活用を促す。
・学校ネットパトロールを実施する。
・ネットに関する教材作成委員会による教材を作成し、配付する。
・学校・警察連絡制度の適正な運用を行い、児童生徒の問題行動等の予防や再発防止に努め、健全育成を図る。
・年度当初の各種会議やPTA・教育行政研修会等で「高知家」いじめ予防等プログラムの周知・活用を図る。

計画（P)
線表

小：95.7%

中：93.8%

高：70.0%

・100％

小：93.9%

中：95.7%

高：57.4%

・100％

小：96.2%

中：98.0%

高：51.0%

・100％

小:94.9%

中:93.5%

高:59.6%

・100%

　　　各学校におけるいじめ・虐待に関する校内研修等の実施

　　　県教育委員会による状況に応じた要保護児童や学校等への支援の実施

　　　ネット問題をテーマにした教職員研修やＰＴＡ研修等に講師派遣

　　　学校における情報モラル教育年間計画に基づく取組の推進と情報モラル教育実践事例集の活用促進

　　　学校ネットパトロールの実施

　　　「高知家」いじめ予防等プログラムの活用促進

　　   インターネットの適正利用に関する、学校やＰＴＡ、家庭でのルールづくりの推進

　　　ネットに関する教材作成委員会による教材の作成

　　　高知県学校・警察連絡制度の適正な運用



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №84 様式１

事業No. ３－２－（２）

担当課 人身安全・少年課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１ ラジオ、広報紙等による啓発
　 ホームページ随時更新、ラジオ年４回実施
２ 非行防止教室の実施
　 小学校126校のべ358回、中学校80校のべ
143回、高等学校26校のべ44回実施
３ 保護者を対象とした親子の絆教室の実施
　 幼稚園10施設、保育所89施設、認定こども
園８施設、計107回実施（３年間で県下の保育
施設等への実施率99.6%）
４ 学校警察連絡協議会等の開催
　 書面による開催を含め、計17回開催

１ ラジオ、広報紙等による啓発
　 ホームページ随時更新、ラジオ年４回実
施
２ 非行防止教室の実施
　 小学校127校のべ393回、中学校74校のべ
130回、高等学校27校のべ42回実施
３ 保護者を対象とした親子の絆教室の実施
　 幼稚園14施設、保育所79施設、認定こど
も園８施設、計101回実施（３年計画の一年目
で県下の保育施設等への実施率37.1%）
４ 学校警察連絡協議会等の開催
　 書面による開催を含め、計18回開催

１ ラジオ、広報紙等による啓発
　 ホームページ随時更新、ラジオ年４回実
施
２ 非行防止教室の実施
　 小学校118校のべ354回、中学校63校のべ
132回、高等学校30校のべ41回実施
３ 保護者を対象とした親子の絆教室の実施
　 幼稚園11施設、保育所76施設、認定こど
も園８施設、計95回実施（３年計画の二年目
で県下の保育施設等への実施率66.4%）
４ 学校警察連絡協議会等の開催
　 書面による開催を含め、計18回開催

１ ラジオ、広報紙等による啓発
　 ホームページ随時更新、ラジオ年４回実
施
２ 非行防止教室の実施
　 小学校132校のべ523回、中学校76校のべ
180回、高等学校38校のべ72回実施
３ 保護者を対象とした親子の絆教室の実施
　 幼稚園８施設、保育所90施設、認定こど
も園13施設、計111回実施（３年計画の３年
目で県下の保育施設等への実施率99.6%）
４ 学校警察連絡協議会等の開催
　 計19回開催

実施後の分析、検証

　１については計画どおり実施することがで
きた。
　２～４については、新型コロナウィルス感
染症の流行により、例年どおりとはいかない
ものの、概ね計画どおり実施することができ
た。

１については計画どおり実施することができ
た。
　２～４については、新型コロナウィルス感
染症が令和５年５月に５類移行となったこと
により、以後は計画どおり実施でき、親子の
絆教室は実施率を伸ばせた。

１についてはラジオ、広報活動等の機会を通
じて、計画的に啓発活動を実施することがで
きた。
２については全対象の学校のうち、62.6％の
学校において実施することができた。
３については計画どおり、親子の絆教室の実
施率を伸ばすことができた。
４については書面による開催があるものの、
学校との連絡体制の確保について推進するこ
とができた。

１についてはラジオ、広報活動等の機会を通
じて、計画的に啓発活動を実施することがで
きた。
２については全対象の学校のうち、76.2％の
学校において実施することができた。
３については計画どおり、親子の絆教室の実
施率を伸ばすことができた。
４については計画どおり、学校との連絡体制
の確保について推進することができた。

次年度の取組

　１については今後も引き続き実施する。
　２、３については未実施の学校や保育園に
周知活動を行い、さらなる推進を図ってい
く。
　４については新型コロナウィルス感染症の
流行により実施できていない市町村について
も実施し、各学校との良好な関係を維持して
いく。

　１については今後も引き続き実施する。
　２、３については未実施の学校や保育園に
周知活動を行い、さらなる推進を図ってい
く。
　４については新型コロナウィルス感染症の
流行により実施できていない市町村について
も実施し、各学校との良好な関係を維持して
いく。

１については今後も引き続き実施する。
２、３については未実施の学校や保育園に対
する周知活動を徹底し、さらなる推進を図っ
ていく。
４についてはあらゆる機会を通じて各学校と
の良好な関係を維持しながら、より充実した
議会の開催を図る。

１については今後も引き続き実施する。
２については未実施の学校に対する周知活動
を徹底し、さらなる推進を図っていく。
３については令和８年１月から、「保護者へ
の出前講座」と名称変更、対象をすべての少
年の保護者へと拡大し、内容も少年非行やＳ
ＮＳなどによる被害事例など、警察が把握す
る最新の情報を提供するとともに、家庭によ
る適切な監護をお願いするなど発展的に改
正。保護者に対する家庭教育、監督、見守り
を働きかけ、少年の非行・被害防止に関する
啓発活動を強化する。
４についてはあらゆる機会を通じて各学校と
の良好な関係を維持しながら、より充実した
議会の開催を図る。

　

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策２ 子どもの安全を確保する
具体的な
取組②

子どもたちを健やかに育てる取組
･･･児童虐待やいじめから子供を守るため、学校やＰＴＡ等とのネットワーク
活用に取り組む。また、子どもがネット上のトラブルに巻き込まれないよう、
フィルタリングの普及やモラル教育を行う。

目指す姿
（目標）

１　子どもの規範意識の醸成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　犯罪に巻き込まれない力の育成　　　　　　　　　
３　保護者の家庭教育の強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　効果的な情報共有による犯罪被害の防止　　　　　　　　　　　　　　　　　

目標
又は
指標

教育機関等と連携・協働した非行
防止教室等の実施により、子ども
の規範意識の醸成を図り、犯罪被
害を防止する力の育成を進めま
す。　　　　　　　　　　　　　　　　
また、保護者対象の講話や親子の
絆教室の実施により、親の子育て
力を高める啓発・助言を行うこと
で、いじめやネットトラブル等の
未然防止を推進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　ラジオ、広報紙等による啓発
２　非行防止教室の実施
３　保護者を対象とした親子の絆教室（３年間で県下の保育施設等を一巡することを目的としたもの）の実施
４　学校警察連絡協議会等の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

計画（P)
線表

　◎　いじめ防止や情報モラル等に関する非行防止教室の実施

　◎　保護者対象の講話や、幼稚園、保育園における「親子の絆教室」の実施

　◎　教育機関等との適切な情報共有や連絡協議会の開催　　

　◎　いじめの未然防止に向けた関係機関との積極的な情報共有



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №85 様式１

事業No. ３－２－（２）

担当課 幼保支援課

出発点(R４) 目標値(R８)

計画及び記録の作成率
91.5%
研修の実施(年１回)

R4: R5: R6: R7:
計画及び記録の作成率
100%
研修の実施(年1回)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

○園内研修など保育所等を訪問する際に個
　別の支援計画及び支援記録の作成の働き
　かけを実施
○家庭支援推進保育士の配置支援
　・13市町村38箇所39人
○親育ち・特別支援保育コーディネーター
　の配置支援
　・11市13人
○家庭支援推進保育士への研修実施
　・2回：6月（206人）、12月（89人）
○親育ち・特別支援保育コーディネーター
　研修会の実施
　・2回：5月（13人）、2月（23人）

○園内研修など保育所等を訪問する際に個
　別の支援計画及び支援記録の作成の働き
　かけを実施
○家庭支援推進保育士の配置支援
　・12市町村30施設31名
○親育ち・特別支援保育コーディネーター
　の配置支援
　・11市13人
○家庭支援推進保育士への研修実施
　・2回：6月（209人）、12月（76人）
○親育ち・特別支援保育コーディネーター
　研修会の実施
　・2回：5月（12人）、2月（26人）

○園内研修など保育所等を訪問する際に個
　別の支援計画及び支援記録の作成の働き
　かけを実施
○家庭支援推進保育士の配置支援
　・9市町25施設26名
○親育ち・特別支援保育コーディネーター
　の配置支援
　・11市13人
○家庭支援推進保育士への研修実施
　・2回：6月（198人）、12月（73人）
○親育ち・特別支援保育コーディネーター
　研修会の実施
　・2回：5月（11人）、2月（20人）

○園内研修など保育所等を訪問する際に
　個別の支援計画及び支援記録の作成の
　働きかけを実施
○親育ち・特別支援保育コーディネー
　ターの配置支援
　・12市村15人
○家庭支援推進保育士への研修実施
　・2回：6月（206人）、12月（70人）
○親育ち・特別支援保育コーディネー
　ター研修会の実施
　・2回：5月（12人）、2月（26人）

実施後の分析、検証

・上記取組の実施により、家庭支援の計画と
記録の作成率が継続して90％を超えている。
・厳しい環境にある家庭の状況にあわせた手
厚い支援の充実に向け、引き続き、家庭支援
推進保育士の質や実践力向上のため、実態に
あわせ研修の工夫を行うともに、人材確保に
向けた取組を進める必要がある。
・各園の現状に応じた支援につなげるため、
親育ち・特別支援保育コーディネーターの質
向上のための取組を行う必要がある。

・R5年6月現在は89.8％が作成されていた
が、今作成中や今後作成する予定の園もあ
る。
・厳しい環境にある家庭の状況にあわせた手
厚い支援の充実に向け、引き続き、家庭支援
推進保育士の質や実践力向上のため、実態に
あわせ研修の工夫を行うともに、人材確保に
向けた取組を進める必要がある。
・各園の現状に応じた支援につなげるため、
親育ち・特別支援保育コーディネーターの質
向上のための取組を行う必要がある。

・R6年は92.3％が作成されており、計画と
記録の作成率が90％を超えている。また、
今後作成予定の園もある。
・厳しい環境にある家庭の状況にあわせた
手厚い支援の充実に向け、引き続き、家庭
支援推進保育士の質や実践力向上のため、
実態にあわせ研修の工夫を行うともに、人
材確保に向けた取組を進める必要がある。
・各園の現状に応じた支援につなげるた
め、親育ち・特別支援保育コーディネー
ターの質向上のための取組を行う必要があ
る。

・R7年は87.6%が作成されており、前年度から
計画と記録の作成率が-4.7%となっているが、
今後作成予定の園もある。
・厳しい環境にある家庭の状況にあわせた手
厚い支援の充実に向け、引き続き、家庭支援
推進保育士の質や実践力向上のため、実態に
あわせ研修の工夫を行うともに、人材確保に
向けた取組を進める必要がある。
・各園の現状に応じた支援につなげるため、
親育ち・特別支援保育コーディネーターの質
向上のための取組を行う必要がある。

次年度の取組

・各園において、支援が必要な家庭ごとに家
庭支援の計画と記録が作成されるなど、厳し
い環境にある家庭の状況にあわせた適切な支
援が行われるよう、研修等の充実により保育
士のスキルアップを図る。
・コーディネーター対象の研修や、コーディ
ネーターの役割・園との関わり方や支援の進
め方等についての情報交換等を行うことによ
り、各市町村における支援の質の向上を図
る。

・各園において、支援が必要な家庭ごとに家
庭支援の計画と記録が作成されるなど、厳し
い環境にある家庭の状況にあわせた適切な支
援が行われるよう、研修等の充実により保育
者のスキルアップを図る。
・コーディネーター対象の研修や、コーディ
ネーターの役割・園との関わり方や支援の進
め方等についての情報交換等を行うことによ
り、各市町村における支援の質の向上を図
る。

・各園において、支援が必要な家庭ごとに
家庭支援の計画と記録が作成されるなど、
厳しい環境にある家庭の状況にあわせた適
切な支援が行われるよう、研修等の充実に
より保育者のスキルアップを図る。
・コーディネーター対象の研修や、コー
ディネーターの役割・園との関わり方や支
援の進め方等についての情報交換等を行う
ことにより、各市町村における支援の質の
向上を図る。

・各園において、支援が必要な家庭ごとに家
庭支援の計画と記録が作成されるなど、厳し
い環境にある家庭の状況にあわせた適切な支
援が行われるよう、研修等の充実により保育
者のスキルアップを図る。
・コーディネーター対象の研修や、コーディ
ネーターの役割・園との関わり方や支援の進
め方等についての情報交換等を行うことによ
り、各市町村における支援の質の向上を図
る。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策２ 子どもの安全を確保する
具体的な
取組②

子どもたちを健やかに育てる取組
･･･児童虐待やいじめから子供を守るため、学校やＰＴＡ等とのネットワー
ク活用に取り組む。また、子どもがネット上のトラブルに巻き込まれないよ
う、フィルタリングの普及やモラル教育を行う。

目指す姿
（目標）

保育所等において虐待の早期発見や適切な支援への
理解が深まっている。

目標
又は
指標

保育所や幼稚園等において個別の支援計画及び支援記録を作成
し、虐待や経済的困窮など支援の必要な家庭に対する見守り体
制を整備する。
保育士等を対象とした研修の実施

保育士等を対象とした研修などを
通じた、虐待の早期発見や虐待防
止につながる支援の在り方に関す
る周知

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

保育所等の訪問時などにおいて支援の必要な家庭に対する個別の支援計画及び支援記録の作成を働きかける。
家庭支援推進保育士の研修の実施
親育ち・特別支援保育コーディネーターの配置支援及び研修の実施

計画（P)
線表

　　　あああ

 作成率92%

研修の実施

(年４回)

作成率92.3％

研修の実施

(年４回)

作成率89.8  %

研修の実施

(年４回)

　　　保育士等を対象とした研修などを通じた虐待の早期発見や虐待防止につながる支援の在り方に関する周知

作成率87.6％

研修の実施

(年４回)



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №86 様式１

事業No. ３－２－（２）

担当課 学校安全対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

指標100％ 指標100％

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

1　安全教育研修会等において、スクール
ガード・リーダー連絡協議会の市町村担当者
や学校安全担当教員等へ「防犯教室」の実
施、「地域安全マップ」の作成・活用を依頼
した。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）の報告書を各学校に配付し啓発を行っ
た。
３　学校安全対策課ホームページ等にマップ
作成のポイントや好事例を掲載した。

１　「高知県安全教育プログラム」に基づい
た、安全教育及び安全管理の推進について、
研修会等で意図や方法を説明し、取組を働き
かけた。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）の報告書を各学校に配付し啓発を行っ
た。また、ホームページに掲載し周知を図っ
た。

１　「高知県安全教育プログラム」に基づい
た、安全教育及び安全管理の推進について、
研修会等で意図や方法を説明し、取組を働き
かけた。年度当初にアンケート結果を示し、
防犯教育の必要性について周知した。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）の報告書を各学校に配付し啓発を行っ
た。また、ホームページに掲載し周知を図っ
た。

１　「高知県安全教育プログラム」に基づい
た、安全教育及び安全管理の推進について、
研修会等で意図や方法を説明し、取組を働き
かけた。年度当初にアンケート結果を示し、
防犯教育の必要性について周知した。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）の報告書を各学校に配付し啓発を行っ
た。また、ホームページに掲載し周知を図っ
た。

実施後の分析、検証

１　声かけ事案などが多い小学校については
防犯に係る生活安全教育の実施率が高い
（96.8％）が、中学校、高等学校と上がるに
従って実施率が低くなっている（中：
88.8％、高80.8％）。今後、中・高等学校へ
の働きかけが必要である。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）実施市町村及び拠点校の取組内容は防犯
に係る安全教育の推進するうえで非常に参考
になるものであった。実践報告書を各学校に
送付し、周知を図ったが、他にも周知の方法
を考えていく必要がある。

１　各学校種ごとの防犯教育の実施率をみる
と小学校（97.8％）、中学校（85.6％）、高
等学校（83.7％）、特別支援学校（46.7％）
であり、特別支援学校への働きかけが必要で
ある。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）実施市町村及び拠点校の取組内容が記載
された、実践報告書を各学校に送付し、周知
を図った。

１　各学校種ごとの防犯教育の実施率をみる
と小学校（95.6％）、中学校（89.2％）、高
等学校（83.7％）、特別支援学校（53.3％）
であり、小学校以外の校種では実施割合は増
えている。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）実施市町村及び拠点校の取組内容が記載
された、実践報告書を各学校に送付し、周知
を図るとともに成果発表会を開催し、情報共
有した。

１　各学校種ごとの防犯教育の実施率をみる
と小学校（95.5％）、中学校（84.9％）、高
等学校（85.7％）、特別支援学校（73.3％）
であり、実施割合は一定以上の水準を保って
いる。
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安
全）実施市町村及び拠点校の取組内容が記載
された、実践報告書を各学校に送付し、周知
を図るとともに成果発表会を開催し、情報共
有した。

次年度の取組

１～３について、高知県安全安心まちづくり
推進会議の広報活動に引き続き参加し、広報
啓発活動を充実させる。

１　子どもの危険予測・危機回避能力の向上
を図る安全教育の推進を拠点校以外にも広げ
ていく必要がある。
２　成果発表会の開催、報告書の送付による
成果普及について実施していく。

１　子どもの危険予測・危機回避能力の向上
を図る安全教育の推進を拠点校以外にも広げ
ていく必要がある。警察等関係機関と連携し
た防犯教室などを推進していく。
２　成果発表会の開催、報告書の送付による
成果普及について継続して実施していく。

１　子どもの危険予測・危機回避能力の向上
を図る安全教育の推進を拠点校以外にも広げ
ていく必要がある。警察等関係機関と連携し
た防犯教室などを推進していく。
２　成果発表会の開催、報告書の送付による
成果普及について継続して実施していく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策２ 子どもの安全を確保する
具体的な
取組②

子どもたちを健やかに育てる取組
･･･児童虐待やいじめから子供を守るため、学校やＰＴＡ等とのネットワーク
活用に取り組む。また、子どもがネット上のトラブルに巻き込まれないよう、
フィルタリングの普及やモラル教育を行う。

目指す姿
（目標）

安全教育等による、子どもたちの危険予測・危険回
避能力の向上

目標
又は
指標

各学校における、防犯に係る安全教育（生活安全）の実施率
（100％）

　子どもが犯罪に巻き込まれない
よう、危険を察知し回避できる能
力を育成する安全教育の取組を推
進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　子どもの危機予測・危機回避能力の向上を図る「高知県安全教育プログラム（生活安全編）」や安全教育参
考資料に基づく安全教育の推進
２　高知県学校安全総合支援事業（生活安全）実施市町村及び拠点校の取組成果の普及（安全教育研修会及び事
業推進委員会等における実践発表等）

計画（P)
線表

　安全教育研修会の実施

　市町村教委や県立学校に、自らの命を守るために必要な資質・能力を育成する安全教育の実施を働きかけ

　拠点校の先進的・実践的な安全教育の取組と普及

90.3％ 90.4％90.2％ 　90.6％



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №87 様式１

事業No. ３－２－（２）

担当課 生涯学習課

出発点(R４) 目標値(R８)

①96.4%
②91.6%
③97.3%

100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　地域学校協働推進事業
・運営費等補助
・活動内容の充実と人材育成
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組
支援（4月～）
・市町村訪問（9～10月）

２　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助
・取組状況調査（7～8月）
・全市町村訪問（8～9月）

１　地域学校協働推進事業
・運営費等補助
・活動内容の充実と人材育成
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組
支援（4月～）
・市町村訪問（9～10月）

２　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（9～10月）

１　地域学校協働推進事業
・運営費等補助
・活動内容の充実と人材育成
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組
支援（4月～）
・市町村訪問（8～9月）

２　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（8～9月）

１　地域学校協働推進事業
・運営費等補助
・活動内容の充実と人材育成
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組
支援（4月～）
・市町村訪問（8～9月）

２　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助
・取組状況調査（6～7月）
・全市町村訪問（8～9月）

実施後の分析、検証

１　地域学校協働活動推進事業
・地域学校協働本部の設置は順調に進んでお
り、コロナ禍でも工夫しながら協働活動を計
画的に実施する学校が見られた。地域学校協
働本部が設置された学校数　小：172校、中：
89校、義務教育学校4校

２　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・全小学校区の97.3%に放課後児童クラブ又は
放課後子ども教室が設置された。
・防災・防犯対策研修会や、安全計画の策定
について通知を行い、防災意識の向上につな
がった。

１　地域学校協働活動推進事業
 地域学校協働本部が設置された学校数　小：
181校、中：89校、義務教育学校4校
・市町村や学校によって活動内容に差がある
ため、活動の充実に向けて地域コーディネー
ターの確保・育成を継続する。

２　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・全小学校区の97.3%に放課後児童クラブ又は
放課後子ども教室が設置された。
・防災・防犯対策研修会や、安全計画の策定
について通知を行い、防災意識の向上につな
がった。

１　地域学校協働活動推進事業
 地域学校協働本部が設置された学校数　小：
176校、中：85校、義務教育学校4校
・県内全ての小中学校において、高知県版地
域学校協働本部の設置を達成。
・一方で、市町村や学校によって活動内容に
差があるため、活動の充実に向けて地域コー
ディネーターの確保・育成を継続する。

２　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・全小学校区の97.8%に放課後児童クラブ又は
放課後子ども教室が設置された。
・防災・防犯対策研修会や、安全計画の策定
について通知を行い、防災意識の向上につな
がった。

１　地域学校協働活動推進事業
 地域学校協働本部が設置された学校数　小：
171校、中：85校、義務教育学校4校
・県内全域に地域学校協働本部という活動の
基盤が構築されているが、市町村や学校に
よって活動内容に差があるため、活動の充実
を図っていく必要がある。

２　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・全小学校区の97.1%に放課後児童クラブ又は
放課後子ども教室が設置された。
・危機管理や安全対策に関する研修会の実施
や、防災訓練の実施について通知を行い、防
災意識の向上につながった。

次年度の取組

１　地域学校協働活動推進事業
・運営費等補助
・高知県版地域学校協働本部(市町村推進校）
の決定・取組支援、現状確認等（4月～）
市町村訪問（9～10月）

２　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助

１　地域学校協働活動推進事業
・運営費等補助
・高知県版地域学校協働本部(市町村推進校）
の決定・取組支援、現状確認等（4月～）
・市町村訪問（9～10月）

２　新・放課後子ども総合プラン推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助

１　地域学校協働活動推進事業
・運営費等補助
・高知県版地域学校協働本部(市町村推進校）
の決定・取組支援、現状確認等（4月～）
・市町村訪問（8～9月）

２　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助

１　地域学校協働活動推進事業
・運営費等補助
・高知県版地域学校協働本部(市町村推進校）
の決定・取組支援、現状確認等（4月～）
・市町村訪問（8～9月）

２　放課後児童対策パッケージ推進事業
（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・運営費等補助

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策２ ２　子どもの安全を確保する
具体的な
取組②

子どもたちが安全で安心して過ごせる居場所づくりの推進

目指す姿
（目標）

１学校や地域の実情に応じ、幅広い地域住民等の参画
を得て、地域全体で子どもたちを見守り育てる仕組み
が構築されている。
２放課後に子どもたちが安全・安心に過ごせる居場所
が確保されている。

目標
又は
指標

①地域学校協働本部の設置率（小・中学校）：R4までに100％
②高知県版地域学校協働本部の仕組みを構築した小・中学校
　の割合：R5までに100％
③放課後児童クラブ又は放課後子ども教室の実施校率（小学
　校）：R5までに100％

１地域学校協働活動推進事業

・地域学校協働本部の活動内容の
充実及び高知県版地域学校協働本
部への展開にかかる取組を推進

２新・放課後子ども総合プラン推
進事業(放課後児童クラブ、放課後
子ども教室)

・放課後等の子どもたちの安全・
安心な居場所づくりと学びの場の
充実を図る

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　地域学校協働活動推進事業
・訪問活動等による市町村や学校への助言等
・高知県版地域学校協働本部実施校への取組支援（4月～）

２　放課後児童対策パッケージ推進事業（放課後児童クラブ、放課後子ども教室）
・全市町村訪問（8～10月）
・取組状況調査（8～9月）
・危険箇所等の点検等について通知発送
・避難訓練等の実施について通知発送）　
・防災対策研修会の実施（県内3箇所）
・小学校単位の防災出前講座の実施

計画（P)
線表

①96.4%

②91.6%

③97.3%

①100%

②100%

③97.8%

①100%

②97.4%

③97.3%

①100%

②100%

③97.1%

・地域学校協働本部の活動内容の充実にかかる取組　…実践ハンドブック・活動事例集等を活用した訪問等による市町村や学校への助言、取組状況調査、市町村ヒアリング、各種研修会の開催等

・高知県版地域学校協働本部への展開にかかる取組　…市町村毎の設置計画に基づく実施校への訪問等による個別支援、民生委員・児童委員との連携促進等

・安全・安心な居場所づくりと学びの場の充実　…放課後児童クラブ・放課後子ども教室の設置及び活動内容の充実、取組状況調査、市町村ヒアリング、学び場人材バンクによる支援等



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №88 様式１

事業No. ３－２－（３）

担当課 子ども家庭課

出発点(R４) 目標値(R８)

16市町村 全市町村

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・「児童虐待防止月間（11月）」での児童虐待防
止の広報啓発（CM：民放3局47本、チラシ：95,000
部、ポスター：1,900部）
・官民協働による「オレンジリボンキャンペー
ン」の実施（11/1～11/30SNSｲﾍﾞﾝﾄ、11/10講演
会、11/1～11/10高知城ﾗｲﾄｱｯﾌﾟ）
・民生委員・児童委員等を対象とした研修を実施
（9市町・14回）
・子ども家庭総合支援拠点の設置に向けて取り組
む市町村に対して、財政支援を行い、設置を促進
する。（20市町村）
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎研
修、応用研修等、年７回）

・「児童虐待防止月間（11月）」での児童虐待防
止の広報啓発（CM：民放3局47本、チラシ：
101,000部、ポスター：1,600部）
・官民協働による「オレンジリボンキャンペー
ン」の実施（11/1～11/30SNSｲﾍﾞﾝﾄ、11/12講演
会、11/1～11/10高知城ﾗｲﾄｱｯﾌﾟ）
・民生委員・児童委員等を対象とした研修を実施
（7市町・11回）
・子ども家庭総合支援拠点の設置に向けて取り組
む市町村に対して、財政支援を行い、設置を促進
する。（21市町村）
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎研
修、応用研修等、年７回）

・「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャ
ンペーン（11月）」に合わせて児童虐待防止
の広報啓発（SNS広告：YouTube・Instagram
（10/1～12/31）、チラシ：99,000部、ポス
ター：1,400部）
・官民協働による「オレンジリボンキャン
ペーン」の実施（11/1～11/30SNSｲﾍﾞﾝﾄ、
11/12講演会、11/1～11/11高知城ﾗｲﾄｱｯﾌﾟ）
・こども家庭センター設置に向けて取り組む
市町村に対して、財政支援を行い、設置を促
進する。（16市町村）
・市町村職員を対象とした研修の実施（年７
回）
・電話による相談支援活動を実施し、家庭と
地域の児童養育を支援。（48回）

・「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャ
ンペーン（11月）」に合わせて児童虐待防止
の広報啓発（SNS広告：YouTube・Instagram
（10/1～12/31）、チラシ：90,600部、ポス
ター：1,300部）
・官民協働による「オレンジリボンキャン
ペーン」の実施（11/1～11/30SNSｲﾍﾞﾝﾄ、
11/29講演会、11/1～11/11高知城ﾗｲﾄｱｯﾌﾟ）
・こども家庭センター設置に向けて取り組む
市町村に対して、財政支援を行い、設置を促
進する。（15市町村）
・市町村職員を対象とした研修の実施（年９
回）
・電話による相談支援活動を実施し、家庭と
地域の児童養育を支援。（46回）

実施後の分析、検証

・児童虐待防止に関する広報啓発に関して当初の
予定どおり進めているが、より効果的な広報啓発
方法を実行委員会で協議しながら、適宜検討・実
践していく。
・オレンジリボンキャンペーンの推進月間（11
月）に合わせ、様々なイベントを行っているが、
前倒しでイベントを行うなど、推進活動をより拡
充していく必要がある。
・子ども家庭総合支援拠点の未設置市町村に対し
ては引き続き設置を呼びかけるとともにR6から設
置予定のこども家庭支援センターへのスムーズな
移行に向け、支援を強化していく。
・切れ目のない支援体制強化に向けて、市町村職
員向け研修、民生委員・児童委員向け研修等を継
続して実施していく。

・児童虐待防止に関する広報啓発に関して当初の
予定どおり進めているが、より効果的な広報啓発
方法を実行委員会で協議しながら、適宜検討・実
践していく。
・オレンジリボンキャンペーンの推進月間（11
月）に合わせ、様々なイベントを行っているが、
前倒しでイベントを行うなど、推進活動をより拡
充していく必要がある。
・R6から始まるこども家庭支援センターの円滑な
設置促進に向け、支援を強化していく。
・切れ目のない支援体制強化に向けて、市町村職
員向け研修、民生委員・児童委員向け研修等を継
続して実施していく。

・児童虐待防止に関する広報啓発に関して当
初の予定どおり進めているが、より効果的な
広報啓発方法を実行委員会で協議しながら、
適宜検討・実践していく。
・オレンジリボン・児童虐待防止推進キャン
ペーン（11月）に合わせ、様々なイベントを
行っているが、前倒しでイベントを行うな
ど、推進活動をより拡充していく必要があ
る。
・こども家庭センターの円滑な設置促進に向
け引き続き設置を呼びかけるとともに、支援
を継続していく。
・切れ目のない支援体制強化に向けて、市町
村職員向け研修、電話による相談支援につい
て、継続して実施していく。

・児童虐待防止に関する広報啓発に関して当
初の予定どおり進めているが、より効果的な
広報啓発方法を実行委員会で協議しながら、
適宜検討・実践していく。
・オレンジリボン・児童虐待防止推進キャン
ペーン（11月）に合わせ、様々なイベントを
行っているが、前倒しでイベントを行うな
ど、推進活動をより拡充していく必要があ
る。
・こども家庭センターの円滑な設置促進に向
け引き続き設置を呼びかけるとともに、支援
を継続していく。
・切れ目のない支援体制強化に向けて、市町
村職員向け研修、電話による相談支援につい
て、継続して実施していく。

次年度の取組

・「児童虐待防止月間（11月）」での児童虐待防
止のより効率的な広報啓発の展開
・官民協働による「オレンジリボンキャンペー
ン」の実施（活動範囲を拡充）
・民生委員・児童委員を対象にした研修会を行
い、地域での見守り活動の促進を図る。
・子ども家庭総合支援拠点の設置及びこども家庭
センターへの移行を見据えた支援体制を構築す
る。
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎研
修、応用研修等）

・「児童虐待防止月間（11月）」での児童虐待防
止のより効率的な広報啓発の展開
・官民協働による「オレンジリボンキャンペー
ン」の継続実施
・民生委員・児童委員を対象にした研修会を行
い、地域での見守り活動の促進を図る。
・こども家庭センターの円滑な設置に向けた支援
を実施
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎研
修、応用研修等）

・「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャ
ンペーン（11月）」での児童虐待防止のより
効率的な広報啓発の展開
・官民協働による「オレンジリボンキャン
ペーン」の継続継続
・こども家庭センターの円滑な設置に向け、
継続した支援を実施
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎
研修、応用研修等）

・「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャ
ンペーン（11月）」での児童虐待防止のより
効率的な広報啓発の展開
・官民協働による「オレンジリボンキャン
ペーン」の継続継続
・こども家庭センターの円滑な設置に向け、
継続した支援を実施
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎
研修、応用研修等）

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策２ 子どもの安全を確保する
具体的な
取組③

子どもを児童虐待から守るための取組
･･･児童虐待の早期発見、安全の確保、通報のための取組を推進する。

目指す姿
（目標）

・地域での虐待予防の取組が推進されている
・児童虐待が早期に発見され支援につながっている

目標
又は
指標

こども家庭センター（旧「市町村子ども家庭総合支援拠点」）
の設置（R6～）：全市町村

①虐待予防、早期発見の広報啓発
　官民協働で実施する「オレンジ
リボンキャンペーン」等による児
童虐待防止の広報啓発や民生委員
等による地域での見守り活動の促
進のための研修を実施します。
②市町村子ども家庭総合支援拠点
の設置促進
　地域のすべての子どもの福祉に
関する支援の拠点である「市町村
子ども家庭総合支援拠点」の設置
促進を行うとともに、児童福祉担
当の専門性向上のための研修等を
実施します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・「児童虐待防止月間（11月）」での児童虐待防止の広報啓発
・官民協働による「オレンジリボンキャンペーン」の実施
・民生委員・児童委員を対象にした研修を行い、地域での見守り活動の促進を図る。
・子ども家庭総合支援拠点の設置に向けて取り組む市町村に対して、財政支援を行い、設置を促進する。
・市町村職員を対象とした研修の実施（基礎研修、応用研修等）

計画（P)
線表

　・虐待予防月間（11月）での虐待予防、早期発見の広報啓発

　　　さんＳＵＮ高知やデジタルサイネージ等の県広報媒体を活用した広報啓発

　・「オレンジリボンキャンペーン」（11月）による広報啓発

　　　テレビ・ラジオでの広報、チラシ・ポスターの配布、講演会の開催、ＳＮＳを通じた啓発活動

　・民生委員・児童委員を対象にした研修会の実施（児童虐待予防研修）

　・市町村子ども家庭総合支援拠点の設置促進

　　　子ども家庭総合支援拠点に配置が必要な専門人材について、配置に向けた財政支援を実施

　・市町村児童福祉担当の専門性の向上

　　　市町村児童福祉担当を対象に相談への対応力や専門性の向上のための研修を実施

20市町村 ８市町22市町村 ６市町村



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №89 様式１

事業No. ３－２－（３）

担当課 人権教育・児童生徒課

出発点(R４) 目標値(R８)

校内支援会ＳＳＷ活用率
小98.9％　中99.0％　高97.3％
要対協ＳＳＷ活用率　76.5％

100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)　

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・SCやSSWを活用した校内支援会を年10回以上
実施している学校の割合（Ｒ４）
　小：70.6％、中：87.8％、高：73.0％

・支援が必要な子どもについての情報共有に
向け、SSWのカウンターパートとして福祉部署
を位置付けている市町村の割合（Ｒ４）
94.3％

・SCやSSWを活用した校内支援会を年10回以
上実施している学校の割合（Ｒ５）
　小：79.0％、中：83.5％、高：88.2％

・支援が必要な子どもについての情報共有に
向け、SSWのカウンターパートとして福祉部
署を位置付けている市町村の割合（Ｒ５）
94.3％

・SCやSSWを活用した校内支援会を年10回以上実施している学
校の割合（Ｒ６）
　小：97.8％、中：98.9％、高：91.5％

・支援が必要な子どもについての情報共有に向け、SSWのカウ
ンターパートとして福祉部署を位置付けている市町村の割合
（Ｒ６）94.3％

・SCやSSWを活用した校内支援会を年10回以
上実施している学校の割合（Ｒ７）
　小：94.9％、中：97.9％、高：91.5％、　　

・支援が必要な子どもについての情報共有に
向け、SSWのカウンターパートとして福祉部
署を位置付けている市町村の割合（Ｒ７）
94.3％

実施後の分析、検証

・校内支援会でのSCやSSWの活用が定着し、不
登校児童生徒等へのSCやSSWによる支援が進ん
できている。

・市町村福祉部署との連携は進んでいるな
か、さらに各学校、SC及びSSWの支援力向上の
充実が必要である。また、把握したSC及びSSW
の活動状況をもとに、今後も効果的な配置を
行う必
要がある。

・校内支援会でのSCやSSWの活用が一層定着
し、不登校児童生徒等へのSCやSSWによる支
援がさらに進んできている。

・市町村福祉部署との連携は進んでいるもの
の、一部の市町村において十分な連携には
至っていない。福祉部署との連携の重要性に
ついて、各種研修などの機会を捉えて説明し
ていく必要がある。

・校内支援会でのSCやSSWの活用が一層定着し、不登校児童生
徒等へのSCやSSWによる支援がさらに進んできている。

・市町村福祉部署との連携は進んでいるものの、一部の市町
村において十分な連携には至っていない。引き続き、福祉部
署との連携の重要性について、各種研修などの機会を捉えて
説明していく必要がある。

・校内支援会でのSCやSSWの活用が一層定着
し、不登校児童生徒等へのSCやSSWによる支
援がさらに進んできている。

・市町村福祉部署との連携は進んでいるもの
の、一部の市町村において十分な連携には
至っていない。引き続き、福祉部署との連携
の重要性について、各種研修などの機会を捉
えて説明していく必要がある。

次年度の取組

○全ての公立学校へのSC及びSSWの配置

○各学校、SC及びSSWの支援力の向上
　・SC及びSSWを対象とする研修
　・校内支援会の実施
　・SSWと市町村福祉部署との定期的な情報
　　交換等の実施

○全ての公立学校へのSC及びSSWの配置

○各学校、SC及びSSWの支援力の向上
　・SC及びSSWを対象とする研修
　・校内支援会の実施
　・SSWと市町村福祉部署との定期的な
　　情報交換等の実施

○全ての公立学校へのSC及びSSWの配置

○各学校、SC及びSSWの支援力の向上
　・SC及びSSWを対象とする研修
　・校内支援会の実施
　・SSWと市町村福祉部署との定期的な
　　情報交換等の実施

○全ての公立学校へのSC及びSSWの配置

○各学校、SC及びSSWの支援力の向上
　・SC及びSSWを対象とする研修
　・校内支援会の実施
　・SSWと市町村福祉部署との定期的な
　　情報交換等の実施

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策２ 子どもの安全を確保する
具体的な
取組③

子どもを児童虐待から守るための取組
･･･児童虐待の早期発見、安全の確保、通報のための取組を推進する。

目指す姿
（目標）

校内支援会でのＳＳＷの活用、ＳＳＷと市町村児童
福祉担当部署との連携強化が進み、児童虐待の早期
発見、早期対応するための環境が整備される。

目標
又は
指標

校内支援会でのＳＳＷの活用率
各市町村要保護児童対策地域協議会へのＳＳＷの参加

校内支援会でのＳＳＷの活用を促
進するとともに、ＳＳＷのカウン
ターパートに各市町村の児童福祉
担当課を位置づけ、定期的な情報
共有等を行うなど連携強化を行
い、児童虐待の早期発見、早期対
応のための取組を進めます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・各市町村の要保護児童対策地域協議会への参加を継続する。
・県立学校SSWが実務者会に参加できる体制を整える。
・児童虐待にかかる校内研修を充実させるため、校内研修用の資料内容を充実させ、前項に配布する。
・年度当初の各種会議やPTA・教育行政研修会等で「高知家」いじめ予防等プログラムの周知・活用を図る。

計画（P)
線表

　【ＳＳＷの配置】・・・全市町村（学校組合）、全県立学校へのＳＳＷの配置

　【校内支援会】・・・校内支援会でのＳＳＷの活用促進

　【要保護児童対策地域協議会の参加】・・・全市町村の要保護児童対策地域協議会へのＳＳＷの参加

　【ＳＳＷの力量形成】・・・◎初任者研修　◎ＳＳＷ連絡協議会　◎相談支援体制の充実（チーム学校）に向けた連絡協議会　◎ＳＳＷ研修講座等

校内支援会ＳＳＷ活用率　

小100％　中99.0％　

 高100％

要対協ＳＳＷ活用率　

88.2％

 校内支援会ＳＳＷ活用率　

小100％　中100％　

 高100％

要対協ＳＳＷ活用率　

97.1％

 校内支援会ＳＳＷ活用率　

小100％　中100％　

 高100％

要対協ＳＳＷ活用率　

67.6％

校内支援会ＳＳＷ活用率  　

小100％　中100％　

 高100％

要対協ＳＳＷ活用率　

94.1％



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №90 様式１

事業No. ３－２－（３）

担当課 人身安全・少年課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１ 関係機関との連絡会の開催及び各種会議
への参加
・各署管内で開催される要保護児童対策地域
協議会に出席し、要保護児童に関する情報共
有を行った。
・児童相談所・警察・検察庁連絡協議会に出
席し、関係機関との関係強化を図った。
・児童相談所との児童虐待事案対応合同訓練
を行い、事案発生時の連携強化を図った。
・児童相談所からの援助要請を受理した際
は、児童相談所と連携し、迅速な対応を図っ
た。
２ オレンジリボンキャンペーンへの協力
・ラジオ放送に出演し、児童虐待防止に関す
る広報活動を行った。

１ 関係機関との連絡会の開催及び各種会議
への参加による連携の強化・情報共有
・各署管内で開催される要保護児童対策地域
協議会への出席
・児童相談所、警察、検察庁連絡協議会への
出席
・児童相談所、医師会、歯科医師会との定例
実務者会議への出席
・児童相談所からの援助要請を受理した際
は、児童相談所と連携し、迅速な対応を図っ
た。
２ オレンジリボンキャンペーンへの協力
（児童虐待防止に関する広報活動の実施）
・ラジオ放送への出演
・県警察ホームページやSNSの利用
・広報啓発チラシやポスターを各署へ配布

１ 関係機関との連絡会の開催及び各種会議
への参加による連携の強化・情報共有
・各署管内で開催される要保護児童対策地域
協議会への出席
・児童相談所、警察、検察庁連絡協議会への
出席
・児童相談所、医師会、歯科医師会との定例
実務者会議への出席
・児童相談所からの援助要請を受理した際
は、児童相談所と連携し、迅速な対応を図っ
た。
２ オレンジリボンキャンペーンへの協力
（児童虐待防止に関する広報活動の実施）
・ラジオ放送への出演
・県警察ホームページやSNSの利用
・広報啓発チラシやポスターを各署へ配布

１ 関係機関との連絡会の開催及び各種会議
への参加による連携の強化・情報共有
・各署管内で開催される要保護児童対策地域
協議会への出席
・児童相談所、警察、検察庁連絡協議会への
出席
・児童相談所、医師会、歯科医師会との定例
実務者会議への出席
・児童相談所からの援助要請を受理した際
は、児童相談所と連携し、迅速な対応を図っ
た。
２ オレンジリボンキャンペーンへの協力
（児童虐待防止に関する広報活動の実施）
・ラジオ放送への出演
・県警察ホームページやSNSの利用
・広報啓発チラシやポスターを各署へ配布

実施後の分析、検証

１については、児童相談所等関係機関との情
報共有や連携強化を行うことで、児童虐待防
止対策を積極的かつ迅速に推進することがで
きた。
２については、広報活動に協力し、オレンジ
リボンキャンペーンの趣旨である「子ども虐
待のない社会の実現」に寄与することができ
た。　

１については、児童相談所等関係機関との情
報共有や連携強化を行うことで、児童虐待防
止対策を積極的かつ迅速に推進することがで
きた。
２については、広報活動に協力し、オレンジ
リボンキャンペーンの趣旨である「子ども虐
待のない社会の実現」に寄与することができ
た。

１については、児童相談所等関係機関との情
報共有や連携強化を行うことで、児童虐待防
止対策を積極的かつ迅速に推進することがで
きた。
２については、広報活動に協力し、オレンジ
リボンキャンペーンの趣旨である「子ども虐
待のない社会の実現」に寄与することができ
た。

１については、児童相談所等関係機関との情
報共有や連携強化を行うことで、児童虐待防
止対策を積極的かつ迅速に推進することがで
きた。
２については、広報活動に協力し、オレンジ
リボンキャンペーンの趣旨である「子ども虐
待のない社会の実現」に寄与することができ
た。

次年度の取組

１については、引き続き、各協議会等を通じ
て、児童相談所、検察庁等の関係機関との連
携の維持・強化を図るとともに、児童相談所
からの援助要請に適切に対応する。
２については、ラジオ広報、広報紙等を活用
し、児童虐待の防止に資する広報活動を推進
する。

１については、引き続き、各協議会等を通じ
て、児童相談所、検察庁等の関係機関との連
携の維持・強化を図るとともに、児童相談所
からの援助要請に適切に対応する。
２については、ラジオ広報、広報紙等を活用
し、児童虐待の防止に資する広報活動を推進
する。

１については、引き続き、各協議会等を通じ
て、児童相談所、検察庁等の関係機関との連
携の維持・強化を図るとともに、児童相談所
からの援助要請に適切に対応する。
２については、ラジオ広報、広報紙等を活用
し、児童虐待の防止に資する広報活動を推進
する。

１については、引き続き、各協議会等を通じ
て、児童相談所、検察庁等の関係機関との連
携の維持・強化を図るとともに、児童相談所
からの援助要請に適切に対応する。
２については、ラジオ広報、広報紙等を活用
し、児童虐待の防止に資する広報活動を推進
する。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策２ 子どもの安全を確保する
具体的な
取組③

子どもを児童虐待から守るための取組
･･･児童虐待の早期発見、安全の確保、通報のための取組を推進する。

目指す姿
（目標）

１　児童の安全確認の徹底
２　迅速適切な保護対策の実施

目標
又は
指標

関係機関との連絡会の開催及び各種会議への参加

被虐待児の通告、虐待の未然防止
に向けて関係機関に情報提供を行
い連携して児童虐待防止対策を進
めます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　関係機関との連絡会の開催及び各種会議への参加
２　オレンジリボンキャンペーンへの協力（広報活動の実施等）
　　　　ラジオを利用した広報
　　　　県警察ホームページでの広報
　　　　広報啓発チラシの活用

計画（P)
線表

　　　◎　あらゆる警察活動を通した児童虐待情報の収集

　　　◎　児童虐待事案認知時の児童の安全確認の徹底、関係機関との連携、迅速適切な保護対策の実施

　　　◎　児童虐待の未然防止に向けた関係機関への積極的な情報提供

　　　◎　広報啓発活動により県民の児童虐待への関心を高め、通報に対する意識を向上させる



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №91 様式１

事業No. ３－３－（１）

担当課 人権・男女共同参画課

出発点(R４) 目標値(R８)

カード設置数：203
か所（R3）
出前講座：3回
（R3)

カード設置数：220か所
出前講座：6回

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　広報啓発の実施
・「高知県女性保護対策協議会」と連携し、「DV
相談カード」を作成・配布（43,500枚）
・DV相談窓口周知チラシの作成・配布（1,000
枚）
・相談窓口周知ポケットカードの作成・配布
（8,000枚）
２　「女性に対する暴力をなくす運動」期間
（11/12～11/25）中の集中的な広報の実施
・高知城パープルライトアップの実施
（11/12,13）
・公共交通機関での啓発ポスター掲示（11/12～
11/25、路線バス40台、バス待合所３か所）
・ラジオによる広報・啓発（RKCラジオでの対談
（11/15））
・ＤＶ防止啓発講演会の実施【ソーレ共催】
（11/13、参加者：会場97人、オンライン80人）
・ソーレにパープルリボンツリーを設置（11/8～
11/25）
・デートDV啓発パネル・パープルリボンツリーの
設置（高知大学、高知県立大学、10/28～11/25）
３　出前講座の実施
各自治体から要請を受け、DVに関する出前講座を
実施（実施回数４回、参加者数871人）

１　広報啓発の実施
・「DV相談カード」を作成・配布（35,000枚）
・DV相談窓口周知チラシの作成・配布（2,000
枚）
・相談窓口周知ポケットカード(7,000枚）、ポ
ケットティッシュ(2,000個）の作成・配布
２　「女性に対する暴力をなくす運動」期間
（11/12～11/25）中の集中的な広報の実施
・高知城パープルライトアップの実施
（11/12,13）
・公共交通機関での啓発ポスター掲示（11/12～
11/25、路線バス40台、バス待合所３か所）
・ラジオによる広報・啓発（RKCラジオでの対談
（11/14））
・民間支援団体との協働による街頭キャンペーン
(11/12)
・DV防止啓発講演会の実施(11/18、【主催】ソー
レ/【共催】高知地方法務局、高知県人権擁護委
員連合会、高知県女性保護対策協議会、参加者：
会場90人、オンデマンド380人）
・DV防止缶バッジ250個作成し、DV防止啓発講演
会や講座等で配付し県民に周知を行った。缶バッ
ジをいれている袋に高校生ボランティアがメッ
セージを記載。　
・ソーレにパープルリボンツリーを設置（10/30
～11/25）
・デートDV啓発パネル、パープルリボンツリーの
設置、DV防止缶バッジの配付、DV関連図書の貸出
し【高知工科大学、太平洋学園高等学校、高知ﾘﾊ
ﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ専門職大学（10/31～11/30）】
３　出前講座の実施
各自治体等から要請を受け、DVに関する出前講座
を実施（実施回数８回、参加者数951人）

１　広報啓発の実施
・「DV相談カード」を作成・配布（35,000枚）
・DV相談窓口周知チラシの作成・配布（2,000
枚）
・相談窓口周知ポケットカード(7,000枚）の作
成・配布
２　「女性に対する暴力をなくす運動」期間
（11/12～11/25）中の集中的な広報の実施
・高知城パープルライトアップの実施
（11/12,13）
・公共交通機関での啓発ポスター掲示（11/12～
11/25、路線バス40台、バス待合所３か所）
・ラジオによる広報・啓発【RKCラジオでの対談
（11/12）】
・民間支援団体との協働による街頭キャンペーン
(11/24)
・DV防止啓発講演会の実施(11/9)【主催】ソーレ
/【共催】高知地方法務局、高知県人権擁護委員
連合会、高知県女性支援推進協議会（参加者：会
場57人、オンデマンド586人）
・デートDV啓発パネル、パープルリボンツリー設
置【高知学園中学高等学校（11/1～11/26）、高
知学園短期大学（11/12～11/26）、高知県立岡豊
高等高校（11/12～11/26）】
・デートDV啓発パネル、高校生ボランティアの
メッセージとSDGsの工作作品を展示した。
・ソーレにツリーを設置し、来館者にパープルリ
ボンを飾っていただき啓発を行った。
３　出前講座の実施
各自治体等から要請を受け、DVに関する出前講座
を実施【実施回数20回、参加者数1,149人】

１　広報啓発の実施
・「DV相談カード」を作成・配布（35,500枚）
・DV相談窓口周知チラシの作成・配布（2,100
枚）
・相談窓口周知ポケットカード(7,300枚）の作
成・配布
２　「女性に対する暴力をなくす運動」期間
（11/12～11/25）中の集中的な広報の実施
・高知城パープルライトアップの実施
（11/12,13）
・公共交通機関での啓発ポスター掲示（11/12～
11/25、路線バス40台、バス待合所３か所）
・ラジオによる広報・啓発【RKCラジオでの対談
（11/11）】
・民間支援団体との協働による街頭キャンペーン
(11/24)
・DV防止啓発講演会の実施(11/8)【主催】ソーレ
/【共催】高知地方法務局、高知県人権擁護委員
連合会、高知県女性支援推進協議会（参加者：会
場55人、オンデマンド477人）
・ソーレにデートDV啓発パネル展示
・高校生によるDV防止のシンボルパープルリボン
の作成
３　出前講座の実施
各自治体等から要請を受け、DVに関する出前講座
を実施【実施回数19回、参加者数1,056人】

実施後の分析、検証

１　民間団体等と連携した広報活動を実施したこ
とや、マスコミを通じた広報活動を行ったこと
で、県民へ効果的なPRを行うことができた（DV相
談カードの配布、ラジオ広報等）。
２　高知県立大学と高知大学の協力のもと啓発パ
ネルやツリーの設置及び広報ができた。
３　いずれも、数値化して効果を計ることが難し
いものの、全体の底上げのためにも、今後も広
報・啓発活動を継続して実施する必要がある。

１　民間団体等と連携した広報活動を実施したこ
とや、マスコミを通じた広報活動を行ったこと
で、県民へ効果的なPRを行うことができた（DV相
談カードの配布、ラジオ広報等）。
２　高知工科大学、太平洋学園高等学校、高知リ
ハビリテーション専門職大学の協力のもとパープ
ルリボンツリーの設置や缶バッジの配付、関連図
書貸出など若い世代への周知や広報が行えた。
３　いずれも、数値化して効果を計ることが難し
いものの、全体の底上げのためにも、今後も広
報・啓発活動を継続して実施する必要がある。

１　民間団体等と連携した広報活動を実施したこ
とや、マスコミを通じた広報活動を行ったこと
で、県民へ効果的なPRを行うことができた（DV相
談カードの配布、ラジオ広報等）。
２　高知学園中学高等学校、高知学園短期大学、
高知県立岡豊高等高校の協力のもとパープルリボ
ンツリーの設置や缶バッジの配付、関連図書貸出
など若い世代への周知や広報が行えた。
３　いずれも、数値化して効果を計ることが難し
いものの、全体の底上げのためにも、今後も広
報・啓発活動を継続して実施する必要がある。

１　民間団体等と連携した広報活動を実施したこ
とや、マスコミを通じた広報活動を行ったこと
で、県民へ効果的なPRを行うことができた（DV相
談カードの配布、ラジオ広報等）。
２　高校生がパープルリボンの作成を通じて、DV
防止等に関して考える機会を提供することができ
た。
３　いずれも、数値化して効果を計ることが難し
いものの、全体の底上げのためにも、今後も広
報・啓発活動を継続して実施する必要がある。

次年度の取組

○DV問題への理解を深める広報啓発の実施
・広報・啓発物の作成・配布・掲示
・様々な媒体を活用した広報及び啓発の実
施

○DV問題への理解を深める広報啓発の実施
・多様な啓発ツールの作成及び活用
・ホームページやSNSによる分かりやすくき
め細やかな情報発信

○DV問題への理解を深める広報啓発の実施
・多様な啓発ツールの作成及び活用
・ホームページやSNSによる分かりやすくき
め細やかな情報発信

○DV問題への理解を深める広報啓発の実施
・多様な啓発ツールの作成及び活用
・ホームページやSNSによる分かりやすくき
め細やかな情報発信

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども
等の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組①

広報・啓発の充実
･･･虐待、ＤＶ、ストーカーを許さない気運を高めるための広報啓発
を行う。ＤＶやストーカーの被害を生みださないための教育を実施す
る。　

目指す姿
（目標）

１　ＤＶは「犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害」
であることが県民に広く認識されている。
２　相談窓口の周知により、ＤＶ被害者の早期発見・早
期対応が図られている。
３　予防教育が効果を上げ、ＤＶ被害件数が減ってい
る。

目標
又は
指標

（指標）相談窓口周知カード設置施設数：203か所（R2)
（指標）ＤＶ・デートＤＶに関するソーレ出前講座:４回
（R2）

ＤＶを許さない社会づくりを進
めるため、様々な広報媒体を活
用して広報・啓発活動を行い、
身体的暴力だけでなく精神的・
経済的・性的暴力を含むあらゆ
る形態のＤＶについての意識啓
発を推進します。
また、人権教育や出前講座の実
施等により、若年層への予防教
育を実施します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　「女性に対する暴力をなくす運動」期間（11/12～11/25）中の集中的な広報の実施
・広報紙、ホームページ、ラジオ等を利用した広報
・公共交通機関でのポスター掲示
・パープルライトアップの実施
２　相談カードの作成・配布、広報紙・ＨＰへの掲載等によるＤＶ相談窓口の周知
３　ソーレによるＤＶ防止啓発講演会の開催

４　中学・高校、大学等での、ＤＶ・デートＤＶに関する授業、出前講座の実施

計画（P)
線表

【「女性に対する暴力をなくす運動」期間における集中的な広報・啓発】・・・◎ラジオ番組による広報　◎公共交通機関でのポスター掲示　◎広報紙、ＨＰ等の多様な広報媒体を活用した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広報活動　◎パープルライトアップ実施　◎民間支援団体との協働による広報（街頭キャンペーン実施等）

【ＤＶ相談窓口の周知】・・・◎配偶者暴力相談支援センター（女性相談支援センター）及びソーレの周知（周知カードの作成・配布、広報紙・ＨＰ等への掲載、広報・啓発ポスターの掲示等）

【ＤＶ啓発・予防教育】・・・◎ＤＶ防止啓発講演会の開催（ソーレ）　◎ソーレの出前講座を活用した中学・高校、大学等での授業・講座の実施等

カード設置数：

803か所

出前講座:４回

カード設置数：

768か所

出前講座:20回

カード設置数：

778か所

出前講座:８回

カード設置数：

902か所

出前講座:19回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №92 様式１

事業No. ３－３－（１）

担当課 長寿社会課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・高齢者総合相談実績
・一般相談：408件、専門相談：26件
・市町村・包括支援センター向け研修
　5/18開催
・事業者向け研修
　居宅系事業者向け：8/19開催
　入所・通所系向け：9/30開催
　施設長・管理者向け：2/13開催
・事例検討・意見交換会
　11/21、1/18開催

・高齢者総合相談実績
　一般相談：396件、専門相談：55件
・市町村・包括支援センター向け研修
　6/19、10/2開催
・事業者向け研修
　居宅系事業者向け：8/28開催
　入所・通所系向け：1/18開催
　施設長・管理者向け：1/12開催
・事例検討及び意見交換会
　10/31開催

・高齢者総合相談実績
　一般相談：361件、専門相談：47件
・市町村・包括支援センター向け研修
　5/17開催
・事業者向け研修
　居宅系事業者向け：12/18開催
　入所・通所系向け：9/3開催
　施設長・管理者向け：7/16開催
・事例検討及び意見交換会
　2/18開催

・高齢者総合相談実績
　一般相談：305件、専門相談：37件
・市町村・包括支援センター向け研修
　5/16開催
・事業者向け研修
　居宅系事業者向け：7/23開催
　入所・通所系向け：10/8開催
　施設長・管理者向け：8/4開催
・事例検討及び意見交換会
　12/19開催

実施後の分析、検証

・高齢者総合相談窓口については幅広く相
談受付を行っているが、専門相談に特化さ
せることや、相談場所が不便との意見も
伺っているため今後検討が必要。
・研修については目標通り開催できてい
る。
　今後も引き続き継続して開催していく。
　これまでの講師が受けられなくなってい
るため新たな講師を検討する。

・高齢者総合相談の専門（法律）相談につ
いて、高知市内の地域包括支援センターや
県民室に法律相談のチラシと虐待防止・権
利擁護啓発リーフレットを配布して周知す
ること等により、相談件数が増えた。
・事業所や市町村向けに、虐待防止に向け
た研修会を実施し、職員の対応力向上を
図った。今後も引き続き継続して開催して
いく。
・入所・通所系事業者向けの研修につい
て、感染症が流行する時期の開催及び施設
長・管理者向け研修の６日後開催となった
ため、前年度より参加人数が減少したので
開催時期を見直していく。

・高齢者総合相談窓口について、専門相談
の件数はR4と比較して高い水準にあるもの
の、一般相談については件数が減少傾向に
ある。引き続き、相談窓口の周知等につい
て取組が必要。
・市町村及び地域包括支援センター職員を
対象とした研修や、事業者向け研修につい
て、目標どおり実施できている。引き続
き、研修開催を通じて対応力向上を図って
いく。

・高齢者総合相談窓口について、毎年大き
な乖離無く一定の水準で推移しているもの
の、引き続き対象者に届く広報を検討して
いく必要がある。
・施設・事業所等に向けた研修について
は、これまで参加していない事業所にも積
極的に参加してもうら仕掛けを検討する必
要がある。

次年度の取組

より多くの方に利用いただくための方法を
権利擁護センターと協議を行う。
昨年度できている部分は引き続き開催を行
う。

・虐待防止研修について、参加しやすくな
るように年間計画を立て、早めに各市町
村・事業所に周知をする。
・研修の開催時期について、権利擁護セン
ターと事前に協議して決定する。

・高齢者総合相談窓口については、権利擁
護センターとも協議しながら、相談窓口の
周知を検討していく。
・市町村等向け研修については、引き続き
開催していく。

・高齢者総合相談窓口については、引き続
き、相談窓口の周知を行う。
・市町村等向け研修については、引き続き
開催していく。
・事業者向け研修について、より多くの事
業所に参加してもらうための開催方法や周
知方法について、権利擁護センターと協議
しながら検討していく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども
等の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組①

広報・啓発の充実
…虐待、ＤＶ、ストーカーを許さない気運を高めるための広報啓発を
行う。ＤＶやストーカーの被害を生みださないための教育を実施す
る。　　

目指す姿
（目標）

暴力を許さない気運が高まる
目標
又は
指標

・虐待防止に向けた研修会の開催（事業所職員対象、市町村職
員・地域包括支援センター対象：各1回以上）
・市町村、地域包括支援センターの高齢者虐待の対応力が強化
される。

地域社会において、高齢者など
への虐待やＤＶなどの暴力を許
さない気運を高めるための研修
や広報啓発等を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・高齢者総合相談窓口の設置（月曜～金曜日　9：00～16：00）
・市町村職員及び地域包括支援センター職員等を対象とした研修会の開催（年１回以上）
・事業所職員を対象とした研修会の開催（年１回以上）
・意見交換会の開催

計画（P)
線表

・高齢者総合相談窓口の設置

・市町村職員・地域包括支援センターを対象とした高齢者虐待防止に関する研修会の開催

・事業所職員を対象とした高齢者権利擁護研修会の開催

・県内5圏域での意見交換会の開催



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №93 新様式１

事業No. ３－３－（２）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

地域見守り情報の
発信

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・出前講座（開催数40回、参加者2,984人）
・地域見守り情報　14回発行
・くらしのサポーター養成講座(開催数３
回、参加者20人)
・くらしのサポーターフォローアップ研修
(開催数４回、参加者57人)
・消費者の日に伴う啓発イベントを実施。幼
稚園、県警察と連携して、帯屋町アーケード
において、悪質商法被害防止に関する啓発を
行った。
・霊感商法を含む悪質商法をめぐるトラブル
への注意喚起を図るパンフレット(10,800
部）を作成し、市町村を通じて県民へ配布し
た。

・出前講座（開催数60回、参加者2,543人）
・地域見守り情報　14回発行
・くらしのサポーター養成講座(開催数２
回、参加者14人)
・くらしのサポーターフォローアップ研修
(開催数４回、参加者75人)
・消費者の日に伴う啓発イベントを実施。幼
稚園、県警察と連携して、帯屋町アーケード
で悪質商法被害防止に関する啓発を実施。
・若者の消費者被害防止に向け、タウン誌に
啓発記事を掲載したほか、市町村を通じて啓
発チラシ（10,000部）を配布。

・出前講座（開催数58回、参加者3,027人）
・地域見守り情報　14回発行
・くらしのサポーター養成講座(開催数２
回、参加者37人)
・くらしのサポーターフォローアップ研修
(開催数４回、参加者84人)
・消費者の日に伴う啓発イベントを実施。幼
稚園、県警察と連携して、帯屋町アーケード
で悪質商法被害防止に関する啓発を実施。
・若者の消費者被害防止に向け、タウン誌に
啓発記事を掲載したほか、市町村を通じて啓
発チラシ（10,000部）を配布。

・出前講座（開催数48回、参加者2,448人）
・地域見守り情報　15回発行
・くらしのサポーター養成講座(開催数２
回、参加者43人)
・くらしのサポーターフォローアップ研修
(開催数４回、参加者122人)
・視覚障害者向け啓発資料（DAISY図書）の
配付

実施後の分析、検証

・地域や規模を問わず、主催者の希望に沿っ
た情報提供ができた。
・県立消費生活センターに寄せられた相談を
分析し、時期を逸しない情報提供ができた。
・地域で啓発活動を行うくらしのサポーター
を新たに18名養成するとともに、引き続き活
動を行ってもらえるよう研修や情報提供等が
できた。
・くらしのサポーター登録者数216人
（R5.3.31時点）

・地域や規模を問わず、主催者の希望に沿っ
た情報提供ができた。
・県立消費生活センターに寄せられた相談を
分析し、時期を逸しない情報提供ができた。
・地域で啓発活動を行うくらしのサポーター
を新たに８名養成するとともに、引き続き活
動を行ってもらえるよう研修や情報提供等が
できた。
・くらしのサポーター登録者数213人
（R6.3.31時点）

・地域や規模を問わず、主催者の希望に沿っ
た情報提供ができた。
・県立消費生活センターに寄せられた相談を
分析し、時期を逸しない情報提供ができた。
・地域で啓発活動を行うくらしのサポーター
を新たに ６39名養成するとともに、引き続き
活動を行ってもらえるよう研修や情報提供等
ができた。
・くらしのサポーター登録者数247人
（R7.3.31時点）

・県立消費生活センターに寄せられた相談を
分析し、時期を逸しない情報提供ができた。
・地域で啓発活動を行うくらしのサポーター
を新たに27名養成するとともに、引き続き活
動を行ってもらえるよう研修や情報提供等が
できた。
・くらしのサポーター登録者数263人

次年度の取組

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望をするべく
出前講座の募集チラシ等を作成の上広く募集
を行う。

　若者の消費者被害防止に向け、引き続きタ
ウン誌への啓発記事の掲載を行うとともに、
日常的に目に触れる学校内への掲示用啓発ポ
スターを作成し配布。（高校・専門学校等、
400部）

若者の消費者被害防止に向け、引き続きタウ
ン誌への啓発記事の掲載を行うとともに、日
常的に目に触れる学校内への掲示用啓発ポス
ターを作成し配布。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組②

高齢者や障害者の見守り活動の推進
･･･特殊詐欺等の犯罪被害に遭わないための防犯教室等を開催する。　

目指す姿
（目標）

　出前講座で事例等を知ることにより高齢者の消費者ト
ラブルに対する意識を高めるとともに、くらしのサポー
ターによる地域での見守り活動が行われることで高齢者
の消費者トラブルを未然に防ぐ。
　障害者に配慮した情報提供を継続的に行い、消費者ト
ラブル未然防止に対する意識の向上を図る。

目標
又は
指標

地域見守り情報の発信：各年度12回

①地域活動団体等と連携した高齢
者の見守り活動の実施
　高齢者をターゲットにした架空
請求や悪質商法などによる被害を
防ぐための講習会などを開催する
ほか、地域活動団体の協力を得
て、個別訪問などによる情報の提
供や啓発を行います。
②情報の提供
　地域で生活する障害者が悪質商
法や犯罪の被害に遭わないため
に、障害者特性に配慮した適切な
情報の提供などに努めます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　出前講座の開催
２　地域見守り情報の発行
３　くらしのサポーターの養成
　　くらしのサポーターフォローアップ研修の開催
４　市町村における「消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）」の構築支援
５　消費生活の日に伴うイベントにおいて、悪質商法被害防止、特殊詐欺被害防止広報啓発活動を実施

　広報誌「安全安心まちづくりニュース」及び「くらしネットkochi」のテキスト版公開
６　啓発冊子「くらしの豆知識」のDAISY図書の配布
７　市町村における「消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）」の構築支援

計画（P)
線表

14回 14回14回 18回

　【出前講座の実施、地域見守り情報の発信】・・・県内の最新事例を題材とした情報提供

　

　くらしのサポーターの活動支援（くらしのサポーターフォローアップ研修等）

　

　市町村における「消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）」の構築支援

　

　【安全安心まちづくりニュース、くらしネットｋｏｃｈｉの発行】・・・約100,000部×年４回発行　県ホームページにも掲載

　【啓発冊子「くらしの豆知識」（ＤＡＩＳＹ図書）の配布】



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №94 様式１

事業No. ３－３－（２）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　各地区地域安全アドバイザーと連携した
高齢者訪問活動を実施し、特殊詐欺被害防止
や交通事故防止の広報啓発を実施した。
１，４　各警察署が、施設等における不審者
対応訓練等を実施した。
２～４　高齢者安全教室（244回開催、参加
人数約3,027人）を開催した。
２～５　市町村・民生委員等と連携した高齢
者見守り活動を実施すると共に、老人クラ
ブ・地域包括支援センター等を通じて、特殊
詐欺被害防止に関する情報発信を行った。

１　各地区地域安全アドバイザーと連携した
高齢者訪問活動を実施し、特殊詐欺被害防止
や交通事故防止の広報啓発を実施した。
１，４　各警察署が、施設等における不審者
対応訓練等を実施した。
２～４　高齢者安全教室（352回開催、参加
人数約5,641人）を開催した。
２～５　市町村・民生委員等と連携した高齢
者見守り活動を実施すると共に、老人クラ
ブ・地域包括支援センター等を通じて、特殊
詐欺被害防止に関する情報発信を行った。

１　各地区地域安全アドバイザーと連携した
高齢者訪問活動を実施し、特殊詐欺被害防止
や交通事故防止の広報啓発を実施した。
１，４　各警察署が、施設等における不審者
対応訓練等を実施した。
２～４　高齢者安全教室（331回開催、参加
人数約4,923人）を開催した。
２～５　市町村・民生委員等と連携した高齢
者見守り活動を実施すると共に、老人クラ
ブ・地域包括支援センター等を通じて、特殊
詐欺被害防止に関する情報発信を行った。

１　各地区地域安全アドバイザーと連携した
高齢者被害防止教室を300回開催し、特殊詐
欺被害等の防止について啓発したほか、老人
クラブ等を媒介とした高齢者への防犯情報の
発信を行った。
２，３　高齢者・障害者の施設入所者に対す
る特殊詐欺等の被害防止講話などを行った。
４　高齢者・障害者等の入所施設において不
審者対応訓練を実施した。
５　地域包括支援センターや民生委員と連携
して高齢者等の見守り活動を実施した。

実施後の分析、検証

１～４　特殊詐欺については、幅広い年齢層
に被害が広がっているが、高齢被害者の割合
は他の年齢層に比べ相対的に高いことから、
新たな手口について、分かりやすく、かつタ
イムリーな広報啓発に努めた。
１～５　高齢者にわかりやすく、伝わりやす
い広報を推進した。

１～４　特殊詐欺については、幅広い年齢層
に被害が広がっているが、高齢被害者の割合
は他の年齢層に比べ相対的に高いことから、
新たな手口について、分かりやすく、かつタ
イムリーな広報啓発に努めた。
１～５　高齢者にわかりやすく、伝わりやす
い広報を推進した。

１～４　特殊詐欺については、幅広い年齢層
に被害が広がっているが、高齢被害者の割合
は他の年齢層に比べ相対的に高いことから、
新たな手口について、分かりやすく、かつタ
イムリーな広報啓発に努めた。
１～５　高齢者にわかりやすく、伝わりやす
い広報を推進した。

１～３　特殊詐欺については、幅広い年齢層
に被害が広がっているが、高齢被害者の割合
は他の年齢層に比べ相対的に高く、継続した
対応が必要となる。
４　施設等の訓練時には、不審者が立ち入ら
ないための対策などを含め、未然防止対策を
推進する必要がある。
５　市町村、事業者との連携を密にして、地
域で見守る必要のある高齢者への対策を推進
する必要がある。

次年度の取組

１～５　特殊詐欺については、令和４年中は
被害者の約８割を65歳以上の高齢者が占めて
おり、犯行手口が多様化する一方、反復する
ことから、より分かりやすく、かつタイム
リーな広報啓発に努めていく。

１～５　特殊詐欺については、令和５年中は
被害者の約半数を65歳以上の高齢者が占めて
おり、犯行手口が多様化する一方、反復する
ことから、より分かりやすく、かつタイム
リーな広報啓発に努めていく。

１～５　特殊詐欺については、令和６年中は
65歳以上の高齢者の被害が約４割近くを占め
ており、犯行手口が多様化する一方、反復す
ることから、より分かりやすく、かつタイム
リーな広報啓発に努めていく。

　広報啓発活動では、特殊詐欺の被害状況だ
けでなく、高齢者などが具体的な防止対策を
取り入れることができるようきめ細かな対応
を行う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組②

高齢者や障害者の見守り活動の推進
･･･特殊詐欺等の犯罪被害に遭わないための防犯教室等を開催する。　

目指す姿
（目標）

１防犯教室等により、高齢者が多く被害に遭う犯罪
の被害防止策を浸透させる。
２不審者対応訓練や防犯教室等により障害者施設の
利用者の安全を守る。

目標
又は
指標

高齢者防犯教室：200回以上

　高齢者をターゲットにした特殊
詐欺や悪質商法による被害を防ぐ
ため、講習会の開催や地域活動団
体の協力を得た戸別訪問等による
情報提供等を行います。
　障害者が地域において安全で安
心して生活できるよう、市町村や
事業者等が連携して行う見守り活
動等を促進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　地域安全アドバイザー等と連携した犯罪被害防止の広報啓発
２　事業者と連携した高齢者施設入所者に対する犯罪被害防止の広報啓発
３　事業者と連携した障害者施設入所者に対する特性に応じた犯罪被害防止の広報啓発
４　施設等における職員に対する不審者対応訓練・防犯講話の実施
５　市町村・事業者等と連携した見守り活動の強化

計画（P)
線表

【高齢者等に対する防犯教室の開催】･･･地域安全アドバイザー等と連携した被害防止広報啓発

【施設における防犯教室の開催】･･･事業者等と連携した施設入所者の特性に応じた犯罪被害防止広報啓発

【不審者対応訓練】･･･施設職員等に対する効果的な訓練の実施

R4 高齢者教室:

244回

R6 高齢者教

室：331回

R5 高齢者教

室：352回
R7 高齢者教

室：300回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №95 様式１

事業No. ３－３－（２）

担当課 地域課

出発点(R４) 目標値(R８)

防犯教室への参加
：所管区単位で
　３ヶ月に１回

防犯教室への参加
：所管区単位で
　毎年度４回

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

　各署において、毎月の活動計画で巡回連絡
専従日を設定するなどして、高齢者世帯を含
む各世帯の巡回連絡を実施した。
　また、高齢者を対象とした特殊詐欺等犯罪
被害防止教室の開催についても、新型コロナ
ウイルス感染症対策に配意しつつ、開催し
た。

　昨年と同様に各署において、巡回連絡専従
日を設定し、高齢者世帯を含む各世帯の巡回
連絡を実施した。
　また、高齢者アドバイザー等と共同で、高
齢者を対象とした特殊詐欺等犯罪被害防止教
室や交通安全教室についても、積極的に開催
した。

　各署において、巡回連絡専従日を設定し、
高齢者世帯を含む各世帯の巡回連絡を実施し
た。
　また、高齢者を対象とした特殊詐欺等犯罪
被害防止教室や交通安全教室についても積極
的に開催した。

　各署において、巡回連絡専従日を設定し、
高齢者世帯を含む各世帯の巡回連絡を実施し
た。
　また、高齢者を対象とした特殊詐欺等犯罪
被害防止教室では、国際電話不取扱手続き等
のチラシを配布したり、交通事故発生状況な
どを踏まえた交通安全教室を開催するなどし
て、安心安全な暮らしの実現のため積極的に
働きかけた。

実施後の分析、検証

　上記１、２とも可能な限り実施したものの
例年と比較すると若干低調であった。新型コ
ロナウイルス感染拡大の影響があったものと
考えられる。
　なお、特殊詐欺犯罪被害防止について、ミ
ニ広報紙及び速報による被害防止活動は行う
ことができた。

　高齢者世帯への訪問数は例年と比較すると
若干低調であったものの、防犯教室の実施数
については大幅に増加した。
　また、巡回連絡や防犯教室に合わせて高齢
者を狙った特殊詐欺や交通事故の防止につい
て掲載したミニ広報紙等を配布し、注意喚起
するなど被害防止活動を行うことができた。

　高齢者世帯への訪問数、防犯教室の実施数
ともに増加したものの、高齢者の特殊詐欺被
害が高い水準で推移している。

　高齢者世帯への訪問活動や高齢者安全教室
開催数はともに増加したものの、特殊詐欺被
害は依然として高い水準で推移している。

次年度の取組

　令和５年度からは、新型コロナウイルスの
感染症法上の分類が変更されることから、各
種活動については、感染症対策を念頭に置き
つつ、各事業者等と連携した活動の場を増加
させ、地域一体となった見守り活動を強化推
進していく。

１　高齢者世帯を対象とした巡回連絡を積
　極的に実施し、実態把握に努めるととも
　に各種犯罪の被害防止活動を強化する。

２　引き続き、事業所等と連携の上で各種
　防犯教室を実施するなど、地域に密着し
　た活動を推進する。

１　巡回連絡における高齢者方訪問を継続
　する。

２　移動交番を活用するなどして特殊詐欺　　
　等の犯罪被害に遭わないための実効性の
　ある防犯教室を開催する。

１　巡回連絡による高齢者世帯への訪問活
　動を継続し、更なる実態把握に努めると
　ともに各種被害防止に資する情報の提供
　等に努める。

２　巡回連絡や移動交番を活用するなど、
　あらゆる機会を捉えて、高齢者に対する
　各種犯罪被害抑止活動や交通安全教室を
　開催する。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組②

高齢者や障害者の見守り活動の推進
･･･特殊詐欺等の犯罪被害に遭わないための防犯教室等を開催する。

目指す姿
（目標）

高齢者、障害者安全を確保するために、独居高齢者
等の訪問の際に防犯及び防災における指導及び広報
活動を行い高齢者等の安全を確保する。

目標
又は
指標

１　巡回連絡における高齢者方の訪問　全独居高齢者等世帯
２　高齢者等を対象とした防犯教室への参加　所管区ごと３ヶ
月に１回

１　地域警察官が各世帯に訪問す
る巡回連絡時に特殊詐欺等の被害
防止のため、高齢者等への防犯指
導を行う

２　高齢者が多数集まる会合等で
講習会を行い、最新の犯罪情報や
防犯対策の情報発信活動や啓発活
動を行う

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　高齢者訪問活動の実施
２　高齢者安全教室の実施

計画（P)
線表

　　　【巡回連絡】・・・・・・高齢者方訪問　全独居高齢者等世帯

　　　【防犯教室等】・・・・・各所管区３ヶ月に１回

１３０回 ２００回１８０回 ２５０回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №96 様式１

事業No. ３－３－（２）

担当課 長寿社会課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・「令和５年度高知県高齢者見守り対策機器
等導入支援事業費補助金交付要綱」の制定
（R5.3.31時点では決裁中）
・地域包括支援センター職員初級研修
（R4.6.6、R5.1.23  開催 ）
・地域ケア会議にかかる研修（R4.11.8開
催）

・「令和５年度高知県高齢者見守り対策機器
等導入支援事業費補助金交付要綱」の制定、
通知（R5.4.10施行、R5.4.27通知）
・地域包括支援センター職員初級研修
（R5.8.23、R6.2.22開催 ）　
・認知症サポーター養成講座の広報及び開催
支援（高知新聞「優しい社会へ」への掲載）
（各年６回）

・「高知県における認知症または認知症の疑
いがある行方不明高齢者の早期発見にむけた
連携推進に関する協定」に基づく市町村への
認知症行方不明高齢者の情報依頼【２件】
・「高知県高齢者見守り対策機器等導入支援
事業費補助金交付要綱」の制定及び市町村へ
の活用周知
・認知症サポーター養成講座の広報及び開催
支援（高知新聞「優しい社会へ」への掲載）
（各年６回）
・地域包括支援センター職員初級研修
（R6.7/18、R7.2/19開催 ）　
・地域ケア会議活用推進等のための研修を実
施(R7.2/27）

・「高知県における認知症または認知症の疑
いがある行方不明高齢者の早期発見にむけた
連携推進に関する協定」に基づく市町村への
認知症行方不明高齢者の情報依頼【４件】
・「高知県高齢者見守り対策機器等導入支援
事業費補助金交付要綱」の制定及び市町村へ
の活用周知
・「高知県高齢者見守り対策機器等導入支援
事業費補助金」交付実績：２件
・認知症サポーター養成講座の広報及び開催
支援（高知新聞「優しい社会へ」への掲載）
（各年６回）
・地域包括支援センター職員初級研修
（R7.11/17、R8.2/27開催 ）　

実施後の分析、検証

・地域包括支援センターでの勤務経験の浅い
職員に対して、センターの役割や機能につい
て理解を深めることができた
・研修会の開催によって、地域ケア会議の充
実に向けた支援を実施することができた。

・地域包括支援センターでの勤務経験３年未
満の職員に対して研修会を実施し、センター
の役割や機能について理解を深めることがで
きたが、中級研修を開催することができな
かった。
・高齢者見守り対策機器等導入支援事業費補
助金の活用実績がなかったため、市町村への
周知方法等の検討が必要。
・認知症サポーター数72,531人（R6.3末時
点）前年から2,798人の増。サポーター数を
さらに増やしていくには、養成講座の実施を
県内各地に広げていく必要がある。

・高知県高齢者見守り対策機器等導入支援事
業費補助金交付実績【０件】
 年度末に申請の意向があったが、R7年度事
業での申請となった。GPSなどの機器を活用
した見守りを実施している市町村もあるが、
在庫の機器で対応しているなど初期投資とし
てのニーズが少ない状況。今後人的な見守り
体制が困難になる地域では効率的な見守りの
仕組みとしてニーズが出てくる可能性はあ
る。
・認知症サポーター数75,510人（R7.3末時点
受講者累計）前年から2,979人の増。
 認知症を正しく理解し、「新しい認知症
観」を広げていくための人材としても期待。

・高知県高齢者見守り対策機器等導入支援事
業費補助金活用実績があった。
 GPSなどの機器を活用した見守りを実施して
いる市町村もあるが、在庫の機器で対応して
いるなど初期投資としてのニーズは少ない。
・認知症サポーター数78,428人（R8.3末時点
受講者累計）前年から2,918人の増。
 認知症を正しく理解し、「新しい認知症
観」を広げていくための人材としても期待。

次年度の取組

・「令和５年度高知県高齢者見守り対策機器
等導入支援事業費補助金交付要綱」の市町村
への活用周知
・地域包括支援センター職員の経験年数に応
じた研修会の開催（地域包括支援センター中
級研修）

・「高知県高齢者見守り対策機器等導入支援
事業費補助金交付要綱」の制定及び市町村へ
の活用周知
・地域包括支援センター職員の経験年数に応
じた研修会の開催（初級研修、中級研修）
・地域ケア会議にかかる研修会の開催
・誰でも参加できる形式だけでなく、認知症
の人に直接関わりのある企業や団体向けの講
座開催等を実施し、サポーター養成促進を行
う。

・「高知県高齢者見守り対策機器等導入支援
事業費補助金交付要綱」については、機器の
活用実態を市町村に聞き取り、要綱の見直し
を検討
・地域包括支援センター職員の経験年数に応
じた研修会に見直して実施（初級研修、現任
者研修）
・地域ケア会議にかかる研修会の開催（継
続）
・認知症の人に直接関わりのある企業や学
校、団体向けの講座開催等を実施し、サポー
ター養成促進を行う。（拡充）

・「高知県高齢者見守り対策機器等導入支援
事業費補助金交付要綱」の見直し（R8年度）
を実施。
・地域ケア会議にかかる研修会未開催。R8年
度は地域包括支援センター職員研修も含め開
催する。
・認知症の人に直接関わりのある企業や学
校、団体向けの講座開催等を実施し、サポー
ター養成促進を行う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組②

高齢者や障害者の見守り活動の推進
…特殊詐欺等の犯罪被害に遭わないための防犯教室等を開催する。

目指す姿
（目標）

関係機関で必要な連携がとれている。
目標
又は
指標

・虐待防止に向けた研修会の開催（事業所職員対象、市町村職
員・地域包括支援センター対象：各1回以上）
・職員が必要な知識、技術を身につけることができている。
・必要な見守りの情報提供が行われている。

地域包括支援センターを中心とす
る高齢者に関する行政機関、福祉
保健所、医療機関、ＮＰＯ、老人
クラブなどのネットワークが行う
高齢者の見守り活動に対し、情報
の提供などの支援を行います。
また、警察及び市町村と連携し、
認知症高齢者等の行方不明者の情
報共有を行うとともに、県民の認
知症に関する正しい知識と理解を
深めるため認知症サポーターの養
成をし、市町村の見守り活動への
支援を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・「高知県における認知症または認知症の疑いがある行方不明高齢者の早期発見にむけた連携推進に関する協
定」に基づく市町村への認知症行方不明高齢者の情報共有（随時）
・高知県高齢者見守り対策機器等導入支援事業費補助金交付要綱の制定及び市町村への活用周知
・広報紙等を利用した認知症サポーター養成講座の広報（年６回）及び開催支援
・地域包括支援センター職員のスキルアップのための研修を実施
・地域ケア会議活用推進等のための研修を実施

計画（P)
線表

・地域包括支援センター職員等への研修

・地域ケア会議の充実、支援

・「高知県における認知症または認知症の疑いがある行方不明高齢者の早期発見にむけた連携推進に関する協定」（令和３年８月26日締結）に基づき情報共有を実施

・「高知県高齢者見守り対策機器等導入支援事業費補助金」を活用した市町村支援を実施

・認知症サポーター養成の推進



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №97 様式１

事業No. ３－３－（２）

担当課 障害福祉課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

事業所の実地指導等の際に、地域住民との交
流について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
　短期入所　4
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　15
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、地域住民との交
流について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　5
　短期入所　7
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　8
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、地域住民との交
流について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　6
　短期入所　12
　共同生活援助　7
　日中支援事業所（通所系）　12
　障害児通所事業所　11

事業所の実地指導等の際に、地域住民との交
流について確認。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
  短期入所　8
  共同生活援助　9
  日中支援事業所（通所系）　19
  障害児通所事業所　10
　障害児入所施設　2

実施後の分析、検証

事業者等の実態に合わせて、地域住民や地域
との交流を図る行事に取り組んでいる。

事業者等の実態に合わせて、地域住民や地域
との交流を図る行事に取り組んでいる。

事業者等の実態に合わせて、地域住民や地域
との交流を図る行事に取り組んでいる。

事業者等の実態に合わせて、地域住民や地域
との交流を図る行事に取り組んでいる。

次年度の取組

障害福祉サービス事業所が地域住民との交流
を促進し、開かれた事業所運営をすること
で、障害のある人等についての理解を深めて
いただき、安全確保の取組を促進するよう、
必要に応じて実地指導時などに助言を行う。

障害福祉サービス事業所が地域住民との交流
を促進し、開かれた事業所運営をすること
で、障害のある人等についての理解を深めて
いただき、安全確保の取組を促進するよう、
必要に応じて実地指導時などに助言を行う。

障害福祉サービス事業所が地域住民との交流
を促進し、開かれた事業所運営をすること
で、障害のある人等についての理解を深めて
いただき、安全確保の取組を促進するよう、
必要に応じて実地指導時などに助言を行う。

障害福祉サービス事業所が地域住民との交流
を促進し、開かれた事業所運営をすること
で、障害のある人等についての理解を深めて
いただき、安全確保の取組を促進するよう、
必要に応じて実地指導時などに助言を行う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組②

高齢者や障害者の見守り活動の推進
･･･特殊詐欺等の犯罪被害に遭わないための防犯教室等を開催する。　

目指す姿
（目標）

１　地域に開かれた施設として、地域と一体となっ
　た障害者が安心して暮らせる環境が実現

目標
又は
指標

各施設の利用者に対して、防犯等
の安全対策に関する相談支援や生
活支援を実施、障害者の見守りや
不審者の発見など、防犯体制の強
化につながる取組を進めるよう助
言を行う。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

　障害福祉サービス事業所が地域住民との交流を促進し、開かれた事業所運営をすることで、障害のある児童等
についての理解を深めていただき、安全確保の取組を促進するよう、実地指導時などに助言を行う。

計画（P)
線表 　　　障害福祉施設が地域住民との交流を促進し、開かれた施設運営について、取組内容等の確認、助言

　　　防犯対策マニュアル、事故防止マニュアル等の各種マニュアルの整備、防犯対策等の実施を助言



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №98 様式１

事業No. ３－３－（３）

担当課 長寿社会課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・高齢者総合相談実績
・一般相談：408件、専門相談：26件
・市町村・包括支援センター向け研修
　5/18開催
・事業者向け研修
　居宅系事業者向け：8/19開催
　入所・通所系向け：9/30開催
　施設長・管理者向け：2/13開催
・事例検討・意見交換会
　11/21、1/18開催

・高齢者総合相談実績
　一般相談：396件、専門相談：55件
・市町村・包括支援センター向け研修
　6/19、10/2開催
・事業者向け研修
　居宅系事業者向け：8/28開催
　入所・通所系向け：1/18開催
　施設長・管理者向け：1/12開催
・事例検討及び意見交換会
　10/31開催

・高齢者総合相談実績
　一般相談：361件、専門相談：47件
・市町村・包括支援センター向け研修
　5/17開催
・事業者向け研修
　居宅系事業者向け：12/18開催
　入所・通所系向け：9/3開催
　施設長・管理者向け：7/16開催
・事例検討及び意見交換会
　2/18開催

・高齢者総合相談実績
　一般相談：305件、専門相談：37件
・市町村・包括支援センター向け研修
　5/16開催
・事業者向け研修
　居宅系事業者向け：7/23開催
　入所・通所系向け：10/8開催
　施設長・管理者向け：8/4開催
・事例検討及び意見交換会
　12/19開催

実施後の分析、検証

・高齢者総合相談窓口については幅広く相談
受付を行っているが、専門相談に特化させる
ことや、相談場所が不便との意見も伺ってい
るため今後検討が必要。
・研修については目標通り開催できている。
　今後も引き続き継続して開催していく。
　これまでの講師が受けられなくなっている
ため新たな講師を検討する。

・高齢者総合相談の専門（法律）相談につい
て、高知市内の地域包括支援センターや県民
室に法律相談のチラシと虐待防止・権利擁護
啓発リーフレットを配布して周知すること等
により、相談件数が増えた。
・事業所や市町村向けに、虐待防止に向けた
研修会を実施し、職員の対応力向上を図っ
た。今後も引き続き継続して開催していく。
・入所・通所系事業者向けの研修について、
感染症が流行する時期の開催及び施設長・管
理者向け研修の６日後開催となったため、前
年度より参加人数が減少したので開催時期を
見直していく。

・高齢者総合相談窓口について、専門相談の
件数はR4と比較して高い水準にあるものの、
一般相談については件数が減少傾向にある。
引き続き、相談窓口の周知等について取組が
必要。
・市町村及び地域包括支援センター職員を対
象とした研修や、事業者向け研修について、
目標どおり実施できている。引き続き、研修
開催を通じて対応力向上を図っていく。

・高齢者総合相談窓口について、毎年大きな
乖離無く一定の水準で推移しているものの、
引き続き対象者に届く広報を検討していく必
要がある。
・施設・事業所等に向けた研修については、
これまで参加していない事業所にも積極的に
参加してもうら仕掛けを検討する必要があ
る。

次年度の取組

より多くの方に利用いただくための方法を権
利擁護センターと協議を行う。
昨年度できている部分は引き続き開催を行
う。

・虐待防止研修について、参加しやすくなる
ように年間計画を立て、早めに各市町村・事
業所に周知をする。
・研修の開催時期について、権利擁護セン
ターと事前に協議して決定する。

・高齢者総合相談窓口については、権利擁護
センターとも協議しながら、相談窓口の周知
を検討していく。
・市町村等向け研修については、引き続き開
催していく。

・高齢者総合相談窓口については、引き続
き、相談窓口の周知を行う。
・市町村等向け研修については、引き続き開
催していく。
・事業者向け研修について、より多くの事業
所に参加してもらうための開催方法や周知方
法について、権利擁護センターと協議しなが
ら検討していく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組③

虐待防止活動の推進
…高齢者や障害者を虐待から守る活動の推進

目指す姿
（目標）

虐待の防止、早期発見
目標
又は
指標

・虐待防止に向けた研修会の開催（事業所職員対象、市町村職
員・地域包括支援センター対象：各1回以上）
・市町村、地域包括支援センターの高齢者虐待の対応力が強化
される。

虐待を防止・早期発見するため
に、職員等が高齢者虐待に関する
正しい認識や知識を身につけるた
めの研修や意見交換会を行いま
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・高齢者総合相談窓口の設置（月曜～金曜日　9：00～16：00）
・市町村職員及び地域包括支援センター職員等を対象とした研修会の開催（年１回以上）
・事業所職員を対象とした研修会の開催（年１回以上）
・意見交換会の開催

計画（P)
線表

・高齢者総合相談窓口の設置

・市町村職員・地域包括支援センターを対象とした高齢者虐待防止に関する研修会の開催

・事業所職員を対象とした高齢者権利擁護研修会の開催

・県内5圏域での意見交換会の開催



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №99 様式１

事業No. ３－３－（３）

担当課 障害福祉課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

事業所の実地指導等の際に、虐待の防止の
ための対策を検討する委員会の設置及び定
期的開催、研修の定期な実施など取組状況
等を確認し、必要に応じて助言・指導を実
施。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
　短期入所　4
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　15
　障害児通所事業所　2

また、施設従事者向けの虐待防止／権利擁
護研修を実施。　３回

事業所の実地指導等の際に、虐待の防止の
ための対策を検討する委員会の設置及び定
期的開催、研修の定期な実施など取組状況
等を確認し、必要に応じて助言・指導を実
施。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　5
　短期入所　7
　共同生活援助　6
　日中支援事業所（通所系）　8
　障害児通所事業所　2

事業所の実地指導等の際に、虐待の防止の
ための対策を検討する委員会の設置及び定
期的開催、研修の定期な実施など取組状況
等を確認し、必要に応じて助言・指導を実
施。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　6
　短期入所　12
　共同生活援助　7
　日中支援事業所（通所系）　12
　障害児通所事業所　11

事業所の実地指導等の際に、虐待の防止の
ための対策を検討する委員会の設置及び定
期的開催、研修の定期な実施など取組状況
等を確認し、必要に応じて助言・指導を実
施。
●実地指導実績（訪問系・相談を除く）
　障害者支援施設　3
  短期入所　8
  共同生活援助　9
  日中支援事業所（通所系）　19
  障害児通所事業所　10
　障害児入所施設　2

実施後の分析、検証

虐待防止についての整備が令和４年度から
義務化されていることもあり、概ね体制の
整備がなされている。
虐待防止・権利擁護研修についてはより多
くの事業所等に受講を促す取組が必要。

虐待防止についての整備が令和４年度から
義務化されていることもあり、概ね体制の
整備がなされている。
虐待防止・権利擁護研修についてはより多
くの事業所等に受講を促す取組が必要。

虐待防止についての整備が令和４年度から
義務化されていることもあり、概ね体制の
整備がなされている。
虐待防止・権利擁護研修については、より
多くの事業所等に受講を促す取組が必要。

虐待防止についての整備が令和４年度から
義務化されていることもあり、概ね体制の
整備がなされている。
虐待防止・権利擁護研修については、より
多くの事業所等に受講を促す取組が必要。

次年度の取組

引き続き、取組状況について指定・更新や
実地指導の際に確認し、必要に応じて助
言・指導を行う。
また、障害者虐待防止に関する啓発・周知
を実施するとともに、市町村職員又は障害
福祉施設従事者を対象とした虐待防止・権
利擁護研修を実施する。

引き続き、取組状況について指定・更新や
実地指導の際に確認し、必要に応じて助
言・指導を行う。
また、障害者虐待防止に関する啓発・周知
を実施するとともに、市町村職員又は障害
福祉施設従事者を対象とした虐待防止・権
利擁護研修を実施する。

引き続き、取組状況について指定・更新や
実地指導の際に確認し、必要に応じて助
言・指導を行う。
また、障害者虐待防止に関する啓発・周知
を実施するとともに、市町村職員又は障害
福祉施設従事者を対象とした虐待防止・権
利擁護研修を実施する。

引き続き、取組状況について指定・更新や
実地指導の際に確認し、必要に応じて助
言・指導を行う。
また、障害者虐待防止に関する啓発・周知
を実施するとともに、市町村職員又は障害
福祉施設従事者を対象とした虐待防止・権
利擁護研修を実施する。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども
等の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組③

虐待防止活動の推進
･･･高齢者や障害者を虐待から守る活動の推進

目指す姿
（目標）

１　各施設において虐待防止対策が図られ、虐待の
　防止と早期発見につながる体制の確立

目標
又は
指標

障害福祉施設等に義務付けられ
た虐待防止マニュアルの整備や
虐待の防止のための対策を検討
する委員会の設置と定期的開
催、研修の定期的実施等の対策
や体制の整備の確認、指導を行
う。
障害者虐待防止に関する啓発や
相談窓口の周知、研修の開催等
を行う。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

障害福祉サービス事業所等について、虐待の防止のための対策を検討する委員会の設置及び定期的開催、研修
の定期な実施などが義務化されたことから、取組状況について指定・更新や実地指導の際に確認し、必要に応
じて助言・指導を行う。
また、障害者虐待防止に関する啓発・周知を実施するとともに、市町村職員又は障害福祉施設従事者を対象と
した虐待防止・権利擁護研修を実施する。

計画（P)
線表

　　　障害福祉施設における虐待防止マニュアルの整備や虐待の防止のための対策を検討する委員会の設置及び定期的開催、研修の定期的

　　実施など、義務づけられている対策、体制の整備の確認、指導

　　　障害者虐待防止に関する啓発、相談窓口の周知、市町村職員又は障害福祉施設従事者を対象とした虐待防止・権利擁護研修の実施



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №100 様式１

事業No. ３－３－（３）

担当課 人身安全・少年課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１ 関係機関や団体、民生委員等の連携体制
の確立
・各種警察活動において、高齢者虐待・障
害者虐待を認知した際には、早期に自治体
への通報を行い、自治体との連携を図っ
た。
２ 相談・保護等の適切な実施
・自治体から高齢者虐待・障害者虐待の情
報提供があった際には、適切な事案対応を
行った。

１ 関係機関や団体、民生委員等の連携体制
の確立
・各種警察活動において、高齢者虐待・障
害者虐待を認知した際には、早期に自治体
への通報を行い、自治体との連携を図っ
た。
２ 相談・保護等の適切な実施
・自治体から高齢者虐待・障害者虐待の情
報提供があった際には、適切な事案対応を
行った。

１ 関係機関や団体、民生委員等の連携体制
の確立
・各種警察活動において、高齢者虐待・障
害者虐待を認知した際には、早期に自治体
への通報を行い、自治体との連携を図っ
た。
２ 相談・保護等の適切な実施
・自治体から高齢者虐待・障害者虐待の情
報提供があった際には、適切な事案対応を
行った。

１ 関係機関や団体、民生委員等の連携体制
の確立
・各種警察活動において、高齢者虐待・障
害者虐待を認知した際には、早期に自治体
への通報を行い、自治体との連携を図っ
た。
２ 相談・保護等の適切な実施
・自治体から高齢者虐待・障害者虐待の情
報提供があった際には、適切な事案対応を
行った。

実施後の分析、検証

１・２について、あらゆる警察活動を通じ
て、高齢者虐待、障害者虐待事案の早期認
知に努めるとともに、関係機関や自治体と
の連携を図り、早期に事案対応すること
で、県民の安全を確保することができた。

１・２について、あらゆる警察活動を通じ
て、高齢者虐待、障害者虐待事案の早期認
知に努めるとともに、関係機関や自治体と
の連携を図り、早期に事案対応すること
で、県民の安全を確保することができた。

１・２について、あらゆる警察活動を通じ
て、高齢者虐待、障害者虐待事案の早期認
知に努めるとともに、関係機関や自治体と
の連携を図り、早期に事案対応すること
で、県民の安全を確保することができた。

１・２について、あらゆる警察活動を通じ
て、高齢者虐待、障害者虐待事案の早期認
知に努めるとともに、関係機関や自治体と
の連携を図り、早期に事案対応すること
で、県民の安全を確保することができた。

次年度の取組

１・２について、引き続き、あらゆる警察
活動を通じて、高齢者虐待、障害者虐待事
案の早期認知に努めるとともに、事案認知
時には、自治体に対する迅速な通報を行
い、県民の生命・身体の安全を図る。

１・２について、引き続き、あらゆる警察
活動を通じて、高齢者虐待、障害者虐待事
案の早期認知に努めるとともに、事案認知
時には、自治体に対する迅速な通報を行
い、県民の生命・身体の安全を図る。

１・２について、引き続き、あらゆる警察
活動を通じて、高齢者虐待、障害者虐待事
案の早期認知に努めるとともに、事案認知
時には、自治体に対する迅速な通報を行
い、県民の生命・身体の安全を図る。

１・２について、引き続き、あらゆる警察
活動を通じて、高齢者虐待、障害者虐待事
案の早期認知に努めるとともに、事案認知
時には、自治体に対する迅速な通報を行
い、県民の生命・身体の安全を図る。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども
等の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組③

虐待防止活動の推進
･･･高齢者や障害者を虐待から守る活動の推進

目指す姿
（目標）

１　県民による安全安心まちづくり活動機運の向上
２　被害者の安全確保
３　犯罪発生の抑止

目標
又は
指標

関係機関と情報共有を図り、重大事案の未然防止

関係機関・団体等と連携して、
高齢者、障害者虐待にかかる通
報や保護、相談支援体制の充実
を図り、虐待防止対策を進めま
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　関係機関や団体、民生委員等の連携体制の確立
　・地域包括支援センター、社会福祉協議会、福祉保健所、医療機関、ＮＰＯ、老人クラブなど
　　関係団体との連携強化による虐待に関する情報の収集
　・警察で認知した場合における関係機関への情報提供

２　相談・保護等の適切な実施
　・適切な相談対応、警察組織としての早期対応
　・人身安全関連事案の特性を十分に理解させ、適切な対応を実施する

計画（P)
線表

　　　◎関係機関や団体、民生委員等の連携体制の確立

　　　◎相談、保護等の適切な実施



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №101 様式１

事業No. ３－３－（４）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，２　大学や高等学校等において、女性
を対象とした防犯教室・護身術教養を実施
した。
１　事業者等に対する強盗対応訓練や幼稚
園・保育園における不審者対応訓練等の際
に、女性職員が被害に遭いやすい犯罪等に
ついて防犯指導を実施した。
３　ラジオ広報により特殊詐欺被害防止、
自転車等の鍵かけの促進、年末年始におけ
る犯罪被害防止等の地域安全情報を発信し
た。
３　SNS(ツイッター)や電光掲示板を活用
し、地域安全情報を発信をした。

１，２　大学や高等学校等において、女性
を対象とした防犯教室・護身術教養を実施
した。
１　事業者等に対する強盗対応訓練や幼稚
園・保育園における不審者対応訓練等の際
に、女性職員が被害に遭いやすい犯罪等に
ついて防犯指導を実施した。
３　ラジオ広報により特殊詐欺被害防止、
自転車等の鍵かけの促進、年末年始におけ
る犯罪被害防止等の地域安全情報を発信し
た。
３　Ｘ（旧ツイッター）や電光掲示板を活
用し、地域安全情報を発信をした。

１，２　大学や高等学校等において、女性
を対象とした防犯教室を実施した。
１　事業者等に対する強盗対応訓練や幼稚
園・保育園における不審者対応訓練等の際
に、女性職員が被害に遭いやすい犯罪等に
ついて防犯指導を実施した。
３　ラジオ広報により特殊詐欺被害防止、
自転車等の鍵かけの促進、年末年始におけ
る犯罪被害防止等の地域安全情報を発信し
た。
３　Yahoo!アプリやSNS（Ｘ）、電光掲示板
を活用し、地域安全情報を発信をした。

１　不審者対応訓練等に合わせて女性の多
い職場において、女性が被害に遭いやすい
犯罪等について防犯指導を実施した。
３　ＳＮＳ等を活用して地域安全情報を発
信をした。

実施後の分析、検証

１，２　新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、訓練や教室の中止があり、訓練
や教室実施数が減少した。
１，３　被害が発生している罪種に焦点を
当てた、訴求率の高い訓練や講習を実施し
ていくことが課題である。
２　新型コロナウイルス感染症拡大予防の
影響もあり、学生ボランティアとの連携が
低調であった。

１，３　被害が発生している罪種に焦点を
当てた、訴求率の高い訓練や講習を実施し
ていくことが課題である。
２　学生ボランティアの確保が困難で、協
働した防犯講習を実施することができな
かった。

１，３　被害が発生している罪種に焦点を
当てた、訴求率の高い訓練や講習を実施し
ていくことが課題である。
２　学生ボランティアの確保が困難で、協
働した防犯講習を実施することができな
かった。

　女性に対する防犯教室等の開催依頼が少
ないため、事業所などで各種訓練を行う際
に、女性の多い事業所では、女性が被害に
遭いやすい犯罪等について防犯指導を追加
して実施するなどの取組が必要である。

次年度の取組

１～３　感染症法上の５類に変更される
等、新型コロナウイルス感染防止施策が緩
和されることから、感染防止に配意したう
え、積極的な訓練や教室を実施していく。

１～３　各種事故防止に留意し、積極的な
訓練や教室を実施していく。

１～３　各種事故防止に留意し、積極的な
訓練や教室を実施していく。

　事業所などの各種訓練において、必要に
応じて女性が被害に遭いやすい犯罪等につ
いて防犯指導を実施していく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども
等の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組④

女性の犯罪被害防止に関する取組

目指す姿
（目標）

　防犯教室への参加等を促進し、被害防止対策や防
犯意識の高揚を図り、犯罪被害を未然に防止する。

目標
又は
指標

女性に対する防犯教室等の開催：年10回以上

　あらゆる機会を通じて、女性
が被害に遭いやすい犯罪に関す
る防犯教室や護身術等の実践的
な訓練を実施します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　女性を対象とした防犯教室、護身術等の実施
２　学生防犯ボランティアと協働した防犯講習等の実施
３　ラジオ、テレビ等あらゆる広報媒体を活用した防犯知識の発信

計画（P)
線表

【防犯教室の開催】･･･犯罪情勢等に応じた効果的な防犯対策

【護身術訓練等の実施】･･･実践的な訓練による防犯意識の高揚

R4 女性に対す

る防犯教室：

19回

R6 女性に対する

防犯教室：

３回

R5 女性に対する

防犯教室：

３回

R7 女性に対する

防犯教室：

９回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №102 様式１

事業No. ３－３－（４）

担当課 地域課

出発点(R４) 目標値(R８)

列車警乗：
毎年度60回以上

列車警乗：
毎年度60回以上

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

　ちかんやわいせつ事案が発生した場所及び
不審者が目撃された場所を重点的にパトロー
ルした。
　また、女性や子供が遭う可能性のある犯罪
に関しては、ミニ広報紙を発行し、地域住民
に情報提供を行った。

　今年度は、鉄道警察隊によるパトロール回
数を大幅に増やし、性犯罪事案が発生した場
所及び駅構内を重点的にパトロール実施し
た。
　また、性犯罪の被害に悩んでいる方への相
談窓口を掲載したミニ広報紙等を発行するな
ど、情報提供を行った。

　鉄道警察隊が性犯罪事案が発生した場所及
び駅構内を重点的にパトロールを実施した。

　今年度は警乗回数を増やし、不審者が目撃
された場所を重点的にパトロールした。

実施後の分析、検証

　ミニ広報紙で不審者等の広報を実施した
が、交番速報等によるタイムリーな情報提供
が不十分であった。

　県内の駅構内において、スカート内を盗撮
する事案が発生したが、迅速且つ的確な対応
により被疑者を検挙することができた。

　今年度は、駅構内及び列車内における盗撮
被害を認知していない。

　鉄道沿線署と情報共有を密にし、女性への
声かけ事案の把握や、事案発生場所の警乗を
実施した。
　鉄道警察隊の被疑者検挙実績はない。

次年度の取組

　不審者情報等について、交番速報等による
タイムリーな情報発信に努めるとともに、パ
トロールを通じて被害に遭う可能性の高い女
子学生や、夜間の通行者に対して、効果的な
広報活動を実施する必要がある。

１　不審者や変質者情報について、交番速報
　等に掲載し、迅速な情報提供に努める。
２　事業者等と連携し、被害に遭う可能性の
　高い女性等に対して効果的な広報活動を実
　施する必要がある。

１　鉄道施設におけるパトロールの継続
２　鉄道事業者との不審者等の情報共有
３　鉄道沿線署との情報交換

１　鉄道施設におけるパトロールの継続
２　鉄道事業者との不審者等の情報共有
３　鉄道沿線署との情報交換

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組④

女性の犯罪被害防止に関する取組

目指す姿
（目標）

　ちかんやわいせつ事案の発生が予測される地域を
重点に警戒活動を行う。

目標
又は
指標

１　パトカーによるパトロール　都度
２　列車警乗　月に５回以上

１　ちかん等の発生が予測される
地域を重点としたパトカーによる
パトロール活動の実施

２　女性が被害に遭いやすい列車
内における警戒活動を強化する。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　ちかん等の発生が多い場所を重点的にパトロールする。
２　交番速報等で、ちかん等の事案の情報提供を行う。

計画（P)
線表 　　　【パトカーによるパトロール活動】・・・・・都度

　　　【警察官の列車警乗】・・・・・・・・・・・月５回以上

64回 114回112回 130回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №103 様式１

事業No. ３－３－（４）

担当課 人権・男女共同参画課

出発点(R４) 目標値(R８)

県内５か所 県内５か所

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　  R5:        　　 R6:     　　   R7:         　　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１ 「高知県女性保護対策協議会」と連携
し、「DV相談カード」を作成・配布（43,500
枚）。県郡医師会、県と包括協定を締結した
事業所の協力によるＤＶ防止啓発資材設置場
所の拡充
２ 「女性に対する暴力をなくす運動」期間
（11/12～11/25）にあわせ、各市町村へ広報
文案を提供するとともに、啓発ポスター等の
啓発素材を随時提供
３ ブロック別関係機関連絡会議（県内5か
所）、ネットワーク会議（１回）を開催
４ 女性相談支援センター職員による、市町
村、関係機関等へのDV講座（計20回）
５ 民間シェルター運営費に対し補助金交付

１ 「DV相談カード」を作成・配布（35,000
枚）
２ 「女性に対する暴力をなくす運動」期間
（11/12～11/25）にあわせ、各市町村へ広報
文案を提供するとともに、啓発ポスター等の
啓発素材を随時提供
３ ブロック別関係機関連絡会議（県内5か
所）、ネットワーク会議（１回）を開催
４ 女性相談支援センター職員による、市町
村、関係機関等へのDV講座（計８回）
５ 民間シェルター運営費に対し補助金交付

１ 「DV相談カード」を作成・配布（35,000
枚）
２ 「女性に対する暴力をなくす運動」期間
（11/12～11/25）にあわせ、各市町村へ広報
文案を提供するとともに、啓発ポスター等の
啓発素材を随時提供
３ 令和６年度の女性支援新法の施行に伴
い、ブロック別関係機関連絡会議及びネット
ワーク会議を「高知県困難な問題を抱える女
性及びＤＶ被害者支援調整会議」実務者会議
研修部会に改組。
市町村女性相談支援担当者向け研修（旧ブ
ロック別連絡会議）３回（県内２か所）、実
務者会議研修部会構成機関向け研修（旧ネッ
トワーク会議）１回を開催。
４ 女性相談支援センター職員による、市町
村、関係機関等へのDV講座（計12回）
５ 民間シェルター運営費に対し補助金交付

１ 「DV相談カード」を作成・配布　
　　　（35,500枚）
２ 「女性に対する暴力をなくす運動」期間
（11/12～11/25）にあわせ、各市町村へ広報
文案を提供するとともに、啓発ポスター等の
啓発素材を随時提供
３ 高知県困難な問題を抱える女性及びＤＶ
被害者支援調整会議の開催
　代表者会議　：３回
　事例検討部会：２回
　研修部会：１回（市町村女性相談支援
　　　担当者向け研修（オンデマンド））
４ 女性相談支援センター職員による、市町
村、関係機関等へのDV講座（計14回）
５ 民間シェルター運営費に対し補助金交付

実施後の分析、検証

１ 民間支援団体との連携により、効果的な
広報活動を行うことができた。
２　市町村広報紙に相談窓口等の情報を掲載
してもらい、広く周知することができた。
３ ブロック別関係機関連絡会議・ネット
ワーク会議の開催により、ＤＶ被害者支援の
理解を深め、支援体制の確立を働きかけた。
４ 女性相談支援センター職員による児童・
高齢者・地域福祉関係機関、団体への講師派
遣により、関係機関同士の意見交換や情報共
有の機会をつくることができた。
５ 民間シェルターの運営費を補助し、DV被
害者の保護・自立支援につなげることができ
た。

１ 民間支援団体との連携により、効果的な
広報活動を行うことができた。
２　市町村広報紙に相談窓口等の情報を掲載
してもらい、広く周知することができた。
３ ブロック別関係機関連絡会議・ネット
ワーク会議の開催により、ＤＶ被害者支援の
理解を深め、支援体制の確立を働きかけた。
４ 女性相談支援センター職員による児童・
高齢者・地域福祉関係機関、団体への講師派
遣により、関係機関同士の意見交換や情報共
有の機会をつくることができた。
５ 民間シェルターの運営費を補助し、DV被
害者の保護・自立支援につなげることができ
た。

１ 民間支援団体との連携により、効果的な
広報活動を行うことができた。
２　市町村広報紙に相談窓口等の情報を掲載
してもらい、広く周知することができた。
３ 「高知県困難な問題を抱える女性及びＤ
Ｖ被害者支援調整会議」実務者会議研修部会
の開催により、ＤＶ被害者支援の理解を深
め、支援体制の確立を働きかけた。
４ 女性相談支援センター職員による児童・
高齢者・地域福祉関係機関、団体への講師派
遣により、関係機関同士の意見交換や情報共
有の機会をつくることができた。
５ 民間シェルターの運営費を補助し、DV被
害者の保護・自立支援につなげることができ
た。

１ 民間支援団体との連携により、効果的な
広報活動を行うことができた。
２　市町村広報紙に相談窓口等の情報を掲載
してもらい、広く周知することができた。
３ 「高知県困難な問題を抱える女性及びＤ
Ｖ被害者支援調整会議」実務者会議研修部会
の開催（オンデマンドで動画配信）により、
ＤＶ被害者支援の理解を深め、支援体制の確
立を働きかけた。
４ 女性相談支援センター職員による児童・
高齢者・地域福祉関係機関、団体への講師派
遣により、関係機関同士の意見交換や情報共
有の機会をつくることができた。
５ 民間シェルターの運営費を補助し、DV被
害者の保護・自立支援につなげることができ
た。

次年度の取組

上記分析結果を踏まえた結果、
１についてはＤＶ被害者の気づきに繋がるよ
う更なる啓発資材設置場所の拡充を図る。
２については市町村広報紙等への改正ＤＶ防
止法施行（R6.4.1）情報の掲載を働きかけ、
ＤＶ防止に関する県民意識の高揚を図る。
３、４については引き続き実施し、関係機関
と連携したＤＶ被害者への支援体制づくり、
よりよい連携を進める。
５については引き続き民間シェルターへの補
助を行い、ＤＶ被害者支援体制の維持強化を
図る。

上記分析結果を踏まえた結果、
１、２についてはＤＶ被害者の気づきに繋が
るよう更なる啓発資材設置場所の拡充を図る
とともに、ＤＶ防止に関する県民意識の高揚
を図る。
３、４については引き続き実施し、関係機関
と連携したＤＶ被害者への支援体制づくり、
よりよい連携を進める。
５については引き続き民間シェルターへの補
助を行い、ＤＶ被害者支援体制の維持強化を
図る。

上記分析結果を踏まえた結果、
１、２についてはＤＶ被害者の気づきに繋が
るよう更なる啓発資材設置場所の拡充を図る
とともに、ＤＶ防止に関する県民意識の高揚
を図る。
３、４については引き続き実施し、関係機関
と連携したＤＶ被害者への支援体制づくり、
よりよい連携を進める。
５については引き続き民間シェルターへの補
助を行い、ＤＶ被害者支援体制の維持強化を
図る。

上記分析結果を踏まえた結果、
１、２についてはＤＶ被害者の気づきに繋が
るよう更なる啓発資材設置場所の拡充を図る
とともに、ＤＶ防止に関する県民意識の高揚
を図る。
３、４については引き続き実施し、関係機関
と連携したＤＶ被害者への支援体制づくり、
よりよい連携を進める。
５については引き続き民間シェルターへの補
助を行い、ＤＶ被害者支援体制の維持強化を
図る。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組④

女性の犯罪被害防止に関する取組　　

目指す姿
（目標）

１　ＤＶは「犯罪となる行為をも含む重大な人権侵
害」であることが県民に広く認識されている。
２　地域における見守り体制や関係機関同士の連携
ができ、ＤＶ被害者の早期発見・早期対応が図られ
ている。

目標
又は
指標

ブロック別関係機関連絡会議の開催：県内５か所

「高知県ＤＶ被害者支援計画」に
基づき、関係機関や民間支援団体
等と連携して、ＤＶ防止のための
普及啓発、ＤＶ被害者に関する通
報対応や相談、保護、自立支援等
の取組を進めます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　民間支援団体と連携し、相談窓口周知カード、啓発用チラシ等を作成・配布
２　市町村に広報紙の文案や啓発素材を提供し、広報・啓発を依頼
３　ブロック別連絡会議、ネットワーク会議の開催
４　女性相談支援センターによる、市町村、地域包括支援センター等関係機関へのDV防止啓発講座講師派遣
５　ＤＶ被害者を受け入れる民間シェルターへの運営費の補助を実施

計画（P)
線表

【ＤＶ防止のための啓発】・・・◎民間支援団体と連携し、相談窓口周知カード、啓発用チラシ等を作成・配布　◎国際ソロプチミストと連携し、高知城パープルライトアップ実施

　　　　　　　　　　　　　　　◎市町村における広報強化のため、広報紙の文案及び啓発素材を提供

【関係機関との連携】・・・◎県内５ブロックでのブロック別関係機関連絡会議の開催　◎「高知県困難な問題を抱える女性及びＤＶ被害者支援調整会議」実務者会議研修部会の開催　

　　　　　　　　　　　　　◎女性相談支援センターと関係機関との連携強化

【民間支援団体への支援】・・・◎ＤＶ被害者を受け入れる民間シェルターへの運営費の補助

県内５か所 県内２か所県内５か所
動画配信による

オンデマンド研

修に代える



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №104 様式１

事業No. ３－３－（５）

担当課 長寿社会課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

【健康づくり・介護予防支援】
・健康づくり・介護予防促進事業
モデル事業を室戸市、土佐市、奈半利町で実施。
・健康づくりリーダー研修会の実施
（9月26日　参加者：約50名）
・ろうれんピックの開催
（参加者：522名）
【地域支え合いの推進】
・地域支え合い事業のモデル事業を室戸市、いの町
で実施
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
・若手・女性会員加入・活動促進モデル事業を室戸
市、土佐市、宿毛市、梼原町、香南市で実施

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
・ブロック別会長・事務担当者会議等の開催
県内全域及び県内６ブロック別で開催
（参加者：172名）
【健康づくり・介護予防支援】
・ろうれんピックの開催（参加者：545名）
【地域支え合いの推進】
・地域支え合い事業のモデル事業を室戸市、佐川
町で実施（参加者：131名）
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
・若手高齢者広域スポーツ等交流大会開催事業
モデル事業を室戸市で開催（参加者：40名）
・元気ハツラツ＆はちきん大会の開催
（参加者：332名）
・会員パワーアップ研修会（参加者：136名）

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
・ブロック別会長・事務担当者会議等の開催
県内全域及び県内６ブロック別で開催
（参加者：176名）
【健康づくり・介護予防支援】
・ろうれんピックの開催（参加者：714名）
【地域支え合いの推進】
・地域支え合い事業のモデル事業：天候等の影響
により実施なし（檮原町）
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
・若手高齢者広域スポーツ等交流大会開催事業
・モデル事業を安芸市、四万十町、中芸地区で開
催（参加者：285名）
・元気ハツラツ＆はちきん大会の開催
（参加者：411名）
・会員パワーアップ研修会（参加者：68名）

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
・ブロック別会長・事務担当者会議等の開催
県内全域及び県内６ブロック別で開催
（参加者：177名）
【健康づくり・介護予防支援】
・ろうれんピックの開催（参加者：850名）
【地域支え合いの推進】
・地域支え合い事業のモデル事業をいの町、土佐
町で実施（参加者：33名）
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
・若手高齢者広域スポーツ等交流大会開催事業モ
デル事業を安芸市で開催（参加者：64名）
・元気ハツラツ＆はちきん大会の開催
（参加者：420名）
・会員パワーアップ研修会（参加者：60名）

実施後の分析、検証

【健康づくり・介護予防の支援】
　健康づくり・介護予防促進事業のモデル事業をと
おして高齢者の健康づくりを進めることができた。
【地域支え合いの推進】
・美化緑化活動では、会員だけでなく、地域の人に
も場所を知ってもらえるよう整備・周知を図ること
ができた。
・絵手紙教室の開催では、作品展示や体験教室をす
ることにより活動をＰＲできた。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
　若手・女性会員加入・活動促進モデル事業の実施
により、若手・女性高齢者のニーズに合った事業の
実施や加入促進、活動の活性化につなぐ事業を実施
した。
　今後も引き続き会員増への取り組みや若手高齢者
のリーダーの養成が必要。

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
　ブロック会議の実施により、クラブ会員の増加
等に関し、情報共有や意見交換を実施。
【健康づくり・介護予防の支援】
　ろうれんピックの開催をとおして高齢者の健康
づくりを進めることができた。
【地域支え合いの推進】
・世代間交流として子ども達やその保護者との交
流旅行を行い、子どもの見守り等支え合いの仕組
みづくりに取り組んだ。
・料理教室では、引きこもりがちの方々に外出機
会と交流の場を提供できた。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
交流会等の実施により、若手高齢者の活動促進や
親睦を深める機会となった。
　今後も引き続き会員増への取り組みや若手高齢
者のリーダーの養成が必要。

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
　ブロック会議の実施により、クラブ会員の増加
等に関し、情報共有や意見交換を実施。
【健康づくり・介護予防の支援】
　ろうれんピックの開催をとおして高齢者の健康
づくりを進めることができた。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
・若手高齢者広域スポーツ等交流会の開催によ
り、若手高齢者の交流機会となったほか、中芸地
区では新規会員の確保にもつながった。
・元気ハツラツ＆はちきん大会及び会員パワー
アップ研修会の開催により、若手会員等が楽しみ
ながら親睦を深める機会となった。
　今後も引き続き会員増への取り組みや若手高齢
者のリーダーの養成が必要。

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
　ブロック会議の実施により、クラブ会員の増加
等に関し、情報共有や意見交換を実施。
【健康づくり・介護予防の支援】
　ろうれんピックの開催をとおして高齢者の健康
づくりを進めることができた。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
・若手高齢者広域スポーツ等交流会の開催によ
り、若手高齢者の交流機会となった。
・元気ハツラツ＆はちきん大会及び会員パワー
アップ研修会の開催により、若手会員等が楽しみ
ながら親睦を深める機会となった。
　今後も引き続き会員増への取り組みや若手高齢
者のリーダーの養成が必要。

次年度の取組

【健康づくり・介護予防の支援】
・健康づくり、介護予防支援のモデル事業により、
他市町村に共有、広報することで、高齢者の健康づ
くりを進めていく。
・健康づくりリーダー養成事業、リーダー研修会の
実施。ろうれんピックの開催により、スポーツによ
る健康づくりや会員の交流を図る。
【地域支え合いの推進】
　サロンの開催や閉じこもりがちな高齢者への情報
提供、外出の促しや環境美化活動などを行うこと
で、支え合いの仕組みづくりや生きがいづくりに取
り組む。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
　会員パワーアップ研修会、意見交換会、スポーツ
等交流大会を開催新規加入の促進により、クラブ運
営ノウハウの向上、クラブ活動の活性化を図ってい
く。

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
　ブロック会議を行い、クラブ会員の増加に係る
情報共有や活動支援を行っていく。
【健康づくり・介護予防の支援】
　ろうれんピックを開催し、スポーツによる健康
づくりや会員の交流を図っていく。
【地域支え合いの推進】
　サロンの開催や閉じこもりがちな高齢者への情
報提供、外出の促しや環境美化活動などを行うこ
とで、支え合いの仕組みづくりや生きがいづくり
に取り組む。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
　会員パワーアップ研修会、スポーツ等交流大会
の開催等により新規加入を促進し、クラブ運営ノ
ウハウの向上、クラブ活動の活性化を図ってい
く。

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
　ブロック会議を行い、クラブ会員の増加に係る
情報共有や活動支援を行っていく。
【健康づくり・介護予防の支援】
　ろうれんピックを開催し、スポーツによる健康
づくりや会員の交流を図っていく。
【地域支え合いの推進】
　サロンの開催や閉じこもりがちな高齢者への情
報提供、外出の促しや環境美化活動などを行うこ
とで、支え合いの仕組みづくりや生きがいづくり
に取り組む。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
　会員パワーアップ研修会、スポーツ等交流大会
の開催等により新規加入を促進し、クラブ運営ノ
ウハウの向上、クラブ活動の活性化を図ってい
く。

【老人クラブ活動の情報提供と啓発】
　ブロック会議を行い、クラブ会員の増加に係る
情報共有や活動支援を行っていく。
【健康づくり・介護予防の支援】
　ろうれんピックを開催し、スポーツによる健康
づくりや会員の交流を図っていく。
【地域支え合いの推進】
　サロンの開催や閉じこもりがちな高齢者への情
報提供、外出の促しや環境美化活動などを行うこ
とで、支え合いの仕組みづくりや生きがいづくり
に取り組む。
【若手高齢者組織化/活動支援事業】
　会員パワーアップ研修会、スポーツ等交流大会
の開催等により新規加入を促進し、クラブ運営ノ
ウハウの向上、クラブ活動の活性化を図ってい
く。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組⑤

高齢者を交通事故から守るための取組
…高齢者を守るための交通安全意識の醸成　高齢者に対する交通安全
教室の推進

目指す姿
（目標）

老人クラブの存続
目標
又は
指標

老人クラブの会員数・クラブ数の減少が止まる

老人クラブ等の組織に属していな
い高齢者は交通安全教育を受ける
機会が少ないため、老人クラブへ
の加入を促進するために、県老人
クラブ連合会が実施する事業に対
し助成を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

県老人クラブ連合会への支援を通じて、クラブへの加入促進を図る。

　　・若手高齢者を中心としたクラブ活動のリーダー育成　　　　　・会員増クラブに対する活動支援
　　・会員増強運動推進委員会の開催　　　　　　　　　　　　　　・地域支え合い事業（モデル事業）　
　　・若手高齢者広域スポーツ等交流大会の開催

計画（P)
線表

県老人クラブ連合会への助成

・会員増強運動推進委員会の開催

 ・会員増クラブに対する活動支援

 ・地域支え合い事業　

 ・元気ハツラツ＆はちきん大会（交流会）の開催　

 ・ろうれんピック（高齢者スポーツ大会）の開催

・会員パワーアップ研修会の開催

・若手高齢者広域スポーツ等交流大会の開催



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №105 様式１

事業No. ３－３－（５）

担当課 交通企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

交通事故死者数を
年間25人以下とす
る。

交通事故死者数の更なる
減少。

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:26人   　R5:23人      R6:21人     　R7:25人      R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１ 交通安全教室等を通して「あいさつ県民運
動」や模擬信号を使用した横断方法について実
技指導した。
２ 自動車販売協会等と連携し高齢者に対して安
全運転サポート車の普及広報活動を実施したほ
か、高齢者交通安全活動推進委員による高齢者
方の訪問活動を強化した。
３ 高齢者方への訪問活動や交通安全イベントを
通して運転免許証の自主返納支援制度を広報す
ると共に、協賛店の獲得に努めた。
４ 事故発生地点情報マップを定期的に更新し、
交通情報板等を活用してタイムリーな交通事故
発生情報を発信した。　　

１ 交通安全教室や交通安全イベントにおいて
「あいさつ県民運動」を始めとした正しい横断
方法について指導啓発を実施した。
２ 自動車販売協会等と連携し、安全運転サポー
ト車体験を実施したほか、高齢者方の訪問活動
を強化した。
３ 講習や訪問活動により自主返納支援制度の広
報を実施したほか、協賛店舗の獲得に努めた。
４ 事故発生地点情報マップを定期的に更新し、
事故多発時には、該当路線への集中対策や交通
情報板の効果な活用による情報発信を実施し
た。

１ 交通安全教室や交通安全講習、交通安全イベント、
広報啓発用チラシ等を活用し「あいさつ県民運動」を
始めとした正しい横断方法について指導啓発を実施し
た。
２ 自動車販売協会等と連携し、安全運転サポート車体
験を実施したほか、高齢者方の訪問活動を強化した。
３ 講習や訪問活動により自主返納支援制度の広報を実
施したほか、協賛店舗の獲得に努めた。
４ 事故発生地点情報マップを定期的に更新し、事故多
発時には、該当路線への集中対策や交通情報板の効果
な活用による情報発信を実施した。
５　自転車利用に関する法改正に伴い、自転車利用者
に対する周知及び交通事故抑止を図るため、効果的な
ポスター等を作成した。

１ 交通安全教室や交通安全講習、交通安全イベ
ント、広報啓発用チラシ等を活用し「あいさつ
県民運動」を始めとした正しい横断方法につい
て指導啓発を実施した。
２ 自動車販売協会等と連携し、安全運転サポー
ト車体験や「反射機能測定機」による身体機能
チェックを実施したほか、高齢者方の訪問活動
を強化した。
３ 講習や訪問活動により自主返納支援制度の広
報を実施したほか、協賛店舗の獲得に努めた。
４ 事故発生地点情報マップを定期的に更新し、
重大事故発生時には、該当路線への集中対策や
交通情報板、広報誌、ラジオ広報等を効果的に
活用し情報発信を実施した。　　　　　　　　　　　　
５　交通安全教室等の機会に自転車ヘルメット
着用の重要性について呼びかけた結果、ヘル
メット着用率が上昇した。

実施後の分析、検証

１ 桂浜水族館の人気キャラクターとコラボした
あいさつ県民運動広報ポスターの掲示や、JA共
済高知本部と連携・作成のあいさつ県民運動に
係る絵本「ぺっこりにっこり」をイベントで配
布し、県民の安全安心な交通社会醸成の意識向
上につながった。
２ 高齢者交通安全推進員による高齢者方の訪問
活動を強化した結果、訪問による広報啓発活動
回数は前年度を上回り、コロナ情勢の中でも間
隙なく高齢者交通事故防止対策が図れた。
３ 運転免許証の自主返納支援協賛店舗数につい
ては、民間事業所等へ継続的な協力依頼は実施
しているものの、廃業等により実施主体数は減
少傾向である。
４ ラジオ広報等でタイムリーな交通事故発生状
況を発信することにより、県民の運転に対する
緊張感の保持に繋がった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１ 近藤真彦氏やお笑い芸人のジョイマンを起用
した交通安全イベントを開催し、自転車ヘル
メット着用やあいさつ県民運動の推進を図った
ことで、県民の交通安全意識の向上に繋がっ
た。
２ 高齢者交通安全活動推進員による訪問活動を
強化するとともに、県内企業と連携した反射材
着用の啓発活動を推進したことで、高齢者の交
通死亡事故抑止に繋がった。
３　運転免許証の自主返納支援協賛店舗数につ
いては、民間事業所等へ継続的な協力依頼は実
施しているものの、廃業等により実施主体数は
減少傾向である。
４　著名人を活用した動画制作による情報発信
や、企業と連携した情報発信、重大事故多発路
線への集中対策を実施したことにより、県民の
交通安全意識の向上を図り、重大事故の抑止に
繋がった。

１　県出身のパリオリンピック金メダリストで
ある「清岡幸太郎選手、櫻井つぐみ選手」２名
を起用した、自転車利用者に対するヘルメット
着用啓発用チラシを作成し、交通安全イベント
等での配布に併せて、あいさつ県民運動を推進
するために作成した絵本「ぺっこりにっこり」
を配布し、県民の交通安全意識の向上に繋がっ
た。
２　高齢者交通安全活動推進員による訪問活動
を強化するとともに、県内企業と連携した反射
材着用の啓発活動を推進したことで、高齢者の
交通死亡事故抑止に繋がった。
３　運転免許証の自主返納支援協賛店舗数につ
いては、民間事業所等へ継続的な協力依頼は実
施しているものの、廃業等により実施主体数は
減少傾向である。
４　桂浜水族館の人気キャラクターを起用した
自転車の利用方法に関するポスターを作成する
とともに、SNSにおいても発信し、県民に対して
自転車利用時の交通安全意識の向上に繋がっ
た。

１　桂浜水族館の人気キャラクターとコラボし
たあいさつ県民運動広報ポスターの掲示や、JA
共済高知本部と連携・作成のあいさつ県民運動
に係る絵本「ぺっこりにっこり」をイベントで
配布し、県民の交通安全意識の向上繋がった。
２　高齢者交通安全活動推進員による訪問活動
を強化するとともに、県内企業と連携した反射
材着用の啓発活動を推進したことで、高齢者の
交通死亡事故が前年より減少した。
３　運転免許証の自主返納者数は前年より増加
したものの、運転免許証の自主返納支援協賛店
舗数については、廃業等により実施主体数は減
少傾向である。
４　ラジオ、交通情報板、広報誌等でタイム
リーな交通事故発生状況を発信し、県民の交通
安全意識の向上を図った。

次年度の取組

・コロナ情勢に配慮しつつ、子供や高齢者等を
対象とした交通安全啓発イベントを開催すると
共に、令和５年４月１日改正の自転車ヘルメッ
トの着用努力義務化等についても併せて広報活
動を行う。
・県内の関係機関とも連携を図り、より県民に
なじみやすい啓発活動となるよう工夫した取組
を実施する。
・運転免許証の自主返納支援協賛店への依頼に
ついては、物価高騰等の社会情勢の動きに注意
しつつ継続して協力依頼を実施する。

・県民の交通安全意識の向上を図るために、子
供や高齢者を対象とした交通安全啓発イベント
を開催する。
・関係機関と連携して高齢者等を対象とした参
加体験型の交通安全教育を推進するとともに、
高齢者宅訪問を強化し、高齢者の交通事故防止
を図る。
・自主返納支援協賛店に対して、引き続き協力
依頼を実施する。
・道路情報板や県警察ホームページ、SNS等を活
用し、タイムリーな情報発信による効果的な広
報啓発を実施する。

・令和７年度から県立校が自転車通学の条件に
自転車ヘルメットの所有を義務化したことを踏
まえ、交通安全教室等の場においてヘルメット
着用の重要性及び交通安全意識の向上を図る活
動を行う。
・関係機関と連携して高齢者等を対象とした参
加体験型の交通安全教育を推進するとともに、
高齢者宅訪問を強化し、高齢者の交通事故防止
を図る。
・自主返納支援協賛店に対して、引き続き協力
依頼を実施する。
・道路情報板や県警察ホームページ、SNS等を活
用し、タイムリーな情報発信による効果的な広
報啓発を実施する。

・令和８年４月１日から自転車利用者の交通違
反に交通反則通告制度の適用が開始されること
を踏まえ、自転車交通ルール及び自転車の交通
安全意識の向上を図る活動を行う。
・関係機関と連携して高齢者等を対象とした参
加体験型の交通安全教育を推進するとともに、
高齢者宅訪問を強化し、高齢者の交通事故防止
を図る。
・自主返納支援協賛店に対して、引き続き協力
依頼を実施するとともに、広報・協賛店の更な
る獲得に努める。
・ラジオ、道路情報板、県警察ホームページ、
SNS等を活用し、タイムリーな情報発信による効
果的な広報啓発を実施する。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組⑤

 高齢者を交通事故から守るための取組
･･･高齢者を守るための交通安全意識の醸成、高齢者に対する交通安全
教室の推進

目指す姿
（目標）

１　自らの安全を守るための交通安全行動の定着
２　各層に応じた交通安全教室を推進し、交通安全
意識の醸成を図る。

目標
又は
指標

１　SNSや訪問活動等を通して、定期的な広報啓発活動の実施。
２　各署において各層を対象とした、計画的・継続可能な交通
安全教室の実施
３　高齢者方の訪問活動を通した広報啓発活動の実施回数
(11/24県警が状況確認指標として上記１を訂正したもの)

１　手を上げるなどにより意思を
表示し、自らの安全を守る交通行
動を推進する。
２　各種交通安全教育を実施す
る。
３　高齢者交通安全活動推進委員
や関係機関団体等との連携強化を
図る。
４　交通事故分析を活用したタイ
ムリーな情報を発信する。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　信号機のない横断歩道を横断する際、手を上げるなどの「合図」をして横断する意思を伝える他、止まってくれた車にお辞儀等の「あいさつ」を行うことで、歩行者及びドライバー双方に交通ルールを守る喜びを感じてもら
い、その喜びの繰り返しを交通秩序の改善につなげていく「あいさつ県民運動」を推進する。
２　高齢者交通事故防止対策として、関係団体と連携した交通安全教室を実施するほか、高齢者宅への訪問活動等を強化する。　
３　運転免許証の自主返納支援制度の広報・協賛店の更なる獲得に努める。
４　県警察ホームページ上に事故発生地点情報マップを掲載する。交通死亡事故等重大事故多発時には、交通街頭活動の強化をするほか、交通情報板やＳＮＳ等により、県民に対するタイムリーな情報発信を行う。

計画（P)
線表

　
１　自らの安全を守るための交通行動として、手を上げるなど、運転者に対して横断する意思を明確に伝えること、安全を確認してから横断を始めること、横断中も周りに気を付けること等を

　　促す交通安全教育等を推進する。

２　加齢に伴う身体機能の変化に対応した安全行動の定着に向けた、参加・体験・実践型の交通安全教室を実施する。

３　高齢者交通安全活動推進委員や関係機関団体等と連携した訪問活動等の強化を図る。

４　広報チラシやＳＮＳ等により、交通事故分析を活用したタイムリーな情報を発信する。



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №106 新様式１

事業No. ３－３－（５）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

交通安全運動期間
中における啓発活
動の実施率100％

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　県民の交通安全意識を高める広報・啓
発
　・春、秋、年末年始の交通安全運動期間
中及び高齢者交通事故防止キャンペーン
（９月～12月）における街頭啓発活動の実
施
　・広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（各98,000部×４回）
　・構成員向けの会報「安全安心まちづく
りだより」の発行（４回）
　・重大な交通事故が発生した際の速報(適
宜)
２　高知県ホームページ・ラジオ等での広
報(高齢者の事故防止をテーマ）
３　安全安心まちづくりポスターの募集、
優秀作品の公表による広報啓発活動気運の
醸成
４　イベント｢安全安心まちづくりひろば｣
での広報
５　出前講座の実施（女性大学）

１　県民の交通安全意識を高める広報・啓
発
　・春、秋、年末年始の交通安全運動期間
中及び高齢者交通事故防止キャンペーン
（９月～12月）における街頭啓発活動の実
施
　・広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（各90,000部×４回）
　・構成員向けの会報「安全安心まちづく
りだより」の発行（４回）
　・重大な交通事故が発生した際の速報(適
宜)
２　高知県ホームページ・ラジオ等での広
報(高齢者の事故防止をテーマ）
３　安全安心まちづくりポスターの募集、
優秀作品の公表による広報啓発活動気運の
醸成
４　イベント｢安全安心まちづくりひろば｣
での広報
５　出前講座の実施（女性大学）

１　県民の交通安全意識を高める広報・啓
発
　・春、秋、年末年始の交通安全運動期間
中及び高齢者交通事故防止キャンペーン
（９月～12月）における街頭啓発活動の実
施
　・広報紙「安全安心まちづくりニュー
ス」の発行（各88,700部×４回）
　・構成員向けの会報「安全安心まちづく
りだより」の発行（４回）
　・重大な交通事故が発生した際の速報(適
宜)
２　高知県ホームページ・ラジオ等での広
報(高齢者の事故防止をテーマ）
３　安全安心まちづくりポスターの募集、
入選作品の公表による広報啓発活動気運の
醸成
４　イベント｢安全安心まちづくりひろば｣
での広報
５　出前講座の実施（近森病院附属看護学
校）

１　県民の交通安全意識を高める広報・啓発
　・春、秋、年末年始の交通安全運動期間中及
び高齢者交通事故防止キャンペーン（９月）に
おける街頭啓発活動の実施
　・広報紙「安全安心まちづくりニュース」の
発行（４回、初回88,495部、第２回から第４回
各79,110部）
　・構成員向けの会報「安全安心まちづくりだ
より」の発行（４回）
　・重大な交通事故が発生した際の速報(適宜)
２　高知県ホームページ・ラジオ等での広報
(高齢者の事故防止をテーマ）
３　安全安心まちづくりポスターの募集、入選
作品の公表による広報啓発活動気運の醸成
４　イベント｢安全安心まちづくりひろば｣での
広報
５　出前講座の実施（近森病院附属看護学校）

実施後の分析、検証

　令和４年の高齢者の死者数は20人で、全
死者数(26人)の７割を超えているため、高
齢者の交通事故防止が大きな課題である。

　令和５年の高齢者の死者数は11人で、全
死者数(23人)の５割を超えているため、高
齢者の交通事故防止が大きな課題である。

　令和６年の高齢者の死者数は15人で、全
死者数(21人)の７割を超えているため、高
齢者の交通事故防止が大きな課題である。

　令和７年の高齢者の死者数は14人で、全死者
数(25人)の半数以上を占めているため、高齢者
の交通事故防止が大きな課題である。

次年度の取組

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望をするべ
く出前講座の募集チラシ等を作成の上広く
募集を行う

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望をするべ
く出前講座の募集チラシ等を作成の上広く
募集を行う

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望をするべ
く出前講座の募集チラシ等を作成の上広く
募集を行う

○出前講座の募集
　出前講座の拡充及び開催の要望をするべく出
前講座の募集チラシ等を作成の上広く募集を行
う

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども
等の安全を確保する

基本的方策３ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する
具体的な
取組⑤

高齢者を交通事故から守るための取組

目指す姿
（目標）

１.高齢者自身に対する交通安全意識の醸成
２.社会全体で、高齢者を交通事故から守り、高齢
者が安心して暮らすことができる社会の気運の情勢
を目指す。

目標
又は
指標

・春、秋、年末等の交通安全運動期間中及び高齢者交通事故防
止キャンペーン（９月～12月）における街頭啓発活動への参加
・高齢者に対する交通安全意識の醸成を目的とする啓発活動の
実施（出前講座）を年間１回実施する

春、秋及び年末年始の交通安全
運動並びに高齢者交通事故防止
キャンペーン（９月～12月）に
おいて、関係団体等と連携し、
高齢者の交通事故防止に係る啓
発を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　県民の交通安全意識を高める広報・啓発
　・交通安全運動期間中及び高齢者交通事故防止キャンペーン（９月～12月）における街頭啓発活動の実施
　・広報紙「安全安心まちづくりニュース」の発行（各約９万部×４回）
　・構成員向けの会報「安全安心まちづくりだより」の発行（４回）
　・重大な交通事故が発生した際の速報(適宜)
２　高知県ホームページでの広報

３　ラジオ等を利用した広報
４　安全安心まちづくりポスターの募集、入選作品の公表による広報啓発活動
　気運の醸成
５　イベント「安全安心まちづくりひろば」での広報
６　出前講座の実施（随時）

計画（P)
線表

　

【街頭啓発活動】・・・交通安全運動期間中及び高齢者交通事故防止キャンペーン（９月～12月）における街頭啓発活動の実施

【広報紙・会報】・・・◎発行回数　年度４回　◎配付箇所の拡充

【高知県安全安心まちづくり推進会議速報（会員向け）】・・・◎随時作成、発行

【高知県ホームページ】・・・◎新着情報の充実　◎更新情報の早期提供　◎地域に応じた情報の掲載

【ラジオ等による広報】・・・◎高齢者の交通事故防止をテーマとした広報啓発

【安全安心まちづくりポスター作成等】・・・◎県内の小中高等学校(特別支援学校を含む)の生徒等対象の防犯啓発等に関するポスターの募集及び選考　◎最優秀作品をポスター化して配付等

【安全安心まちづくりひろば開催】・・・◎効果的な広報啓発が見込める場所での開催　　◎イベントを通した交通事故防止活動の啓発

【その他の活動】・・・◎出前講座の実施（随時）

100％ 100％100％ 100%



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №107 様式１

事業No. ３－４－（１）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１～３　幹線道路や官公庁に設置している電
光掲示板やデジタルサイネージを活用し、県
内における地域安全情報の広報を実施した。
１～３　県内関係機関の施設や街頭において
地域安全情報掲載のチラシ等を配置した。
２　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツイッ
ター）、あんしんＦメール等、様々な広報手
段を通じて地域安全情報を提供をした。

１～３　幹線道路や官公庁に設置している電
光掲示板やデジタルサイネージを活用し、県
内における地域安全情報の広報を実施した。
１～３　県内関係機関の施設や街頭において
地域安全情報掲載のチラシ等を配置した。
２　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツイッ
ター）、あんしんＦメール等、様々な広報手
段を通じて地域安全情報を提供をした。

１～３　幹線道路や官公庁に設置している電
光掲示板やデジタルサイネージを活用し、県
内における地域安全情報の広報を実施した。
１～３　県内関係機関の施設や街頭において
地域安全情報掲載のチラシ等を配置した。
２　県警察ホームページ、SNS（Ｘ）、
Yahoo!アプリ等、様々な広報手段を通じて地
域安全情報を提供をした。

１～３　観光事業者だけでなく、観光客にも
情報を入手しやすいXやYahoo!防災速報等を
活用して防犯情報を発信するとともに、交通
の要所や中心街に設置されているデジタルサ
イネージを活用した防犯情報の発信に努め
た。

実施後の分析、検証

１～３　高度情報化社会に対応して、ホーム
ページ、ＳＮＳ、デジタルサイネージ等、
様々な広報手段を活用した広報啓発を実施し
た。
１～３　ニーズが明確でないなど観光事業者
との連携が困難であり、観光地における広報
が難しい状況にある。

１～３　高度情報化社会に対応して、ホーム
ページ、ＳＮＳ、デジタルサイネージ等、
様々な広報手段を活用した広報啓発を実施し
た。
１～３　ニーズが明確でないなど観光事業者
との連携が困難であり、観光地における広報
が難しい状況にある。

１～３　高度情報化社会に対応して、ホーム
ページ、ＳＮＳ、デジタルサイネージ等、
様々な広報手段を活用した広報啓発を実施し
た。
１～３　ニーズが明確でないなど観光事業者
との連携が困難であり、観光地における広報
が難しい状況にある。

　観光客にも情報を入手しやすいXやYahoo!
防災速報等による防犯情報の発信を遅滞なく
実施できた。

次年度の取組

１～３　観光事業者との連携による、観光地
における広報啓発を検討していく。

１～３　デジタルサイネージ設置事業所との
連携による、県内要所における広報啓発を検
討していく。

１～３　デジタルサイネージ設置事業所との
連携による、県内要所における広報啓発を検
討していく。

　XやYahoo!防災速報等を主体とした情報発
信を行う。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策４ 観光旅行者等の安全を確保する
具体的な
取組①

安全情報の提供
･･･外国人観光客等に対する安全情報の提供

目指す姿
（目標）

　観光旅行者等が、県内の犯罪発生情報を知ること
ができる環境を整備し、犯罪被害を防止する。

目標
又は
指標

　各種広報媒体を活用した広報啓発：年60回以上

　観光旅行者等の安全を確保する
ため、観光事業者が自主的な防犯
対策を行うことができるよう、ま
た観光旅行者等が危険を回避する
ことができるよう、犯罪の発生情
報等を提供します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　観光地及びその周辺における犯罪情勢の分析
２　県警察ホームページ、Yahoo!アプリ、ＳＮＳ（X）及び広報誌等を活用した啓発情報の発信
３　空港、駅、サービスエリア等主要施設における電光掲示板等を活用した広報啓発

計画（P)
線表

【犯罪情報等の提供】･･･ホームページ、ＳＮＳ、広報紙、施設掲示板等を活用した情報提供

R6 Fﾒｰﾙ発信:16件

Ｘ(地域安全情報に限る)

発信47件,犯罪多発時の情

報提供：24件

R5 Fﾒｰﾙ発信:155件

Ｘ(地域安全情報に限る)

発信93件,犯罪多発時の情

報提供：12件

R4 Fﾒｰﾙ発信:157件

ﾂｲｯﾀｰ(地域安全情報に限

る)発信:62件,犯罪多発時

の情報提供：18件

R7 Ｘ，Yahoo!防

災速報等による発

信77件



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №108 様式１

事業No. ３－４－（１）

担当課 警務課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１ 警察学校初任科生対象の実用英会話教養
を実施。（２回）
２ 計画的に英語のグループ研修を開催。
（８回）
３ 部内指定通訳員対象の研修会を書面開
催。
４ 大規模署対象の語学教養は未実施。

１　警察学校初任科生及び一般職員初任科生
対象の実用英会話教養を実施。（３回）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　計画的に英語のグループ研修を開催。
（８回）また、新たに中国語研修会（６回）
及びベトナム語研修会（３回）を開催。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　部内指定通訳員対象の研修会を開催。
（１回）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　諸事情により、大規模署対象の語学教養
は未実施も、中規模署である土佐署員（27
名）対象の語学教養を実施。（１回）

１　警察学校初任科生及び一般職員初任科生
対象の実用英会話教養を実施（２回）。
２　英語、中国語、ベトナム語のグループ研
修を開催（各言語８回）。
３　部内指定通訳員及び民間指定通訳員対象
の研修会を開催（１回）。
４　大規模署対象の語学教養は未実施。

１　警察学校初任科生及び一般職員初任科生
対象の実用英会話教養を実施（２回）。
２　英語、中国語、ベトナム語のグループ研
修を開催（各言語８回）。
３　部内指定通訳員及び民間指定通訳員対象
の研修会を開催（１回）。
４　大規模署対象の語学教養は未実施。

実施後の分析、検証

　実施計画の内１は、計画どおり実施し、地
理教示や各種届け出受理等警察業務で使用す
る語彙や表現を中心に学び、語学能力を強
化。
　２は、計画どおり実施し、講師が策定した
年間プログラムに沿って、各場面別の対応表
現等を学び、語学能力を強化。
　３、４については、部内指定通訳員を対象
とした通訳員研修会を書面で開催するも、民
間指定通訳員に対する研修会及び大規模署員
対象の教養は未実施。
　開催時期、新型コロナウイルスの感染状況
に左右されない開催方法の検討が必要。

実施計画の１は、計画に加えて一般職員初任
科生に対しても実施し、地理教示や各種届け
出受理時の表現等を学び、語学能力を強化。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２は、計画に加えて中国語及びベトナム語の
グループ研修を実施し、警察の業務で使用す
る語彙等を学び、語学能力を強化。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３は、部内指定通訳員と民間指定通訳員対象
の研修会を開催し、言語のほか、通訳方法や
犯罪情勢等を教養。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４は、中規模署である土佐署員に対する語学
教養を実施し、語学能力を強化。

　実施計画の１は、初任科生及び一般職員初
任科生に対して実施し、地理教示や各種届出
時の表現を学び、語学能力を強化。
　２は、英語、中国語、ベトナム語３言語の
グループ研修を実施し、警察の業務で使用す
る語彙等を学び、語学能力を強化。
　３は、部内指定通訳員と民間指定通訳員対
象の研修会を開催し、言語のほか、通訳方法
や犯罪情勢等を教養。
　４は、未実施。

　実施計画の１は、初任科生及び一般職員初
任科生に対して実施し、地理教示や各種届出
時の表現を学び、語学能力を強化。
　２は、英語、中国語、ベトナム語３言語の
グループ研修を実施し、警察の業務で使用す
る語彙等を学び、語学能力を強化。
　３は、部内指定通訳員と民間指定通訳員対
象の研修会を開催し、言語のほか、通訳方法
や犯罪情勢等を教養。
　４は、未実施。

次年度の取組

　１については、現在の方法で十分に教養効
果が高いことから、継続実施。
　２は、英語については継続実施し、英語以
外の言語についても同様の研修会を計画実
施。
　３は、部内指定通訳員の語学能力を向上さ
せるため、開催時期、開催方法を考慮し、民
間指定通訳員との合同研修会を実施。
　４は、外国人対応可の職員を増やすため、
講師と打ち合わせて計画実施。　

１は、現在の方法で十分に教養効果が高いた
め、一般職員初任科生も対象に継続実施。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２は、講師と打ち合わせて英語・中国語・ベ
トナム語の研修会を継続実施。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３は、部内指定通訳員の語学能力向上及び民
間指定通訳員に対する各種教養のため、合同
研修会を継続実施。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４は、外国人対応可能な職員を増やすため、
講師と打ち合わせて計画実施。

　１は、現在の方法で十分に教養効果が高い
ことから、初任科生及び一般職員初任科生を
対象に継続実施。
　２は、講師と打ち合わせて英語、中国語、
ベトナム語の３言語について研修を継続実
施。
　３は、部内指定通訳員の語学能力向上及び
民間指定通訳員に対する各種教養のため、合
同研修会を継続実施。
　４は、外国人対応可能な職員を増やすた
め、講師と打ち合わせて計画実施。

　１は、現在の方法で十分に教養効果が高い
ことから、初任科生及び一般職員初任科生を
対象に継続実施。
　２は、講師と打ち合わせて英語、中国語、
ベトナム語の３言語について研修を継続実
施。
　３は、部内指定通訳員の語学能力向上及び
民間指定通訳員に対する各種教養のため、合
同研修会を継続実施。
　４は、外国人対応可能な職員を増やすた
め、講師と打ち合わせて計画実施。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策４ 観光旅行者等の安全を確保する
具体的な
取組①

安全情報の提供
･･･外国人観光客等に対する安全情報の提供

目指す姿
（目標）

安全情報の提供等の各種取組により、外国人観光客
等とのコミュニケーションの円滑化を図ることで、
当該外国人等が安心して本県を訪れることができる
環境整備に繋がる。

目標
又は
指標

・警察業務にも対応した実用的な語学教養の実施
・指定通訳員の交流及び教養を目的とした研修会の開催

外国人観光客等とのコミュニケー
ションの円滑化を図り、当該外国
人等に対する安全情報の提供等に
よる安全の確保を推進します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　警察学校の学生に対する語学教養の実施
２　初心者を含む幅広い出席者を募っての警察業務に対応した実用的な語学教養（グループ研修）の実施
３　部内・民間指定通訳員の教養等を目的とした通訳員研修会の開催
４　外国人の取扱いが予測される大規模署員に対する語学教養の実施計画

計画（P)
線表 　・通訳人材の確保及び能力向上に係る研修等の実施



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №109 様式１

事業No. ３－４－（２）

担当課 観光政策課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

主要観光施設入込状況確認施設のうち、宿泊
施設や体験施設を除いた45施設に、高知県HP
「高知県犯罪のない安全安心まちづくりの
ページ」の情報を提供し、防犯教育の実施を
依頼。

主要観光施設入込状況確認施設のうち、宿泊
施設や体験施設を除いた45施設に、高知県HP
「高知県犯罪のない安全安心まちづくりの
ページ」等の情報を提供し、防犯教育の実施
を依頼。

主要観光施設入込状況確認施設のうち、宿泊
施設や体験施設を除いた45施設に、高知県HP
「高知県犯罪のない安全安心まちづくりの
ページ」等の情報を提供し、防犯教育の実施
を依頼。

主要観光施設入込状況確認施設のうち、宿泊
施設や体験施設を除いた44施設に、高知県HP
「高知県犯罪のない安全安心まちづくりの
ページ」等の情報を提供し、防犯教育の実施
を依頼。

実施後の分析、検証

45施設のうち15施設が実施（実施率33.3%)
防犯教育・対策の必要性は認識していながら
も、職員に対する研修を実施していない施設
がある。

45施設のうち16施設が実施（実施率35.6%)
防犯教育・対策の必要性は認識していながら
も、職員に対する研修を実施していない施設
がある。

45施設のうち18施設が実施（実施率40.0%)
防犯教育・対策の必要性は認識していながら
も、職員に対する研修を実施していない施設
がある。

44施設のうち19施設が実施（実施率43.2%)
防犯教育・対策の必要性は認識していながら
も、職員に対する研修を実施していない施設
がある。

次年度の取組

観光事業者などが自主的に実施する従業員研
修などの中で、防犯教育が行われるよう、引
き続き観光事業者などに働きかけていく。

観光事業者などが自主的に実施する従業員研
修などの中で、防犯教育が行われるよう、引
き続き観光事業者などに働きかけていく。

観光事業者などが自主的に実施する従業員研
修などの中で、防犯教育が行われるよう、引
き続き観光事業者などに働きかけていく。

観光事業者などが自主的に実施する従業員研
修などの中で、防犯教育が行われるよう、引
き続き観光事業者などに働きかけていく。

重点目標３
高齢者、障害者、女性、子ども等
の安全を確保する

基本的方策４ 観光旅行者等の安全を確保する
具体的な
取組②

従業員等に対する防犯教育の促進

目指す姿
（目標）

防犯教育を実施した観光事業者割合（数）の増
目標
又は
指標

観光事業者などが自主的に実施す
る従業員研修などの中で、防犯教
育が行われるよう、観光事業者な
どに働きかけます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入) 観光事業者などが自主的に実施する従業員研修などの中で、防犯教育が行われるよう、観光事業者などに働きかけます。

計画（P)
線表

　　　観光事業者などへの意識付け（周知）、防犯教育実施の働きかけ



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №110 様式１

事業No. ４－１－（１）

担当課 道路課

出発点(R４) 目標値(R８)

道路担当者会によ
る周知を実施

道路担当者会による周知
を実施

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・他県、他市町村の運用指針から情報収
集を図った。

・他県、他市町村の運用指針から情報収
集を図った。

・他県、他市町村の運用指針から情報収集を
図った。

・他県、他市町村の運用指針から情報収集を
図った。

実施後の分析、検証

・県管理道路における課題の抽出、具体
的な路線及び対応方策について、分析を
行う必要がある。

・上記の分析を踏まえ、犯罪の防止に配
慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場の
整備の実施へとつなげていく。

・県管理道路における課題の抽出、具体
的な路線及び対応方策について、分析を
行う必要がある。

・上記の分析を踏まえ、犯罪の防止に配
慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場の
整備の実施へとつなげていく。

・県管理道路における課題の抽出、具体的な
路線及び対応方策について、分析を行う必要
がある。

・上記の分析を踏まえ、犯罪の防止に配慮し
た道路、公園、駐車場及び駐輪場の整備の実
施へとつなげていく。

・県管理道路における課題の抽出、具体的な
路線及び対応方策について、分析を行う必要
がある。

・上記の分析を踏まえ、犯罪の防止に配慮し
た道路、公園、駐車場及び駐輪場の整備の実
施へとつなげていく。

次年度の取組

・道路担当者会において犯罪の防止に配
慮した道路等の構造、設計等に関する指
針の周知を継続して実施する。

・道路担当者会において犯罪の防止に配
慮した道路等の構造、設計等に関する指
針の周知を継続して実施するほか、必要
に応じて他県や市町村等の指針について
情報収集を行う。

・道路担当者会において犯罪の防止に配慮し
た道路等の構造、設計等に関する指針の周知
を継続して実施するほか、必要に応じて他県
や市町村等の指針について情報収集を行う。

・道路担当者会において犯罪の防止に配慮し
た道路等の構造、設計等に関する指針の周知
を継続して実施するほか、必要に応じて他県
や市町村等の指針について情報収集を行う。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策１ 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場を普及する
具体的な
取組①

道路等の構造、設備等に関する指針の周知

目指す姿
（目標）

犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪
場を普及する

目標
又は
指標

道路担当者会において犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設
計等に関する指針の周知し、犯罪の防止に配慮した道路、公
園、駐車場及び駐輪場を普及させる。
県管理道路の自転車・歩行者道設置延長キロ数
道路照明灯の設置数

道路担当者会において犯罪の防止
に配慮した道路等の構造、設計等
に関する指針の周知を実施する。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

道路担当者会において犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設計等に関する指針の周知を継続して実施する。

計画（P)
線表 　【道路担当者会による周知】・・・年1回

県管理道路の自転車・歩

行者道設置延長キロ数:

左  ：　395.785　㎞

右  ：　452.104　㎞ 

道路照明灯の設置基数 

16,908　基 

県管理道路の自転車・歩

行者道設置延長キロ数:

左  ：　394.346　㎞

右  ：　449.285　㎞ 

道路照明灯の設置基数 

16,881　基 

県管理道路の自転車・歩

行者道設置延長キロ数:

左  ：　394.206　㎞

右  ：　449.192　㎞ 

道路照明灯の設置基数 

16,866　基 

県管理道路の自転車・歩

行者道設置延長キロ数:

左  ：　400.943　㎞

右  ：　456.335　㎞ 

道路照明灯の設置基数 

16,948　基 



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №111 様式１

事業No. ４－１－（１）

担当課 都市計画課

出発点(R４) 目標値(R８)

開催回数：毎年度1
回
対象：21市町

開催回数：毎年度1回
対象：23市町

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

県都市計画主管課長会議において、指針の周
知を行った。

県都市計画主管課長会議において、指針の周
知を行った。

県都市計画主管課長会議において、指針の周
知を行った。

県都市計画主管課長会議において、指針の周
知を行った。

実施後の分析、検証

行っていない。 行っていない。 行っていない。 （分析・検証を）行っていない。

次年度の取組

引き続き、県都市計画主管課長会議で指針の
周知を図っていく。

引き続き、県都市計画主管課長会議で指針の
周知を図っていく。

引き続き、県都市計画主管課長会議で指針の
周知を図っていく。

引き続き、県都市計画主管課長会議で指針の
周知を図っていく。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策１ 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場を普及する
具体的な
取組①

道路等の構造、設備等に関する指針の周知

目指す姿
（目標）

防犯性の高い道路、公園、駐車場及び駐輪場が普及
していくよう、｢犯罪の防止に配慮した道路等の構
造、設備等に関する指針｣の周知を図ります。

目標
又は
指標

例年開催する県都市計画主管課長会議で周知していく。

市町に対して、防犯性の高い道路
が普及していくよう、｢犯罪の防
止に配慮した道路等の構造、設備
等に関する指針｣の周知を図りま
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

県都市計画主管課長会議で指針の周知を図る。

計画（P)
線表

　例年開催する県都市計画主管課長会議で周知していく。

１回

（21市町参加）
１回

（23市町参加）
１回

（23市町参加）

１回

（23市町参加）



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №112 様式１

事業No. ４－１－（１）

担当課 公園上下水道課

出発点(R４) 目標値(R８)

年１回 年１回

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:年１回    R5:年１回   　R6:年１回    R7:年１回  　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

指針を周知し、犯罪の発生について報告はな
い。

指針を周知し、犯罪の発生について報告はな
い。

指針を周知し、犯罪の発生について報告はな
い。

パトロールの実施により、遊具へのいたずら
やトイレの毀損等を早期に把握した。

実施後の分析、検証

公園管理者において、指針に配慮した維持管
理が行われたと考えられる。

公園管理者において、指針に配慮した維持管
理が行われたと考えられる。

公園管理者において、指針に配慮した維持管
理が行われたと考えられる。

公園管理者において、指針に配慮した維持管
理が行われ、安全な利用を確保することがで
きた。

次年度の取組

引き続き、公園管理者による適切な維持管理
が行われるよう。担当者会や指定管理者のモ
ニタリング時に周知を行う。

引き続き、公園管理者による適切な維持管理
が行われるよう。担当者会や指定管理者のモ
ニタリング等において周知を行う。

引き続き、公園管理者による適切な維持管理
が行われるよう。担当者会や指定管理者のモ
ニタリング等において周知を行う。

引き続き、公園管理者による適切な維持管理
が行われるよう。担当者会や指定管理者のモ
ニタリング等において周知を行う。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策１ 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場を普及する
具体的な
取組①

道路等の構造、設備等に関する指針の周知

目指す姿
（目標）

公園内における犯罪や事故を防止する
目標
又は
指標

都市公園管理者への指針の周知：年１回（モニタリング時）

　防犯性の高い道路、公園、駐車
場及び駐輪場が普及していくよ
う、「犯罪の防止に配慮した道路
等の構造、設備等に関する指針」
の周知を図ります。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・都市公園管理者に「犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設備等に関する指針」を周知

計画（P)
線表 　都市公園管理者への指針の周知



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №113 新様式１

事業No. ４－１－（１）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　広報紙「安全安心まちづくりニュース」
や会報｢安全安心まちづくりだより｣での広
報。
２　高知県ホームページでの広報。
３　市町村との情報交換会や庁内の担当者会
等を通じ情報交換を行う。

１　広報紙「安全安心まちづくりニュース」
や会報｢安全安心まちづくりだより｣での広
報。
２　高知県ホームページでの広報。
３　市町村との情報交換会や庁内の担当者会
等を通じ情報交換を行う。

１　広報紙「安全安心まちづくりニュース」
や会報｢安全安心まちづくりだより｣での広
報。
２　高知県ホームページでの広報。

１　広報紙「安全安心まちづくりニュース」
や会報｢安全安心まちづくりだより｣での広報
２　高知県ホームページでの広報

実施後の分析、検証

１　高知県ホームページで｢犯罪の防止に配
慮した道路等の構造、設備等に関する指針｣
を公開できた。

２　出前講座において、人ではなく場所に着
目した「犯罪機会論」に基づく防犯活動の必
要性を提示した。

１　高知県ホームページで｢犯罪の防止に配
慮した道路等の構造、設備等に関する指針｣
を公開できた。

２　出前講座において、人ではなく場所に着
目した「犯罪機会論」に基づく防犯活動の必
要性を提示した。

１　高知県ホームページで｢犯罪の防止に配
慮した道路等の構造、設備等に関する指針｣
を公開できた。

２　出前講座において、人ではなく場所に着
目した「犯罪機会論」に基づく防犯活動の必
要性を提示した。

１　高知県ホームページで｢犯罪の防止に配
慮した道路等の構造、設備等に関する指針｣
を公開できた

２　出前講座において、人ではなく場所に着
目した「犯罪機会論」に基づく防犯活動の必
要性を提示した

次年度の取組

　今後も、引き続き高知県ホームページで｢
犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設備等
に関する指針」を公開するとともに出前講座
において、人ではなく場所に着目した「犯罪
機会論」に基づく防犯活動の必要性を提示し
ていく。
また、出前講座の開催要望を募り積極的に実
施する。

　今後も、引き続き高知県ホームページで｢
犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設備等
に関する指針」を公開するとともに出前講座
において、人ではなく場所に着目した「犯罪
機会論」に基づく防犯活動の必要性を提示し
ていく。
また、出前講座の開催要望を募り積極的に実
施する。

　今後も、引き続き高知県ホームページで｢
犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設備等
に関する指針」を公開するとともに出前講座
において、人ではなく場所に着目した「犯罪
機会論」に基づく防犯活動の必要性を提示し
ていく。
また、出前講座の開催要望を募り積極的に実
施する。

　今後も、引き続き高知県ホームページで｢
犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設備等
に関する指針」を公開するとともに、出前講
座において、人ではなく場所に着目した「犯
罪機会論」に基づく防犯活動の必要性を提示
していく。
また、出前講座の開催要望を積極的に募り、
複数機会で実施する。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策１ 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場を普及する
具体的な
取組①

道路等の構造、設備等に関する指針の周知

目指す姿
（目標）

１.公園等、公共の場所での刑法犯及び声かけ等事案
の発生を抑制する。
２.犯罪の抑止に配慮した公共空間を県下に広める。

目標
又は
指標

広報誌等への掲載、発行により情報発信に努める

　防犯性の高い道路、公園、駐車
場及び駐輪場が普及していくよ
う、｢犯罪の防止に配慮した道路
等の構造、設備等に関する指針｣
の周知を図ります。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　広報紙「安全安心まちづくりニュース」や会報｢安全安心まちづくりだより｣での広報。
２　高知県ホームページでの広報。
３　市町村との情報交換会や庁内の担当者会等を通じ情報交換を行う。

計画（P)
線表

【情報収集】・・・◎犯罪防止に関する効果的事例・活動状況の情報を収集

【広報紙・会報】・・・◎広報紙（ニュース）年度４回発行　◎会報（だより）年度４回　◎収集した効果的な事例等を広報紙に掲載 

【高知県ホームページ】・・・◎高知県のホームページで「犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設備等に関する指針」を公開



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №114 様式１

事業No. ４－１－（１）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　安全安心まちづくり推進会議ブロック別
担当者会において、市町村の担当者に対し､
犯罪の防止に配慮した設備の重要性について
周知を図った。
２　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツイッ
ター）、あんしんＦメール等、様々な広報手
段を通じて地域安全情報を提供をした。

１　安全安心まちづくり推進会議ブロック別
担当者会において、市町村の担当者に対し､
犯罪の防止に配慮した設備の重要性について
周知を図った。
２　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツイッ
ター）、あんしんＦメール等、様々な広報手
段を通じて地域安全情報を提供をした。

１　安全安心まちづくり推進会議ブロック別
担当者会は、協議の結果、未実施。
２　県警察ホームページ、SNS（Ｘ）、
Yahoo!アプリ等、様々な広報手段を通じて地
域安全情報を提供をした。

１　安全安心まちづくり推進会議ブロック別
担当者会は、協議の結果、未実施。
２　危険箇所点検を行う防犯ボランティア等
に対して指針を紹介し、点検の際の留意事項
について周知を図った。

実施後の分析、検証

１　犯罪の防止に配慮した設備の重要性に対
する意識の醸成について、市町村の担当者に
働きかけた。
１　高知県医師会に対し、駐車場を含む安全
な施設の整備について働きかけた。
２　高度情報化社会に対応して、ホームペー
ジ、ＳＮＳ、デジタルサイネージ等、様々な
広報手段を活用した広報啓発を実施した。　

１　犯罪の防止に配慮した設備の重要性に対
する意識の醸成について、市町村の担当者に
働き掛けた。
１　放課後児童クラブ推進事業資質向上研修
会において、安全な施設整備について働き掛
けた。
２　高度情報化社会に対応して、ホームペー
ジ、Ｘ（旧ツイッター）、デジタルサイネー
ジ等、様々な広報手段を活用した広報啓発を
実施した。　

１　ブロック別担当者会は、市町村への負担
が高く、協議事項や情報共有の必要性がある
場合などに開催予定。
２　高度情報化社会に対応して、ホームペー
ジ、SNS（Ｘ）、Yahoo!アプリ、デジタルサ
イネージ等、様々な広報手段を活用した広報
啓発を実施した。　

１　ブロック別担当者会は、市町村への負担
が高く、協議事項や情報共有の必要性がある
場合などに開催予定。
２　指針の内容について、危険箇所点検を行
う防犯ボランティアに周知することで、点検
の参考となった。

次年度の取組

１，２　ブロック別担当者会を通じて、市町
村担当者に対しては地域安全情報を提供でき
ているが、地域住民・事業者に対する情報提
供の機会を検討していく。

１，２　ブロック別担当者会を通じて、市町
村担当者に対しては地域安全情報を提供でき
ているが、地域住民・事業者に対する情報提
供の機会を検討していく。

１，２　地域住民・事業者に対する情報提供
の機会を検討していく。

　市町村担当者への周知、公園管理や危険箇
所点検等を行う団体に対する周知を図る。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策１ 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場を普及する
具体的な
取組①

道路等の構造、設備等に関する指針の周知

目指す姿
（目標）

　自治体等だけではなく、地域住民や防犯活動団体
等と協働した取組により、防犯性の高い道路・設備
等の普及を促進する。

目標
又は
指標

　防犯性の高い道路、公園、駐車
場及び駐輪場が普及していくよ
う、「犯罪の防止に配慮した道路
等の構造、設備等に関する指針」
の周知を図ります。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　各種会合等における関係機関との情報共有及び本指針の説明
２　県警察ホームページや広報紙等あらゆる媒体を活用した普及の働きかけ

計画（P)
線表

【普及の働きかけ】･･･道路等の整備、改良等にあわせた普及のための関係機関との情報共有の促進



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №115 様式１

事業No. ４－１－（２）

担当課 道路課

出発点(R４) 目標値(R８)

必要な箇所に道路照明
を追加する。
植栽管理を行い、道路
の見通しを確保する。

必要な箇所に道路照明を
追加する。
植栽管理を行い、道路の
見通しを確保する。

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

1.県管理道路全体で道路照明が157基
増加。

2.ボランティアの登録団体のうち471団体が
延べ4,818回の道路美化作業を行った。

1.県管理道路全体で道路照明が15基
増加。

2.ボランティアの登録団体のうち471団体が
延べ5,019回の道路美化作業を行った。

1.県管理道路全体で道路照明が27基増加。

2.ボランティアの登録団体のうち467団体が
延べ4,662回の道路美化作業を行った。

1.県管理道路全体で道路照明が40基増加。

2.ボランティアの登録団体のうち456団体が
延べ4,841回の道路美化作業を行った。

実施後の分析、検証

1.必要な箇所については、道路照明の設置を
行うことが必要。

2.前年度と比較して高齢化やコロナの影響で
廃止する団体が増え、活動回数が減少した。

1.必要な箇所については、道路照明の設置を
行うことが必要。

2.活動団体数は前年度同様であったが、活動
回数は増加した。

1.必要な箇所については、道路照明の設置を
行うことが必要。

2.前年度と比較して高齢化等の影響で廃止す
る団体があり、活動回数は減少した。

1.必要な箇所については、道路照明の設置を
行うことが必要。

2.前年度と比較して高齢化等の影響で廃止す
る団体があったが、活動回数は増加した。

次年度の取組

1.今後も道路整備時において、必要な箇所に
ついては道路照明の設置に努める。

2.団体数の増加に伴う活動回数の増加が大き
くなるよう、引き続き機会をとらえ、ボラン
ティア団体に要請を行う。

1.今後も道路整備時において、必要な箇所に
ついては道路照明の設置に努める。

2.活動回数の増加が大きくなるよう、引き続
き機会をとらえ、ボランティア団体に活動支
援を行う。

1.今後も道路整備時において、必要な箇所に
ついては道路照明の設置に努める。

2.活動回数の増加が大きくなるよう、ボラン
ティア団体に活動支援を行う。

1.今後も道路整備時において、必要な箇所に
ついては道路照明の設置に努める。

2.活動回数の増加が大きくなるよう、ボラン
ティア団体に活動支援を行う。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策１ 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場を普及する
具体的な
取組②

犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場の整備

目指す姿
（目標）

犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪
場を普及する

目標
又は
指標

県が管理する道路等について、照明灯などの設置による明るさ
の確保、草刈り、除草、剪定などによる見通しの確保などの整
備を行い、犯罪の防止に配慮した道路を普及させる。
県管理道路の自転車・歩行者道設置延長キロ数
道路照明灯の設置数

1.　道路整備時において、必要な
箇所については道路照明の設置に
努める。

2.　道路管理者による道路維持・
植栽管理を実施する。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

毎年、必要な箇所に道路照明を追加する。
植栽管理を行い、道路の見通しを確保する。

計画（P)
線表

　【道路照明整備】

　【道路維持管理による草刈り等】

県管理道路の自転車・歩

行者道設置延長キロ数:

左  ：　394.206　㎞

右  ：　449.192　㎞ 

道路照明灯の設置基数 

16,866　基 

県管理道路の自転車・歩

行者道設置延長キロ数:

左  ：　395.785　㎞

右  ：　452.104　㎞ 

道路照明灯の設置基数 

16,908　基 

県管理道路の自転車・歩

行者道設置延長キロ数:

左  ：　394.346　㎞

右  ：　449.285　㎞ 

道路照明灯の設置基数 

16,881　基 

県管理道路の自転車・歩

行者道設置延長キロ数:

左  ：　400.943　㎞

右  ：　456.335　㎞ 

道路照明灯の設置基数 

16,948　基 



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №116 様式１

事業No. ４－１－（２）

担当課 都市計画課

出発点(R４) 目標値(R８)

R3までに道路照明
を87基設置

必要に応じて設置

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

Ｒ４街路事業
　道路照明　６基設置

Ｒ５街路事業
　道路照明　２１基設置

Ｒ６街路事業
　道路照明　２６基設置

Ｒ７街路事業
　道路照明　３基設置

実施後の分析、検証

特に問題なし 特に問題なし 交差点部や横断歩道部などへ道路照明を設置
したことで、道路利用者が夜間時に通行する
際の視認性の向上や歩行者の安全性が確保で
きている。

交差点部や横断歩道部などへ道路照明を設置
したことで、道路利用者が夜間時に通行する
際の視認性の向上や歩行者の安全性が確保で
きている。

次年度の取組

街路事業を実施する中で、必要に応じて道路
照明を設置していく。

街路事業を実施する中で、必要に応じて道路
照明を設置していく。

街路事業を実施する中で、必要に応じて道路
照明を設置していく。

街路事業を実施する中で、必要に応じて道路
照明を設置していく。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策１ 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場を普及する
具体的な
取組②

犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場の整備

目指す姿
（目標）

｢犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設置等に関す
る指針｣に基づき、照明灯などの設置による明るさの
確保に努めます。

目標
又は
指標

道路照明施設設置基準に基づき道路供用時には、交差点や横断
歩道等に道路照明灯を設置する。

県が管理する道路等について、｢
犯罪の防止に配慮した道路等の構
造、設置等に関する指針｣に基づ
き、照明灯などの設置による明る
さの確保に努めます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

街路事業を実施する中で、必要に応じて道路照明を設置していく。

計画（P)
線表

　交差点や横断歩道等に道路照明灯の設置

６基 26基21基 3基



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №117 様式１

事業No. ３－１－（２）

担当課 公園下水道課

出発点(R４) 目標値(R８)

年１回 年１回

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:年１回    R5:年１回   　R6:年１回    R7:年１回  　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

指針を周知し、犯罪の発生について報告はな
い。

指針を周知し、犯罪の発生について報告はな
い。

指針を周知し、犯罪の発生について報告はな
い。

パトロールの実施により、遊具へのいたずら
やトイレの毀損等を早期に把握した。

実施後の分析、検証

公園管理者において、指針に配慮した維持管
理が行われたと考えられる。

公園管理者において、指針に配慮した維持管
理が行われたと考えられる。

公園管理者において、指針に配慮した維持管
理が行われたと考えられる。

公園管理者において、指針に配慮した維持管
理が行われ、安全な利用を確保することがで
きた。

次年度の取組

引き続き、公園管理者による適切な維持管理
が行われるよう。担当者会や指定管理者のモ
ニタリング時に周知を行う。

引き続き、公園管理者による適切な維持管理
が行われるよう。担当者会や指定管理者のモ
ニタリング時に周知を行う。

引き続き、公園管理者による適切な維持管理
が行われるよう。担当者会や指定管理者のモ
ニタリング時に周知を行う。

引き続き、公園管理者による適切な維持管理
が行われるよう。担当者会や指定管理者のモ
ニタリング等において周知を行う。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策１ 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場を普及する
具体的な
取組②

犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場の整備

目指す姿
（目標）

公園内における犯罪や事故を防止する。
目標
又は
指標

都市公園管理者への指針の周知：年１回（モニタリング時）

　県が管理する道路等について、
「犯罪の防止に配慮した道路等の
構造、設備等に関する指針」に基
づき、照明灯などの設置による明
るさの確保、草刈り、除草、剪定
などによる見通しの確保などの整
備に努めます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・都市公園管理者に「犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設備等に関する指針」を周知

計画（P)
線表 　　都市公園管理者への指針の周知



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №118 様式１

事業No. ４－１－（３）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１～３　県警察ホームページ等により、防犯
カメラ補助金事業について広報した。
１～３　高知県内全市町村の地域安全担当者
を訪問し、街頭防犯カメラ補助金事業の説明
及び申請促進を実施した。
１～３　高知県内の事業者に働き掛け、同社
の防犯ＣＳＲ活動によって、街頭防犯カメラ
補助金事業周知のためのチラシを作成し、配
布した。
３　各種会合等において、防犯カメラ補助金
事業について紹介した。

１～３　県警察ホームページ等により、防犯
カメラ補助金事業について広報した。
１～３　高知県内全市町村の地域安全担当者
及び教育委員会を訪問し、街頭防犯カメラ補
助金事業の説明及び申請促進を実施した。
１～３　高知県内の事業者に働き掛け、同社
の防犯ＣＳＲ活動によって、街頭防犯カメラ
補助金事業周知のためのチラシを作成し、配
布した。
３　各種会合等において、防犯カメラ補助金
事業について紹介した。

１～３　県警察ホームページ等により、防犯
カメラ補助金事業について広報した。
１～３　高知県内の事業者に働き掛け、同社
の防犯ＣＳＲ活動によって、街頭防犯カメラ
補助金事業周知のためのチラシを作成し、配
布した。
３　各種会合等において、防犯カメラ補助金
事業について紹介した。

１～３　県警察ホームページ等により、防犯
カメラ補助金事業について広報した。
３　各種会合等において、防犯カメラ補助金
事業について紹介した。

実施後の分析、検証

１～３　街頭防犯カメラ補助金事業を活用し
た防犯カメラ設置数が増加した。
１～３　高知県内の全市町村への働き掛けに
より、街頭防犯カメラ補助金事業に対する周
知が図られた。

１～３　街頭防犯カメラ補助金事業を活用し
た防犯カメラ設置数が増加した。
１～３　高知県内の全市町村への働き掛けに
より、街頭防犯カメラ補助金事業に対する周
知が図られた。

１～３　街頭防犯カメラ補助金事業を活用し
た防犯カメラ設置数が増加した。

　令和４年から補助率が減少したことに伴
い、申請数が減少し、以後20件前後で増減し
ている状況である。

次年度の取組

１～３　補助金を活用する事業者や市町村
は、例年、同じ事業者や市町村であるなど偏
りが見られることから、更に幅広く補助金事
業を活用を促していく必要がある。
１～３　令和５年度は、高知県内の全市町村
に加え、全教育委員会へも働き掛けを実施予
定である。

１～３　補助金を活用する事業者や市町村
は、例年、同じ事業者や市町村であるなど偏
りが見られることから、更に幅広く補助金事
業を活用を促していく必要がある。

１～３　補助金を活用する事業者や市町村
は、例年、同じ事業者や市町村であるなど偏
りが見られることから、更に幅広く補助金事
業を活用を促していく必要がある。

１～３　補助金を活用する事業者や市町村に
偏りがあり、自治体等との合同点検結果など
をもとに、幅広く補助事業を活用した防犯カ
メラの設置を呼びかけていく。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策１ 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場を普及する
具体的な
取組③

防犯カメラの設置の促進
･･･市町村、事業者等が行う防犯カメラの設置に対する補助

目指す姿
（目標）

　防犯カメラの設置効果が浸透し、自治体、事業者
等による自発的な防犯カメラの導入により、地域の
防犯性を高める。

目標
又は
指標

　道路、公園、駐車場、駐輪場等
の公共の場所における犯罪防止の
ため、市町村、事業者等が設置す
る防犯カメラに対する補助事業を
展開し、防犯カメラの設置を促進
します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　補助金事業の積極的な促進による予算措置拡充
２　市町村及び事業者等に対する補助金事業の積極的な説明及び有効な運用の呼びかけ
３　各種会合等における補助金事業説明及び有効な運用の呼びかけ

計画（P)
線表

【補助事業の実施】･･･補助事業を行うための予算措置

【設置効果の広報】･･･市町村・事業者等に対する広報



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №119 様式１

事業No. ４－２－（１）

担当課 住宅課

出発点(R４) 目標値(R８)

- -

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

「高知県犯罪のない安全安心まちづくり条
例」及び住宅の防犯対策リーフレットについ
て、住宅課HPで情報提供を継続して実施。

「高知県犯罪のない安全安心まちづくり条
例」及び住宅の防犯対策リーフレットについ
て、住宅課HPで情報提供を継続して実施。

「高知県犯罪のない安全安心まちづくり条
例」及び住宅の防犯対策リーフレットについ
て、住宅課HPで情報提供を継続して実施。

・住宅の防犯対策リーフレットについて住宅
課HPで情報提供を継続して実施。

実施後の分析、検証

【評価】
・住宅課HPで情報提供を実施
・住宅課窓口で啓発パンフレットを配布
【課題等】
・HP、パンフレットの配布による啓発効果に
ついて定量的に確認することが困難

【評価】
・住宅課HPで情報提供を実施
・住宅課窓口で啓発パンフレットを配布
【課題等】
・HP、パンフレットの配布による啓発効果に
ついて定量的に確認することが困難

【評価】
・住宅課HPで情報提供を実施
・住宅課窓口で啓発パンフレットを配布
【課題等】
・HP、パンフレットの配布による啓発効果に
ついて定量的に確認することが困難

【評価】
・住宅課HPで情報提供を実施
【課題等】
・｢犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備
等に関する指針｣の周知を図るためには、継
続した情報発信が必要。

次年度の取組

引き続き、「高知県犯罪のない安全安心まち
づくり条例」及び住宅の防犯対策リーフレッ
トについて、住宅課HPで情報提供を継続して
実施。

引き続き、「高知県犯罪のない安全安心まち
づくり条例」及び住宅の防犯対策リーフレッ
トについて、住宅課HPで情報提供を継続して
実施。

引き続き、「高知県犯罪のない安全安心まち
づくり条例」及び住宅の防犯対策リーフレッ
トについて、住宅課HPで情報提供を継続して
実施。

・引き続き、住宅の防犯対策リーフレットに
ついて住宅課HPで情報提供を実施。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策２ 犯罪の防止に配慮した住宅を普及する
具体的な
取組①

住宅の構造、設備等に関する指針の周知

目指す姿
（目標）

侵入盗発生件数の減少
目標
又は
指標

-

防犯性の高い住宅が普及していく
よう、県民、事業者、地域活動団
体、建築関係団体に対し、リーフ
レットやホームページなどで情報
の提供などを行い、｢犯罪の防止
に配慮した住宅の構造、設備等に
関する指針｣の周知を図ります。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・ 「高知県犯罪のない安全安心まちづくり条例」及び｢犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備等に関する指針｣
を周知するため、住宅の防犯対策リーフレットについて、住宅課HPで情報提供を継続して実施。

計画（P)
線表

　犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備等に関する指針の周知

　　　取組の再検証

　　　再検証した取組の実施



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №120 様式１

事業No. ４－２－（１）

担当課 建築指導課

出発点(R４) 目標値(R８)

会報誌掲載及びﾘｰﾌ
ﾚｯﾄ配布：年1回
ﾘｰﾌﾚｯﾄ配布：随時

会報誌掲載及びﾘｰﾌﾚｯﾄ配
布：年1回
ﾘｰﾌﾚｯﾄ配布：随時

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　　　　   R5:      　　 R6:   　　    R7:       　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

1．（公社）高知県建築士会の会報誌への情
報掲載（1回）

2．住宅を建てようとしている県民へ、建築
基準法における確認済証及び長期優良住宅認
定書の発行時にリーフレット配布（随時）

1．(公社)高知県建築士会の会報誌への情報
掲載（1回/年）

2．住宅を建てようとしている県民へ、建築
基準法における確認済証及び長期優良住宅認
定書の発行時にリーフレット配布（随時）

住宅を建てようとしている県民へ、建築基準
法における確認済証及び長期優良住宅認定書
の発行時にリーフレット配布（随時）

住宅を建てようとしている県民へ、建築基準
法における確認済証及び長期優良住宅認定書
の発行時にリーフレット配布（随時）

実施後の分析、検証

これから住宅を建てようとしている方や、住
宅建築に携わる事業者へ、周知を行うことが
できた。

会報誌への情報掲載やリーフレット配布は計
画どおりに実施でき、住宅建築の設計に携わ
る事業者への周知を行うことができたが、事
業者団体の勉強会等での個別の配布まではで
きなかった。

リーフレット配布は計画どおりに実施でき、
また建築士会の総会でのPRを行う等、住宅建
築の設計に携わる事業者への周知を行うこと
ができた。
会報誌への情報掲載及び事業者団体の勉強会
等での個別の配布まではできなかった。

リーフレット配布は計画どおりに実施でき、
また建築士会の総会でのPRを行う等、住宅建
築の設計に携わる事業者への周知を行うこと
ができた。
会報誌への情報掲載及び事業者団体の勉強会
等での個別の配布まではできなかった。

次年度の取組

会報誌への情報掲載や確認済証等発行時の
リーフレット添付は引き続き実施するととも
に、事業団体の勉強会や講習会などにおい
て、リーフレットの配布を行い、周知を行
う。

会報誌への情報掲載や確認済証等発行時の
リーフレット添付は引き続き実施するととも
に、事業者団体の勉強会や講習会などにおい
て、リーフレットの配布を積極的に行い、周
知を行う。

確認済証等発行時のリーフレット添付は引き
続き実施するとともに、会報誌への情報掲載
や事業者団体の勉強会や講習会などにおい
て、リーフレットの配布を積極的に行い、周
知を行う。

確認済証等発行時のリーフレット添付は引き
続き実施するとともに、会報誌への情報掲載
や事業者団体の勉強会や講習会などにおい
て、リーフレットの配布を積極的に行い、周
知を行う。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策２ 犯罪の防止に配慮した住宅を普及する
具体的な
取組①

住宅の構造、設備等に関する指針の周知

目指す姿
（目標）

犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備等に関する
指針を周知する

目標
又は
指標

事業者団体の会報誌への情報掲載（1回/年度）
事業者団体の勉強会などでのリーフレット配布（1回/年度）

住宅を建てようとしている県民へのリーフレット配布（随時）

事業者団体の会報誌への情報掲
載、事業者団体の勉強会などでの
リーフレット配布、住宅を建てよ
うとしている県民へのリーフレッ
ト配布により、犯罪の防止に配慮
した住宅の構造、設備等に関する
指針を周知します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　事業者団体への広報・啓発
・事業者団体の会報誌への情報掲載（1回/年度）
・事業者団体の勉強会などでのリーフレット配布（1回/年度）
２　住宅建設予定者への防犯意識を高める広報・啓発
・住宅を建てようとしている県民へのリーフレット配布（随時）

計画（P)
線表

１　建築関係団体への犯罪防止に配慮した生活環境の整備への広報・啓発

　　会報への情報掲載や勉強会での情報提供により、事業者への周知を実施

２　当課及び民間機関発行の建築確認済証（住宅に関するものに限る）等へのリーフレット添付による指針の周知を継続して実施

会報誌掲載及びﾘｰ

 ﾌﾚｯﾄ配布：年1回

ﾘｰﾌﾚｯﾄ配布：随時

会報誌掲載：

 年1回

ﾘｰﾌﾚｯﾄ配布：

随時

会報誌掲載：

 年1回

ﾘｰﾌﾚｯﾄ配布：

随時

会報誌掲載：

 年1回

ﾘｰﾌﾚｯﾄ配布：

随時



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №121 新様式１

事業No. ４－２－（１）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　高知県ホームページで指針を広報した。
２　作成したリーフレット｢犯罪の防止に配
意した住宅の構造、設備等に関する指針｣
を、建築指導課に提供し、申請に訪れた業者
へ配布するなどした。
３　イオンモール高知で開催した「安全安心
まちづくりひろば」において、安全安心まち
づくりパネル展を行い、犯罪の防止に配慮し
た住宅の構造、設備等の重要性や必要性につ
いて紹介した。

１　高知県ホームページで指針を広報した。
２　作成したリーフレット｢犯罪の防止に配
意した住宅の構造、設備等に関する指針｣
を、建築指導課に提供し、申請に訪れた業者
へ配布するなどした。
３　イオンモール高知で開催した「安全安心
まちづくりひろば」において、安全安心まち
づくりパネル展を行い、犯罪の防止に配慮し
た住宅の構造、設備等の重要性や必要性につ
いて紹介した。

１　高知県ホームページで指針を広報した。
２　作成したリーフレット｢犯罪の防止に配
意した住宅の構造、設備等に関する指針｣
を、建築指導課に提供し、申請に訪れた業者
へ配布するなどした。
３　イオンモール高知で開催した「安全安心
まちづくりひろば」において、安全安心まち
づくりパネル展を行い、犯罪の防止に配慮し
た住宅の構造、設備等の重要性や必要性につ
いて紹介した。

１　高知県ホームページで指針を広報した
２　作成したリーフレット｢犯罪の防止に配
意した住宅の構造、設備等に関する指針｣
を、建築指導課に提供し、申請に訪れた業者
へ配布するなどした
３　イオンモール高知で開催した「安全安心
まちづくりひろば」において、安全安心まち
づくりパネル展を行い、犯罪の防止に配慮し
た住宅の構造、設備等の重要性や必要性につ
いて紹介した

実施後の分析、検証

１　建築指導課を訪れる建築業者などにリー
フレットを配布することにより、本指針の周
知が図れた。

２　ホームページへの掲載やリーフレットの
配布、イベントを訪れる方々に必要性や重要
性を広報することにより、幅広い年齢層の
方々に本指針の周知が図れた。

１　建築指導課を訪れる建築業者などにリー
フレットを配布することにより、本指針の周
知が図れた。

２　ホームページへの掲載やリーフレットの
配布、イベントを訪れる方々に必要性や重要
性を広報することにより、幅広い年齢層の
方々に本指針の周知が図れた。

１　建築指導課を訪れる建築業者などにリー
フレットを配布することにより、本指針の周
知が図れた。

２　ホームページへの掲載やリーフレットの
配布、イベントを訪れる方々に必要性や重要
性を広報することにより、幅広い年齢層の
方々に本指針の周知が図れた。

１　建築指導課を訪れる建築業者などにリー
フレットを配布することにより、本指針の周
知が図れた

２　ホームページへの掲載やリーフレットの
配布、イベントを訪れる方々に必要性や重要
性を広報することにより、幅広い年齢層の
方々に本指針の周知が図れた

次年度の取組

・高知県ホームページでの指針の広報。
・リーフレット｢犯罪の防止に配意した住宅
の構造、設備等に関する指針｣を、建築指導
課に提供し、申請に訪れた業者へ配布する。
・「安全安心まちづくりひろば」内のパネル
展示において、犯罪の防止に配慮した住宅の
構造、設備等の重要性や必要性について紹介
する。

・高知県ホームページでの指針の広報。
・リーフレット｢犯罪の防止に配意した住宅
の構造、設備等に関する指針｣を、建築指導
課に提供し、申請に訪れた業者へ配布する。
・「安全安心まちづくりひろば」内のパネル
展示において、犯罪の防止に配慮した住宅の
構造、設備等の重要性や必要性について紹介
する。

・高知県ホームページでの指針の広報。
・リーフレット｢犯罪の防止に配意した住宅
の構造、設備等に関する指針｣を、建築指導
課に提供し、申請に訪れた業者へ配布する。
・「安全安心まちづくりひろば」内のパネル
展示において、犯罪の防止に配慮した住宅の
構造、設備等の重要性や必要性について紹介
する。

・高知県ホームページでの指針の広報
・リーフレット｢犯罪の防止に配意した住宅
の構造、設備等に関する指針｣を、建築指導
課に提供し、申請に訪れた業者へ配布する
・「安全安心まちづくりひろば」内のパネル
展示において、犯罪の防止に配慮した住宅の
構造、設備等の重要性や必要性について紹介
する

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策２ 犯罪の防止に配慮した住宅を普及する
具体的な
取組①

住宅の構造、設備等に関する指針の周知

目指す姿
（目標）

１.公園等、公共の場所での刑法犯の発生を抑制す
る。
２.犯罪の抑止に配慮した公共空間を県下に広める。

目標
又は
指標

住宅の防犯に関するリーフレットの配布

　防犯性の高い住宅が普及してい
くよう、県民、事業者、地域活動
団体及び建築関係団体に対し、
リーフレットやホームページなど
で情報の提供などを行い、｢犯罪
の防止に配慮した住宅の構造、設
備等に関する指針｣の周知を図り
ます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　広報紙「安全安心まちづくりニュース」や会報｢安全安心まちづくりだより｣による広報を行う。
２　市町村ブロック別担当者会や道路課の担当者会などを通じての情報交換を行う。
３　リーフレット｢犯罪の防止に配意した住宅の構造、設備等に関する指針｣を関係機関へ配布する。
４　安全安心まちづくりのイベント「安全安心まちづくりひろば」において、パネル展示等で広報する。

計画（P)
線表

【高知県ホームページ】・・・◎高知県ホームページに住宅の構造、設備等に関する指針を掲載（継続）

【広報紙・会報】・・・◎広報紙（ニュース）年度４回発行　◎会報（だより）年度４回

【リーフレット配布】・・・◎コンビニエンスストア、出前講座、地区の会合等、「安全安心まちづくりひろば」等の主催イベント会場でリーフレットを配布　

　　　　　　　　　　　　　◎建築指導課、県防犯協会等関係部署・機関へリーフレットを提供及び配布依頼



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №122 様式１

事業No. ４－２－（１）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　リーフレット等を活用し、住宅等の防
犯対策に関する広報を実施した。
２　県警察本部１階に常設している｢安全安
心まちづくりコーナー｣を改装し、住宅等の
防犯対策に関する展示物を新しいものに刷
新した。
３　県内の事業者に対して、効果的な防犯
機器の普及促進や積極的な広報を働き掛け
た。

１　リーフレット等を活用し、住宅等の防
犯対策に関する広報を実施した。
２　県警察本部１階に常設している｢安全安
心まちづくりコーナー｣を一部改装し、住宅
等の防犯対策に関する展示物を新しいもの
に刷新した。
３　県内の全市町村役所及び事業者に対し
て、効果的な防犯機器の普及促進や積極的
な広報を働き掛けた。

１　リーフレット等を活用し、住宅等の防
犯対策に関する広報を実施した。
２　県警察本部１階に常設している｢安全安
心まちづくりコーナー｣を一部改装し、住宅
等の防犯対策に関する展示物を新しいもの
に刷新した。
３　県内の全市町村役所及び事業者に対し
て、効果的な防犯機器の普及促進や積極的
な広報を働き掛けた。

１　リーフレット等を活用し、住宅等の防
犯対策に関する広報を実施した。
２　県警察本部１階に常設している｢安全安
心まちづくりコーナー｣に、住宅等の防犯対
策に関する展示物を設置して、広報啓発し
た。
３　防犯ボランティア団体の総会や、安全
安心まちづくりひろばに防犯設備会社を招
いて、住宅の防犯設備機器等の紹介を行っ
た。

実施後の分析、検証

１　リーフレットや広報紙に住宅等におけ
る防犯対策を掲載することにより、その重
要性の周知が図られた。
２，３　建築関係の事業者に対して、改め
て働き掛けを行い、住宅等に対する防犯対
策の重要性を周知するとともに、設備の普
及を呼び掛けた。
２，３　ニーズが明確でないなど、建築関
係の事業者等との連携が難しく、新しい防
犯設備に関する情報を収集しづらい。

１　リーフレットや広報紙に住宅等におけ
る防犯対策を掲載することにより、その重
要性の周知が図られた。
２，３　建築関係の事業者に対して、改め
て働き掛けを行い、住宅等に対する防犯対
策の重要性を周知するとともに、設備の普
及を呼び掛けた。
２，３　ニーズが明確でないなど、建築関
係の事業者等との連携が難しく、新しい防
犯設備に関する情報を収集しづらい。

１　リーフレットや広報紙に住宅等におけ
る防犯対策を掲載することにより、その重
要性の周知が図られた。
２，３　建築関係の事業者に対して、改め
て働き掛けを行い、住宅等に対する防犯対
策の重要性を周知するとともに、設備の普
及を呼び掛けた。
２，３　ニーズが明確でないなど、建築関
係の事業者等との連携が難しく、新しい防
犯設備に関する情報を収集しづらい。

　県民に指針が浸透することにより、住宅
への防犯対策意識が深まるものの、指針の
全てを浸透させるのは難しく、効果的な啓
発内容を考慮する必要がある。

次年度の取組

１～３　リーフレットや｢安全安心まちづく
りコーナー｣での展示による広報が中心と
なっているが、これらの広報では限界があ
ることから、更に幅広く県民に情報を提供
できる方法を検討する必要がある。

１～３　リーフレットや｢安全安心まちづく
りコーナー｣での展示による広報が中心と
なっているが、これらの広報では限界があ
ることから、更に幅広く県民に情報を提供
できる方法を展開する必要がある。

１～３　リーフレットや｢安全安心まちづく
りコーナー｣での展示による広報が中心と
なっているが、これらの広報では限界があ
ることから、更に幅広く県民に情報を提供
できる方法を展開する必要がある。
１～３　各種会合や防犯教室において、住
宅における防犯対策の広報を実施する。

　リーフレットや｢安全安心まちづくりコー
ナー｣への展示等により、指針の啓発を継続
する。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境
の整備を促進する

基本的方策２ 犯罪の防止に配慮した住宅を普及する
具体的な
取組①

住宅の構造、設備等に関する指針の周知

目指す姿
（目標）

　住宅における防犯対策への意識を高め、指針の周
知を図る。

目標
又は
指標

　防犯性の高い住宅が普及して
いくよう、県民、事業者、地域
活動団体、建築関係団体に対
し、県警ホームページ、チラシ
等で情報提供し、「犯罪の防止
に配慮した住宅の構造、設備等
に関する指針」の周知を図りま
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　各種広報紙による住宅等の防犯対策等に関する広報を推進
２　県警察本部１階常設の「安全安心まちづくりコーナー」へ防犯機器を継続展示
３　事業者と情報交換するなどして、効果的な防犯機器を選定、広報

計画（P)
線表

【広報紙等による情報提供】･･･指針の周知のための情報提供

【防犯機器等の展示】･･･防犯機器等取扱事業者の協力

【防犯機器等に関する情報提供】･･･効果的な防犯機器等の選定



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №123 様式１

事業No. ４－２－（２）

担当課 住宅課

出発点(R４) 目標値(R８)

- -

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

「高知県犯罪のない安全安心まちづくり条
例」及び住宅の防犯対策リーフレットについ
て、住宅課HPで情報提供を継続して実施。

「高知県犯罪のない安全安心まちづくり条
例」及び住宅の防犯対策リーフレットについ
て、住宅課HPで情報提供を継続して実施。

「高知県犯罪のない安全安心まちづくり条
例」及び住宅の防犯対策リーフレットについ
て、住宅課HPで情報提供を継続して実施。

・住宅性能表示制度及び住宅の防犯対策に関
する情報について、住宅課HPで情報提供を継
続して実施。

実施後の分析、検証

【評価】
・住宅課HPで情報提供を実施
・住宅課窓口で啓発パンフレットを配布
【課題等】
・HP、パンフレットの配布による啓発効果に
ついて定量的に確認することが困難

【評価】
・住宅課HPで情報提供を実施
・住宅課窓口で啓発パンフレットを配布
【課題等】
・HP、パンフレットの配布による啓発効果に
ついて定量的に確認することが困難

【評価】
・住宅課HPで情報提供を実施
・住宅課窓口で啓発パンフレットを配布
【課題等】
・HP、パンフレットの配布による啓発効果に
ついて定量的に確認することが困難

【評価】
・住宅課HPで情報提供を実施。
【課題等】
・住宅性能表示制度や犯罪の防止に配慮した
住宅を普及させるためには、継続した情報発
信が必要。

次年度の取組

引き続き、「高知県犯罪のない安全安心まち
づくり条例」及び住宅の防犯対策リーフレッ
トについて、住宅課HPで情報提供を継続して
実施。

引き続き、「高知県犯罪のない安全安心まち
づくり条例」及び住宅の防犯対策リーフレッ
トについて、住宅課HPで情報提供を継続して
実施。

引き続き、「高知県犯罪のない安全安心まち
づくり条例」及び住宅の防犯対策リーフレッ
トについて、住宅課HPで情報提供を継続して
実施。

引き続き、住宅性能表示制度及び住宅の防犯
対策に関する情報について、住宅課HPで情報
提供を実施。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策２ 犯罪の防止に配慮した住宅を普及する
具体的な
取組②

住宅の安全に関する情報の提供

目指す姿
（目標）

侵入盗発生件数の減少
目標
又は
指標

-

①住宅の防犯対策についての情報
の提供
　 既存住宅を含めた住宅性能表
示の普及や犯罪の防止に配慮した
住宅の普及のため、住宅における
防犯についての情報収集と、ホー
ムページなどによる情報の提供を
行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・ 「高知県犯罪のない安全安心まちづくり条例」及び住宅性能表示制度及び住宅の防犯対策 リーフレットに関す
る情報について、住宅課HPで情報提供を継続して実施。

計画（P)
線表

・住宅性能表示制度に係る情報提供

・犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備等に関する指針の周知

　　　取組の再検証

　　　再検証した取組の実施



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №124 様式１

事業No. ４－２－（２）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，２　県警察本部１階に常設している｢安
全安心まちづくりコーナー｣を改装し、住宅
等の防犯対策に関する展示物を新しいものに
刷新した。
３　リーフレット等を活用し、住宅等の防犯
対策に関する広報を実施した。

１，２　県警察本部１階に常設している｢安
全安心まちづくりコーナー｣を一部改装し、
住宅等の防犯対策に関する展示物を新しいも
のに刷新した。
３　リーフレット等を活用し、住宅等の防犯
対策に関する広報を実施した。

１，２　県警察本部１階に常設している｢安全
安心まちづくりコーナー｣を一部改装し、住宅
等の防犯対策に関する展示物を新しいものに刷
新した。
３　リーフレット等を活用し、住宅等の防犯対
策に関する広報を実施した。

１　防犯設備機器取扱事業者等の協力によ
り、県警察本部１階の｢安全安心まちづくり
コーナー｣に、住宅等の防犯対策に関する展
示物を設置して、広報啓発した。
２　防犯設備会社と情報交換を行い、防犯ボ
ランティア団体の総会や、安全安心まちづく
りひろばにおいて、住宅の防犯設備機器等の
紹介を行った。
３　リーフレット等を活用して住宅等の防犯
対策に関する広報を実施した。

実施後の分析、検証

１～３　建築関係の事業者に対して改めて働
き掛けを行い、住宅等に対する防犯対策の重
要性を周知するとともに、設備の普及を呼び
掛けた。
２　「安全安心まちづくりひろば」に防犯設
備機器を取り扱い事業者に出展してもらい、
防犯カメラ等の機器を展示するなど、協働で
の広報を実施した。
１～３　ニーズが明確でないなど、建築関係
の事業者等との連携が難しく、新しい防犯設
備に関する情報を収集しづらい。

１～３　建築関係の事業者に対して改めて働
き掛けを行い、住宅等に対する防犯対策の重
要性を周知するとともに、設備の普及を呼び
掛けた。
２　「安全安心まちづくりひろば」に防犯設
備機器を取り扱い事業者に出展してもらい、
防犯カメラ等の機器を展示するなど、協働で
の広報を実施した。
１～３　ニーズが明確でないなど、建築関係
の事業者等との連携が難しく、新しい防犯設
備に関する情報を収集しづらい。

１～３　建築関係の事業者に対して改めて働き
掛けを行い、住宅等に対する防犯対策の重要性
を周知するとともに、設備の普及を呼び掛け
た。
２　「安全安心まちづくりひろば」に防犯設備
機器を取り扱い事業者に出展してもらい、防犯
カメラ等の機器を展示するなど、協働での広報
を実施した。
１～３　ニーズが明確でないなど、建築関係の
事業者等との連携が難しく、新しい防犯設備に
関する情報を収集しづらい。

　防犯設備等の展示、紹介等を通じて住宅の
防犯対策の重要性を周知するとともに、防犯
意識や防犯対策を意識した住宅の普及に努め
た。

次年度の取組

１～３　住宅等を狙った侵入窃盗の認知件数
は、令和３年以降増加に転じており、また、
社会情勢の変化に応じて、県民の安全をおび
やかす他の犯罪も増加に転じるおそれがある
ことから、引き続き防犯性の高い機器や設備
について広報を継続していく。

１～３　住宅等を狙った侵入窃盗の認知件数
は、令和３年以降増加に転じており、また、
社会情勢の変化に応じて、県民の安全をおび
やかす他の犯罪も増加に転じるおそれがある
ことから、引き続き防犯性の高い機器や設備
について広報を継続していく。

１～３　住宅等を狙った侵入窃盗や押し込み強
盗等、社会情勢の変化に応じて、県民の安全を
おびやかす他の犯罪も増加に転じるおそれがあ
ることから、引き続き防犯性の高い機器や設備
について広報を継続していく。

　防犯設備機器の展示や紹介等による除法発
信を行う。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策２ 犯罪の防止に配慮した住宅を普及する
具体的な
取組②

住宅の安全に関する情報の提供

目指す姿
（目標）

１住宅の防犯対策の重要性を周知させ、防犯意識を
高める。
２防犯機器に関する情報を発信することにより、犯
罪被害防止に配慮した住宅への関心を高める。

目標
又は
指標

　既存住宅を含めた住宅性能表示
の普及や犯罪の防止に配慮した住
宅の普及のため、住宅における防
犯についての情報収集及びホーム
ページ等による情報提供を行いま
す。
　住宅用の防犯ガラス、防犯カメ
ラ等の防犯機器に関する情報提供
を行い、犯罪防止に配慮した住宅
の普及を図ります。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　防犯機器取扱事業者と連携し、県警察本部１階常設の「安全安心まちづくりコーナー」へ防犯機器を継続展示
２　事業者と情報交換するなどし、犯罪被害防止に効果のある機器の選定及び広報　
３　各種広報媒体を活用した住宅の安全に関する情報提供

計画（P)
線表

【防犯機器の展示】･･･防犯機器取扱事業者等と連携した効果的な防犯機器の展示・広報

【防犯機器に関する情報提供】･･･犯罪被害防止に効果のある防犯機器の選定・広報

【防犯機器以外の施策に関する情報提供】･･･広報媒体を活用した情報提供



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №125 様式１

事業No. ４－２－（３）

担当課 住宅課

出発点(R４) 目標値(R８)

- -

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・県営住宅船岡南団地第2工区全面的改善工
事完成（1棟30戸）
・県営住宅船岡南団地第3工区全面的改善工
事実施（2棟60戸）

・室戸市外４市町において49戸の公営住宅等
を整備指針に基づき整備

・県営住宅船岡南団地第3工区全面的改善工
事完成（2棟60戸）

・室戸市外４市町村において29戸の公営住宅
等を整備指針に基づき整備

・県営住宅船岡南団地第4工区全面的改善工
事完成（2棟60戸）

・宿毛市外２町において16戸の公営住宅等を
整備指針に基づき整備

・県営住宅日高団地１号棟全面的改善工事実
施（１棟24戸）。

・黒潮町及び日高村において15戸の公営住宅
等を整備指針に基づき整備。

実施後の分析、検証

・県営住宅船岡南団地第2工区全面的改善工
事の実施に際し、防犯仕様の玄関ドアの採
用、外部窓への格子の設置及び新設エレベー
ターかご内部への防犯カメラの設置を行っ
た。（1棟30戸）
（第3工区も同様の内容で実施中）

・R4年度完成した市町村営住宅については、
すべて整備指針に基づき整備済み

・県営住宅船岡南団地第3工区全面的改善工
事の実施に際し、防犯仕様の玄関ドアの採
用、外部窓への格子の設置及び新設エレベー
ターかご内部への防犯カメラの設置を行っ
た。（2棟60戸）

・R5年度完成した市町村営住宅については、
すべて整備指針に基づき整備済み

・県営住宅船岡南団地第4工区全面的改善工
事の実施に際し、防犯仕様の玄関ドアの採
用、外部窓への格子の設置及び新設エレベー
ターかご内部への防犯カメラの設置を行っ
た。（2棟60戸）

・R6年度完成した市町村営住宅については、
すべて整備指針に基づき整備済み

・県営住宅日高団地１号棟全面的改善工事に
おいて、防犯仕様の玄関ドア、外部窓への格
子及び新設エレベーターかご内部への防犯カ
メラの設置を実施中（１棟24戸）。

・R7年度完成した市町村営住宅については、
すべて整備指針に基づき整備済み。

次年度の取組

・県営住宅船岡南団地第3工区全面的改善工
事の実施に際し、防犯仕様の玄関ドアの採
用、外部窓への格子の設置及び新設エレベー
ターかご内部への防犯カメラの設置を行う。
（R5年度完成予定　2棟60戸）
・県営住宅船岡南団地第4工区全面的改善工
事発注予定（2棟60戸）。工事内容は第1工区
～第3工区同様。

・市町村営住宅整備について指針に基づく整
備に努めるよう、情報の提供と指導を継続し
て実施

・県営住宅日高団地1号棟全面的改善工事発
注予定（1棟30戸）。工事内容は県営住宅船
岡南団地同様。

・市町村営住宅整備について指針に基づく整
備に努めるよう、情報の提供と指導を継続し
て実施

・県営住宅日高団地第１工区全面的改善工事
の実施に際し、防犯仕様の玄関ドアの採用、
外部窓への格子の設置及び新設エレベーター
かご内部への防犯カメラの設置を行う。（R8
年度完成予定　1棟24戸）

・市町村営住宅整備について指針に基づく整
備に努めるよう、情報の提供と指導を継続し
て実施

・県営住宅日高団地１号棟全面的改善工事の
実施に際し、防犯仕様の玄関ドア、外部窓へ
の格子及び新設エレベーターかご内部への防
犯カメラの設置を行う（R8年度完成予定 １
棟24戸）。
・県営住宅日高団地２号棟全面的改善工事発
注予定（１棟24戸）。工事内容は１号棟同
様。

・市町村営住宅整備について指針に基づく整
備に努めるよう、情報の提供と指導を継続。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境の
整備を促進する

基本的方策２ 犯罪の防止に配慮した住宅を普及する
具体的な
取組③

公営住宅の防犯指針に基づく整備

目指す姿
（目標）

侵入盗発生件数の減少
目標
又は
指標

・県営住宅全面的改善工事を指針に沿って実施
・市町村営住宅に対して指針に沿った整備に努めるように
　情報提供と指導

　県営住宅について、｢犯罪の
防止に配慮した住宅の構造、設
備等に関する指針｣に基づく整
備に努めるとともに、市町村営
住宅についても、同様の整備に
努めるよう、市町村に対して情
報の提供と指導を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

・全面的改善事業（6団地284戸）により実施

・市町村営住宅整備について指針に基づく整備に努めるよう、情報の提供と指導を継続して実施

計画（P)
線表

・犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備等に関する指針に基づく県営住宅の整備

・市町村営住宅についても同様の整備に努めるよう情報提供と指導



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №126 様式１

事業No. ４－３－（１）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１～４　各警察署において、金融機関と連
携した強盗対応訓練を実施し、店舗の防犯
体制等の強化を図った。
１，２　特殊詐欺被害や予兆電話が多発し
た際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報
を発令し、あんしんFメール、ツイッター、
デジタルサイネージ、電光掲示板及び電子
メール等を活用して県内の金融機関へ情報
提供し、注意喚起を実施した。
１，２　被害時に利用された金融機関に対
しては、個別に訪問指導するなどし、今後
の未然防止への協力について依頼した。

１～４　各警察署において、金融機関と連
携した強盗対応訓練を実施し、店舗の防犯
体制等の強化を図った。
１，２　特殊詐欺被害や予兆電話が多発し
た際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報
を発令し、あんしんFメール、Ｘ（旧ツイッ
ター）、デジタルサイネージ、電光掲示板
及び電子メール等を活用して県内の金融機
関へ情報提供し、注意喚起を実施した。
１，２　被害時に利用された金融機関に対
しては、個別に訪問指導するなどし、今後
の未然防止への協力について依頼した。

１～４　各警察署において、金融機関と連
携した強盗対応訓練を実施し、店舗の防犯
体制等の強化を図った。
１，２　特殊詐欺被害や予兆電話が多発し
た際には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報
を発令し、Yahoo!アプリ、SNS（Ｘ）、デジ
タルサイネージ、電光掲示板及び電子メー
ル等を活用して県内の金融機関へ情報提供
し、注意喚起を実施した。
１，２　被害時に利用された金融機関に対
しては、個別に訪問指導するなどし、今後
の未然防止への協力について依頼した。

１　年１回、署単位、県単位での金融機関
との会議の開催等を行い、情報提供を行っ
た。
２～４　強盗対応訓練や防犯講話を通じ、
金融機関職員の防犯意識の向上、防犯設備
の基準チェック、作動確認等を行った。

実施後の分析、検証

１～４　令和４年６月３日、令和４年度高
知県金融機関防犯連合会総会を実施し、各
会員に対して犯罪情勢等の情報を提供し
た。
１，２　令和４年の金融機関職員による特
殊詐欺未然防止は19件であり、令和３年と
比べ１件増加した。

１～４　令和５年６月８日、令和５年度高
知県金融機関防犯連合会総会を実施し、各
会員に対して犯罪情勢等の情報を提供し
た。
３　強盗訓練の実施により、防犯体制の再
確認及び行員の防犯意識の向上を図ること
ができた。

１～４　令和６年６月４日、令和６年度高
知県金融機関防犯連合会総会を実施し、各
会員に対して犯罪情勢等の情報を提供し
た。

　金融機関を対象とした強盗事件が全国的
に減少しているものの、一度発生すると重
大な結果を伴うため、金融機関職員や顧客
の安全を守るため訓練を継続する必要があ
る。

次年度の取組

１～４　幅広い世代が特殊詐欺被害に遭っ
ており、高齢者のみならず全世代を対象と
した未然防止について、連携していくこと
が必要である。
１～４　金融機関ATMでの振込を指示する特
殊詐欺被害は継続的に発生している状況か
ら、ATMにおける効果的な未然防止を検討し
ていく。

１～４　被害に遭いにくい店舗環境の構築
及び不審者情報通報の徹底を依頼する。
２　金融機関を悪用した犯罪に対する啓発
施策を推進していく。
２，３　金融機関職員等の防犯意識向上に
向けた効果的な強盗対応訓練を実施する。　

１～４　被害に遭いにくい店舗環境の構築
及び不審者情報通報の徹底を依頼する。
２　金融機関を悪用した犯罪に対する啓発
施策を推進していく。
２，３　金融機関職員等の防犯意識向上に
向けた効果的な強盗対応訓練を実施する。　

　金融機関との会議、訓練を主体に啓発活
動をすすめる。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境
の整備を促進する

基本的方策３ 犯罪の防止に配慮した店舗等を普及する
具体的な
取組①

金融機関に対する啓発

目指す姿
（目標）

　強盗事件等、金融機関を狙った犯罪被害を防止す
る。

目標
又は
指標

強盗対応訓練等：年10回以上実施

　金融機関に対し、店舗等の構
造、防犯体制、設備等の整備に
ついて啓発します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　各種会議の開催や金融機関への広報紙の配布等による犯罪被害防止に効果的な情報提供
２　金融機関と連携した金融機関職員等の防犯意識向上に向けた施策推進
３　強盗対応訓練を始めとする各種犯罪被害防止に向けた効果的な訓練の実施
４　金融機関と連携した防犯設備の点検及び設置促進

計画（P)
線表

【犯罪情勢等の情報提供】･･･会議等の開催や広報紙等の配布による情報提供

【防犯訓練の実施】･･･強盗対応訓練等による防犯対策の向上

【防犯設備の整備･点検】･･･事業者等と連携した防犯設備の強化改善、故障等の発見

R4 強盗対応訓

練:23回

R6 強盗対応訓

練:24回

R5 強盗対応訓

練:10回

R7 強盗対応訓

練:20回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №127 様式１

事業No. ４－３－（２）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　特殊詐欺被害や予兆電話が多発した際
には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報を発
令し、あんしんFメール、ツイッター、デジ
タルサイネージ、電光掲示板及び電子メー
ル等を活用して県内の県内各チェーンへ情
報提供し、注意喚起を実施した。
１，２　被害時に利用されたコンビニエン
スストア等に対しては、個別に訪問指導す
るなどし、今後の未然防止への協力につい
て依頼した。
１，４　平素から、警察官による定期的な
巡回を実施し、防犯指導や特殊詐欺被害防
止の広報等を実施した。
３，４　コンビニエンスストアの県内各
チェーン（ファミリーマート、ローソン、
セブン・イレブン）と連携し、計画的な防
犯訓練を実施した。

１　特殊詐欺被害や予兆電話が多発した際
には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報を発
令し、あんしんFメール、Ｘ（旧ツイッ
ター）、デジタルサイネージ、電光掲示板
及び電子メール等を活用して県内の県内各
チェーンへ情報提供し、注意喚起を実施し
た。
１，２　被害時に利用されたコンビニエン
スストア等に対しては、個別に訪問指導す
るなどし、今後の未然防止への協力につい
て依頼した。
１，４　平素から、警察官による定期的な
巡回を実施し、防犯指導や特殊詐欺被害防
止の広報等を実施した。
３，４　コンビニエンスストアの県内各
チェーン（ファミリーマート、ローソン、
セブン・イレブン）と連携し、計画的な防
犯訓練を実施したほか、令和５年12月11日
大規模訓練（総合的包括訓練）を実施し
た。

１　特殊詐欺被害や予兆電話が多発した際
には、特殊詐欺緊急警報や警戒注意報を発
令し、Yahoo!アプリ、SNS（Ｘ）、デジタル
サイネージ、電光掲示板及び電子メール等
を活用して県内の県内各チェーンへ情報提
供し、注意喚起を実施した。
１，２　被害時に利用されたコンビニエン
スストア等に対しては、個別に訪問指導す
るなどし、今後の未然防止への協力につい
て依頼した。
１，４　平素から、警察官による定期的な
巡回を実施し、防犯指導や特殊詐欺被害防
止の広報等を実施した。
３，４　コンビニエンスストアの県内各
チェーン（ファミリーマート、ローソン、
セブン・イレブン）と連携し、計画的な防
犯訓練を実施した。

１,２　コンビニエンスストアを対象として
担当警察官を指定して巡回や情報提供を行
うコンビニサポートポリス制度を開始し、
店舗と綿密な連携を図り、強盗事件等の被
害防止や従業員等の防犯意識の向上に努め
た。
３,４　コンビニエンスストアにおける強盗
対応訓練等を通じ、従業員等の防犯意識の
向上、防犯設備の点検、作動確認等を行っ
た。

実施後の分析、検証

１～４　特殊詐欺被害については、電子マ
ネー交付型の手口が多数認められることか
ら、コンビニエンスストアのレジ担当者等
に対する声かけ対応訓練を実施し、防犯意
識の向上を図った。
１～３　令和４年のコンビニエンスストア
店員による特殊詐欺未然防止は32件であ
り、令和３年と比べ３件増加した。

１～４　特殊詐欺被害については、電子マ
ネー交付型の手口が多数認められることか
ら、コンビニエンスストアのレジ担当者等
に対する声かけ対応訓練を実施し、防犯意
識の向上を図った。

１～４　特殊詐欺被害については、電子マ
ネー交付型の手口が認められることから、
コンビニエンスストアのレジ担当者等に対
する声かけ対応訓練を実施し、防犯意識の
向上を図った。

　コンビニエンスストア等を対象とした強
盗事件が全国的に減少しているものの、一
度発生すると重大な結果を伴うため、従業
員や顧客の安全を守るための訓練や、設備
の充実を図る必要がある。

次年度の取組

１～４　幅広い世代が特殊詐欺被害に遭っ
ており、高齢者のみならず全世代を対象と
した未然防止について、連携していくこと
が必要である。
１～４　電子マネー購入を指示する特殊詐
欺被害は、継続的に発生している状況か
ら、レジ対応等における効果的な未然防止
を検討していく。

１～４　被害に遭いにくい店舗環境の構築
及び不審者情報通報の徹底を依頼する。
２　金融機関を悪用した犯罪に対する啓発
施策を推進していく。
２，３　金融機関職員等の防犯意識向上に
向けた効果的な強盗対応訓練を実施する。　

１～４　被害に遭いにくい店舗環境の構築
及び不審者情報通報の徹底を依頼する。
２　金融機関を悪用した犯罪に対する啓発
施策を推進していく。
２，３　金融機関職員等の防犯意識向上に
向けた効果的な強盗対応訓練を実施する。　

　担当警察官の巡回による情報提供、
チェーン店本部を通じた情報提供を推進し
ながら、適宜強盗対応訓練等を実施してい
く。

重点目標４
犯罪の防止に配慮した生活環境
の整備を促進する

基本的方策３ 犯罪の防止に配慮した店舗等を普及する
具体的な
取組②

深夜小売店舗に対する啓発

目指す姿
（目標）

　強盗事件等、深夜小売店舗を狙った犯罪被害を防
止する。

目標
又は
指標

強盗対応訓練等：年10回以上実施

　コンビニエンスストア等の深
夜小売店舗に対して、店舗等の
構造、防犯体制、設備等の整備
について啓発します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　各種会議の開催や事業者への広報紙の配布等による犯罪被害防止に効果的な情報提供
２　事業者と連携した事業主や従業員等の防犯意識向上に向けた施策推進
３　強盗対応訓練を始めとする各種犯罪被害防止に向けた効果的な訓練の実施
４　事業者と連携した防犯設備の点検及び設置促進

計画（P)
線表

【犯罪情勢等の情報提供】･･･会議等の開催や広報紙等の配布による情報提供

【防犯訓練の実施】･･･強盗対応訓練等による防犯対策の向上

【防犯設備の整備･点検】･･･事業者等の連携した防犯設備の強化改善、故障等の発見

R4 強盗対応訓

練:23回
R6 強盗対応訓

練:24回

R5 強盗対応訓

練:15回
R7 強盗対応訓

練:12回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №128 様式１

事業No. ５－１－（１）

担当課 南海トラフ地震対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

1,208件
L2浸水域外、耐震性あ
りの指定避難所におい
て100%

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

新規避難所における作成数：1,225件 新規避難所における作成数：1,241件 新規避難所における作成数：1,267件 ・避難所の調査は年１回であり、これから
行うので、作成数は不明
・大規模災害に備えた避難所運営マニュア
ル作成の手引き等を令和８年３月に改定

実施後の分析、検証

作成された避難所運営マニュアルにおいて
「防犯の視点」が盛り込まれている。

作成された避難所運営マニュアルにおい
て「防犯の視点」が盛り込まれている。

作成された避難所運営マニュアルにおいて
「防犯の視点」が盛り込まれている。

作成された避難所運営マニュアルにおいて
「防犯の視点」が盛り込まれている。

次年度の取組

引き続き新たに指定される避難所において
作成される避難所運営マニュアルに「防犯
の視点」が盛り込まれる

引き続き新たに指定される避難所におい
て作成される避難所運営マニュアルに
「防犯の視点」が盛り込まれる

引き続き新たに指定される避難所において
作成される避難所運営マニュアルに「防犯
の視点」が盛り込まれる

引き続き新たに指定される避難所において
作成される避難所運営マニュアルに「防犯
の視点」が盛り込まれる

重点目標５
南海トラフ地震等の大規模な災
害に対応した防犯対策を推進す
る

基本的方策１ 市町村による災害時の防犯対策を支援する
具体的な
取組①

地域の防災計画への「防犯の視点」の反映

目指す姿
（目標）

「防犯の視点」を反映した避難所運営マニュアルの
作成につなげる。

目標
又は
指標

新しく確保した避難所で「防犯の視点」を盛り込んだ避難所運
営マニュアルを作成

大規模な災害が発生した後は、
様々な事件や事故などの発生が
予想されることから、市町村に
対して、防災や復興に関する各
種計画に、「防犯の視点」を反
映した取組を盛り込むよう働き
かけます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入) 県作成の「大規模災害に備えた避難所運営マニュアル作成の手引き」や「避難所運営マニュアル作成ノウハウ集」などにより、事例を広く情報提供している。

計画（P)
線表

　県作成の「大規模災害に備えた避難所運営マニュアル作成の手引き」や「避難所運営マニュアル作成ノウハウ集」などにより事例を広く情報提供

1,225件 1,267件1,241件



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №129 様式１

事業No. ５－１－（１）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　大規模災害における防犯対策や災害に便
乗した犯罪の特徴等について、他県警察と情
報共有を図った。
２，３　各警察署では、災害対策担当警察職
員が防犯講話を行うことで、高知県内各市町
村における防災計画へ「防犯の視点」を反映
させるよう働きかけた。
４　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツイッ
ター）等、様々な広報手段を通じて地域安全
情報を提供をした。

１　大規模災害における防犯対策や災害に便
乗した犯罪の特徴等について、他県警察と情
報共有を図った。
２，３　各警察署では、災害対策担当警察職
員が防犯講話を行うことで、高知県内各市町
村における防災計画へ「防犯の視点」を反映
させるよう働きかけた。
４　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツイッ
ター）等、様々な広報手段を通じて災害に備
えるための対策情報を提供した。

１　大規模災害における防犯対策や災害に便
乗した犯罪の特徴等について、他県警察と情
報共有を図った。
２，３　各警察署では、災害対策担当警察職
員が防犯講話を行うことで、高知県内各市町
村における防災計画へ「防犯の視点」を反映
させるよう働きかけた。
４　県警察ホームページ、SNS（Ｘ）、
Yahoo!アプリ等、様々な広報手段を通じて災
害に備えるための対策情報を提供した。

１　過去に大規模災害が発生した都道府県警
察から、被災時における防犯対策等について
の情報を収集した。
２，３　各警察署で災害対策担当警察職員が
防犯講話等を行うことで、高知県内各市町村
における防災計画へ「防犯の視点」を反映さ
せるよう働きかけた。

実施後の分析、検証

１　他県警察と情報共有することにより、防
犯対策や災害に便乗した犯罪の特徴等につい
て周知が図られた。
２　高知市の防災担当者と防犯を担当する警
察本部生活安全企画課員が直接協議し、発災
時の防犯活動等について意見交換を行った。
２，３　災害対策担当警察職員が防犯講話に
より、各市町村担当者による「防犯の視点」
の周知が図られた。
４　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツイッ
ター）等を通じて地域安全情報の提供によ
り、広く防犯意識の醸成が図られた。

１　他県警察と情報共有することにより、防
犯対策や災害に便乗した犯罪の特徴等につい
て周知が図られた。
２　高知市の防災担当者と防犯を担当する警
察本部生活安全企画課員が直接協議し、発災
時の防犯活動等について意見交換を行った。
２，３　災害対策担当警察職員が防犯講話に
より、各市町村担当者による「防犯の視点」
の周知が図られた。
４　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツイッ
ター）等を通じて地域安全情報の提供によ
り、広く防犯意識の醸成が図られた。

１　他県警察と情報共有することにより、防
犯対策や災害に便乗した犯罪の特徴等につい
て周知が図られた。
２，３　災害対策担当警察職員が防犯講話に
より、各市町村担当者による「防犯の視点」
の周知が図られた。
４　県警察ホームページ、Yahoo!アプリ、
SNS（Ｘ）等を通じて地域安全情報の提供に
より、広く防犯意識の醸成が図られた。

１　過去に大規模災害が発生した都道府県警
察から、被災時における防犯対策の情報を収
集蓄積し、災害時における対策について検討
した。
２，３　災害対策担当警察職員が防犯講話に
より、各市町村担当者による「防犯の視点」
の周知が図られた。

次年度の取組

１～３　災害等発生時は、防犯対策が遅れる
傾向があるとされることから、他県警察にお
いて取り組んだ防犯対策についても速やかな
情報共有を検討していく。
１～４　各自治体に対する情報提供方法や取
組方法の検討を引き続き実施していく。

１～３　災害等発生時は、防犯対策が遅れる
傾向があるとされることから、他県警察にお
いて取り組んだ防犯対策についても速やかな
情報共有を検討していく。
１～４　各自治体に対する情報提供方法や取
組方法の検討を引き続き実施していく。

１～３　災害等発生時は、防犯対策が遅れる
傾向があるとされることから、他県警察にお
いて取り組んだ防犯対策についても速やかな
情報共有を検討していく。
１～４　各自治体に対する情報提供方法や取
組方法の検討を引き続き実施していく。

　引き続き被災時における防犯対策情報を収
集し、防災計画における防犯の視点に役立つ
情報について検討していく。

重点目標５
南海トラフ地震等の大規模な災害
に対応した防犯対策を推進する

基本的方策１ 市町村による災害時の防犯対策を支援する
具体的な
取組①

地域の防災計画への「防犯の視点」の反映

目指す姿
（目標）

　自治体等の防災計画に、大規模災害時に発生する
可能性のある犯罪被害防止対策が盛り込まれ、効果
的かつ円滑に作用する。

目標
又は
指標

　大規模な災害が発生した後は、
様々な事件や事故などの発生が予
想されることから、市町村に対し
て、防災や復興に関する各種計画
に「防犯の視点」を反映した取組
を盛り込むよう働き掛けます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　大規模災害発生地を管轄する他県警察への照会や活動経験者からの情報収集
２　関係機関と連携した、防災計画への「防犯の視点」を反映させる活動の推進
３　市町村担当者等に対する「防犯の視点」の必要性及び重要性の周知
４　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツイッター）等による情報発信

計画（P)
線表

【大規模災害発生時における犯罪被害発生状況に関する情報収集】･･･他県警察への照会や被災地における活動経験者等からの情報収集

【各種会合等における情報提供】･･･各種会合やホームページ、ＳＮＳ等における情報提供



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №130 新様式１

事業No. ５－１－（２）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　広報誌「安全安心まちづくりニュース」
及び、会報「安全安心まちづくりだより」の
記事の中で、大規模災害時における「防犯の
視点」を盛り込んだ記事を掲載した。
２　防犯啓発イベント「安全安心まちづくり
ひろば」の開催に際して、南海トラフ地震対
策課等と連携のうえ、防災に関するパネル展
示等を行い、防災意識の向上に努めた。
３　市町村担当者会に関し作成した資料の中
で、大規模災害時における「防犯の視点」の
必要性について記載をし広報を行った。

１　広報誌「安全安心まちづくりニュース」
及び、会報「安全安心まちづくりだより」の
記事の中で、大規模災害時における「防犯の
視点」を盛り込んだ記事を掲載した。
２　防犯啓発イベント「安全安心まちづくり
ひろば」の開催に際して、南海トラフ地震対
策課等と連携のうえ、防災に関するパネル展
示等を行い、防災意識の向上に努めた。
３　市町村担当者会に関し作成した資料の中
で、大規模災害時における「防犯の視点」の
必要性について記載をし広報を行った。

１　広報誌「安全安心まちづくりニュース」
及び、会報「安全安心まちづくりだより」の
記事の中で、大規模災害時における「防犯の
視点」を盛り込んだ記事を掲載した。
２　防犯啓発イベント「安全安心まちづくり
ひろば」の開催に際して、南海トラフ地震対
策課等と連携のうえ、防災に関するパネル展
示等を行い、防災意識の向上に努めた。

１　広報誌「安全安心まちづくりニュース」
及び、会報「安全安心まちづくりだより」の
記事の中で、大規模災害時における「身の安
全の確保に向けた情報」を盛り込んだ記事を
掲載した。
２　防犯啓発イベント「安全安心まちづくり
ひろば」の開催に際して、南海トラフ地震対
策課等と連携のうえ、防災に関するパネル展
示等を行い、防災意識の向上に努めた。

実施後の分析、検証

　広報誌等への記載による情報共有の際は、
掲載時期を選定し、広く関係者に浸透する掲
載内容とすることが重要である。
　また、イベントでのパネル展示等の際は、
地震対策の点に偏ることなく、あくまで防犯
の視点に沿った内容とすることが重要であ
る。

　広報誌等への記載による情報共有の際は、
掲載時期を選定し、広く関係者に浸透する掲
載内容とすることが重要である。
　また、イベントでのパネル展示等の際は、
地震対策の点に偏ることなく、あくまで防犯
の視点に沿った内容とすることが重要であ
る。

　広報誌等への記載による情報共有の際は、
掲載時期を選定し、広く関係者に浸透する掲
載内容とすることが重要である。
　また、イベントでのパネル展示等の際は、
地震対策の点に偏ることなく、あくまで防犯
の視点に沿った内容とすることが重要であ
る。

　広報誌等への記載による情報共有の際は、
掲載時期を選定し、広く関係者に浸透する掲
載内容とすることが重要である。
　また、イベントでのパネル展示等の際は、
地震対策の点に偏ることなく、あくまで防犯
の視点に沿った内容とすることが重要であ
る。

次年度の取組

　今後も効果的な時期を見て、広報誌等への
掲載を続けていく。
　また、危機管理部や他機関等とも連携の
上、安全安心まちづくりひろば等の各種イベ
ントにおいて、防犯の視点を盛り込んだ展示
を行う。

　今後も効果的な時期を見て、広報誌等への
掲載を続けていく。
　また、危機管理部や他機関等とも連携の
上、安全安心まちづくりひろば等の各種イベ
ントにおいて、防犯の視点を盛り込んだ展示
を行う。

　今後も効果的な時期を見て、広報誌等への
掲載を続けていく。
　また、危機管理部や他機関等とも連携の
上、安全安心まちづくりひろば等の各種イベ
ントにおいて、防犯の視点を盛り込んだ展示
を行う。

　今後も効果的な時期を見て、広報誌等への
掲載を続けていく。
　また、危機管理部や他機関等とも連携の
上、安全安心まちづくりひろば等の各種イベ
ントにおいて、防犯の視点を盛り込んだ展示
を行う。

重点目標５
南海トラフ地震等の大規模な災害
に対応した防犯対策を推進する

基本的方策１ 市町村による災害時の防犯対策を支援する
具体的な
取組②

地域の防災計画に盛り込まれている「防犯の視点」の重要性の広報・
啓発

目指す姿
（目標）

　防災部門、市町村との連携強化を図り、災害発生
後、自主的な防犯活動が効果的に行われることを目
指す。

目標
又は
指標

市町村担当者会の実施

　各市町村との連携を深め、各市
町村の地域防災計画に盛り込まれ
た「防犯の視点」を反映した取組
が効果的に実施されるよう、「防
犯の視点」の重要性について広
報・啓発を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　市町村担当者会等の機会を通じ、情報発信に努める
２　各種広報誌等において、時機に即した広報誌の発行　
３　危機管理部などの関係部署との連絡及び連携を継続し、市町村が地域防災計画を策定或いは改定する場合に
は、「防犯の視点」を盛り込むように働きかける。

計画（P)
線表

【市町村担当者会】・・・◎各市町村担当者に対し「防犯の視点」の必要性や重要性を説明し、地域防災計画に防犯の視点を盛り込むよう働きかける。 

【広報紙・会報】・・・◎発行回数　年度４回　◎配付箇所の拡充　◎広報紙や会報へ｢防犯の視点｣に関する記事を掲載　

【安全安心まちづくりひろば】・・・◎主催イベント｢安全安心まちづくりひろば｣で、防犯の視点の必要性や重要性に関するパネルを展示

【機会を捉えた広報】・・・◎各種機会を利用した｢防犯の視点｣に関する広報・啓発



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №131 新様式１

事業No. ５－１－（３）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　市町村担当者会において、大規模災害時
における｢防犯の視点｣の重要性を説明し、各
担当者との意見交換としてアンケートを実施
した。
　また、地域防災計画へ｢防犯の視点｣を盛り
込むよう働きかけた

２　安全安心まちづくりに関する広報紙、会
報及びイベントなどで大規模災害時における
防犯対策の必要性を広報した。

１　市町村担当者会において、大規模災害時
における｢防犯の視点｣の重要性を説明し、各
担当者との意見交換としてアンケートを実施
した。
　また、地域防災計画へ｢防犯の視点｣を盛り
込むよう働きかけた

２　安全安心まちづくりに関する広報紙、会
報及びイベントなどで大規模災害時における
防犯対策の必要性を広報した。

安全安心まちづくりに関する広報紙、会報及
びイベントなどで大規模災害時における防犯
対策の必要性を広報した。

安全安心まちづくりに関する広報紙、会報及
びイベントなどで大規模災害時における防犯
対策の必要性を広報した。

実施後の分析、検証

１　大規模災害時における｢防犯の視点｣の重
要性をどれだけ伝達できるかが課題となる。

２　情報収集や伝達だけではなく、市町村と
の連携を図り、防災計画における「防犯の視
点」について意見交換を行い、更に意識付け
を図っていく必要がある。

１　大規模災害時における｢防犯の視点｣の重
要性をどれだけ伝達できるかが課題となる。

２　情報収集や伝達だけではなく、市町村と
の連携を図り、防災計画における「防犯の視
点」について意見交換を行い、更に意識付け
を図っていく必要がある。

１　大規模災害時における｢防犯の視点｣の重
要性をどれだけ伝達できるかが課題となる。

２　情報収集や伝達だけではなく、市町村と
の連携を図り、防災計画における「防犯の視
点」について意見交換を行い、更に意識付け
を図っていく必要がある。

１　大規模災害時における｢防犯の視点｣の重
要性をどれだけ伝達できるかが課題となる。

２　情報収集や伝達だけではなく、市町村と
の連携を図り、防災計画における「防犯の視
点」について意見交換を行い、更に意識付け
を図っていく必要がある。

次年度の取組

今後も引き続き継続した啓発に取り組む。 今後も引き続き継続した啓発に取り組む。 今後も引き続き継続した啓発に取り組む。 今後も引き続き継続した啓発に取り組む。

重点目標５
南海トラフ地震等の大規模な災害
に対応した防犯対策を推進する

基本的方策１ 市町村による災害時の防犯対策を支援する
具体的な
取組③

発生前の備え及び発生後の対応への支援

目指す姿
（目標）

　市町村との連携強化を図り、災害発生後、自主的
な防犯活動が効果的に行われることを目指す。

目標
又は
指標

市町村担当者会の開催

　各市町村において、災害発生後
の防犯活動を円滑に行うための備
えが進むよう、災害時の犯罪や防
犯活動の事例などの情報を提供す
るとともに、各市町村が開催する
会議や研修へ、実際に被災地など
で活動経験のある有識者や職員を
派遣するなどの支援を行います。
　また、実際に災害が発生した場
合には、被災地での犯罪の発生状
況や、被災者に係る生活上のトラ
ブルに関する情報提供など、市町
村による防犯活動が迅速・適切に
行えるための支援を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　市町村担当者会等の機会を通じ、情報発信に努める
２　各種広報誌等において、時機に即した広報誌の発行　
３　危機管理部などの関係部署との連絡及び連携を継続し、市町村が地域防災計画を策定或いは改定する場合に
は、「防犯の視点」を盛り込むように働きかける。

計画（P)
線表

【市町村担当者会】・・・◎各市町村担当者に対し「防犯の視点」の必要性や重要性を説明し、意識の向上を図るとともに連携を強化する。 

【広報紙・会報】・・・◎発行回数　年度４回　◎配付箇所の拡充　◎広報紙や会報へ｢防犯の視点｣に関する記事を掲載　

【安全安心まちづくりひろば】・・・◎主催イベント｢安全安心まちづくりひろば｣で、防犯の視点の必要性や重要性に関するパネルを展示

【機会を捉えた広報】・・・◎各種機会を利用した｢防犯の視点｣に関する広報・啓発



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №132 様式１

事業No. ５－１－（３）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　大規模災害における防犯対策や災害に便
乗した犯罪の特徴等について、他県警察と情
報共有を図った。
２，３　各警察署では、災害対策担当警察職
員が防犯講話を行うことで、高知県内各市町
村における防災計画へ「防犯の視点」を反映
させるよう働きかけた。
２，３　各地区で開催している防犯講話に、
災害対策担当警察職員が出席し、被災地での
犯罪発生状況や被災者に対する生活上のトラ
ブルに関する情報提供を行った。
４　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツイッ
ター）等、様々な広報手段を通じて地域安全
情報を提供をした。

１　大規模災害における防犯対策や災害に便
乗した犯罪の特徴等について、他県警察と情
報共有を図った。
２，３　各警察署では、災害対策担当警察職
員が防犯講話を行うことで、高知県内各市町
村における防災計画へ「防犯の視点」を反映
させるよう働きかけた。
２，３　各地区で開催している防犯講話に、
災害対策担当警察職員が出席し、被災地での
犯罪発生状況や被災者に対する生活上のトラ
ブルに関する情報提供を行った。
４　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツイッ
ター）等、様々な広報手段を通じて地域安全
情報を提供をした。

１　大規模災害における防犯対策や災害に便
乗した犯罪の特徴等について、他県警察と情
報共有を図った。
２，３　各警察署では、災害対策担当警察職
員が防犯講話を行うことで、高知県内各市町
村における防災計画へ「防犯の視点」を反映
させるよう働きかけた。
２，３　各地区で開催している防犯講話に、
災害対策担当警察職員が出席し、被災地での
犯罪発生状況や被災者に対する生活上のトラ
ブルに関する情報提供を行った。
４　県警察ホームページ、Yahoo!アプリ、SNS
（Ｘ）等、様々な広報手段を通じて地域安全
情報を提供をした。

１　過去に大規模災害が発生した都道府県警
察から、被災時における防犯対策等について
の情報を収集した。
２，３　各警察署で災害対策担当警察職員が
防犯講話等を行うことで、高知県内各市町村
における防災計画へ「防犯の視点」を反映さ
せるよう働きかけた。

実施後の分析、検証

１　他県警察と情報共有することにより、防
犯対策や災害に便乗した犯罪の特徴等につい
て周知が図られた。
２　高知市の防災担当者と防犯を担当する警
察本部生活安全企画課員が直接協議し、発災
時の防犯活動等について意見交換を行った。
２，３　災害対策担当警察職員が防犯講話に
より、各市町村担当者による「防犯の視点」
及び大規模災害時における犯罪発生状況等の
周知が図られた。
４　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツイッ
ター）等を通じて地域安全情報の提供によ
り、広く防犯意識の醸成が図られた。

１　他県警察と情報共有することにより、防
犯対策や災害に便乗した犯罪の特徴等につい
て周知が図られた。
２　高知市の防災担当者と防犯を担当する警
察本部生活安全企画課員が直接協議し、発災
時の防犯活動等について意見交換を行った。
２，３　災害対策担当警察職員が防犯講話に
より、各市町村担当者による「防犯の視点」
及び大規模災害時における犯罪発生状況等の
周知が図られた。
４　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツイッ
ター）等を通じて地域安全情報の提供によ
り、広く防犯意識の醸成が図られた。

１　他県警察と情報共有することにより、防
犯対策や災害に便乗した犯罪の特徴等につい
て周知が図られた。
２，３　災害対策担当警察職員が防犯講話に
より、各市町村担当者による「防犯の視点」
及び大規模災害時における犯罪発生状況等の
周知が図られた。
４　県警察ホームページ、Yahoo!アプリ、SNS
（Ｘ）等を通じて地域安全情報の提供によ
り、広く防犯意識の醸成が図られた。

１　過去に大規模災害が発生した都道府県警
察から、被災時における防犯対策の情報を収
集蓄積し、災害時における対策について検討
した。
２，３　災害対策担当警察職員が防犯講話に
より、各市町村担当者による「防犯の視点」
の周知が図られた。

次年度の取組

１，４　災害等発生時は、防犯対策が遅れる
傾向があるとされることから、他県警察にお
いて取り組んだ防犯対策についても速やかな
情報共有を検討していく。
２～４　各自治体に対する情報提供方法や取
組方法の検討を引き続き実施していく。

１，４　災害等発生時は、防犯対策が遅れる
傾向があるとされることから、他県警察にお
いて取り組んだ防犯対策についても速やかな
情報共有を展開していく。
２～４　各自治体に対する情報提供方法や取
組方法の検討を引き続き実施していく。
１～３　災害に便乗した悪質商法被害を抑止
すべく関係機関と連携し、対策を講じる。

１，４　災害等発生時は、防犯対策が遅れる
傾向があるとされることから、他県警察にお
いて取り組んだ防犯対策についても速やかな
情報共有を展開していく。
２～４　各自治体に対する情報提供方法や取
組方法の検討を引き続き実施していく。
１～３　災害に便乗した悪質商法被害を抑止
すべく関係機関と連携し、対策を講じる。

　被災時における防犯対策情報を収集し、予
想される事案への事前対策や発生後に必要と
なる対策について啓発していく。

重点目標５
南海トラフ地震等の大規模な災害
に対応した防犯対策を推進する

基本的方策１ 市町村による災害時の防犯対策を支援する
具体的な
取組③

発生前の備え及び発生後の対応への支援

目指す姿
（目標）

　大規模災害時に発生する可能性のある犯罪被害に関
する情報を周知させ、犯罪被害防止に向けた装備・支
援等を充実させる。

目標
又は
指標

　市町村において、災害発生後の
防犯活動を円滑に行うための備え
が進むよう、災害時の犯罪や防犯
活動事例等の情報を提供するとと
もに、市町村が開催する会議等
へ、被災地における活動経験のあ
る有識者や職員を派遣する等の支
援を行います。
　また、実際に災害が発生した場
合には、被災地での犯罪発生状況
や被災者の生活上のトラブルに関
する情報提供等、市町村による防
犯活動が迅速・適切に行えるため
の支援を行います。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　大規模災害発生地を管轄する他県警察への照会や活動経験者からの情報収集
２　関係機関と連携した、防災計画への「防犯の視点」を反映させる活動の推進
３　市町村担当者等に対する「防犯の視点」の必要性及び重要性の周知
４　県警察ホームページ、Yahoo!アプリ、ＳＮＳ（X）等による情報発信

計画（P)
線表

【大規模災害発生時における犯罪被害発生状況に関する情報収集】･･･他県警察への照会や被災地における活動経験者等からの情報収集

【各種会合等における情報提供】･･･各種会合やホームページ、ＳＮＳ等における情報提供



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №133 様式１

事業No. ５－２－（１）

担当課 南海トラフ地震対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

全戸配布済
改訂 した際にはを行い、
全戸配布を実施する

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

・南海トラフ地震対策について問い合わせが
あった場合に備えちょきを配布した。
・県民の自助の取組につながった。

・南海トラフ地震対策について問い合わせが
あった場合に備えちょきを配布した。
・県民の自助の取組につながった。

・南海トラフ地震対策について問い合わせが
あった場合に備えちょきを配布した。
・県民の自助の取組につながった。

・南海トラフ地震対策について問い合わせが
あった場合に備えちょきを配布した。
・県民の自助の取組につながった。

実施後の分析、検証

・県民に対して自助の取り組みを説明するに
あたって理解してもらいやすいツールのた
め、引き続き県民から問合せがあった場合
は、備えちょきの配布を行う。

・県民に対して自助の取り組みを説明するに
あたって理解してもらいやすいツールのた
め、引き続き県民から問合せがあった場合
は、備えちょきの配布を行う。

・県民に対して自助の取り組みを説明するに
あたって理解してもらいやすいツールのた
め、引き続き県民から問合せがあった場合
は、備えちょきの配布を行う。

・県民に対して自助の取り組みを説明するに
あたって理解してもらいやすいツールのた
め、引き続き県民から問合せがあった場合
は、備えちょきの配布を行う。

次年度の取組

・引き続き、必要に応じて備えちょきの配布
を行う。

・引き続き、必要に応じて備えちょきの配布
を行う。

・引き続き、必要に応じて備えちょきの配布
を行う。

・備えちょきを改訂し、全戸配布する。

重点目標５
南海トラフ地震等の大規模な災害
に対応した防犯対策を推進する

基本的方策２ 防犯活動団体等による災害時の防犯対策を支援する
具体的な
取組①

防犯活動団体等の活動促進と早期始動に対する支援

目指す姿
（目標）

県民一人ひとりが地域地域で命を守り、つなぐため
の意識を持つ

目標
又は
指標

R７年度以降に 改定改訂し、県内全戸に配布

県内全戸に配布している啓発冊子
「南海トラフ地震に備えちょき」
に「防犯の視点」を盛り込む

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)
Ｒ２年度に 改定改訂、全戸配布した「南海トラフ地震に備えちょき」を随時配布する。 とともに、必要に応じて冊子の改定、全戸配布を行う
Ｒ８年度に「南海トラフ地震に備えちょき」を改訂し、全戸配布する。

計画（P)
線表

　「南海トラフ地震に備えちょき」を随時配布

100％ 　　－

「南海トラフ地震に備えちょき」改定改訂の検討・

随時配布

「南海トラフ地震に備えちょき」を

改訂し、全戸配布（R8）



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №134 新様式１

事業No. ５－２－（１）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

　１　広報誌「安全安心まちづくりニュー
ス」及び、会報「安全安心まちづくりだよ
り」の記事の中で、大規模災害時における
「防犯の視点」を盛り込んだ記事を掲載し
た。
２　防犯啓発イベント「安全安心まちづく
りひろば」の開催に際して、南海トラフ地
震対策課等と連携のうえ、防災に関するパ
ネル展示等を行い、防災意識の向上に努め
た。
３　市町村担当者会に関し作成した資料の
中で、大規模災害時における「防犯の視
点」の必要性について記載をし広報を行っ
た。

　１　広報誌「安全安心まちづくりニュー
ス」及び、会報「安全安心まちづくりだよ
り」の記事の中で、大規模災害時における
「防犯の視点」を盛り込んだ記事を掲載し
た。
２　防犯啓発イベント「安全安心まちづく
りひろば」の開催に際して、南海トラフ地
震対策課等と連携のうえ、防災に関するパ
ネル展示等を行い、防災意識の向上に努め
た。
３　市町村担当者会に関し作成した資料の
中で、大規模災害時における「防犯の視
点」の必要性について記載をし広報を行っ
た。

　１　広報誌「安全安心まちづくりニュー
ス」及び、会報「安全安心まちづくりだよ
り」の記事の中で、大規模災害時における
「防犯の視点」を盛り込んだ記事を掲載し
た。
２　防犯啓発イベント「安全安心まちづく
りひろば」の開催に際して、南海トラフ地
震対策課等と連携のうえ、防災に関するパ
ネル展示等を行い、防災意識の向上に努め
た。

　１　広報誌「安全安心まちづくりニュー
ス」及び、会報「安全安心まちづくりだよ
り」の記事の中で、大規模災害時における
「身の安全の確保につながる情報」を盛り
込んだ記事を掲載した。
２　防犯啓発イベント「安全安心まちづく
りひろば」の開催に際して、南海トラフ地
震対策課等と連携のうえ、防災に関するパ
ネル展示等を行い、防災意識の向上に努め
た。

実施後の分析、検証

　広報誌等への掲載内容の吟味。
　庁内防災担当課との協議の上、「安全安
心まちづくりひろば」会場でのパネル展示
内容についても吟味し、趣向を凝らした展
示とする。

　広報誌等への掲載内容の吟味。
　庁内防災担当課との協議の上、「安全安
心まちづくりひろば」会場でのパネル展示
内容についても吟味し、趣向を凝らした展
示とする。

　広報誌等への掲載内容の吟味。
　庁内防災担当課との協議の上、「安全安
心まちづくりひろば」会場でのパネル展示
内容についても吟味し、趣向を凝らした展
示とする。

　広報誌等への掲載内容の吟味。
　庁内防災担当課との協議の上、「安全安
心まちづくりひろば」会場でのパネル展示
内容についても吟味し、趣向を凝らした展
示とする。

次年度の取組

　防犯活動団体への講演等の依頼がなく、
実施していないため、今後は、要望を受け
て実施することが重要である。

　防犯活動団体への講演等の依頼がなく、
実施していないため、今後は、要望を受け
て実施することが重要である。

　防犯活動団体への講演等の依頼がなく、
実施していないため、今後は、要望を受け
て実施することが重要である。

　防犯活動団体への講演等の依頼がなく、
実施していないため、今後は、要望を受け
て実施することが重要である。

重点目標５
南海トラフ地震等の大規模な災
害に対応した防犯対策を推進す
る

基本的方策２ 防犯活動団体等による災害時の防犯対策を支援する
具体的な
取組①

防犯活動団体等の活動促進と早期始動に対する支援

目指す姿
（目標）

　市町村、自主防災組織、防犯ボランティア団体な
ど、お互いに連携しながら、災害時に自主的な防犯
対策に取り組めるようにする。

目標
又は
指標

広報誌等への掲載、発行を通じた広報啓発の実施

 　防犯活動団体などによる平時
の活動が一層活性化し、防災に
関する知識や技能を習得できる
よう、県や各市町村が実施する
防災訓練や研修会などへの参加
を促進します。
　災害の発生時には、復旧活動
に移行した段階で防犯活動に取
り組めるよう、犯罪や避難所な
どにおけるトラブルなどに関す
る情報の提供や、ベスト、帽子
及び腕章などの活動に必要な物
品の提供などにより、防犯活動
の早期始動を支援します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　市町村担当者会等の機会を通じ、情報発信に努める
２　各種広報誌等において、時機に即した広報誌の発行　
３　危機管理部などの関係部署との連絡及び連携を継続し、市町村が地域防災計画を策定或いは改定する場合
には、「防犯の視点」を盛り込むように働きかける。

計画（P)
線表

【広報紙・会報】・・・◎発行回数　年度４回　◎広報紙や会報へ地震発生時の対応要領等の記事を掲載

【高知県ホームページ】・・・◎高知県ホームページに地震発生時の防犯活動の重要性等を掲載（継続）

【安全安心まちづくりひろば】・・・◎主催イベント｢安全安心まちづくりひろば｣で、地震発生時の防犯活動の重要性等に関するパネルを展示

【機会を捉えた広報】・・・◎関係団体及び地域の会合等を利用した、地震発生時の防犯活動の重要性等に関する広報・啓発



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №135 様式１

事業No. ５－２－（１）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１，２，４　各警察署では、災害対策担当警
察職員が防犯講話を行うことで、高知県内各
市町村における防災計画へ「防犯の視点」を
反映させるよう働きかけた。
１，２，４　各地区で開催している防犯講話
に、災害対策担当警察職員が出席し、被災地
での犯罪発生状況や被災者に対する生活上の
トラブルに関する情報提供を行った。
３　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツイッ
ター）等、様々な広報手段を通じて地域安全
情報を提供をした。

１，２，３　各警察署では、災害対策担当警
察職員が防犯講話を行うことで、高知県内各
市町村における防災計画へ「防犯の視点」を
反映させるよう働きかけた。
１，２，３　各地区で開催している防犯講話
に、災害対策担当警察職員が出席し、被災地
での犯罪発生状況や被災者に対する生活上の
トラブルに関する情報提供を行った。
３　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツイッ
ター）等、様々な広報手段を通じて地域安全
情報を提供をした。

１，２，３　各警察署では、災害対策担当警
察職員が防犯講話を行うことで、高知県内各
市町村における防災計画へ「防犯の視点」を
反映させるよう働きかけた。
１，２，３　各地区で開催している防犯講話
に、災害対策担当警察職員が出席し、被災地
での犯罪発生状況や被災者に対する生活上の
トラブルに関する情報提供を行った。
３　県警察ホームページ、Yahoo!アプリ、
SNS（Ｘ）等、様々な広報手段を通じて地域
安全情報を提供をした。

１　防犯活動団体との会議等において、防災
活動と防犯活動の関係について説明し、活動
の垣根を越えた連携の必要性を啓発した。
２　被災後の犯罪発生状況や悪質商法トラブ
ルの発生状況等、被災後における防犯活動の
必要性を啓発した。

実施後の分析、検証

１，２，４　新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、防災訓練や防災に関する研修会
が中止となるなどしたことから、それらを主
催する団体等との連携が困難だった。
１，２，４　災害対策担当警察職員が防犯講
話により、各市町村担当者による「防犯の視
点」の周知が図られた。
３　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツイッ
ター）等を通じて地域安全情報の提供によ
り、広く防犯意識の醸成が図られた。

１，２，４　災害対策担当警察職員が防犯講
話により、各市町村担当者による「防犯の視
点」の周知が図られた。
３　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツイッ
ター）等を通じて地域安全情報の提供によ
り、広く防犯意識の醸成が図られた。

１，２，４　災害対策担当警察職員が防犯講
話により、各市町村担当者による「防犯の視
点」の周知が図られた。
３　県警察ホームページ、Yahoo!アプリ、
SNS（Ｘ）等を通じて地域安全情報の提供に
より、広く防犯意識の醸成が図られた。

　大規模災害後の防犯活動の必要性の啓発は
可能であるが、被災後の防犯活動に必要な物
品の準備は困難である。

次年度の取組

１～３　新型コロナウイルス感染防止施策が
緩和されることから、対面形式で実施する訓
練や防災に関する研修会については、感染防
止に配意した上で積極的に参加し、主催団体
との連携を図っていく。
４　今後起こりうる災害を想定し、災害時に
おける防犯活動に必要な物品等を準備する必
要がある。

１～３　訓練や防災に関する研修会について
は、各種事故防止に配慮し積極的に参加し、
主催団体との連携を図っていく。
４　今後起こりうる災害を想定し、各自治組
織に災害時の防犯活動に必要な物品等の準備
の働き掛けを強化する。
４　大規模災害発生時に防犯パトロールを行
い、自主防犯組織への物品等の提供を行う。

１～３　訓練や防災に関する研修会について
は、各種事故防止に配慮し積極的に参加し、
主催団体との連携を図っていく。
４　今後起こりうる災害を想定し、各自治組
織に災害時の防犯活動に必要な物品等の準備
の働き掛けを強化する。
４　大規模災害発生時に防犯パトロールを行
い、自主防犯組織への物品等の提供を行う。

　防災活動と防犯活動の垣根を越えた連携の
必要性、被災後における防犯活動の必要性を
啓発する。

重点目標５
南海トラフ地震等の大規模な災害
に対応した防犯対策を推進する

基本的方策２ 防犯活動団体等による災害時の防犯対策を支援する
具体的な
取組①

防犯活動団体等の活動促進と早期始動に対する支援

目指す姿
（目標）

　被災後における防犯活動団体による活動について
情報収集し、早期活動開始のための各種整備を推進
する。

目標
又は
指標

　防犯活動団体等による平時の活
動が一層活性化し、防災に関する
ノウハウを更に習得できるよう、
自治体等が実施する防災訓練や研
修会等への参加を促進します。
　また、災害発生時には、復旧活
動に移行した段階で防犯活動に取
り組めるよう、犯罪や避難所等に
おけるトラブルなどに関する情報
や、ベスト、帽子、腕章等活動に
必要な物品の提供などにより、防
犯活動の早期始動を支援します。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　県、市町村、防災団体が実施する訓練への参加促進
２　市町村担当者等に対する「防犯の視点」の必要性及び重要性の周知
３　県警察ホームページ、Yahoo!アプリ、ＳＮＳ（X）等による情報発信
４　大規模災害発生後における防犯活動に必要な物品の保管管理及び購入用予算措置

計画（P)
線表

【防災訓練への参加促進】･･･各種会議、広報活動等を通じた呼びかけ

【資機材の装備・備蓄】･･･予算措置に向けた取組



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №136 様式１

事業No. ５－２－（２）

担当課 南海トラフ地震対策課

出発点(R４) 目標値(R８)

研修会での啓発：
各年度６回

研修会や防災士養成講座
などでの啓発：
各年度４～５回

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

県内６箇所で実施した自主防災組織人材育成
研修にて、避難所での防犯活動について講師
の方から説明していただいた。

県内６箇所で実施した自主防災組織人材育成
研修にて、車中泊避難での防犯活動について
講師の方から説明していただいた。

県内６箇所で実施した自主防災組織人材育成
研修にて、車中泊避難での防犯活動について
講師の方から説明していただいた。

県内４箇所で実施した、防災士養成講座に
て、避難所における防犯に係るポイントを説
明し、避難所レイアウトに係る工夫を講師か
ら説明いただいた。

実施後の分析、検証

令和４年度は、実際の写真を見せながら避難
所において防犯活動を講師の方から説明して
いただき、必要性について周知することが出
来た。

車中泊避難におけるトラブル事例などを講師
の方から説明していただき、未然に防ぐ方法
など、グループワークにより検討することが
出来た。

能登半島地震の盗難事例等を紹介した。 講師からの、防犯に係るポイントを踏まえ
て、グループワークにより避難所レイアウト
などを検討することができた。

次年度の取組

引き続き、自主防災組織人材育成研修で避難
所における防犯活動についての内容を盛り込
み、啓発していく。

引き続き、自主防災組織人材育成研修で避難
所における防犯活動についての内容を盛り込
み、啓発していく。

引き続き、自主防災組織人材育成研修で避難
所における防犯活動についての内容を盛り込
み、啓発していく。

引き続き、防災士養成講座などの自主防災組
織の方が来られる機会をとらえて啓発してい
く。

重点目標５
南海トラフ地震等の大規模な災害
に対応した防犯対策を推進する

基本的方策２ 防犯活動団体等による災害時の防犯対策を支援する
具体的な
取組②

自主防災組織による防犯活動への参画の働きかけ

目指す姿
（目標）

自主防災組織へ犯罪のない安心安全のまちづくり活
動への理解を深めてもらうため、県が実施する研修
会で防犯活動に関する情報の提供を行い、防犯意識
を向上させる。

目標
又は
指標

研修会や防災士養成講座での情報提供：各年度４～６回

県が実施する研修で、防犯活動に
関するチラシの提供等により自主
防災組織へ防災活動の活性化を促
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)
自主防災組織人材育成研修でのチラシ等の配布により防犯活動を啓発（各年度６回）

　防災士養成講座等でのチラシ
　配布等により防犯活動を啓発
　（各年度４～５回）

計画（P)
線表

　　　自主防災組織人材育成研修でのチラシ等の配布により防犯活動を啓発（各年度６回）

６回 ６回

　防災士養成講座等でのチラシ

　配布等により防犯活動を啓発

　（各年度４～５回）

６回 ４回



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №137 新様式１

事業No. ５－２－（２）

担当課 県民生活課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　市町村担当者会等の機会を通じ、情報発
信に努めた。
２　各種広報誌等を通じて、災害発生時の対
応について時期に即した記事を掲載した。
３　安全安心まちづくりひろばでのパネル展
示等で、危機管理部などの関係部署との連絡
の上、地震発生時の防犯活動の重要性や災害
発生時の行動などについて展示し啓発を行っ
た。
　上記、広報誌及び安全安心まちづくりひろ
ばの様子については県ホームページ上へも掲
載し、幅広い世代に広報を行うことができ
た。

１　市町村担当者会等の機会を通じ、情報発
信に努めた。
２　各種広報誌等を通じて、災害発生時の対
応について時期に即した記事を掲載した。
３　安全安心まちづくりひろばでのパネル展
示等で、危機管理部などの関係部署との連絡
の上、地震発生時の防犯活動の重要性や災害
発生時の行動などについて展示し啓発を行っ
た。
　上記、広報誌及び安全安心まちづくりひろ
ばの様子を県ホームページ上へ掲載し、幅広
い世代に広報を行うことができた。

１　各種広報誌等を通じて、災害発生時の対
応について時期に即した記事を掲載した。
２　安全安心まちづくりひろばでのパネル展
示等で、危機管理部などの関係部署との連絡
の上、地震発生時の防犯活動の重要性や災害
発生時の行動などについて展示し啓発を行っ
た。
　上記、広報誌及び安全安心まちづくりひろ
ばの様子を県ホームページ上へ掲載し、幅広
い世代に広報を行うことができた。

１　各種広報誌等を通じて、災害発生時の対
応について時期に即した記事を掲載した。
２　安全安心まちづくりひろばでのパネル展
示等で、危機管理部などの関係部署との連絡
の上、地震発生時の防犯活動の重要性や災害
発生時の行動などについて展示し啓発を行っ
た。
　上記、広報誌及び安全安心まちづくりひろ
ばの様子を県ホームページ上へ掲載し、幅広
い世代に広報を行うことができた。

実施後の分析、検証

　広報誌や県ホームページ等により、機会を
捉えた情報発信は行ったものの、その浸透度
合いを測ることが困難であるため、継続して
情報発信を行う必要がある。
　関係団体及び地域の会合等を利用し、地震
発生時の防犯活動の重要性等に関する広報・
啓発を行う必要があるものの、要望等なく実
施していない。

　広報誌や県ホームページ等により、機会を
捉えた情報発信は行ったものの、その浸透度
合いを測ることが困難であるため、継続して
情報発信を行う必要がある。
　関係団体及び地域の会合等を利用し、地震
発生時の防犯活動の重要性等に関する広報・
啓発を行う必要があるものの、要望等なく実
施していない。

　広報誌や県ホームページ等により、機会を
捉えた情報発信は行ったものの、その浸透度
合いを測ることが困難であるため、継続して
情報発信を行う必要がある。
　関係団体及び地域の会合等を利用し、地震
発生時の防犯活動の重要性等に関する広報・
啓発を行う必要があるものの、要望等なく実
施していない。

　広報誌や県ホームページ等により、機会を
捉えた情報発信は行ったものの、その浸透度
合いを測ることが困難であるため、継続して
情報発信を行う必要がある。
　関係団体及び地域の会合等を利用し、地震
発生時の防犯活動の重要性等に関する広報・
啓発を行う必要があるものの、要望等なく実
施していない。

次年度の取組

引き続き、機会をとらえた啓発を行う。 引き続き、機会をとらえた啓発を行う。 引き続き、機会をとらえた啓発を行う。 引き続き、機会をとらえた啓発を行う。

重点目標５
南海トラフ地震等の大規模な災害
に対応した防犯対策を推進する

基本的方策２ 防犯活動団体等による災害時の防犯対策を支援する
具体的な
取組②

自主防災組織による防犯活動への参画の働きかけ

目指す姿
（目標）

　市町村、自主防災組織、防犯ボランティア団体な
ど、お互いに連携しながら、災害時に自主的な防犯
対策に取り組めるようにする。

目標
又は
指標

イベント等の啓発の場において、大規模災害発生時の「防犯の
視点」について広報を行う

　自主防災組織に、犯罪のない安
全安心まちづくり活動への理解を
深めてもらうため、市町村や自主
防災組織が行う各種会議や研修会
へ、実際に被災地などでの活動経
験のある有識者や職員などを派遣
して、防犯活動のノウハウや犯罪
情勢に関する情報を提供します。
　また、これらの取組を通して、
自主防災組織にも防犯活動に関心
を持ってもらい、日ごろの防犯活
動へ参画してもらうよう働きかけ
ます。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　市町村担当者会等の機会を通じ、情報発信に努める
２　各種広報誌等において、時機に即した広報誌の発行　
３　危機管理部などの関係部署との連絡及び連携を継続し、市町村が地域防災計画を策定或いは改定する場合に
は、「防犯の視点」を盛り込むように働きかける。

計画（P)
線表

【情報収集】・・・◎関係団体及び地域の会合等の機会を利用した自主防災組織の把握

【広報紙・会報】・・・◎発行回数　年度４回　◎広報紙や会報へ防災研修会、防災イベント等の記事を掲載

【高知県ホームページ】・・・◎高知県のホームページへ、防災研修会、 防災イベント等の記事を掲載 

【安全安心まちづくりひろば】・・・◎主催イベント｢安全安心まちづくりひろば｣で、地震発生時の防犯活動の重要性等に関するパネルを展示

【機会を捉えた広報】・・・◎関係団体及び地域の会合等を利用した、地震発生時の防犯活動の重要性等に関する広報・啓発



高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画進捗管理表 №138 様式１

事業No. ５－２－（２）

担当課 生活安全企画課

出発点(R４) 目標値(R８)

実行（D)

評価（C)

改善（A)

現状値

R4:       　　   R5:        　　 R6:     　　    R7:         　　R8:          

取組内容 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降

成果
・アウトプット（結果）
・アウトカム（成果）

１　大規模災害における防犯対策や災害に便乗
した犯罪の特徴等について、他県警察と情報共
有を図った。
２，３，５　各警察署では、災害対策担当警察
職員が防犯講話を行うことで、高知県内各市町
村における防災計画へ「防犯の視点」を反映さ
せるよう働きかけた。
２，３，５　各地区で開催している防犯講話
に、災害対策担当警察職員が出席し、被災地で
の犯罪発生状況や被災者に対する生活上のトラ
ブルに関する情報提供を行った。
　各種会合等に、災害対策担当警察職員を派遣
し、被災地における防犯活動、大規模災害発生
時に起こりやすい犯罪被害等について情報提供
した。
４　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツイッ
ター）等、様々な広報手段を通じて地域安全情
報を提供をした。

１　大規模災害における防犯対策や災害に便乗
した犯罪の特徴等について、他県警察と情報共
有を図った。
２，３，５　各警察署では、災害対策担当警察
職員が防犯講話を行うことで、高知県内各市町
村における防災計画へ「防犯の視点」を反映さ
せるよう働きかけた。
２，３，５　各地区で開催している防犯講話
に、災害対策担当警察職員が出席し、被災地で
の犯罪発生状況や被災者に対する生活上のトラ
ブルに関する情報提供を行った。
　各種会合等に、災害対策担当警察職員を派遣
し、被災地における防犯活動、大規模災害発生
時に起こりやすい犯罪被害等について情報提供
した。
４　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツイッター）
等、様々な広報手段を通じて地域安全情報を提
供をした。

１　大規模災害における防犯対策や災害に便
乗した犯罪の特徴等について、他県警察と情
報共有を図った。
２，３，５　各警察署では、災害対策担当警
察職員が防犯講話を行うことで、高知県内各
市町村における防災計画へ「防犯の視点」を
反映させるよう働きかけた。各種会合等に、
災害対策担当警察職員を派遣し、被災地にお
ける防犯活動、大規模災害発生時に起こりや
すい犯罪被害等について情報提供した。
４　県警察ホームページ、Yahoo!アプリ、SNS
（Ｘ）等、様々な広報手段を通じて地域安全
情報を提供をした。

１　過去に大規模災害が発生した都道府県警
察から、被災時における防犯対策等について
の情報を収集した。
２,３　防災訓練等において、被災時における
防犯活動の必要性等について説明し、被災時
における「防犯の視点」について啓発した。
４　ＳＮＳ等で日頃の防犯情報を幅広く発信
することで、防犯活動への参加意識を高める
ことに努めた。

実施後の分析、検証

１　他県警察と情報共有することにより、防犯
対策や災害に便乗した犯罪の特徴等について周
知が図られた。
２，３　災害対策担当警察職員が防犯講話によ
り、各市町村担当者による「防犯の視点」の周
知が図られた。
２，３，５　各種会合等に、災害対策担当警察
職員が出席し、災害発生時に起こりえる犯罪被
害等について講話を実施することにより、参加
者による災害時の防犯活動に関する意識の高揚
が図られた。
４　県警察ホームページ、ＳＮＳ（ツイッ
ター）等を通じて地域安全情報の提供により、
広く防犯意識の醸成が図られた。
５　新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、防災訓練や防災に関する研修会が中止とな
るなどしたことから、それらを主催する団体等
との連携が困難だった。

１　他県警察と情報共有することにより、防
犯対策や災害に便乗した犯罪の特徴等につい
て周知が図られた。
２，３　災害対策担当警察職員が防犯講話に
より、各市町村担当者による「防犯の視点」
の周知が図られた。
２，３，５　各種会合等に、災害対策担当警
察職員が出席し、災害発生時に起こりえる犯
罪被害等について講話を実施することによ
り、参加者による災害時の防犯活動に関する
意識の高揚が図られた。
４　県警察ホームページ、Ｘ（旧ツイッ
ター）等を通じて地域安全情報の提供によ
り、広く防犯意識の醸成が図られた。

１　他県警察と情報共有することにより、防
犯対策や災害に便乗した犯罪の特徴等につい
て周知が図られた。
２，３，５　災害対策担当警察職員が防犯講
話により、各市町村担当者による「防犯の視
点」の周知が図られた。各種会合等に、災害
対策担当警察職員が出席し、災害発生時に起
こりえる犯罪被害等について講話を実施する
ことにより、参加者による災害時の防犯活動
に関する意識の高揚が図られた。
４　県警察ホームページ、Yahoo!アプリ、SNS
（Ｘ）等を通じて地域安全情報の提供によ
り、広く防犯意識の醸成が図られた。

　自主防災組織との活動接点が少なく、引き
続き防犯活動への参画を働き掛けるととも
に、被災後、自主防災組織が防犯活動に参画
する際のノウハウを提供できるよう準備して
おくことが重要である。

次年度の取組

１～３　災害等発生時は、防犯対策が遅れる傾
向があるとされることから、他県警察において
取り組んだ防犯対策についても速やかな情報共
有を検討していく。
２～５　各自治体に対する情報提供方法や取組
方法の検討を引き続き実施していく。
２，３，５　新型コロナウイルス感染防止施策
が緩和されることから、対面形式で実施する訓
練や防災に関する研修会については、感染防止
に配意した上で積極的に参加し、主催団体との
連携を図っていく。

１～３　大規模災害等発生時は、防犯対策が
遅れる傾向があるとされることから、他県警
察において取り組んだ防犯対策についても速
やかな情報共有を検討していく。
２～５　各自治体に対する情報提供方法や取
組方法の検討を引き続き実施していく。
２，３，５　大規模災害発生時に予想される
問題点の洗い出しを行う。

１～３　大規模災害等発生時は、防犯対策が
遅れる傾向があるとされることから、他県警
察において取り組んだ防犯対策についても速
やかな情報共有を検討していく。
２～５　各自治体に対する情報提供方法や取
組方法の検討を引き続き実施していく。
２，３，５　大規模災害発生時に予想される
問題点の洗い出しを行う。

　防災訓練、各種会議等への参加を通じて、
被災時における防犯活動の必要性等の啓発に
努め、自主防災組織等への防犯活動への取組
を働き掛ける。

重点目標５
南海トラフ地震等の大規模な災害
に対応した防犯対策を推進する

基本的方策２ 防犯活動団体等による災害時の防犯対策を支援する
具体的な
取組②

自主防災組織による防犯活動への参画の働きかけ

目指す姿
（目標）

　自主防災組織等に対して、防犯活動への参画を働き
掛け、被災直後から防犯の視点を持った各種活動を実
施する。

目標
又は
指標

　自主防災組織に、犯罪のない安
全安心まちづくり活動への理解を
深めてもらうため、市町村や自主
防災組織が行う各種会議や研修会
へ、実際に被災地等での活動経験
のある有識者や職員等を派遣し
て、防犯活動のノウハウや犯罪情
勢に関する情報を提供します。
　また、これらの取組を通じて、
自主防災組織にも防犯活動に関心
を持ってもらい、日頃の防犯活動
へ参画してもらうよう働きかけま
す。

実施計画
（Ｐ）

インプット(投入)

１　大規模災害発生地を管轄する他県警への照会や活動経験者からの情報収集
２　関係機関と連携した、防災計画への「防犯の視点」を反映させる活動の推進
３　市町村担当者等に対する「防犯の視点」の必要性及び重要性の周知
４　県警察ホームページ、Yahoo!アプリ、ＳＮＳ（X）等による情報発信
５　各種会合や訓練等を通じた関係機関との協力体制の構築

計画（P)
線表

【大規模災害発生時における犯罪被害発生状況に関する情報収集】･･･他県警察への照会や被災地における活動経験者等からの情報収集

【自主防災組織等との連携】･･･各種会議や訓練等を通じた協力関係の構築


